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鳥取県国民保護計画の新旧対照表 
該当部分 項目名 新 旧 備  考 

はじめに 

-1- 

 この計画は、恒久の平和を願う鳥取県が、「武力攻撃事態等における国民の保護のため

の措置に関する法律」（以下、単に「法」という。）や「武力攻撃事態等及び存立危機事態に

おける我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律」（以下、「事態

対処法」という。）等の関連する法律とジュネーブ諸条約などの国際人道法の精神に基づ

いて作成したものです。 

（略） 

この計画は、恒久の平和を願う鳥取県が、国民保護法やその他の関連する法律とジュネ

ーブ諸条約などの国際人道法の精神に基づいて作成したものです。 

（略） 
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国民保

護に 関

す る 基

本的方

針 

国民保護に関する基本的方針 

１ 基本的人権の尊重（法第5 条） 

(1) （略） 

(2) 武力攻撃事態における国民の人権に対する必要最小限の制限 
個人の公共的負担 

 

土地等の使用 法第82 条 

物資の売渡しの要請等 法第81 条 

医療の実施の要請等 法第85 条 

社会秩序の維持 生活関連等施設の安全確保 法第102 条 

警戒区域の設定 法第114 条 

放射性物質等により汚染された物の移動禁止 法第108 条 

重要文化財等の所有 

等から生じる責務 

文化財保護の特例 法第125 条 

 

国民保護に関する基本的指針 

１ 基本的人権の尊重（法5） 

(1) （略） 

(2) 武力攻撃事態における国民の人権に対する必要最小限の制限 
個人の公共的負担 

 

土地等の使用 法82 

物資の売渡しの要請等 法81 

医療の実施の要請等 法85 

社会秩序の維持 生活関連等施設の安全確保 法102 

警戒区域の設定 法114 

放射性物質等により汚染された物の移動禁止 法108 

重要文化財等の所有 

等から生じる責務 

文化財保護の特例 法125 
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国民保

護に関

する基

本的方

針 

２ 国民の権利利益の迅速な救済（法第6 条） 

（略） 

【国民の権利利益の救済に係る手続項目一覧】 
損失補償 

（法第159 条第1 項） 

特定物資の収用に関すること（法第81 条第2 項） 

特定物資の保管命令に関すること（法第81 条第3 項） 

土地等の使用に関すること（法第82 条） 

応急公用負担に関すること（法第113 条第3 項） 

車両等の破損措置に関すること 

（法第155 条第2 項において準用する災対法第76 条の 3 第2 項

後段） 

実費弁償 

（法第159 条第2 項） 

医療の実施の要請等に関すること（法第85 条第1 項・第2 項） 

損害補償 

（法第160 条） 

国民への協力要請によるもの 

（法第70 条第1 項・第3 項、第80 条第1 項、第115 条第1 項、第

123 条第1 項） 

医療の実施の要請等によるもの（法第85 条第1 項・第2 項） 

不服申立てに関すること（法第6 条、第175 条） 

訴訟に関すること（法第6 条、第175 条） 

※ 県は、これらの手続に関連する文書について鳥取県公文書等の管理に関する条例 

に基づき設定した保存期間が満了するまでの間、適切に保存するとともに、必要に応 

じて保存期間を延長します。 

２ 国民の権利利益の迅速な救済（法6） 

（略） 

【国民の権利利益の救済に係る手続項目一覧】 
損失補償 

（法第159 条第1 項） 

特定物資の収用に関すること。（法81②） 

特定物資の保管命令に関すること。（法81③） 

土地等の使用に関すること。（法82） 

応急公用負担に関すること。（法113③） 

車両等の破損措置に関すること。 

（法155②において準用する災対法76 の 3②後段） 

 

実費弁償 

（法第159 条第2 項） 

医療の実施の要請等に関すること。（法85①・②） 

損害補償 

（法第160 条） 

国民への協力要請によるもの 

（法70 条①・③、80①、115①、123①） 

医療の実施の要請等によるもの（法85①・②） 

不服申立てに関すること。（法6、175） 

訴訟に関すること。（法6、175） 

※ 県は、これらの手続に関連する文書について適切に保管し、又は保存期間を延長しま 

す。 
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〃 ３ 指定（地方）公共機関の自主性の尊重その他特別な配慮（法第7 条） 

(1)～(3)  （略） 

３ 指定（地方）公共機関の自主性の尊重その他特別な配慮（法7 など） 

(1)～(3)  （略） 
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〃 ４ 国民に対する情報提供（法第8 条） 

（略） 

４ 国民に対する情報提供（法8） 

（略） 
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国民保

護に関

する基

本的方 

針 

７ 要配慮者の保護及び国際人道法の的確な実施 

県は、国民保護措置の実施に当たっては、要配慮者の保護について留意します。 

また、県は、国民保護措置を実施するに当たっては、国際的な武力紛争において適用さ

れる国際人道法の的確な実施を確保します。 

 

７ 災害時要援護者の保護及び国際人道法の的確な実施 

県は、国民保護措置の実施に当たっては、災害時要援護者の保護について留意しま

す。 

また、県は、国民保護措置を実施するに当たっては、国際的な武力紛争において適用さ

れる国際人道法の的確な実施を確保します。 
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国民保

護措置

を行う人

の安全

の確保 

１ 政府は、地方公共団体及び指定公共機関が実施する対処措置について、その内容に

応じ、安全の確保に配慮しなければならない。（事態対処法第17 条） 

１ 政府は、地方公共団体及び指定公共機関が実施する対処措置について、その内容に

応じ、安全の確保に配慮しなければならない。（事態対処法17） 
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国民保

護措置

を行う人

の安全

の確保 

２ 安全配慮義務 

県は、県、市町村並びに指定（地方）公共機関が実施する県の区域に係る国民保護措置

について、その内容に応じて安全の確保に配慮します。（法第22 条） 

（略） 
安全配慮規定 根拠条文 

１ 避難住民の誘導に必要な援助について協力する者 法第70 条 

２ 内閣総理大臣又は知事が運送の指示をする場合の運送事業者 法第73条、第79条 

３ 救援に必要な援助について協力する者 法第80 条 

４ 要請又は指示に応じて医療を行う者 法第85 条 

５ 武力攻撃原子力災害に係る応急措置等を行う者 法第105 条 

６ 放射性物質等による汚染の拡大の防止に係る措置を行う者 法第110 条 

７ 武力攻撃災害に対処するための措置に必要な援助について協力す 

る者 

法第115 条 

８ 消防の応援等のため出動する職員 法第120 条 

９ 保健衛生の確保に関する措置の実施に必要な援助について協力す 

る者 

法第123 条 

(略) 

２ 安全配慮義務 

県は、県、市町村並びに指定（地方）公共機関が実施する県の区域に係る国民保護措置

について、その内容に応じて安全の確保に配慮します。（法22） 

（略） 
安全配慮規定 根拠条文 

１ 避難住民の誘導に必要な援助について協力する者 法70 

２ 内閣総理大臣又は知事が運送の指示をする場合の運送事業者 法73、法79 

３ 救援に必要な援助について協力する者 法80 

４ 要請又は指示に応じて医療を行う者 法85 

５ 武力攻撃原子力災害に係る応急措置等を行う者 法105 

６ 放射性物質等による汚染の拡大の防止に係る措置を行う者 法110 

７ 武力攻撃災害に対処するための措置に必要な援助について協力する者 法115 

８ 消防の応援等のため出動する職員 法120 

９ 保健衛生の確保に関する措置の実施に必要な援助について協力する者 

 

法123 

(略) 
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国民保

護措置

を行う人

の安全

の確保 

３ 生活関連等施設の安全確保（法第102 条） 

(1)  第 1 章 武力攻撃事態等の想定及び避難等の態様、１ この計画が対象とする事態、

(1)武力攻撃事態等の想定、イ 住民の安全確保において注意すべき重要施設 

(2) 別紙第４ 「避難準備段階の計画」 ４ 活動要領、 (8) 武力攻撃災害に伴う被害の 

最小化、ア 武力攻撃災害の予防、対処準備、 (ｲ)生活関連等施設の安全確保 

３ 生活関連等施設の安全確保（法102） 

(1) 第1章 状況、１ 武力攻撃事態等、(2)武力攻撃事態の想定、ウ 住民の安全確保にお 

いて注意すべき重要施設 

(2) 別紙第４ 「避難準備段階の計画」 ４ 活動要領、 (8) 武力攻撃に伴う被害の最小化、 

ア 武力攻撃災害の予防、対処準備、 (ｲ)生活関連等施設の安全確保 
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 この計画の使用に当たって 

（略） 

 計画段階であらゆる事態に対応する計画を作成しても、当初の予想を超える事態が起こ

り、作成しなければならない計画も膨大な量になるため、この計画では基本となることを

計画しています。 

 なお、国民保護措置の具体的な対処については、鳥取県地域防災計画、鳥取県地域防

災計画（原子力災害対策編）及び鳥取県広域住民避難計画（島根原子力発電所事故対応）

等を準用します。 

 事態に的確に対応するためには、絶えず先のことを予見しながら、状況の進展に伴い状

況が解明される中で、その状況に応じ主動的に対策を行うことが必要です。 

 このため、この計画についても、随時必要な修正を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

この計画を使用されるみなさんへ 

（略） 

 計画段階であらゆる事態に対応する計画を作成しても、当初の予想を超える事態が起こ

り、作成しなければならない計画も膨大な量になるため、この計画では基本となることを

計画しています。 

  

 

 

 事態に的確に対応するためには、絶えず先のことを予見しながら、状況の進展に伴い状

況が解明される中で、その状況に応じ主動的に対策を行うことが必要です。 

 このため、この計画についても、随時必要な修正を行っていきます。 
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 用語集 

 

この計画で使用する用語等の意味と正式名称は、次のとおりです。 

 

１ 地域等の標記 

 （略） 

２ 機関名等の標記 

番号 用語等 定      義 備  考 

（略） （略） （略）  

5 国対策本部 事態対策本部、緊急対処事態対策本部 

事態対処法第

10 条、 

事態対処法第

23 条 

6 
国民保護対策本

部 

当該区域において住民の避難、避難住民等

の救援、武力攻撃災害への対処等の国民

の保護のための措置を総合的に推進する

ための特別な体制として、武力攻撃事態等

において臨時に設置される機関 

 

 

 

 

 

 

  （削除）  

  （削除）  

7 県対策本部 鳥取県国民保護対策本部  

8 市町村対策本部 
（略） 

 
 

9 県緊急対策本部 鳥取県緊急対処事態対策本部 法第183 条 

10 
市町村緊急対策

本部 
市町村緊急対処事態対策本部 法第183 条 

11 国現地対策本部 
武力攻撃事態等現地対策本部 

 
法第24 条 

12 県現地対策本部 
（略） 

 
（略） 

13 受入本部 
 

 
 

 
(削除) 

 
  

14 国対策本部長 事態対策本部長 
事態対処法第

11 条 

15 県対策本部長 
（略） 

 
（略） 

16 
市町村対策本部

長 
（略） （略） 

17 指定行政機関 
（略） 

 
（略） 

18 
指定地方行政機

関 
（略） （略） 

19 指定公共機関 
（略） 

 
（略） 

20 
指定地方公共機

関 
（略） （略） 

21 
陸自第８普通科

連隊 
陸上自衛隊第８普通科連隊  

22 海自舞鶴総監部 
海上自衛隊舞鶴地方総監部 

 
  

23 
空自第３輸送航

空隊 
航空自衛隊第３輸送航空隊  

用語の定義 

 

この計画で使用する用語等の意味と正式名称は、つぎのとおりです。 

 

１ 地域等の標記 

 （略） 

２ 機関名等の標記 

番号 用語等 定      義 備  考 

（略） （略） （略）  

5 国本部 
武力攻撃事態等対策本部、緊

急対処事態対策本部 

 

 

6 県本部 
鳥取県国民保護対策本部、鳥

取県緊急対処事態対処本部 

 

 

 

 

 

 

7 市町村本部 
市町村国民保護対策本部、市

町村緊急対処事態対策本部 
 

8 国対策本部 武力攻撃事態等対策本部 事態対処法第10 条 

9 対策本部 鳥取県国民保護対策本部  

10 
市町村対策

本部 
（略）  

11 県緊急本部 鳥取県緊急対処事態対策本部 法183 条 

12 
市町村緊急

本部 
市町村緊急対処事態対策本部 法183 条 

13 
国現地対策

本部 
武力攻撃事態等現地対策本部 法第24 条 

14 
県現地対策

本部 
（略） （略） 

15 受入本部 
（略） 

 
 

16 国本部長 
武力攻撃事態等対策本部長 

 
 

17 
国対策本部

長 
武力攻撃事態等対策本部長 事態対処法第11 条 

18 
県対策本部

長 
（略） （略） 

19 
市町村対策

本部長 
（略） （略） 

20 
指定行政機

関 
（略） （略） 

21 
指定地方行

政機関 
（略） （略） 

22 
指定公共機

関 
（略） （略） 

23 
指定地方公

共機関 
（略） （略） 

24 ８普連 
陸上自衛隊第８普通科連隊 

 
 

25 舞鶴総監部 
海上自衛隊舞鶴地方総監部 

 
 

26 ３輸送 
航空自衛隊第３輸送航空隊 
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24 
日本赤十字社県

支部 
（略） 

 

25 NTT西日本 （略）  

26 
NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

ｽ  ゙
（略）  

27 ＮＴＴﾄﾞｺﾓ中国 
株式会社ＮＴＴドコモ中国支社 

 
 

28 県トラック協会 
一般社団法人鳥取県トラック協会 

 
 

29 県医師会 公益社団法人鳥取県医師会  

30 県歯科医師会 
一般社団法人鳥取県歯科医師会 

 
 

31 県薬剤師会 一般社団法人鳥取県薬剤師会  

32 県獣医師会 公益社団法人鳥取県獣医師会  

33 エフエム山陰 
（略） 

 
 

34 日本海テレビ 
（略） 

 
 

35 山陰放送 （略）  

36 山陰中央テレビ 
（略） 

 
 

37 県バス協会 一般社団法人鳥取県バス協会  

38 県ＬＰガス協会 
一般社団法人鳥取県ＬＰガス協会 

 
 

39 県看護協会 公益社団法人鳥取県看護協会  

40 県農協中央会 
鳥取県農業協同組合中央会 

 
 

41 県石油商業組合 
（略） 

 
 

  （削除）  

  （削除）  

42 県警備業協会 
一般社団法人鳥取県警備業協会 

 
 

 

27 日赤県支部 
（略） 

 
 

28 NTT西日本 （略）  

29 
NTTｺﾐｭﾆｹ

ｰｼｮﾝｽ  ゙
（略）  

30 
ＮＴＴﾄﾞｺﾓ中

国 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ

中国 
 

31 
県トラック

協会 
社団法人鳥取県トラック協会  

32 県医師会 社団法人鳥取県医師会  

33 
県歯科医師

会 
社団法人鳥取県歯科医師会  

34 県薬剤師会 社団法人鳥取県薬剤師会  

35 県獣医師会 財団法人鳥取県獣医師会  

36 
エフエム山

陰 
（略）  

37 
日本海テレ

ビ 
（略）  

38 山陰放送 （略）  

39 
山陰中央テ

レビ 
（略）  

40 県バス協会 社団法人鳥取県バス協会  

41 
県ＬＰガス

協会 

社団法人鳥取県エルピーガス

協会 
 

42 県看護協会 社団法人鳥取県看護協会  

43 全農県本部 
全国農業協同組合連合会鳥取

県本部 
 

44 
県石油商業

組合 
（略）  

45 
県建設業協

会 
社団法人鳥取県建設業協会  

46 県建築士会 社団法人鳥取県建築士会  

47 
県警備業協

会 
社団法人鳥取県警備業協会  
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３法令・

条例名

等の 標

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 用語等 定      義 備  考 

1 事態対処法 

武力攻撃事態等及び存立危機事態における我

が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の

確保に関する法律（平成15 年法律第79 号） 

法第１条に

同じ 

2 法 

武力攻撃事態等における国民の保護のための

措置に関する法律（平成26 年法律第112 号） 

 

（必要な場

合「国民保

護法」） 

3 令 

武力攻撃事態等における国民の保護のための

措置に関する法律施行令（平成16 年政令第275

号） 

 

4 災対法 

災害対策基本法（昭和36 年法律第223 号） 

 

 

 

5 
買占め等防

止法 

生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対す

る緊急措置に関する法律（昭和48 年法律第48

号） 

 

6 
廃棄物処理

法 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年

法律第137 号） 
 

7 自治法 
地方自治法（昭和22 年法律第67 号） 

 
 

 

番号 用語等 定      義 備  考 

1 事態対処法 

武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並び

に国及び国民の安全の確保に関する法律（平成15

年法律第79 号） 

法第１条に

同じ 

2 法 

武力攻撃事態等における国民の保護のための措

置に関する法律（平成26年法律第112号）（「国民保

護法」は使用しない） 

（必要な場合

「国民保護

法」） 

3 令 

武力攻撃事態等における国民の保護のための措

置に関する法律施行令（平成16年9月15日政令第

275 号） 

 

4 国際人道法 

第1 ジュネーブ条約、第2 ジュネーブ条約、第3 ジ

ュネーブ条約、第4 ジュネーブ条約、第一追加議定

書、第二追加議定書等の総称 

 

5 災対法 

災害対策基本法（昭和36 年法律第223 号） 

 

 

 

6 警職法 
警察官職務執行法（昭和23 年法律136 号） 

 
 

 
（新規） 
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３法令・

条例名

等の 標

記 

8 国際人道法 

第1 ジュネーブ条約、第2 ジュネーブ条約、第3

ジュネーブ条約、第4ジュネーブ条約、第一追加

議定書、第二追加議定書等の総称 

 

9 感染症法 
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律（平成10 年法律第114 号） 
 

10 
放射線障害

防止法 

放射性同位元素等による放射線障害の防止に

関する法律（昭和32 年法律第167 号） 
 

11 
医薬品医療

機器等法 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性

の確保等に関する法律（昭和35 年法律第145

号） 

 

12 
生物兵器禁

止法 

細菌兵器（生物兵器）及び毒素兵器の開発、生産

及び貯蔵の禁止並びに廃棄に関する条約等の

実施に関する法律（昭和57 年法律第61 号） 

 

13 
化学兵器禁

止法 

化学兵器の禁止及び特定物質の規則等に関す

る法律（平成7 年法律第65 号） 
 

14 
特定公共施

設利用法 

武力攻撃事態等における特定公共施設等の利

用に関する法律（平成16 年法律第114 号） 
 

 

 

 
（新規） 

 
  

 
（新規） 

 
  

 
（新規） 

 
  

 

（新規） 

 

 

  

 

（新規） 

 

 

  

 
（新規） 

 
  

 
（新規） 
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４ 特定

の 用語

に 含ま

れ る 範

囲 、 意

味 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
番号 用語等 定      義 備  考 
（略） （略） （略）  

5 対処基本方針 
武力攻撃事態等又は存立危機事態への対処に
関する基本的な方針 

事態対処法第
9 条 

6 
緊急対処事態
対処方針 

（略） 
事態対処法第
22 条 

（略） （略） （略）  

13 
武力攻撃予測
事態 

（略） 
事態対処法
第2 条 

14 緊急対処事態 （略） 
事態対処法第
22 条 

（略） （略） （略）  

16 応急復旧 （略） 法第139 条 

17 
武力攻撃災害
復旧 

（略） 法第141 条 

（略） （略） （略）  

20 対処措置 

対処基本方針が定められてから廃止されるまで
の間に、指定行政機関、地方公共団体又は指定
公共機関が法律の規定に基づいて実施する①武
力攻撃事態等を終結させるためにその推移に応
じて実施する措置、②武力攻撃から国民の生命、
身体及び財産を保護するため、又は武力攻撃が
国民生活及び国民経済に影響を及ぼす場合にお
いて当該影響が最小となるようにするために武
力攻撃事態等の推移に応じて実施する措置、③
存立危機事態を終結させるためにその推移に応
じて実施する措置 

事態対処法第
2 条 

21 国民保護措置 

対処基本方針が定められてから廃止されるまで
の間に、指定行政機関、地方公共団体又は指定
公共機関若しくは指定地方公共機関が法律の規
定に基づいて実施する法第２条第３項に規定さ
れる措置（国民保護のための措置） 
 
 

 

22 
緊急対処保護
措置 

緊急対処事態対処方針が定められてから廃止さ
れるまでの間に、指定行政機関、地方公共団体
又は指定公共機関若しくは指定地方公共機関が
法第183 条において準用する法の規定に基づい
て実施する事態対処法第22条第3項第2号に掲
げる措置（緊急対処事態対処方針が廃止された
後これらの者が法律の規定に基づいて実施する
被害の復旧に関する措置を含む。）その他これら
の者が当該措置に関し国民の保護のための措置
に準じて法律の規定に基づいて実施する措置 
 
 

法第172 条 

（略） （略） （略）  

29 避難施設 
住民の避難及び避難住民等の救援の用に供する
施設として、知事があらかじめ指定した施設 

法第148 条 

（略） （略） （略）  

33 自主防災組織 災対法第5 条第2 項の自主防災組織 
法第4条に同
じ 

34 放送事業者 

放送法（昭和25 年法律第132 号）第2 条第26 号
の認定基幹放送事業者及び特定地上基幹放送事
業者 
 
 

法第7条に同
じ 

35 CATV 事業者 

放送法施行規則（昭和25年6月30日電波監理委
員会規則第10号）第2条第6号の有線テレビジョ
ン事業者 
 

 

（略） （略） （略）  

 

 
番号 用語等 定      義 備  考 
（略） （略） （略）  

5 対処基本方針 武力攻撃事態等への対処に関する基本的な方針 
事態対処法第
9 条 

6 
緊急対処事態対
処方針 

（略） 
事態対処法第
25 条 

（略） （略） （略）  

13 
武力攻撃予測事
態 

（略）  

14 緊急対処事態 （略） 
事態対処法第
25 条 

（略） （略） （略）  

16 応急復旧 （略） 法139 条 

17 
武力攻撃災害復
旧 

（略） 法141 条 

（略） （略） （略）  

20 対処措置 

対処基本方針が定められてから廃止されるまでの
間に、指定行政機関、地方公共団体又は指定公共
機関が法律の規定に基づいて実施する①武力攻
撃事態等を終結させるためにその推移に応じて実
施する措置、または、武力攻撃から国民の生命、
身体及び財産を保護するため、又は武力攻撃が国
民生活及び国民経済に影響を及ぼす場合におい
て当該影響が最小となるようにするために武力攻
撃事態等の推移に応じて実施する措置 
 
 

事態対処法第
2 条 

21 国民保護措置 

対処基本方針が定められてから廃止されるまでの
間に、指定行政機関、地方公共団体又は指定公共
機関若しくは指定地方公共機関が法律の規定に基
づいて実施する事態対処法第22 第１号に掲げる
措置（同号ヘに掲げる措置にあっては、対処基本
方針が廃止された後これらの者が法律の規定に
基づいて実施するものを含む。） 

法第２条では
「国民の保護
のための措
置」 
 

22 
緊急対処保護措
置 

緊急対処事態対処方針が定められてから廃止さ
れるまでの間に、指定行政機関、地方公共団体又
は指定公共機関若しくは指定地方公共機関が法第
183 条において準用する法の規定に基づいて実施
する事態対処法第25 条第3 項第2 号に掲げる措
置（緊急対処事態対処方針が廃止された後これら
の者が法律の規定に基づいて実施する被害の復
旧に関する措置を含む。）その他これらの者が当
該措置に関し国民の保護のための措置に準じて
法律の規定に基づいて実施する措置 
 
 

法第172 条 

（略） （略） （略）  

29 避難施設 
住民の避難及び避難住民等の救援のように供す
る施設として、知事があらかじめ指定した施設 

法第148 条 

（略） （略） （略）  

33 自主防災組織 
災害対策基本法（昭和36年法律223号）第5条第2
項の自主防災組織 

法第4 条に同
じ 

34 放送事業者 

放送法（昭和25年法律第132号）第2条第3項の２
の放送事業者その他の放送（公衆によって直接受
信されることを目的とする電気通信の送信をい
う。）の事業を行う者 
 

法第7 条に同
じ 

35 CATV 事業者 
有線テレビジョン放送法（昭和47 年7 月1 日法律
第114 号）第2 条第4 項。有線テレビジョン放送の
業務を行う者。 

 

（略） （略） （略）  
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４ 特定

の 用語

に 含ま

れ る 範

囲 、 意

味 

 

38 救援物資 （略） 

法第81 条で
は「救援の実
施に必要な
物資」 

（略） （略） （略）  

40 医薬品 
医薬品医療機器等法第２条第１項の医薬品 
 

法第92 条 

41 医療機器 医薬品医療機器等法第２条第４項の医療機器 法第92 条 

42 緊急通報 （略） 法第99 条 

43 
生活関連等施
設 

（略） 法第102 条 

44 危険物質等 （略） 法第103 条 

45 
武力攻撃原子
力災害 

（略） 法第105 条 

46 応急対策 （略） 法第105 条 

47 核燃料物質 （略） 法第106 条 

（略） （略） （略）  

52 要配慮者 

高齢者、障がい者、乳幼児その他の特に配慮を
要する者 
 
 

 

53 
避難行動要
支援者 

要配慮者のうち、災害時等で自ら避難することが
困難者であって、その円滑かつ迅速な避難の確
保を図るため特に支援を要する者 

災対法第49
条の 10 
 
避難行動要
支援者の避
難行動支援
に関する取組
指針（平成25
年8月内閣府
作成） 

54 
避難退域時
検査 

避難する住民の体表面に放射性物質等の危険物
質が付着していないか確認することを目的とす
る検査 

 

55 簡易除染 

身体の表面（衣類や皮膚等）に付着した放射性物
質等の危険物質を取り除くことであり、検査場所
において、簡単に実施することのできる簡易な除
染 

 

 

 

38 救援物資 
 
（略） 
 

法第81 条で
は「物資」 
 
 

（略） （略） （略）  

40 医薬品 
薬事法（昭和35年法律第145号）第２条第１項の医
薬品 

法第92 条 

41 医療機器 
薬事法（昭和35年法律第145号）第２条第４項の医
療機器 

法第92 条 

42 緊急通報 （略） 法99 条 

43 
生活関連等施設 
 

（略） 法102 条 

44 危険物質等 （略） 法103 条 

45 
武力攻撃原子力
災害 

（略） 法105 条 

46 応急対策 （略） 法105 条 

47 核燃料物質 （略） 法106 条 

（略） （略） （略）  

52 災害時要援護者 高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊婦等 

災害時要援護
者の避難支援
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ（内
閣府作成） 

 

（新規） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

（新規） 
 
 
 

  

 

（新規） 
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-1- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本冊 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

はじめに 

国民保護に関する基本的方針 

（略） 

この計画の使用に当たって 

（略） 

用語集 

（略） 

計画本文 

第1 章 武力攻撃事態等の想定及び避難等の態様 

１～４ (略) 

 

第２章 国民保護措置の概要 

１・２  （略） 

３ 避難、救援等の措置を実施するに当たり必要な資料 

 

第３章 国及び関係機関の事務又は業務 

１  国及び関係機関の事務又は業務 

(1)～(7) (略) 

２ 県、市町村の事務の委託 

(1) 事務の委託 

(2) 救援事務の市町村への委任と日本赤十字社の協力 

３ (略) 

 

第４章 国民保護措置の基本的な実施内容 

１ （略） 

２ 運送 

(1)～(6) (略) 

(7) 避難行動要支援者の運送 

３～７  （略） 

８  国及び関係機関との連携 

(1) ・(2) （略） 

(3) 警察との連携 

(4) 消防との連携 

(5) 自衛隊への国民保護等派遣の要請 

(6) 他の都道府県知事等への応援要求等 

(7) 指定（地方）公共機関への措置要請等 

(8) 市町村への応援 

(9) 相互応援協定の整備 

９ （略） 

 

第５章  国民保護対策本部等、通信 

１ 県対策本部等 

(1) 組織 

(2) 県対策本部の所掌事務 

(3) 県対策本部の設置 

(4) 位置 

(5) 県対策本部長の権限 

(6) 県現地対策本部 

(7) 予備対策本部 

(8) 県対策本部の運営及び警戒 

(9) 県対策本部の移転 

(10) 現地調整所 

はじめに 

国民保護に関する基本的指針 

（略） 

この計画を使用されるみなさんへ 

（略） 

用語の定義 

（略） 

本文 

第1 章 状況 

１～４ (略) 

 

第２章 構想 

１・２  （略） 

（新規） 

 

第３章 国及び関係機関の事務又は業務の大綱 

１ 国及び関係機関の事務又は業務の大綱 

(1)～(7) （略） 

２ 県、市町村の事務の委託 

(1) 事務の委託 

(2) 救援事務の市町村への委任と日赤の協力 

３ (略) 

 

第４章 活動要領 

１ （略） 

２ 運送 

(1)～(6) （略） 

(7) 災害時要援護者の運送 

３～７  （略） 

８  国及び関係機関との連携 

(1) ・(2) （略） 

  （新規） 

(3) 消防との連携 

(4) 自衛隊への国民保護等派遣の要請 

(5) 他の都道府県知事等への応援要求等 

(6) 指定（地方）公共機関への措置要請等 

(7) 市町村への応援 

(8) 相互応援協定の整備 

９ （略） 

 

第５章  国民保護対策本部等、通信 

１ 鳥取県国民保護対策本部 

(1) 組織 

(2) 対策本部の所掌事務 

(3) 対策本部の設置 

(4) 位置 

(5) 対策本部長の権限 

(6) 現地対策本部 

(7) 予備対策本部 

(8) 対策本部の運営及び警戒 

(9) 対策本部の移転 

(10) 現地調整所 
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２ (略) 

３ 市町村の対策本部等 

(1)・(2)  (略) 

(3) 県対策本部と国及び関係機関の連携 

４ 県緊急対策本部 

５ （略） 

 

第６章  その他 

１～５ （略） 

 

別紙第１「情報計画」      ・・・・ 1-1 

１ 構想                    

(1) 方針、実施要領 

(2) 情報活動の過程 

(3) 情報収集体制の整備 

２ 各部局等の役割及び情報の要求・要請    

(1) 各部局等の役割 

(2) 情報収集系統 

(3) 安否情報、被災情報の報告・伝達系統 

(4) 安否情報、被災情報の報告・伝達手段 

(5) 情報収集・伝達体制 

(6) 住民への情報提供 

(7) 避難に関する情報の収集 

(8) 武力攻撃災害の兆候の通報 

(9) 安否情報 

(10) 被災情報 

(11) 住民避難に関する事項の報告 

(12) 関係資料の基礎調査 

３ 地図                 

(1) 使用する地図 

(2) 位置の表示 

(3) 記号・符号 

４ 報告、通報               

(1) 報告通報項目 

(2) 緊急報告（通報） 

(3) 受領報告 

(4) 実行報告 

５ 報告様式 

 

付紙第１「情報収集計画」   ・・  1-1-1           

 

別紙第２「平素の段階の計画」  ・・・・  2-1 

１ 状況                     

(1) 期間 

(2)情報計画 

２ 構想                     

(1) 活動方針 

(2) 実施要領 

３ 各機関の役割               

(1) 県 

(2) 市町村 

(3) 指定地方行政機関（指定行政機関） 

２ (略) 

３ 市町村の対策本部等 

(1)・(2)  (略) 

(3) 対策本部と関係機関の連携 

４ 鳥取県緊急対処事態対策本部 

５ （略） 

 

第６章  その他 

１～５ （略） 

 

別紙第１「情報計画」      ・・・・ 1-1 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

 

付紙第１「情報収集計画」  ・・  1-1-1 

 

別紙第２「平素の段階の計画」  ・・・・  2-1 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 
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(4) 自衛隊 

(5) 指定公共機関 

(6) 指定地方公共機関 

４ 活動要領                

(1) 情報 

(2) 実施体制 

(3) 補給支援 

(4) 運送 

(5) 衛生 

(6) 施設 

(7) 人に関すること 

(8) 武力攻撃災害に伴う被害の最小化 

(9) 国民生活の安定に関する措置 

(10) 広報、広聴活動 

(11) その他 

５ その他                  

(1) 国民保護訓練の実施と住民の参加 

(2) 職員の研修 

(3) 啓発 

(4) 学校教育における啓発及び応急教育の準備 

(5) 文化財の保護 

(6) 公共施設等の設置 

 

別紙第３「緊急避難段階の計画」 ・・・・ 3-1 

１ 状況                    

(1) 期間 

(2) 想定される攻撃と被害の類型 

(3)情報計画 

２ 構想                     

(1) 活動方針 

(2) 実施要領 

３ 各機関の役割               

(1) 県 

(2) 市町村 

(3) 自衛隊 

(4) 指定地方行政機関（指定行政機関） 

(5) 指定公共機関 

(6) 指定地方公共機関 

４ 活動要領                   

(1) 緊急避難後の活動要領 

 

別紙第４「避難準備段階の計画」 ・・・・ 4-1 

１ 状況                       

(1) 期間 

(2)情報計画 

２ 構想                        

(1) 活動方針 

(2) 実施要領 

３ 各機関の役割                  

(1) 県 

(2) 市町村 

(3) 指定地方行政機関（指定行政機関） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

 

別紙第３「緊急避難段階の計画」 ・・・・ 3-1 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

 

別紙第４「避難準備段階の計画」 ・・・・ 4-1 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 
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(4) 自衛隊 

(5) 指定公共機関 

(6) 指定地方公共機関 

４ 活動要領                       

(1) 情報 

(2) 実施体制 

(3) 補給支援 

(4) 運送 

(5) 衛生 

(6) 施設 

(7) 人に関すること 

(8) 武力攻撃災害に伴う被害の最小化 

(9) 国民生活の安定に関する措置 

(10) 広報、広聴活動 

５ その他                       

(1) 応急教育計画 

(2) 文化財の保護 

(3) 特殊標章等の交付等 

 

別紙第５「避難段階の計画」     ・・・・ 5-1 

１ 状況                         

(1) 期間 

(2)情報計画 

２ 構想                          

(1) 活動方針 

(2) 実施要領 

３ 各機関の役割                  

(1) 県 

(2) 市町村 

(3) 指定地方行政機関（指定行政機関） 

(4) 自衛隊 

(5) 指定公共機関 

(6) 指定地方公共機関 

４ 活動要領                     

(1) 情報 

(2) 実施体制 

(3) 補給支援 

(4) 運送 

(5) 衛生 

(6) 施設 

(7) 人に関すること 

(8) 武力攻撃災害に伴う被害の最小化 

(9) 国民生活の安定に関する措置 

(10) 広報、広聴活動 

５ その他                     

(1) 応急教育 

(2) 文化財の保護 

 

別紙第６「避難生活段階の計画」 ・・・・ 6-1 

１ 状況                       

(1) 期間 

(2)情報計画 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

 

別紙第５「避難段階の計画」     ・・・・ 5-1 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

 

別紙第６「避難生活段階の計画」 ・・・・ 6-1 

（新規） 

（新規） 

（新規） 
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２ 構想                       

(1) 活動方針 

(2) 実施要領 

３ 各機関の役割               

(1) 県 

(2) 市町村 

(3) 指定地方行政機関（指定行政機関） 

(4) 自衛隊 

(5) 指定公共機関 

(6) 指定地方公共機関 

４ 活動要領                    

(1) 情報 

(2) 実施体制 

(3) 補給支援 

(4) 運送 

(5) 衛生 

(6) 施設 

(7) 人に関すること 

(8) 武力攻撃災害に伴う被害の最小化 

(9) 国民生活の安定に関する措置 

(10) 広報、広聴活動 

５ その他                     

(1) 応急教育 

(2) ボランティアの協力 

 

別紙第７「復帰段階の計画」  ・・・・ 7-1 

１ 状況                     

(1) 期間 

(2) 情報計画 

２ 構想                       

(1) 活動方針 

(2) 実施要領 

３ 各機関の役割               

(1) 県 

(2) 市町村 

(3) 指定地方行政機関（指定行政機関） 

(4) 自衛隊 

(5) 指定公共機関 

(6) 指定地方公共機関 

 

別紙第８「生活再建段階の計画」  ・・・・ 8-1 

１ 状況                       

(1) 期間 

(2) 情報計画 

２ 構想                       

(1) 段階区分 

(2) 復旧段階 

(3) 復興段階 

(4) 復旧、復興対策本部 

３ 各機関の役割                

(1) 県 

(2) 市町村 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

 

別紙第７「復帰段階の計画」   ・・・・ 7-1 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

 

別紙第８「生活再建段階の計画」 ・・・・ 8-1 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 
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目次 

-8- 

 

本冊 

 

 

 

(3) 指定地方行政機関（指定行政機関） 

(4) 自衛隊 

(5) 指定公共機関 

(6) 指定地方公共機関 

 

別紙第９「避難受入段階の計画」  ・・・・ 9-1 

１ 状況                     

(1) 期間 

(2) 情報計画 

２ 構想                       

(1) 活動方針 

(2) 実施要領 

３ 各機関の役割                

(1) 県 

(2) 市町村 

(3) 指定地方行政機関（指定行政機関） 

(4) 自衛隊 

(5) 指定公共機関 

(6) 指定地方公共機関 

４ 活動要領                   

(1) 情報 

(2) 実施体制 

(3) 補給支援 

(4) 運送 

(5) 衛生 

(6) 施設 

(7) 人に関すること 

(8) 武力攻撃災害に伴う被害の最小化 

(9) 国民生活の安定に関する措置 

(10) 広報、広聴活動 

５ その他    

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

 

別紙第９「避難受入段階の計画」 ・・・・ 9-1 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

 

目次 

-9- 

別冊 資料編 

（削除） 

資料編 

避難基準値編 

 

 

計画本文 

P1 

関連す

る 計 画

等 

計画本文 

 

関連する計画等 

県 鳥取県地域防災計画（原子力災害対策編、資料編）、食品等の調達

計画、運送能力の整備に関する計画、運送計画（運送力配分計画、

道路使用計画、運送実施計画）、交通規制計画、物資運送計画、避難

行動要支援者の避難に係る計画、収容施設建設計画、土地利用計

画、財政計画、備蓄計画、職員動員計画、本部警戒計画 

（略） 

避難行動要支援者の避難に係る基準、収容施設消防基準、服務基

準、訓練基準 

避難マニュアル、避難施設管理運営マニュアル 

市町村 市町村国民保護計画、市町村避難実施計画、市町村避難実施要領、

避難行動要支援者避難支援プラン 

指定地方

公共機関 

（略） 

 

本文 

 

関連する計画等 

県 鳥取県地域防災計画（原子力災害対策編、資料編）、食品等の調達計

画、運送能力の整備に関する計画、運送計画（運送力配分計画、道路

使用計画、運送実施計画）、交通規制計画、物資運送計画、災害時要援

護者の避難に係る計画、収容施設建設計画、土地利用計画、財政計

画、備蓄計画、職員動員計画、本部警戒計画 

（略） 

災害時要援護者の避難に係る基準、収容施設消防基準、服務基準、訓

練基準 

避難マニュアル、避難施設管理運営マニュアル 

市町村 市町村国民保護計画、市町村避難実施計画、市町村避難実施要領、災

害時要援護者避難支援プラン 

指定地方

公共機関 

（略） 
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本文/ 

第１章 

P1 

 第１章 武力攻撃事態等の想定及び避難等の態様 第１章 状況 

 

 

本文/ 

第１章 

１この計画が

対象とする事

態 

P1 

  

１ この計画が対象とする事態 

武力攻撃事

態 

武力攻撃が発生した事態又は武力攻撃が発生する明白な危険

が切迫していると認められるに至った事態 

                        （事態対処法第2条第2号） 

武力攻撃予

測事態 

武力攻撃事態には至っていないが、事態が緊迫し、武力攻撃

が予測されるに至った事態 

                        （事態対処法第2条第3号） 

緊急対処事

態 

武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の人を殺傷する行

為が発生した事態又は当該行為が発生する明白な危険が切迫し

ていると認められるに至った事態（後日対処基本方針において武

力攻撃事態であることの認定が行われることとなる事態を含

む。）で、国家として緊急に対処することが必要なもの 

（事態対処法第22 条第1 項） 
 

 

１ この計画が対象とする事態 

武力攻撃事

態 

武力攻撃が発生した事態又は武力攻撃が発生する明白な危険が

切迫していると認められるに至った事態 

                              （事態対処法2①） 

武力攻撃予

測事態 

武力攻撃事態には至っていないが、事態が緊迫し、武力攻撃が

予測されるに至った事態 

                             （事態対処法2①） 

緊急対処事

態 

武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の人を殺傷する行為

が発生した事態又は当該行為が発生する明白な危険が切迫してい

ると認められるに至った事態（後日対処基本方針において武力攻撃

事態であることの認定が行われることとなる事態を含む。）で、国家

として緊急に対処することが必要なもの 

（事態対処法25①） 
 

 

本文/ 

第１章 

１この計画が

対象とする事

態 

P2 

(1)武力

攻撃事

態等の

想定 

 

類 型 想  定 

１ 

ゲリラ、特殊

部隊による攻

撃 

（略） 

その行動は、一般に侵入→対象国内における移動→拠点の占

領→襲撃→帰還の順で行われます。 

(略) 

２ 

弾道ミサイル 

攻撃 

(略) 

弾頭は通常弾頭、核（Ｎ）弾頭、生物兵器（Ｂ）弾頭及び化学兵

器（Ｃ）弾頭が想定されます。 

３ 

航空攻撃 
（略） 

４ 

着上陸侵攻 
（略） 

 

 

類 型 想   定 

１ 

ゲリラ、特殊

部隊による攻

撃 

（略） 

その行動は、一般に上陸→対象国内における移動→拠点の占領

→襲撃→帰還の順で行われます。 

（略） 

２ 

弾道ミサイル 

攻撃 

（略） 

弾頭は通常弾頭、核（Ｎ）弾頭、生物兵器（Ｂ）弾頭及び化学兵器

（Ｃ）が想定されます。 

３ 

航空攻撃 
（略） 

４ 

着上陸侵攻 
（略） 

 

 

本文/ 

第１章 

１この計画が

対象とする事

態 

P2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)武力

攻撃事

態等の

想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 予想される一般的な被害 

(ｱ) 通常兵器による被害 
   （略） 
(ｲ) ミサイルによる被害 

   通常弾頭の場合、被害は一般的に小規模な範囲に限定され、家屋、施設等の破壊、 
火災等が予想されます。 

ただし、核（Ｎ）弾頭、生物兵器（Ｂ）弾頭、化学兵器（Ｃ）弾頭の場合、大規模・甚大な 

被害が予想されます。 
なお、ミサイルの燃料には有害物質が含まれていることがあるため、ミサイルの一部 

が落下した場合であっても汚染の可能性があり、住民避難、住民が近付かないための措 

置など必要な措置を警察、消防等関係機関と連携して実施します。 
 
(ｳ) ＮＢＣＲ兵器による被害 

核（Ｎuclear）兵器、生物（Ｂiological）兵器、化学（Ｃhemical）兵器、及び放射線 
（Ｒadiological）兵器が使用された場合は、一般市民に大量の被災者が発生するとと 
もに、使用された地域が汚染されて使用できなくなることが想定されます。 

（略） 

ア 予想される一般的な被害 

(ｱ) 通常兵器による被害 
   （略） 
   (新規) 

 
 
 

 
 
 

 
 
（ｲ） ＮＢＣＲ兵器による被害 

核（Ｎuclear）兵器、生物（Ｂiological）兵器、化学（Ｃhemical）兵器、及び放射線 
（Ｒadiological）兵器が使用された場合は、一般市民に大量の被害者が発生するとともに、 
使用された地域が汚染されて使用できなくなることが想定されます。 

（略） 
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第１章 

１この計画が
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態 

P3 

 

(1)武力

攻撃事

態等の

想定 

(ｴ)ダム、原子力施設等の破壊による被害 

  （略） 

(ｵ)情報通信インフラに対する攻撃（サイバー攻撃）による被害 
 （略） 

(ｶ)情報戦、心理戦による被害 

  （略） 

(ｳ)ダム、原子力施設等の破壊による被害 

 (略) 
 
(ｴ)情報通信インフラに対する攻撃（サイバー攻撃）による被害 

 （略） 
(ｵ)情報戦、心理戦による被害 
  （略） 
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第１章 

１この計画が

対象とする事

態 

P4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)武力

攻撃事

態等の

想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 住民の安全確保において注意すべき重要施設 

 (略) 

項 目 施 設 名 所 管 備 考 

１ 防衛省施設 １ 駐屯地、基地、通信所 地域振興部  

２ 県関係施設 １ 鳥取県庁 総務部  

２ 鳥取県警察本部 警察本部  

３ 鳥取情報ハイウェイ電気通信設

備 

総務部 電気通信

事業法第2

条 

３ 公共的施設 

（法第137条 

） 

１ 港湾施設 １ 重要港

湾 

県土整備部 港湾法 

２ 地方港

湾 

県土整備部  

２ 空港施設 １ 鳥取空

港 

県土整備部 空港整備

法 

２ 米子空

港 

地域振興部  

３ 道路 県土整備部 道路法、

道路運送

法 

４ 河川管理施設 

 

県土整備部 河川法 

４ 生活関連等 

施設 

（法第102条

第1項） 

１ 発電所、変電所 企業局 電気事業

法第２条 

２ ガス工作物 危機管理局 ガス事業

法第２条 

３ 取水施設、貯水施設、浄水施設

、配水池 

生活環境部 水道法第

３条 

４ 

 

鉄道施設、軌道施設 

 

地域振興部 

 

鉄道事業

法第8条、

軌道法 

５ 

 

電気通信事業用の交換設備 

 

危機管理局

、総務部 

電気通信

事業法第

９条 

６ 放送用無線設備 総務部 放送法第

２条 

イ 住民の安全確保において注意すべき重要施設 

 （略）  
項 目 施 設 名 所 管 備 考 

１ 防衛省施設 １ 駐屯地、基地、通信所 防災局  

２ 

 

県関係施設 １ 鳥取県庁 総務部  

２ 鳥取県警察本部 警察本部  

３ 鳥取情報ハイウェイ電気通信設

備 

企画部 電気通信

事業法第2

条 

３ 公共的施設 

（法137） 

１ 港湾施設 １ 重要港

湾 

県土整備部 港湾法 

２ 地方港

湾 

県土整備部  

２ 空港施設 １ 鳥取空

港 

県土整備部 空港整備

法 

２ 米子空

港 

企画部  

３ 道路 県土整備部 道路法、

道路運送

法 

４ 河川管理施設 

 

県土整備部 河川法 

４ 生活関連等 

施設 

（法102①） 

１ 発電所、変電所 企業局 電気事業

法第２条 

２ ガス工作物 防災局 ガス事業

法第２条 

３ 取水施設、貯水施設、浄水施設、

配水池 

生活環境部 水道法第

３条 

４ 

 

鉄道施設、軌道施設 

 

企画部 

 

鉄道事業

法第８条 

軌道法 

５ 

 

電気通信事業用の交換設備 

 

防災局、総

務部 

電気通信

事業法第

９条 

６ 放送用無線設備 総務部 放送法第

２条 
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７ 水域施設、係留施設 県土整備部 港湾法第

52条 

  ８ 滑走路等、旅客ターミナル施設

、航空保安施設 

県土整備部 空港法第5

条、航空

法第２条 

 

 

９ ダム 県土整備部

、企業局 

河川管理

施設等構

造令第２章 

10 危険物質等の取扱所 

   〃     （毒物、劇物） 

危機管理局 

、福祉保健

部 

法第103条

第1項、令

第28条 

５ 近隣施設 １ 航空自衛隊高尾山分屯基地 地域振興部  

２ 島根原子力発電所 危機管理局  

３ 

 

日本原子力研究開発機構 

人形峠環境技術センター 

危機管理局 

、生活環境

部 

 

６ 農業用施設 １ 重要ため池（堤高15ｍ以上、貯

水量10万㎥以上、防災重点ため

池等） 

農林水産部 土地改良

法 

７ 学校 １ 公立教育施設 教育委員会  

２ 私立教育施設 地域振興部  

８ その他 １ 大規模集客施設、旅客輸送関

連施設 

危機管理局  

（削除） 

 

（削除） 

７ 水域施設、係留施設 県土整備部 港湾法第

52条 

  ８ 滑走路等、旅客ターミナル施設、

航空保安施設 

県土整備部 空港整備

法第２条第

６条 

航空法第２

条 

９ ダム 県土整備部 河川管理

施設等構

造令第２章 

10 危険物質等の取扱所 防災局 法103① 

令28 

 

５ 近隣施設 １ 航空自衛隊第７警戒隊（高尾山） 防災局  

２ 島根原子力発電所 防災局  

３ 

 

核燃料サイクル開発機構 

人形峠環境技術センター 

防災局 

 

 

 

６ 農業用施設 １ ため池（堤高15ｍ以上） 

 

 

農林水産部 土地改良

法 

   （新規）   

 （新規）   

   （新規） 

 

  

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料１「武力攻撃事態等が発生した場合に攻撃の目標となる可能性

が高く、県民に多大の被害を与えることが予想される施設」） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料２「武力攻撃事態等が発生した場合に、被災すれば洪水により

住民に甚大な影響を与える堤高15ｍ以上のため池」） 
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第１章 

１この計画が

対象とする事

態 

P6 

(3) 各事

態に お

け る 避

難方 法

と 避 難

住民数 

ア （略） 

イ 避難住民数 
平成２８年１月１日現在市町村別推計人口より抜粋

総数 男 女 小規模避難 大規模避難
1 鳥 取 市 193,584 94,050 99,534 193,584
2 岩 美 町 11,439 5,402 6,037 11,439
3 若 桜 町 3,258 1,545 1,713 3,258
4 智 頭 町 7,130 3,361 3,769 7,130
5 八 頭 町 16,913 8,060 8,853 16,913
6 倉 吉 市 49,018 23,090 25,928 49,018
7 三 朝 町 6,452 3,047 3,405 6,452
8 湯梨浜町 16,519 7,897 8,622 16,519
9 琴 浦 町 17,332 8,148 9,184 17,332

10 北 栄 町 14,823 7,032 7,791 14,823
11 米 子 市 149,450 70,604 78,846 149,450
12 境 港 市 34,157 16,267 17,890 34,157
13 日吉津村 3,468 1,595 1,873 3,468
14 大 山 町 16,450 7,792 8,658 16,450
15 南 部 町 10,931 5,142 5,789 10,931
16 伯 耆 町 11,112 5,230 5,882 11,112

17 日 南 町 4,712 2,177 2,535 4,712

18 日 野 町 3,235 1,468 1,767 3,235

19 江 府 町 2,986 1,391 1,595 2,986

236,501

人口 避難住民数
中規模避難

東
部
地
区

232,324

572,969

中
部
地
区

104,144

西
部
地
区

 
（削除） 

ウ （略） 

ア （略） 

イ 避難住民数 
平成２１年１月１日現在市町村別推計人口より抜粋

総数 男 女 小規模避難 大規模避難

1 鳥 取 市 198,243 96,522 101,721 198,243
2 岩 美 町 12,491 5,893 6,598 12,491
3 若 桜 町 3,857 1,795 2,062 3,857
4 智 頭 町 7,958 3,759 4,199 7,958
5 八 頭 町 18,624 8,879 9,745 18,624
6 倉 吉 市 50,777 23,746 27,031 50,777
7 三 朝 町 7,086 3,338 3,748 7,086
8 湯梨浜町 17,148 8,189 8,959 17,148
9 琴 浦 町 18,532 8,692 9,840 18,532

10 北 栄 町 15,448 7,323 8,125 15,448
11 米 子 市 148,312 70,244 78,068 148,312
12 境 港 市 35,297 16,921 18,376 35,297
13 日吉津村 3,236 1,501 1,735 3,236
14 大 山 町 17,762 8,339 9,423 17,762
15 南 部 町 11,644 5,454 6,190 11,644
16 伯 耆 町 11,715 5,505 6,210 11,715

17 日 南 町 5,451 2,494 2,957 5,451
18 日 野 町 3,786 1,745 2,041 3,786
19 江 府 町 3,346 1,551 1,795 3,346

240,549

人口 避難住民数
中規模避難

東
部
地
区

241,173

590,713

中
部
地
区

108,991

西
部
地
区

 
 （別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料３「被害想定」） 

ウ （略） 
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(1)地形 日本海に面し、三方を山に囲まれ、大山、氷ノ山等、1,000ｍ級の山岳を擁しています。 

地形的に、東部、中部及び西部に区分されます。 

ア 日本海に面し、三方を山に囲まれ、大山、氷ノ山等、1,000ｍ級の山岳を擁しています。 

 

イ 地形的に、東部、中部及び西部に区分されます。 
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(2)気象 （略） 

鳥取の平年値（統計期間：1981年～2010年）は、年平均気温は14.9℃、年間の日照時間

は1,663.2 時間、年降水量は1,914.0 ㎜です。 

 
                    鳥取（鳥取県）平年値 

 

 
 
 
 

（略） 

年平均気温の平年値は14.6℃、年間の日照時間は1,677.7時間、降水量は1,897.7㎜で

す。冬季は、積雪により移動に制限を受けます。 
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(3)交通 ア 道路 

鳥取県は大きく東部、中部、西部といった３つの生活圏に分かれており、各々の中心

都市である鳥取市、倉吉市、米子市を核とした道路網を形成しています。 

それぞれの生活圏を結ぶ主要幹線道路は、東西方向では海沿いの山陰道、一般国道９

号、178号、山沿いの一般国道482号、南北方向については、東部では一般国道29号、

53号、373号、中部では一般国道179号、313号、西部では一般国道431号、180号、

181号、183号となっています。 

鳥取県で供用中の高規格幹線道路には、中国横断自動車道姫路鳥取線（鳥取自動車

道）、中国横断自動車道岡山米子線（米子自動車道）があり、幹線道路網計画としては

山陰道（再掲）、地域高規格道路（山陰近畿自動車道、北条湯原道路、江府三次道路、

鳥取環状道路）が計画され、一部が供用されています。 

イ 鉄道 

 （略） 

 西部地区ではＪＲ伯備線が根雨駅を経由して倉敷方面に接続しており、また、米子駅

から弓ヶ浜半島の先端の境港駅の間を、ＪＲ境線が運行しています。 

ウ （略） 

（削除） 

 

（削除） 

ア 道路 

鳥取県は大きく東部、中部、西部といった３つの生活圏に分かれており、各々の中心

都市である鳥取市、倉吉市、米子市を核とした道路網となっています。 

それぞれの生活圏を結ぶ主要幹線道路は、東西方向では海沿いの一般国道９号、山沿

いの一般国道482号、南北方向については、東部では一般国道29号、53号、178号、

373号、中部では一般国道179号、313号、西部では一般国道431号、180号、181号、

183号となっています。 

鳥取県で供用中の高規格幹線道路には、中国横断自動車道姫路鳥取線、中国横断自動

車道岡山米子線があり、幹線道路網計画としては山陰自動車道、地域高規格道路（鳥取

豊岡宮津自動車道、北条湯原道路、江府三次道路）が計画され、一部が供用されていま

す。 

イ 鉄道 

 （略） 

 西部地区ではＪＲ伯備線が日野駅を経由して倉敷方面に接続しており、また、米子駅

から弓ヶ浜半島の先端の境港駅の間を、ＪＲ境線が運行しています。 

ウ （略） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料４「武力攻撃事態等が発生した場合に住民保護（避難）に

大きな影響を与える地形と気象」） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料５「鳥取県の地域特性と国民保護への影響」） 
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 第２章 国民保護措置の概要 

１ 方針 

（略） 

  この際、平素からの万全の態勢の整備と、国及び関係機関との密接な連携、情報の 

早期入手、住民に対する各種情報の周知徹底を重視します。 

 なお、国民保護措置の具体的な対処については、鳥取県地域防災計画、鳥取県地 

域防災計画（原子力災害対策編）及び鳥取県広域住民避難計画（島根原子力発電所 

事故対応）等を準用します。 

 

第２章 構想 

１ 方針 

（略） 

  この際、平素からの万全の態勢の整備と、国及び関係機関との密接な連携、情報の 

早期入手、住民に対する各種情報の周知徹底を重視します。 
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(2)避難 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 避難  別紙第５「避難段階の計画」参照 

ア 警報の通知・伝達 (法第44条～第50条) 

  知事（危機管理局・各部局）は、国が発する警報（原則として文書による。） 

を市町村及び指定地方公共機関その他の関係機関等に防災行政無線などの情報通 

信手段を活用して通知します。 

  市町村長は、その国民保護計画に定めるところにより、直ちに、その内容を住 

民及び関係機関等に伝達するものとされています。 

イ  警報の解除の通知・伝達 (法第51条) 

知事（危機管理局・各部局）は、国が発する警報の解除（原則として文書によ 

る。）を市町村及び指定地方公共機関その他の関係機関等に通知します。市町村 

長は直ちにその内容を住民及び関係機関等に伝達するものとされています。 

 

 

 

ウ  避難措置・避難の指示の通知・伝達 (法第52条、第54条) 

  知事（危機管理局・各部局）は、国が発する避難措置の指示（原則として文書 

による。）を市町村及び指定地方公共機関その他の関係機関等に防災行政無線な 

どの情報通信手段を活用して通知します。 

  また、知事（危機管理局）は、国が発した避難措置の指示を受け、市町村長を 

経由して住民に対し、避難の指示を行うとともに、国及び関係機関にその内容を 

報告又は通知します。 

エ 避難実施要領の策定及び伝達、避難住民の誘導 (法第61条～第73条) 

  市町村長は、知事から避難の指示があったときは、その国民保護計画に定める 

ところにより、関係機関の意見を聞いて、避難実施要領を定め、直ちに、その内 

(2) 避難  

（新規） 

 

 

 

 

 

ア 警報・避難の指示の通知・伝達  

知事（防災局）は、国が発する警報及び避難措置の指示を市町村及びその他の関 

係機関等に通知します。市町村長は直ちにその内容を住民及び関係機関等に伝達する 

ものとされています。 

また、知事（防災局）は、国が発した避難措置の指示を受け、市町村長を経由し

て住民に対し、避難の指示を行うとともに、国及び関係機関にその内容を報告又は

通知します。 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

イ 避難住民の誘導 

市町村長は、知事から避難の指示があったときは、避難住民を誘導するとともに、 

誘導中に食品等を供与するものとされています。 
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(2)避難 

 

容を、住民及び関係のある公私の団体に伝達するとともに、他の執行機関、関係 

機関、運送事業者である指定（地方）公共機関等に通知します。また、避難住民 

を誘導するとともに、誘導中に食品等を供与するものとされています。 

知事（各部局）は、市町村長が行う誘導の支援及び補助を行うとともに、避難 

住民の運送を一元的に対処します。 

また、市町村長が避難住民を誘導できなくなった場合は、自ら誘導を実施します。 

オ  避難措置・避難の指示の解除の通知・伝達 (法第53条、第55条) 

  知事（危機管理局・各部局）は、国が発した避難措置の指示の解除（原則とし 

て文書による。）を受け、市町村長を経由して住民に対し、避難の指示の解除を 

行うとともに、国及び指定地方公共機関その他の関係機関にその内容を報告又は 

通知します。 

 

 

カ 復帰 (法第69条) 

市町村長は、知事から避難の指示の解除があったときは、住民の復帰に必要な 

 措置を実施するものとされています。 

知事（各部局）は、市町村長が行う住民の復帰に必要な措置の支援及び補助を 

行います。 

 

【警報・避難の指示の通知・伝達系統図】

通知 通知 伝達
国対策本部長 知 事 市町村長 住民

関係ある公私の団体

指定(地方)
公共機関 他の執行機関

通知 その他の関係機関
放送事業者

放送

他の執行機関

関係機関

※ 警報の解除・避難の指示の解除の通知・伝達も同様です。

【避難実施要領の通知・伝達系統図】

通知 伝達
知 事 市町村長 住民

関係ある公私の団体

指定(地方)
公共機関 他の執行機関

通知 その他の関係機関
放送事業者 消防団長

放送 警察署長
境海上保安部長
鳥取海上保安署長

他の執行機関
自衛隊鳥取地方協力本部長

運送事業者である指定 地（

方）公共機関

関係機関

 

   知事（各部局）は、市町村長が行う誘導の支援及び補助を行うとともに、避難住民 

の運送を一元的に対処します。 

また、市町村長が避難住民を誘導できなくなった場合は、自ら誘導を実施します。 

 

 

 

ウ  警報・避難の指示の解除の通知・伝達 

知事（防災局）は、国が発する警報の解除を市町村及びその他の関係機関等に通 

知します。市町村長は直ちにその内容を住民及び関係機関等に伝達するものとされ 

ています。 

また、知事（防災局）は、国が発した避難措置の指示の解除を受け、市町村長を経 

由して住民に対し、避難の指示の解除を行うとともに、国及び関係機関にその内容を 

報告又は通知します。 

エ 復帰  

  市町村長は、知事から避難の指示の解除があったときは、住民の復帰に必要な措置 

を実施するものとされています。 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） 
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(3)救援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 要領 

   知事（各部局）は、国対策本部長による救援の指示があった場合、又は緊急を要し

指示を待ついとまがないと認める場合には、避難住民等の救援を行います。 

   この際、救援物資の取得、運送等を行うとともに、状況により、業務を市町村長及

び日本赤十字社に委託します。 

 

イ 救援の種類（法第75条、令第9条） 

救援の種類 

 

内  容 

（略） 

 

（略） 

４ 医療の提供及び助産 

 

・応急的医療 

・アレルギーやアトピー等の治療薬 

・分娩の介助、分娩前後の処置 

・必要に応じ予防的措置準 

 

（略） （略） 

（削除） 

ア 要領 

   知事（各部局）は、国対策本部長による救援の指示があった場合、または緊急を要

し指示を待ついとまがないと認める場合には、避難住民等の救援を行います。 

   この際、救援物資の取得、運送等を行うとともに、状況により、業務を市町村長及

び日赤に委託します。 

 

イ 救援の種類（法75、令12） 

救援の種類 

 

内  容 

（略） 

 

（略） 

４ 医療の提供及び助産 

 

・応急的医療 

 

・分娩の介助、分娩前後の処置 

・必要に応じ予防的措置（厚生労働大臣が特別基準 

を定めた場合） 

（略） （略） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：告１「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関す

る法律による救援の程度及び方法の基準」（平成16年厚生労働省告示第343号）」） 
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(4)武力

攻撃に

伴 う 被

害の 最

小化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 知事は国対策本部長の指示に基づいて武力攻撃災害の防除及び軽減のため、具体的状

況に応じ的確かつ迅速に対処します。 

 特に、ＮＢＣＲ兵器等による大規模、特殊な武力攻撃災害及び突発的な発災に留意し

ます。 

 

ア 武力攻撃災害の予防対策 

 (ｱ)  （略） 

 (ｲ)生活関連等施設、危険物質等の安全確保 

知事（各部局）は、武力攻撃災害などにより県民生活や周辺地域に被害を及ぼす

施設などを把握します。武力攻撃事態等においては、施設の管理者は、国及び関係

機関と連携し、予防措置と警備の強化を行います。 

    必要な場合、知事は、管理者に対し安全確保のための必要な措置を講ずるよう要

請します。（法第102条、第103条） 

 (ｳ)・(ｴ)  （略） 

イ 武力攻撃災害対処 

知事（危機管理局）、公安委員会は、被災市町村、その他の関係機関・団体等と連

絡を密にし、情報収集、被災者の救助、被害の拡大防止等の対処措置を実施します。 

 (ｱ)兆候の通報（法第98条） 

 （略） 

(ｲ)緊急通報の発令（法第99条～第101条） 

    知事（危機管理局）は、武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとしている

場合（武力攻撃に伴って、火災が発生している場合や、ダムの破壊等の危険が急迫し

ている場合等を含みます。）、住民の身体、生命、財産に対する危険防止のため緊急の

必要があると認めるときは、武力攻撃災害緊急通報（以下「緊急通報」という。）を

発令します。 

(ｳ)退避の指示（法第112条） 

（略） 

（削除） 

(ｴ)警戒区域の設定（法第114条） 

（略） 

(ｵ)応急公用負担（法第113条） 

（略） 

(ｶ)漂流物又は沈没品の保管（法第116条） 

 知事は対策本部長の指示に基づいて武力攻撃災害の防除及び軽減のため、具体的状況

に応じ的確かつ迅速に対処します。 

 特に、ＮＢＣＲ災害等の大規模、特殊な武力攻撃災害及び突発的な発災に留意します。 

 

 

ア 武力攻撃災害の予防対策 

 (ｱ)  （略） 

 (ｲ)生活関連等施設、危険物質等の安全確保 

知事（各部局）は、武力攻撃災害などにより県民生活や周辺地域に被害を及ぼす

施設などを把握します。武力攻撃事態等においては、施設の管理者は、国及び関係

機関と連携し、予防措置と警備の強化を行います。 

   必要な場合、知事は、管理者に対し安全確保のための必要な措置を講ずるよう要

請します。（法102） 

 (ｳ)・(ｴ)  （略） 

イ 武力攻撃災害対処 

知事（防災局）、公安委員会は、被災市町村、その他の関係機関・団体等と連絡を

密にし、情報収集、被災者の救助、被害の拡大防止等の対処措置を実施します。 

(ｱ)武力攻撃災害の兆候の通報（法98） 

 （略） 

(ｲ)緊急通報の発令（法99～101） 

知事（防災局）は、武力攻撃災害が発生し、またはまさに発生しようとしている

場合で、（武力攻撃に伴って、火災が発生している場合や、ダムの破壊等の危険が急

迫している場合等を含みます。）、住民の身体、生命、財産に対する危険防止のため

緊急の必要があると認めるときは、緊急通報を発令します。 

 

(ｳ)退避の指示（法112） 

（略） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料36「緊急避難（退避）の指示（例文）」） 

 (ｴ)警戒区域の設定（法114） 

（略） 

(ｵ)応急公用負担（法113） 

（略） 

(ｶ)漂流物又は沈没品の保管（法116） 
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   警察署長又は海上保安部長等は、武力攻撃災害が発生した場合において、漂流物

又は沈没品（水難救護法第29条第1項）を取り除いたときは、当該物件を保管する

ことができます。 

(ｷ)消防活動 

（略） 

   警察署長又は海上保安部長等は、武力攻撃災害が発生した場合において、漂流物

又は沈没品（水難救護法29）を取り除いたときは、当該物件を保管することができま

す。 

(ｷ)消防活動 

（略） 
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(5)国民

生活の

安定に

関す る

措置 

内閣 国会閉会中 緊急政令
衆議院解散中 ・金銭債務の支払い延期

・権利の保存期間の延長

政府系金融機関 特別金融
・償還期限又は据置期間の延長
・旧債の借換え
・利率の低減

通貨供給・信用秩序の維持日本銀行
・銀行券の発行並びに通貨及び金融の

調節
・銀行その他の金融機関の間で行われ

る資金決済の円滑の確保を通じた信
用秩序の維持

指定行政機関の長 被害者の行政上の権利利益の保全
指定地方行政機関の長

知事 生活関連物資等の流通と価格の安定

市町村長

 
 

内閣 国会閉会中 緊急政令
衆議院解散中 ・金銭債務の支払い延期

・権利の保存期間の延長

政府系金融機関 特別金融
・償還期限又は据置期間の延長
・旧債の借換え
・利率の低減

日本銀行 ・銀行券の発行並びに通貨及び金融の
調節

・銀行その他の金融機関の間で行われ
る資金決済の円滑の確保を通じた信
用秩序の維持

指定行政機関の長 被害者の行政上の権利利益の保全
指定地方行政機関の長

知事 生活関連物資等の流通と価格の安定

市町村長
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(5)国民

生活の

安定に

関する 

措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 生活関連物資等の流通と価格の安定 

(ｱ)・(ｲ)  （略） 

法  令 価格安定措置 

生活関連物

資等の買占

め及び売惜

しみに対す

る緊急措置

に関する法

律（昭和48

年法律第48

号） 

 国が買占め等防止法第2条第１項に基づき、政令で特定物資

（特別の調査を要する物資）を指定した場合は、県内のみに事

務所等を有し特定物資を生産、輸入又は販売する事業者（小売

業者を除く）及び県内に事務所等を有し特定物資を販売する小

売業者に対し、次の措置を講ずる。 

ア 特定物資について、その価格の動向及び需給の状況に関す

る必要な調査（買占め等防止法第3条） 

イ 特定物資の生産、輸入又は販売の事業者が買占め又は売惜

しみにより多量に当該特定物資を保有していると認められ

る場合の当該事業者に対する当該特定物資の売渡しの指示

（買占め等防止法第4条第1項） 

ウ 売渡しの指示に従わなかった場合についての事業者に対

する売渡しの命令（買占め等防止法第4条第2項） 

エ 売渡しの命令を実施したことによる事業者同士の協議が

実施できない場合の裁定及びその結果通知（買占め等防止法

第4条第4項・第5項） 

オ 売渡しの指示及び命令に係る事業者に対する報告命令、立

入検査及び質問（買占め等防止法第5条第１項・第2項） 

ア 生活関連物資等の流通と価格の安定 

(ｱ)・(ｲ)  （略） 

法  令 価格安定措置 

生活関連物

資等の買占

め及び売惜

しみに対す

緊急措置に

関する法律

（昭和48年

法律第 48

号） 

 国が買占め等防止法２①に基づき、政令で特定物資（特別の調

査を要する物資）を指定した場合は、県内のみに事務所等を有し

特定物資を生産、輸入又は販売する事業者（小売業者を除く）及

び県内に事務所等を有し特定物資を販売する小売業者に対し、次

の措置を講ずる。 

ア 特定物資について、その価格の動向及び需給の状況に関する

必要な調査（買占め等防止法３） 

イ 特定物資の生産、輸入又は販売の事業者が買占め又は売惜し

みにより多量に当該特定物資を保有していると認められる場

合の当該事業者に対する当該特定物資の売渡しの指示（買占め

等防止法４①） 

ウ 売渡しの指示に従わなかった場合についての事業者に対す

る売渡しの命令（買占め等防止法４②） 

エ 売渡しの命令を実施したことによる事業者同士の協議が実

施できない場合の裁定及びその結果通知（買占め等防止法４④

⑤） 

オ 売渡しの指示及び命令に係る事業者に対する報告命令、立入

検査及び質問（買占め等防止法５①②） 
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 (5)国

民生活

の安定

に関す

る措置 

国民生活安

定緊急措置

法（昭和48

年 法 律 第

121号） 

 国が国民生活安定緊急措置法第3条第1項に基づき、政令で

指定物資（特に価格の安定を図るべき物資）を指定した場合は、

県内のみに事業場を有し指定物資を販売する事業者（小売業者

を除く）及び県内に事業場を有し指定物資を販売する小売業者

に対し、次の措置を講ずる。 

ア 指定物資について、その定められた標準価格又は販売価格

の表示の指示及び指示に従わない小売業者の公表（国民生活

安定緊急措置法第6条第2項・第3項） 

イ 指定物資を規定する価格を超えた価格で販売している事

業者に対しての規定する価格以下の価格で販売すべきこと

の指示及び正当な理由なく従わなかった者の公表（国民生活

安定緊急措置法第7条第1項・第2項） 

ウ ア及びイの措置に必要な限度における、指定物資を販売す

る事業者に対する業務若しくは経理の状況報告、事業場への

立入検査、関係者への質問（国民生活安定緊急措置法第 30

条第1項） 

物価統制令

（昭和21年

勅令第 118

号） 

 国が物価統制令第4条及び同令第7条並びに物価統制令施行

令第2条に基づき、告示で物資及び役務についての統制額を指

定した場合は、ア及びイの措置を講ずる。 

ア 統制額を超える契約等に対する例外許可（物価統制令第 

3条第1項但書） 

イ 履行中の契約の変更等に関して別段の定めを設けること

及び統制額を超える価格とすることの許可（物価統制令第8 

条の2但書） 

  また、必要があると認められるときは、物価に関する報告

の徴収、帳簿の作成命令を行うとともに、必要な場所へ臨検

し業務の状況若しくは帳簿書類等の検査を実施する。（物価

統制令第30条第1項） 

 

○主な生活関連物資 

食品関連 水 

食品 （略） 

その他 （略） 

衛生関連 救急関連 （略） 

薬 （略） 

衛生用品 （略） 

乳幼児用 （略） 

その他 （略） 
 

国民生活安

定緊急措置

法（昭和 48

年法律第121

号） 

 国が国民生活安定緊急措置法３①に基づき、政令で指定物資

（特に価格の安定を図るべき物資）を指定した場合は、県内のみ

に事業場を有し指定物資を販売する事業者（小売業者を除く）及

び県内に事業場を有し指定物資を販売する小売業者に対し、次の

措置を講ずる。 

ア 指定物資について、その定められた標準価格又は販売価格の

表示の指示及び指示に従わない小売業者の公表（国民生活安定

緊急措置法６②③） 

イ 指定物資を規定する価格を超えた価格で販売している事業

者に対しての規定する価格以下の価格で販売すべきことの指

示及び正当な理由なく従わなかった者の公表（国民生活安定緊

急措置法7） 

ウ ア及びイの措置に必要な限度における、指定物資を販売する

事業者に対する業務若しくは経理の状況報告、事業場への立入

検査、関係者への質問（国民生活安定緊急措置法30①） 

 

物価統制令

（昭和21年

勅令第 118

号） 

 国が物価統制令4及び同法7並びに物価統制令施行令2に基づ

き、告示で物資及び役務についての統制額を指定した場合は、ア

及びイの措置を講ずる。 

ア 統制額を超える契約等に対する例外許可（物価統制令3①但 

書） 

イ 履行中の契約の変更等に関して別段の定めを設けること及

び統制額を超える価格とすることの許可（物価統制令8の2但

書） 

  また、必要があると認められるときは、物価に関する報告の

徴収、帳簿の作成命令を行うとともに、必要な場所へ臨検し業

務の状況若しくは帳簿書類等の検査を実施する。（物価統制令

30①） 

 

 

食品関連 水 

食品 （略） 

その他 （略） 

衛生関連 救急関連 （略） 

薬 （略） 

衛生用品 （略） 

乳幼児用 （略） 

その他 （略） 
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本文/ 

第２章 

２ 実 施 要 領

P20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)国民

生活の

安定に

関する

措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ ライフライン等の確保 

事業者等 ライフライン等の確保 備      考 

電気事業者・ガス事

業者 

電気、ガスの安定的供給 

（法第134条） 

（略） 

水道事業者・水道用

水事業者・工業用水

事業者 

 

水の安定的供給 

（法第134条） 

・給水、消毒その他衛 

生上の措置、給水の 

緊急停止等 

運送事業者 旅客、貨物の運送の確保 

（法第135条） 

・施設の状況確認、旅

客施設における秩序

維持等 

・避難住民、緊急物資

の運送の応諾義（法

第71条、第79条） 

電気通信事業者 通信確保 

（法第135条） 

・臨時回線の設定、災 

害対策用設備の運 

用等臨機の措置、一 

般の通信利用の制 

限、特定通信の優先 

接続等（cf電気通信 

事業法第8条） 

郵便事業を営む者 

一般信書便事業者 

郵便、信書便の確保 

（法第135条） 

 

・信書便等の送達の確

保、窓口業務の維持

等 

病院 

その他医療機関 

医療の確保 

（法第136条） 

・医療機関の開業時間 

延長、医療施設の安 

全性確保、救急患者 

等の搬送体制確保 

等 

河川管理施設・道路

・港湾・空港の管理

者 

公共的施設の適切な管理 

（法第137条） 

・施設の維持管理等 

 

災害に関する研究

機関等 

指導、助言、その他の援助 

（法第138条） 

・武力攻撃災害の防除 

、軽減、復旧 

 ※下線部については県該当 

イ  ライフライン等の確保 

事業者等 ライフライン等の確保 備      考 

電気事業者・ガス事

業者 

電気、ガスの安定的供給 

（法134） 

（略） 

水道事業者・水道用

水事業者・工業用水

事業者 

 

水の安定的供給 

（法134） 

・給水、消毒その他衛

生 

上の措置、給水の緊急 

停止等 

運送事業者 旅客、貨物の運送の確保 

（法135） 

・施設の状況確認、旅

客施設における秩序

維持等 

・避難住民、緊急物資

の運送の応諾義務（

法71、79） 

電気通信事業者 通信確保 

（法135） 

・臨時回線の設定、災

害対策用設備の運用

等臨機の措置、一般

の通信利用の制限、

特定通信の優先接続

等（cf電気通信事業

法8） 

郵便事業（株） 

一般信書便事業者 

郵便、信書便の確保 

（法135） 

・信書便等の送達の確

保、窓口業務の維持

等 

病院 

その他医療機関 

医療の確保 

（法136） 

・医療機関の開業時間

延長、医療施設の安

全性確保、救急患者

等の搬送体制確保等 

 

西日本高速道路（株

） 

公共的施設の適切な管理 

（法137） 

・施設の維持管理等 

 

 

災害に関する研究機

関等 

指導、助言、その他の援助 

（法138） 

・武力攻撃災害の防除

、軽減、復旧 

 ※下線部については県該当。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本文/ 

第２章 

２実施要領 

P21 

(5)国民

生活の

安定に

関する

措置 

ウ 混乱の防止 

 （略） 

機関 内   容 

県 

 

 

１  （略） 

２  対応機関 

   県対策本部により、危機管理局が各部局、 

各関係機関の協力を得て対処します。 

（略） （略） 

運送事業者である指定（地方）公 

共機関 

（略） 

（略） （略） 
 

ウ 混乱の防止 

 （略） 

機関 内   容 

県 

 

 

１ （略） 

２ 対応機関 

   対策本部により、防災局が各部局、 

各関係機関の協力を得て対処します。 

（略） （略） 

運送事業者である指定地方公共機関 （略） 

（略） （略） 
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本文/ 

第２章 

３避難、救援

等の措置を実

施するに当た

り必要な資料 

P22 

(5)国民

生活の

安定に

関する 

措置 

３ 避難、救援等の措置を実施するに当たり必要な資料 

 

  県は、迅速かつ適切に避難の指示、救援等に関する措置を実施できるよう、必 

要な基礎的資料を準備します。 

 

（１）避難に関する資料 

    ○県の地図 

    ○人口分布 

    ○道路網のリスト 

    ○公共交通機関等の輸送力のリスト 

    ○避難施設のリスト 

    ○生活関連等施設等のリスト 

    ○関係機関の連絡先一覧 など 

（２）救援に関する資料 

    ○備蓄物資、調達可能物資のリスト 

    ○関係医療機関等のリスト 

    ○火葬場のリスト など 

（３）その他国民保護措置に必要な資料 

（新規）  

本文/ 

第３章 

P23 

 第３章 国及び関係機関の事務又は業務 

１ 国及び関係機関の事務又は業務 

第３章 国及び関係機関の事務又は業務の大綱 

１ 国及び関係機関の事務又は業務の大綱 
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本文/ 

第３章 

１国及び関係

機関の事務又

は業務 

P23 

(1)県  

機 関 名 事務又は業務 

共通 １～３ （略） 

４ その他知事の命ずる事項又は県対策本部長の求める事項 

元気づくり総

本部 

１・２ （略） 

３ 災害に関する広聴 

危機管理局 １ 県対策本部等に関すること 

２～11 （略） 

12 24時間即応態勢の確保 

13 国民保護協議会に関すること 

14 原子力に関する中国電力等との連絡調整 

総務部 １ 庁舎の管理、運用、調査 

２ 県の公有財産の管理、運用、調査 

３～13 （略） 

14 鳥取情報ハイウェイに関すること 

地域振興部 

 

 

１ 避難住民運送手段の確保、計画 

２ 市町村の行財政運営の支援 

３ 私立学校に関すること 

４ 安否情報・被災情報の収集等 

観光交流局 （削除） 

１ 外国人の安否情報・被災情報の収集等 

２ 観光客に対する広報及び観光施設等との連絡調整 

３ 外国人に対する広報、避難、救援 

４ 外国人の安全確保及び支援 

福祉保健部 １ （略） 

２  要配慮者（外国人を除く。）の安全確保及び支援 

３  義援金の収配等 

４～９ （略） 

生活環境部 １・２ （略） 

３  死亡獣畜処理 

４～14 （略） 

商工労働部 １ 物資運送手段（トラックその他）の確保、手配 

２・３ （略） 

４ 救援物資の集配の総合調整 

農林水産部 １～９ （略） 

10  農道（広域農道、農免農道を除く。）、林道状況の把握、確

保 

県土整備部 １ 道路状況（広域農道、農免農道を含む。）状況の把握、確保 

２～７ （略） 

会計管理者 １ （略） 

２ 県有車両（警察車両を除く。）の管理、運用 

県総合事務所

（東部地区は

東部振興監） 

１ 県現地対策本部が設置された場合の県対策本部事務の一部 

の実施 

  

（略） （略） 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １～３ （略） 

４ その他知事の命ずる事項、または対策本部長の求める事項 

統轄監 １・２ （略） 

３ 庁舎の管理、運用、調査 

防災局 １ 国民保護対策本部等に関すること 

２～11 （略） 

12 24時間即応態勢の確保 

（新規） 

（新規） 

総務部 １ 災害に関する広聴 

２ 公有財産の管理、運用、調査 

３～13 （略） 

 

企画部 

 

 

１ 避難住民運送手段の確保、計画 

２ 鳥取情報ハイウェイの被害に関すること 

３ 市町村の行財政運営の支援 

４ 私立学校に関すること 

文化観光局 １ 安否情報等の収集等 

２ 外国人安否情報の収集等 

３ 観光客に対する広報及び観光施設等との連絡調整 

４ 外国人に対する広報、避難、救援 

（新規） 

福祉保健部 １ （略） 

２  災害時要援護者（外国人除く）の安全確保及び支援 

３  義援金品の収配等 

４～９ （略） 

生活環境部 １・２ （略） 

３  へい獣処理 

４～14 （略） 

商工労働部 １ トラックその他物資運送手段の確保、手配 

２・３ （略） 

（新規） 

農林水産部 １～９ （略） 

10  林道状況の把握、確保 

 

県土整備部 １ 道路状況の把握、確保 

２～７ （略） 

会計管理者 １ （略） 

２ 県有車両（警察車両及び軽自動車を除く）の管理、運用 

総合事務所 １ 現地対策本部が設置された場合の対策本部事務の一部の実

施 

 

（略） （略） 
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本文/ 

第３章 

１国及び関係

機関の事務又

は業務 

P26 

(2)市町

村 

 

機 関 名 処理すべき事務又は業務 

市町村 １～６ (略) 

７ その他市町村長の命ずる事項、又は市町村対策本部長 

の求める事項 
 

 

機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

市町村 １～６ （略） 

７ その他市町村長の命ずる事項、または市町村対策本部 

長の求める事項 
 

 

本文/ 

第３章 

１国及び関係

機関の事務又

は業務 

P26 

(3)指定

地方行

政機関 

 

機 関 名 事務又は業務 

（略） （略） 

［農林水産省］ 

中国四国農政局 

 

（略） 

 

［経済産業省］ 

中国経済産業局 

 

 

１・２ （略） 

 （削除） 

３  被災中小企業の振興 

［経済産業省］ 
中国四国産業保安監督 

部 

 

 

１ 火薬類、高圧ガス等所掌に係る危険物又はその施設、

電気施設、 ガス施設等の保安の確保 

２  鉱山における災害時の応急対策 

（略） （略） 

［国土交通省］ 

中国地方整備局 
 鳥取河川国道事務所 

 倉吉河川国道事務所 

 日野川河川事務所 

 境港湾・空港整備事務 

所 

 

（略） 

 

 

 

 

（略） （略） 

 ［環境省］ 

中国四国地方環境

事務所 

１ 有害物質等の発生等による汚染状況の情報収集及び 

提供 

２ 廃棄物処理施設等の被害状況、がれき等の廃棄物の発 

生量の情報収集 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

（略） （略） 

［農林水産省］ 

中国四国農政局 

（鳥取農政事務所） 

（略） 

 

［経済産業省］ 

中国経済産業局 

 

 

１・２ （略） 

３ 危険物等の保全 

４  被災中小企業の振興 

［経済産業省］ 
中国四国産業保安監督 

部 

 

 

１  鉱山における災害時の応急対策 

 

 

 

（略） （略） 

［国土交通省］ 

中国地方整備局 
 鳥取河川国道事務所 

 倉吉河川国道事務所 

 日野川河川事務所 

 殿ダム工事事務所 

 境港湾・空港整備事務 

所 

（略） 

 

 

 

 

（略） （略） 

（新規） （新規） 

 

 

 
 

 

本文/ 

第３章 

１国及び関係

機関の事務又

は業務 

P28 

(4)自衛

隊 

 

機 関 名 事務又は業務 

（略） （略） 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

（略） （略） 
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第３章 

１国及び関係

機関の事務又

は業務 

P29 

(5)指定

公共機

関 

 

機 関 名 事務又は業務 

共 通 １ 業務に係る国民保護措置の実施（法第21条） 

２ 国民に対する情報の提供（法第8条） 

３ 国民の保護に関する業務計画の作成（法第36条第1項 

） 

４ 組織の整備（法第41条） 

５ 訓練（法第42条） 

６ 被災情報の収集、報告（法第126条、第127条） 

７ 管理する施設、設備の応急復旧（法第139条） 

８ 武力攻撃災害の復旧（法第141条） 

９ 国民保護措置に必要な物資及び資材の備蓄等（法第 

145条） 
日本原子力研究開発機

構 

(人形峠環境技術セン

ター) 

（略） 

 

（略） （略） 

ＪＲ貨物 

「日本貨物鉄道(株 

)」 

１ 緊急物資の運送 

２ 貨物の運送の確保 

佐川急便（株） 

（鳥取店） 

日本通運（株） 

（鳥取支店） 

福山通運（株） 

（鳥取支店） 

ヤマト運輸（株） 

（津山主管支店） 

（略） （略） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

ソフトバンク（株） 

 

（略） 

（略） （略） 

日本郵便（株） （略） 

（略） （略） 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共 通 １ 業務に係る国民保護措置の実施（法21） 

２ 国民に対する情報の提供（法8） 

３ 国民の保護に関する業務計画の作成（法36①） 

４ 組織の整備（法41） 

５ 訓練（法42） 

６ 被災情報の収集、報告（法126、127） 

７ 管理する施設、設備の応急復旧（法139） 

８ 武力攻撃災害の復旧（法141） 

９ 国民保護措置に必要な物資及び資材の備蓄等（法145） 

 

 
核燃料サイクル開発機

構 

(人形峠環境技術センタ

ー) 

（略） 

 

（略） （略） 

ＪＲ貨物 

「日本貨物鉄道(株)

」 

１ 避難住民の運送及び緊急物資の運送 

２ 旅客及び貨物の運送の確保 

緊急物資 

佐川急便（株） 

（鳥取店） 

緊急物資 

日本通運（株） 

（鳥取支店） 

緊急物資 

福山通運（株） 

（鳥取支店） 

緊急物資 

ヤマト運輸（株） 

（津山主管支店） 

緊急物資 

（略） （略） 

ソフトバンクテレ

コム（株） 

１ 避難施設における電話その他の通信設備の臨時の設置 

における協力 

２ 通信の確保及び国民保護措置の実施に必要な通信の 

優先的取扱い 

ソフトバンクモバイ

ル（株） 

（略） 

（略） （略） 

郵便事業（株） （略） 

（略） （略） 
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１国及び関係

機関の事務又

は業務 

P31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6)指定

地方公

共機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機 関 名 事務又は業務 

共 通 １ 業務に係る国民保護措置の実施（法第21条） 

２ 国民に対する情報の提供（法第8条） 

３ 国民の保護に関する業務計画の作成（法第36条第2項） 

４ 組織の整備（法第41条） 

５ 訓練（法第42条） 

６ 被災情報の収集、報告（法第126条、第127条） 

７ 管理する施設、設備の応急復旧（法第139条） 

８ 武力攻撃災害の復旧（法第141条） 

９ 国民保護措置に必要な物資及び資材の備蓄等（法第145 

条） 

鳥取ガス（株） （略）  

米子瓦斯（株） 

県ＬＰガス協会 

日ノ丸自動車（株） １ 避難住民の運送 

２ 旅客又は貨物の運送の確保 

 

 

日本交通（株） 

智頭急行（株） 

若桜鉄道（株） 

日ノ丸西濃運輸（株

） 

１ 緊急物資の運送 

２ 貨物の運送の確保 

 

（削除） 

県バス協会 

県トラック協会 

県農協中央会 １ 食料供給  

県石油商業組合 １ 緊急車輌等への燃料供給  

（削除）   

（削除）   

県警備業協会 １ 公共的施設等の警備  

（略） 

 

 

 

 

 

１ 医療の確保 

 ※自治体病院については、それぞれの自治体の国民保護 

計画に基づき、医療の確保を行うこととされています。 

 

（削除） 

（略） 

（略） １ 警報及び避難の指示（警報の解除及び避難の指示の解除 

を含む。）の内容並びに緊急通報の内容の放送 （株）山陰放送 

（略） 

（削除） 

 

 

 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共 通 １ 業務に係る国民保護措置の実施（法21） 

２ 国民に対する情報の提供（法8） 

３ 国民の保護に関する業務計画の作成（法36②） 

４ 組織の整備（法41） 

５ 訓練（法42） 

６ 被災情報の収集、報告（法126、127） 

７ 管理する施設、設備の応急復旧（法139） 

８ 武力攻撃災害の復旧（法141） 

９ 国民保護措置に必要な物資及び資材の備蓄等（法145） 

 

鳥取ガス（株） （略） 都市ガス 

米子瓦斯（株） 

県ＬＰガス協会 ＬＰガス 

日ノ丸自動車（株） １ 避難住民の運送及び緊急物資の運送 

２ 旅客及び貨物の運送の確保 

 

  

避難住民 

日本交通（株） 

智頭急行（株） 

若桜鉄道（株） 

日ノ丸西濃運輸（株 

） 

緊急物資 

因伯通運（株） 

県バス協会 車両 

県トラック協会 

全農県本部 食料 

県石油商業組合 燃料 

県建設業協会 経路・施設な

ど 県建築士会 

県警備業協会 

（略） １ 医療の確保 医療・助産な

ど 

看護・助産な

ど 

医薬品・資機

材 

歯科 

米子中海病院  

（略） 

（略） １ 警報及び避難の指示（警報の解除及び避難の指示の解除 

を含む。）の内容並びに緊急通報の内容の放送 山陰放送（株） 

（略） 

 （別冊Ⅰ 資料編 P  ：資料６「国名簿」） ～ （別冊Ⅰ 資料編 P  ：資料 17「ガス事業

者名簿」） 
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P32 

（ ７ ） 総

合機能

調整 

 県対策本部長は、関係機関が実施する国民保護措置が、的確かつ迅速に実施されるよ

うに総合調整を行います。 

 このため、市町村やその他の関係機関の活動について、現地での混乱・競合を最小限

に止められるよう十分に調整します。 

 

 対策本部長は、関係機関が実施する国民保護措置が、的確かつ迅速に実施されるよう

に総合調整を行います。 

 このため、市町村やその他の関係機関の活動について、現地での混乱・競合を最小限

に止められるよう十分に調整します。 
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P33 

(1)事務

の委託 

ア 県の事務の委託 

  大規模な武力攻撃災害などにより、県の行政機能が麻痺し、県民の保護のための措

置を実施するため必要があると認めるときは、知事（総務部・各部局）は、事務又

は知事等の権限に属する事務の一部を他の都道府県に委託します。（法第13条） 

   また、知事（総務部・各部局）は、県域を越える避難の場合で、避難先の都道府

県知事が避難住民の輸送手段の確保等を行う場合は、安全確保の責務の明確化等の

ため、避難先の都道府県知事にその事務を委託します。 

イ 市町村の事務の委託 

  大規模な武力攻撃災害などにより、市町村の行政機能が麻痺し、住民の保護のため

の措置を実施するため必要があると認めるときは、市町村は、事務又は市町村長等

の権限に属する事務の一部を県又は他の市町村に委託するものとします。（法第 19

条） 

ウ （略） 

ア 県の事務の委託 

  相当な武力攻撃災害などにより、県の行政機能が麻痺した場合、県（総務部）は、

事務又は知事等の権限に属する事務の一部を他の都道府県に委託します。（法13） 

 

 

 

 

イ 市町村の事務の委託 

  相当な武力攻撃災害などにより、市町村の行政機能が麻痺した場合、市町村は、事

務又は市町村長等の権限に属する事務の一部を県又は他の市町村に委託するものと

します。（法19） 

ウ （略） 
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(2)救援

事務の

市町村

への委

任 と 日

赤の 協

力 

(2)救援事務の市町村への委任と日本赤十字社の協力 

 

市町村と十分協議の上で委任します。（法定受託事務） 

委任については、一括して委任し、必要な費用は、県が支弁します。 

日本赤十字社については、自主性を尊重しつつ、協力を得ます。 

救援の措置 

（法第75条、令第9条） 

市町村（法第76条） 日本赤十字社の協

力（法第77条） 

１ 収容施設（応急仮設住

宅を含む。）の供与 

○  

（略） （略） （略） 
 

(2)救援事務の市町村への委任と日赤の協力 

 

市町村と十分協議の上で委任します。（法定受託事務） 

委任については、一括して委任し、必要な費用は、県が支弁します。 

日赤については、自主性を尊重しつつ、協力を得ます。 

救援の措置（法75、令9） 

 

市町村（法76） 日赤の協力（法77） 

１ 収容施設（応急仮設

住宅を含む）の供与 

○  

（略） （略） （略） 
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 第４章 国民保護措置の基本的な実施内容  第４章 活動要領  

本文/ 

第４章 

１補給支援 

P34 

(2)補給

支援組

織の 構

成 

ア～ウ （略） 

エ 補給幹線 

緊急物資集積地域と緊急物資集積所を結ぶ路線のうち、常時確保する必要のある 

路線を補給幹線として指定します。 

なお、指定にあたっては、鳥取県地域防災計画の緊急輸送道路等を準用します。 

ア～ウ （略） 

エ 補給幹線 

緊急物資集積地域と緊急物資集積所を結ぶ路線のうち、常時確保する必要のある

路線を補給幹線として指定します。 

  （新規） 
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(3)補給

品 

ア 補給品の特性 

食品 １ ほぼ一定の率をもって常続的に消費されます。 

２  避難開始当初は備蓄の使用が予想されますが、基本的には避難先 

地域で計画的に確保します。 

３  粉ミルク、離乳食及びお粥等のやわらかい食品（アレルギー対応

食品を含む。）など、多様な人に配慮した食品確保に努めます。 

 

（略） （略） 

 

イ 各補給品の補給業務 

食品 必要

量 

（略） 

取得 １ 当初 

  備蓄食品が配られ、補給支援体制が整うに従い、弁当、 

おにぎり等の加工食品を配ります。このため、各業者毎の 

調達数量を決定し、発注します。 

 米穀については、精米卸売業者を決定し、供給を要請し 

ます。 

  不足する場合は、パン、即席めん等について、あらかじ 

め協力依頼している業界等からの調達及び他都道府県等 

からの応援により確保します。 

２ 炊き出しの態勢完了以降の段階（３日目以降と想定） 

(1)～(4)  （略） 

配分 （略） 

飲 料

水 

必 要

量 

給水状況や住民避難の状況など必要な情報を的確かつ迅

速に把握し、応急給水の実施に係る計画を定め、給水体制を

確立します。 

（略） 

取得 （略） 

（略） （略） （略） 
 

ア 補給品の特性 

食品 １ ほぼ一定の率をもって常続的に消費されます。 

２  避難開始当初は備蓄の使用が予想されますが、基本的には避難先

地域で計画的に確保します。 

（新規） 

 

（略） （略） 

 

イ 各補給品の補給業務 

食品 必要

量 

（略） 

取得 １ 当初 

  備蓄食品が配られ、補給支援体制が整うに従い、弁当、

おにぎり等の加工食品を配ります。このため、各業者毎

の調達数量を決定し、発注します。 

  米穀については、鳥取農政事務所と調整して精米卸売

業者を決定し、供給を要請します。 

  不足する場合は、パン、即席めん等について、あらか

じめ協力依頼している業界等からの調達及び他都道府

県等からの応援により確保します。 

２ 炊き出しの態勢完了以降の段階（３日目以降と想定） 

(1)～(4)  （略） 

配分 （略） 

飲 料

水 

必 要

量 

給水状況や住民避難の状況など必要な情報を的確かつ

迅速に把握し、応急給水の実施に係る計画を定め、給水態

勢を確立します。 

（略） 

取得 （略） 

（略） （略） （略） 
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１補給支援 

P36 

(4)救援

に 必要

な 物資

（特定物

資）の確

保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(略) 

ア 対象となる商品（特定物資）（法第81条、令第12条） 

特定物資 備  考 

（略） （略） 

４ 医療機器

その他衛生用

品 

・注射器、メス、聴診器等（医薬品医療機器等法第2条） 

・脱脂綿、ガーゼ、マスク、おむつ等 

（略） （略） 

６ 被服そ 

の他生活 

必需品 

・外衣（洋服、作業衣、子ども服等）、肌着（シャツ、パン

ツ等） 

・身の回り品（タオル、サンダル、傘等） 

・日用品（石けん、歯磨き、バケツ、トイレットペーパー等） 

・炊事用具、食器（炊飯器、鍋、包丁、ガス器具、茶碗、箸、 

皿等） 

・光熱材料（マッチ等） 

（略） （略） 

９ その他救援の実施に必要で内閣総理大臣が定めるもの 

イ  (略) 

(削除) 

ウ  (略) 

(略) 

ア 対象となる商品（特定物資）（法81、令12） 

特定物資 備  考 

（略） （略） 

４ 医療機器

その他衛生

用品 

・注射器、メス、聴診器等（薬事法2） 

・脱脂綿、ガーゼ、マスク、おむつ等 

（略） （略） 

６ 被服その 

他生活必需 

品 

・外衣（洋服、作業衣、子ども服等）、肌着（シャツ、パン

ツ等） 

・身の回り品（タオル、サンダル、傘等） 

日用品（石けん、歯磨き、バケツ、トイレットペーパー等） 

炊事用具、食器（炊飯器、鍋、包丁、ガス器具、茶碗、箸、 

皿等） 

光熱材料（マッチ等） 

（略） （略） 

９ その他救援の実施に必要で厚生労働大臣が定めるもの 

イ  (略) 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料18「主要な医薬品・医療機器関係機関」） 

ウ  (略) 
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  避難住民及び緊急物資の運送については、原則として、県が運送事業者である指定（地

方）公共機関を主体に運送契約を締結し、運送手段の一元的運用を行います。 

 正当な理由なく運送が行われない場合、県対策本部長は、指定（地方）公共機関に対

し、総合調整を行います。（指定公共機関については、国対策本部長に総合調整を求め

ます。） 

（略） 

 避難住民及び緊急物資の運送については、原則として、県が運送事業者である指定（地

方）公共機関を主体に運送契約を締結し、運送手段の一元的運用を行います。 

 正当な理由なく運送が行われない場合、対策本部長は、指定（地方）公共機関に対し、

総合調整を行います。（指定公共機関については、国対策本部長に総合調整を求めます。） 

 

（略） 
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(2)運送

手段  

（表略） 

（削除） 

（削除） 

 

（削除） 

（表略） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料19「鉄道、バス、航空機、船舶の営業路線系統図」） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料20「鉄道、バス、航空機、船舶の運行業者ごとの保有台数

と定置場」） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料21「鉄道、バス、航空機、船舶の運行業者連絡先」） 
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(4)運送

必要量

の概算 

（略） 

（削除） 

（略） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料22「武力攻撃事態等が発生した場合に住民保護（避難）に

大きな影響を与える大規模集客施設」） 
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(5)運送

に関す

る計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 運送計画 

 (ｱ) （略） 

(ｲ) 道路使用計画 

  （略） 

１ 使用する道路網、線路の分類、橋梁の等級、その他道路制限、交通検問所、 

交通情報所 

２～５ （略） 

  (ｳ) 運送実施計画 

（略） 

（略） 

５ 物資、食品・衛生に関する事項 

（略） 

イ 交通規制計画 

 （略） 

（略） 

３ 交通検問所の設置場所、要員・機材等 

（略） 

ウ 避難実施要領 

    （略） 

    なお、作成に当たっては、武力攻撃事態や緊急対処事態等の事態の類型別に作成す

るとともに、避難行動要支援者への対応、気候・気象（冬季や荒天時の対応）、時間

帯（昼間、夜間）、観光客や通勤者への対応、交通状況（渋滞、事故など）等につい

て配慮します。 

    市町村長は、避難の指示の通知を受けた場合は、直ちに、知事（危機管理局）及び

警察等関係機関と協議し、あらかじめ作成した避難実施要領のパターンに基づき、避

難実施要領を策定することとされています。 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 避難実施要領における主な規定事項  

   （略） 

項目 規定事項 

（略） （略） 

集合に当たっての留意事項 １ (略) 

２ 避難行動要支援者への配慮事項等 

３ （略） 

（略） （略） 

避難行動要支援者への対応 １ 避難行動要支援者への対応方法 

（略） （略） 

ア 運送計画 

(ｱ） （略） 

(ｲ) 道路使用計画 

  （略） 

１ 使用する道路網、移動方向、線路の分類、橋梁の等級、その他道路制限、 

付帯施設、交通検問所、交通情報所 

２～５ （略） 

 (ｳ) 運送実施計画 

（略） 

（略） 

５ 食品・衛生に関する事項 

（略） 

イ 交通規制計画 

 （略） 

（略） 

３ 交通検問所の設置場所、要員・器材等 

（略） 

ウ 避難実施要領 

    （略） 

    なお、作成に当たっては、武力攻撃事態や緊急対処事態等の事態の類型別に作成す

るとともに、災害時要援護者への対応、気候・気象（冬季や荒天時の対応）、時間帯

（昼間、夜間）、観光客や通勤者への対応、交通状況（渋滞、事故など）等について

配慮します。 

    市町村長は、避難の指示の通知を受けた場合は、直ちに、県（防災局）及び警察等

関係機関と協議し、あらかじめ作成した避難実施要領のパターンに基づき、避難実施

要領を策定することとされています。 

 (ｱ) （略） 

(ｲ) 避難実施要領における主な規定事項  

（略） 

項目 規定事項 

（略） （略） 

集合に当たっての留意事項 １ (略) 

２ 要避難援護者への配慮事項等 

３ （略） 

（略） （略） 

災害時要援護者への対応 １ 災害時要援護者への対応方法 

（略） （略） 
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本文/ 

第４章 

２運送 

P41 

(5)運送

に関す

る計画 

 

(ｳ) 避難行動要支援者の避難支援プラン 

  市町村及び防災上重要な施設の管理者は、災害時において安全かつ迅速な避難

を行うことができるよう、あらかじめ避難行動要支援者に配慮した避難支援プラ

ンを定めておくものとします。 

  知事（危機管理局）は、市町村が避難行動要支援者に関する情報（氏名、住居、

情報伝達体制、必要な支援内容、支援者等）を平時から把握する体制を整備する

に当たり、県が作成した「災害時要援護者避難対策推進指針」等を基に、市町村

の避難支援プラン作成を支援します。 

エ （略） 

 (ｳ) 災害時要援護者の避難支援プラン 

市町村及び防災上重要な施設の管理者は、災害時において安全かつ迅速な避難を

行うことができるよう、あらかじめ災害時要援護者に配慮した避難支援プランを定

めておくものとします。 

    県（防災局）は、市町村が災害時要援護者に関する情報（氏名、住居、情報伝達

体制、必要な支援内容、支援者等）を平時から把握する体制を整備するに当たり、

県が作成した「災害時要援護者避難対策推進指針」等を基に、市町村の避難支援プ

ラン作成を支援します。 

エ （略） 

本文/ 

第４章 

２運送 

P41 

(6)運送

の実施 

ア （略） 

イ 交通規制の実施（交通検問所） 

（略） 

警察は、交通規制計画に基づき、交通検問所を設置します。 

（略） 

ウ （略） 

ア （略） 

イ 交通規制の実施（交通検問所） 

（略） 

警察と県（県土整備部）は、交通規制計画に基づき、交通検問所を設置します。 

（略） 

ウ （略） 

 

本文/ 

第４章 

２運送 

P41 

(7)避難

行動要

支援者

の運送 

（７）避難行動要支援者の運送 

ア 運送の実施 

    知事（福祉保健部、地域振興部）は、県があらかじめ定める避難行動要支援者の避

難に係る基準に基づき、重篤患者など特別の運送方法を必要とする人の運送を一元的

に行います。 

イ 運送の手続 

   知事（福祉保健部、地域振興部）は、市町村の状況に基づき、避難行動要支援者の

避難に係る計画を作成するとともに、運送中に必要な衛生資材、応急治療等を準備し

ます。 

市町村は、運送対象者を避難行動要支援者の運送に係る基準により、医師の意見

を聞くなどして決定し、避難行動要支援者の運送に係る計画に示された地点まで運

送するものとします。 

ウ 運送の方法 

  運送は、①車両、列車等による地上運送、②船舶による海上運送、③航空機による

航空運送により実施します。 

  この際、事態の状況、患者の状態、地形・気象、運送網の状態、運送機関の特性等 

を検討し、病状への影響が少なく、最も安全、迅速、快適かつ効率的な運送を行いま 

す。 

（７）災害時要援護者の運送 

ア 運送の実施 

    県（福祉保健部、文化観光局）は、県があらかじめ定める災害時要援護者の避難に

係る基準に基づき、重篤患者など特別の運送方法を必要とする人の運送を一元的に行

います。 

イ 運送の手続 

   県（福祉保健部、文化観光局）は、市町村の状況に基づき、災害時要援護者の避難

に係る計画を作成するとともに、運送中に必要な衛生資材、応急治療等を準備します。 

   市町村は、運送対象者を災害時要援護者の運送に係る基準により、医師の意見を聞

くなどして決定し、災害時要援護者の運送に係る計画に示された地点まで運送するも

のとします。 

ウ 運送の方法 

  運送は、①車両、列車等による地上運送、②船舶による海上運送、③航空機による

航空運送（美保飛行場に限定）により実施します。 

  この際、事態の状況、患者の状態、地形・気象、運送網の状態、運送機関の特性等 

を検討し、病状への影響が少なく、最も安全、迅速、快適かつ効率的な運送を行いま 

す。 

 

本文/ 

第４章 

３衛生 

P42 

(1)衛生

支援組

織の 構

成 

ア 構成 

  衛生支援組織は、臨時医療施設及び病院等医療機関をもって構成します。 

イ・ウ （略） 

ア 衛生支援組織は、臨時医療施設及び病院等医療機関をもって構成します。 

 

イ・ウ （略） 

 

本文/ 

第４章 

３衛生 

P42 

(2) 

治療、搬

送 

ア （略） 

イ 搬送 

（略） 

（削除） 

ア （略） 

イ 搬送  

（略） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料23「患者運送に必要な車両、保有台数及び医療機関等」） 

 

本文/ 

第４章 

３衛生 

P43 

(3)防疫 ア （略） 

イ 防疫体制 

(ｱ)予防 

  適切な健康管理、特に環境衛生業務の実施及び個人衛生の徹底並びに防疫情報の 

収集、その他的確な予防措置によりその発生を未然に防止します。 

(ｲ)拡大防止 

  初動を重視して、病原体検査、消毒、隔離及び診療等の手段を尽くしてまん延を 

防止します。 

ウ (略) 

ア （略） 

イ 防疫体制 

(ｱ)予防 

  適切な健康管理、特に環境衛生業務の実施及び個人衛生の徹底並びに防疫情報の収

集、その他的確な予防措置によりその発生を未然に防止します。 

(ｲ)拡大防止 

  初動を重視して、病原体検索、消毒、隔離及び診療等の手段を尽くしてまん延を防

止します。 

ウ （略） 
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本文/ 

第４章 

３衛生 

P43 

(4)医療

の確保 

ア 医療関係者への医療実施の要請等 

(ｱ)医療実施の要請 

 （略） 

 医療関係者 

（法第85条、令第 

18条） 

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、

准看護師、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学

技士、救急救命士、歯科衛生士 

(ｲ)・(ｳ)  （略） 

イ （略） 

ウ 指定（地方）公共機関の医療業務 

   医療機関である指定（地方）公共機関は医療業務を行うこととされています。また、

指定（地方）公共機関は、あらかじめ定めた自らの業務計画に基づき医療業務を行う

ものとします。 

 （削除） 

 （削除） 

ア 医療関係者への医療実施の要請等 

(ｱ)医療実施の要請 

 （略） 

 医療関係者 

（法85、令18） 

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護

師、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士、救急救

命士、歯科衛生士 

(ｲ)・(ｳ)  （略） 

イ （略） 

ウ 医療機関である指定公共機関は医療業務を行うこととされています。また、指定地

方公共機関は、あらかじめ定めた自らの業務計画に基づき医療業務を行うものとしま

す。 

 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料24「災害時における医療関係機関一覧」） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料25「災害用衛星携帯電話設置機関一覧（医療関係）」） 

 

本文/ 

第４章 

３衛生 

P44 

(5)健康

管理 

ア メンタルヘルスケア 

  知事（福祉保健部）は、ソーシャルワーカーと心理学者の混成によるメンタルヘル

スケア対応チームを編成し、避難住民や国民保護措置を実施する者のメンタルヘルス

ケアを実施します。 

イ （略） 

ア メンタルヘルスケア 

  県（福祉保健部）は、ソシアルワーカーと心理学者の混成によるメンタルヘルスケ

ア対応チームを編成し、避難住民や国民保護措置を実施する者のメンタルヘルスケア

を実施します。 

イ （略） 

 

本文/ 

第４章 

３衛生 

P44 

(6)廃棄

物処理

業の 許

可の 特

例 

ア 廃棄物の収集等の発注 

   知事（生活環境部）は、特例地域（※１）においては、廃棄物処理法の規定（※２）

にかかわらず、当該規定による許可を受けていない者に、特例基準（※３）により、

廃棄物の収集、運搬又は処分を発注します（法第124条第3項） 

イ 特例基準に適合しない廃棄物の収集等への措置 

   知事（生活環境部）は、廃棄物の収集・運搬・処分業者により特例基準に適合しな

い廃棄物の収集、運搬又は処分が行われたときは、期限を定めて、当該廃棄物の収集、

運搬又は処分の方法の変更その他必要な措置を指示します。（法第124条第4項）  

※１ 特例地域＝廃棄物の処理を迅速に行わなければならない地域として環境大臣が

指定した地域（法第124条第1項） 

※２ 廃棄物処理法の規定＝廃棄物処理法第7条第1項本文、第６項本文、第14条第

１項本文、第6項本文、第14条の４第1項本文、第6項本文の規定 

※３ 特例基準＝特例地域において適用する廃棄物の収集、運搬及び処分に関する基準

並びに廃棄物の収集、運搬又は処分を市町村以外の者に委託する場合の基準として

環境大臣が定めた基準（法第124条第2項） 

ウ 廃棄物処理対策 

県は、地域防災計画の定めに準じて、「災害廃棄物対策指針」（平成26年環境省

大臣官房廃棄物・リサイクル対策部作成）等を参考としつつ、廃棄物処理体制を整

備します。 

(ｱ) （略） 

(ｲ)  県は、被害状況から判断して区域内での広域的な応援による処理が困難と見込ま

れる場合は、国の協力を得つつ、被災していない他の都道府県に対し、応援の要請

を行います。 

 

ア 知事（生活環境部）は、特例地域（※１）においては、廃棄物処理法の規定（※２）

にかかわらず、当該規定による許可を受けていない者に、特例基準（※３）により、

廃棄物の収集、運搬又は処分を発注します（法124③） 

 

イ 知事（生活環境部）は、廃棄物の収集・運搬・処分業者により特例基準に適合しな

い廃棄物の収集、運搬又は処分が行われたときは、期限を定めて、当該廃棄物の収集、

運搬又は処分の方法の変更その他必要な措置を指示します。（法124④） 

 

※１ 特例地域＝廃棄物の処理を迅速に行わなければならない地域として環境大臣が

指定した地域（法124①） 

※２ 廃棄物処理法の規定＝廃棄物処理法第7条第1項本文、第６項本文、第14条第

１項本文、第6項本文、第14条の４第1項本文、第6項本文の規定 

※３ 特例基準＝特例地域において適用する廃棄物の収集、運搬及び処分に関する基準

並びに廃棄物の収集、運搬又は処分を市町村以外の者に委託する場合の基準として

環境大臣が定めた基準（法124②） 

ウ 廃棄物処理対策 

県は、地域防災計画の定めに準じて、「震災廃棄物対策指針」（平成10年厚生省

生活衛生局作成）等を参考としつつ、廃棄物処理体制を整備します。 

 

(ｱ) （略） 

(ｲ)  県は、被害状況から判断して区域内での広域的な応援による処理が困難と見込ま

れる場合は、国の協力を得つつ、被災していない他の都道府県に対し、応援の要求

を行います。 

 

本文/ 

第4 章 

4 施設 

P45 

(2)土地 ア 目的 

  知事(各部局)は、避難住民の収容施設や臨時医療施設に必要な土地、建物などを、

原則、占有者等の同意を得て、使用します。 

イ・ウ (略) 

ア 目的 

  知事(県土整備部)は、避難住民の収容施設や臨時医療施設に必要な土地、建物など

を、原則、占有者等の同意を得て、使用します。 

イ・ウ (略) 
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本文/ 

第4 章 

4 施設 

P46 

(3)避難

施設の

指 定 、

管理 

ア 避難施設の指定 

  知事（危機管理局）は、あらかじめ管理者の文書等による同意を得て、避難施設を

指定し、避難施設を確保します。 

  指定にあたっては、市町村と協力するとともに、市町村の地域防災計画で指定され

た避難施設を活用します。 

イ 避難施設に備えるべき要件等 

要 件 内    容 

（略） （略） 

公共性 

地域性 

① 公共施設 

  避難施設は、いつでも容易に避難施設として活用できるこ 

とと、付近住民により認知されていることが必要であるの 

で、公共的施設等（学校、公民館等）を優先的に活用する。 

② その他施設 

  その他施設の活用に当たっては、自治会、学区等を単位と 

する。 

③ 地域性 

交通の便がよく、車両等による物資の供給や避難が比較的 

容易な場所とする。 

（略） （略） 

その他 ① トイレ、入浴施設、給食設備、バリアフリー化の状況等に

留意する。 

② 大型車両のアクセスの可否、非常用電源の有無、ＮＴＴ回

線以外の通信施設の有無、地下施設の有無、備蓄の有無等を

調査する。 
 

ア 避難施設の指定 

  知事（防災局）は、あらかじめ管理者の文書等による同意を得て、避難施設を指定

し、避難施設を確保します。 

  指定にあたっては、市町村と協力するとともに、市町村の地域防災計画で指定され

た避難施設を活用します。 

イ 避難施設に備えるべき要件等 

要 件 内    容 

（略） （略） 

公共性 

地域性 

① 公共施設 

  避難施設は、いつでも容易に避難施設として活用できること 

と、付近住民により認知されていることが必要であるので、公 

的施設等（学校、公民館等）を優先的に活用する。 

② その他施設 

  その他施設の活用に当たっては、自治会、学区等を単位とす 

る。 

③ 交通の便がよく、車両等による物資の供給や避難が比較的容 

易な場所にあること。 

 

（略） （略） 

その他 ① トイレ、入浴施設、給食設備、バリアフリー化の状況等に留

意します。 

② 大型車両のアクセスの可否、非常用電源の有無、ＮＴＴ回線

以外の通信施設の有無、地下施設の有無、備蓄の有無等を調査

します。 
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本文/ 

第4 章 

4 施設 

P47 

(3)避難

施 設

の 指

定 、

管理 

ウ 避難施設指定の手順 

消
鳥 ①候補施設一覧表提出 候補施設の選定へ協力 避防
取 市 難庁
県 ②審査、避難施設指定 ②避難施設指定連絡 施避

町 設難 ③ ⑥報告, 危
④確認の上送達 ④避難施設改廃等の届出 管施 機

村 理設 管
⑤審査、届出完了通知 ⑤届出完了の連絡 者デ 理

局｜

タ

ベ

｜

ス

 
 

指定の要領 ① 知事（危機管理局）は、避難施設の候補地の選定について

市町村に協力を求めることとします。 

② （略） 

③ 指定を行った施設について、消防庁に報告し、消防庁避難

施設データベースを修正し、有事の際の情報の共有化に努め

ます。 

④ 避難施設として指定を受けた施設管理者は、政令に定める

重要な変更を加えようとするときは、当該施設を有する市町

村長を通じて、知事（危機管理局）に届け出ます。 

⑤ （略） 

⑥ 施設の重要な変更が行われた場合は、更新があった施設の

情報を消防庁に報告し、消防庁避難施設データベースを修正

し、市町村へ情報を提供します。 

消防庁避難施設データベースに盛り込むべき標準

的項目 

（略） 
 

（略） （略） 
 

ウ 避難施設指定の手順 

 

 
 

 

 

指定の要領 ① 知事（防災局）は、避難施設の候補地の選定について市町村

に協力を求めることとします。 

② （略） 

③ 指定を行った施設について、消防庁が別途作成予定のＤＢ

（データベース）に登録し、有事の際の情報の共有化につと

めます。 

 

④ 避難施設として指定を受けた施設管理者は、政令に定める重

要な変更を加えようとするときは、当該施設を有する市町村

長を通じて、知事（防災局）に届け出ます。 

⑤ （略） 

⑥ 施設の重要な変更が行われた場合は、更新があった施設の情

報を消防庁が別途作成予定のＤＢに修正登録し、市町村へ情報

を提供します。 

避難施設データベースに盛り込むべき標準的項目（案） 

（略） 
 

（略） （略） 
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(3)避難

施 設

の 指

定 、

管理 

エ 避難施設の管理 

知事（危機管理局）は、避難施設の改廃等の状況を管理します。 

指定された施設の管理者は、施設の維持と管理に努め、次の場合は変更に関する

届出を行います。 

(ｱ)～(ｴ)  （略） 

オ 避難施設指定・改廃の通知 

    知事（危機管理局）は、避難施設を指定、変更した時は市町村、消防局及び警察本

部にその旨を通知します。 

カ 避難施設の安全と運営方法の確保 

 (ｱ)避難施設の消防基準 

    知事（危機管理局）は、消防法に準拠して、臨時の収容施設や医療施設について

の消防に関する基準を定めます。（法第89条） 

 (ｲ)避難施設の管理運営 

     知事（福祉保健部）は、その他臨時の収容施設等における災害を防止し、及び公

共の安全を確保するため、「避難施設管理運営指針及びマニュアル」を整備します。 

 

 

エ 避難施設の管理 

知事（防災局）は、避難施設の改廃等の状況を管理します。 

指定された施設の管理者は、施設の維持と管理に努め、次の場合は変更に関する

届出を行います。 

(ｱ)～(ｴ) （略） 

オ 避難施設指定・改廃の通知 

    知事（防災局）は、避難施設を指定、変更した時は市町村、消防局及び警察本部に

その旨を通知します。 

カ 避難施設の安全と運営方法の確保 

 (ｱ)避難施設の消防基準 

    知事（防災局）は、消防法に準拠して、臨時の収容施設や医療施設についての消

防に関する基準を定めます。（法89） 

 (ｲ)避難施設の管理運営 

     知事（福祉保健部）は、その他臨時の収容施設等における災害を防止し、及び公

共の安全を確保するため、「避難施設管理運営指針及びマニュアル」を作成します。 
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(4)復旧

等 

ア 応急復旧(法第139条) 

(ｱ)・(ｲ)  (略) 

(ｳ)ライフライン施設の応急の復旧 

  県が管理するライフライン施設について、速やかに被害の状況を把握し、応急の

復旧のための措置を講ずるとともに、水道、電気、ガス、通信等のライフライン事

業者である市町村及び指定（地方）公共機関の応急の復旧を支援します。 

(ｴ)運送路、運送施設の応急の復旧 

  （略） 

  県対策本部長は、広域的な避難住民の運送等を行うための運送路を優先的に確保

するために必要となる応急の復旧のための措置が講じられるよう、必要に応じ総合

調整を行います。 

(ｵ)応急復旧の支援（法140条） 

 県は、応急復旧のための措置を講ずるに当たり必要があると認める場合には、国

に対し、それぞれ必要な人員や資機材の提供、技術的助言その他必要な措置に関し

支援を求めます。 

 また、市町村長、指定（地方）公共機関から県に支援の求めがあった場合は、で

きる限り支援を行います。 

イ 復旧 

  武力攻撃災害によって被害が生じた施設について、その機能を完全に服するため実

施する事業です。（法第141条） 

  基本的に武力攻撃終了後、国において財政上の措置その他本格的な復旧に向けた所

要の法制が整備されるとされており、国が示す国全体としての方針に基づいて実施

します。 

ア 応急復旧(法139) 

(ｱ)・(ｲ)  (略) 

(ｳ)ライフライン施設の応急の復旧 

  県が管理するライフライン施設について、速やかに被害の状況を把握し、応急の

復旧のための措置を講ずるとともに、水道、電気、ガス、通信等のライフライン事

業者である市町村及び指定地方公共機関の応急の復旧を支援します。 

(ｴ)運送路、運送施設の応急の復旧 

  （略） 

  対策本部長は、広域的な避難住民の運送等を行うための運送路を優先的に確保す

るために必要となる応急の復旧のための措置が講じられるよう、必要に応じ総合調

整を行います。 

 (ｵ)応急復旧の支援（法140） 

 県は、応急復旧のための措置を講ずるに当たり必要があると認める場合には、国

に対し、それぞれ必要な人員や資機材の提供、技術的助言その他必要な措置に関し

支援を求めます。 

 また、市町村長、指定地方公共機関から県に支援の求めがあった場合は、できる

限り支援を行います。 

イ 復旧 

  武力攻撃災害によって被害が生じた施設について、その機能を完全に服するため実

施する事業です。（法141） 

  基本的に武力攻撃終了後、国において財政上の措置その他本格的な復旧に向けた所

要の法制が整備されるとされており、国が示す国全体としての方針に基づいて実施し

ます。 
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(1)予算 ア～ウ  (略) 

エ 予算措置 

  予算措置が必要な場合には予算編成を行い、県議会の議決を得ます。 

ア～ウ  (略) 

エ 予算措置が必要な場合には予算編成を行い、県議会の議決を得ます。 
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(2)財務

会 計

に 関

す る

事項 

ア 出納及び物品購入 

   国民保護措置の実施に要する費用の出納及び物品の購入については、会計規則及び

物品事務取扱規則に基づき迅速に事務処理を行います。 

イ 支払い手続き等 

  緊急時の支払手続き等については、あらかじめ検討します。 

（削除） 

ア 国民保護措置の実施に要する費用の出納及び物品の購入については、会計規則及び

物品事務取扱規則に基づき迅速に事務処理を行います。 

 

イ 緊急時の支払手続き等については、あらかじめ検討します。 

 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料26「緊急時の契約手続き等について（案）」） 
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(3)公的

徴 収

金 の

減 免

措置 

ア 被災者に対する県税の徴収猶予及び減免の措置 

  県は、避難住民等の負担軽減のため、法律及び条例の定めるところにより、県税に

関する申告、申請及び請求等の書類、納付又は納入に関する期間の延長並びに県税（延

滞金を含む。）の徴収猶予 及び減免の措置を災害の状況に応じて実施します。 

イ・ウ (略) 

ア 被災者に対する県税の徴収猶予及び減免の措置 

  県は、避難住民等の負担軽減のため、法律及び条例の定めるところにより、県税に

関する申告、申請及び請求等の書類、納付または納入に関する期間の延長並びに県税

（延滞金を含む）の徴収猶予及び減免の措置を災害の状況に応じて実施します。 

イ・ウ (略) 
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(4)損失

補 償

等 

ア 損失補償 

    県は、知事が以下の処分を行ったときは、当該処分により通常生ずべき損失を 

補償します。（法第159条第1項） 

 処  分 処 分 の 根 拠 規 定 

特定物資の収用 法第81条第2項 

特定物資の保管 

命令 

法第81条第3項 

土地等の使用 法第82条 

応急公用負担等 法第113条第3項（同条第1項に係る部分に限る。） 

法第113条第5項（同条第1項に係る部分に限る。）において 

準用する災対法第64条第7項・第８項 

車両その他の物 

件の破損 

法第155条第2項において準用する災対法第76条の３第2 

項後段（同条第3項又は第4項において準用する場合を含む。） 

 
 

ア 県は、知事が以下の処分を行ったときは、当該処分により通常生ずべき損失を補償

します。（法159①） 

 

 処  分 処 分 の 根 拠 規 定 

特定物資の収用 法81② 

特定物資の保管命 

令 

法81③ 

土地等の使用 法82 

応急公用負担等 法113③（同条①に係る部分に限る。） 

法113⑤（同条①に係る部分に限る。）において準用する災 

対法64⑦、⑧ 

車両その他の物件 

の破損 

法155②において準用する災対法76の３②後段（同条③又 

は④において準用する場合を含む。） 
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(4)損失

補 償

等 

イ 医療関係者への弁償 

   県は、知事の医療実施の要請（法第85条第1項）、指示（同条第2項）により医療

を行う医療関係者に対して、その実費を弁償します。（法第159条第2項） 

イ 県は、知事の医療実施の要請（法85①）、指示（同条②）により医療を行う医療関

係者に対して、その実費を弁償します。（法160②） 
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(5)損害

補償 

ア 協力者への損害補償 

  県は、知事、県職員等から以下の要請を受けて国民の保護のための措置の実施に必

要な援助について協力をした者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、

又は障がいの状態となったときは、その者又はその者の遺族、被扶養者がこれらの原

因によって受ける損害を補償します。（法第160条第1項）  

 協   力 協 力 要 請 の 根 拠 規 定 

避難住民の誘導への協力 法第70条第1項（同条第3項において準用す 

る場合を含む。） 

救援への協力 法第80条第1項 

消火、負傷者の搬送 

被災者の救助等への協力 

法第115条第1項 

保健衛生の確保の協力 法第123条第1項 

 

イ 医療関係者への損害補償 

   県は、知事の医療実施の要請（法第85条第1項）、指示（同条第2項）により医療

を行う医療関係者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障がい

の状態となったときは、その者又はその者の遺族、被扶養者がこれらの原因によって

受ける損害を補償します。（法第160条第2項） 

ア 県は、知事、県職員等から以下の要請を受けて国民の保護のための措置の実施に必

要な援助について協力をした者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、

又は障がいの状態となったときは、その者又はその者の遺族、被扶養者がこれらの原

因によって受ける損害を補償します。（法160①） 

 

 協   力 協 力 要 請 の 根 拠 規 定 

避難住民の誘導への協力 法70①（同条③において準用する場合を含む。） 

救援への協力 法80① 

消火、負傷者の搬送 

被災者の救助等への協力 

法115① 

保健衛生の確保の協力 法123① 

 

イ 県は、知事の医療実施の要請（法85①）、指示（同条②）により医療を行う医療関

係者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障がいの状態となった

ときは、その者又はその者の遺族、被扶養者がこれらの原因によって受ける損害を補償

します。（法160②） 
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(6)総合

調 整

及び

指 示

に 係

る 損

失 の

補 て

ん 

 

 

 

 

 

県は、総合調整（※１）又は指示（※２）に基づく措置の実施に当たって市町村、

指定（地方）公共機関が損失を受けたときは、その損失を補てんします。（当該市 

町村、指定（地方）公共機関の責めに帰すべき事由による損失を除きます。） 

※１ 総合調整＝県対策本部長の総合調整（法第29条第1項） 

※２ 指示＝知事の指示（法第67条第2項（法第69条第2項において準用する場合

を含む。）、法第73条第2項（法第79条第2項において準用する場合を含む。） 

 県は、総合調整（※１）又は指示（※２）に基づく措置の実施に当たって市町村、指

定（地方）公共機関が損失を受けたときは、その損失を補てんします。（当該市町村、

指定（地方）公共機関の責めに帰すべき事由による損失を除きます。） 

※１ 総合調整＝対策本部長の総合調整（法29①） 

※２ 指示＝知事の指示（67②（69②において準用する場合を含む。）、73②（79②にお

いて準用する場合を含む。） 
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(7)国民

保 護

措 置

に 要

す る

費 用

の 支

弁等 

ア 国民の保護のための措置等に要する費用の支弁 

  県は、国民保護措置その他国民保護法に基づいて実施する措置のうち、その実施に

ついて県が責任を有するものに要する費用を支弁します。（法令に特別の定めがある

場合を除く。）（法第164条） 

イ 他の地方公共団体の長等の応援に要する費用の支弁 

(ｱ) 他の地方公共団体の長等の応援（法第12条第1項、第17条第1項、第18条第1

項、第86条、第119条）を受けたときは、当該応援に要した費用を支弁します。（法

第165条第1項） 

  ただし、当該費用を支弁するいとまがないときは、応援をする他の地方公共団体の

長等の属する地方公共団体に対し、当該費用を一時的に立て替えて支弁するよう求め

ることができます。（法第165条第2項） 

(ｲ) 他の地方公共団体の長等を応援（法第12条第1項、第17条第1項、第18条第1

項、第 86 条、第 119 条）したときは、当該応援に要した費用の支弁を請求します。

（法第165条第1項） 

  ただし、相手方の求めを受けたときは、当該費用を一時的に立て替えて支弁します。

（法第165条第2項） 

ウ 知事が市町村長の措置を代行した場合の費用の支弁 

  知事が市町村長の措置を代行（法第14条）した場合、当該市町村が財政的あるい

は事務的に支払を行うことが困難な状態にあるときは、次の費用については県が支弁

します。（法第166条） 

(ｱ) 知事が代行を行う前に当該市町村の実施した国民の保護のための措置に要する費

用 

(ｲ) 他の市町村長が応援のために負担した費用 

エ 市町村長が救援の事務を行う場合の費用の支弁 

  県は、知事が救援の実施に関する事務の一部を市町村長が行うこととしたとき（法

第76条第1項）は、当該市町村長による救援の実施に要する費用を支弁します。（法

第167条第1項） 

  ただし、知事は、救援の実施に関する事務の一部を市町村長が行うこととしたとき、

又は都道府県が救援の実施に要する費用を支弁するいとまがないときは、救援を必要

とする避難住民等の現在地の市町村に救援の実施に要する費用を一時的に立て替え

て支弁させることができます。（法第167条第2項） 

ア 国民の保護のための措置等に要する費用の支弁 

  県は、国民保護措置その他国民保護法に基づいて実施する措置のうち、その実施に

ついて県が責任を有するものに要する費用を支弁します。（法令に特別の定めがある

場合を除く。）（法164） 

イ 他の地方公共団体の長等の応援に要する費用の支弁 

(ｱ) 他の地方公共団体の長等の応援（法12①、17①、18①、86、119）を受けたときは、

当該応援に要した費用を支弁します。（法165①） 

  ただし、当該費用を支弁するいとまがないときは、応援をする他の地方公共団体の

長等の属する地方公共団体に対し、当該費用を一時的に立て替えて支弁するよう求め

ることができます。（法165②） 

 

(ｲ) 他の地方公共団体の長等を応援（法12①、17①、18①、86、119）したときは、当

該応援に要した費用をの支弁を請求します。（法165①） 

  ただし、相手方の求めを受けたときは、当該費用を一時的に立て替えて支弁します。

（法165②） 

 

ウ 知事が市町村長の措置を代行した場合の費用の支弁 

  知事が市町村長の措置を代行（法 14）した場合、当該市町村が財政的あるいは事

務的に支払を行うことが困難な状態にあるときは、次の費用については県が支弁しま

す。（法166） 

(ｱ) 知事が代行を行う前に当該市町村の実施した国民の保護のための措置に要する費

用 

(ｲ) 他の市町村長が応援のために負担した費用 

 

エ 市町村長が救援の事務を行う場合の費用の支弁 

  県は、知事が救援の実施に関する事務の一部を市町村長が行うこととしたとき（法

76①）は、当該市町村長による救援の実施に要する費用を支弁します。（法167①） 

  ただし、知事は、救援の実施に関する事務の一部を市町村長が行うこととしたとき、

又は都道府県が救援の実施に要する費用を支弁するいとまがないときは、救援を必要

とする避難住民等の現在地の市町村に救援の実施に要する費用を一時的に立て替え

て支弁させることができます。（法167） 
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6 備蓄、救援物

資 

P53 

(1)備蓄 ア 備蓄の基本的考え方 

   避難施設での炊出し等の体制が整うまでの間を３日間と想定し、その間は知事（危

機管理局、農林水産部）及び市町村の備蓄又は調達する食品等を支給するものとしま

す。 

  運送が可能となった以降は、原則として米飯による炊出し等を行うとともに、被災

者の多様な食品需要に応えるため、弁当、おにぎり等加工食品の調達体制についても

整備します。 

  また、事業所等や各家庭において、３日間の食品等を備蓄するよう啓発します。 

イ 備蓄の要領 

   被害想定に基づく避難住民数と避難期間及び県内への避難住民受入容量を適切に

見積もり、必要な備蓄量と方法に関する方針を定め、備蓄計画を定め、計画的に備蓄

します。 

   県と市町村が連携備蓄している物資、資材は、知事（危機管理局）が一元的に運用

します。 

  （略） 

 

県 

市町村（２を 

除く） 

１（略） 

２（略） 

３  食生活の多様化や高齢者等に配慮した食品の供給 

を図るため、これまで備蓄してきた乾パンに加え、 

今後は、クラッカー、レトルト食品や粉ミルク、 

離乳食及びお粥等のやわらかい食品（アレルギー対 

応食品を含む。）も備蓄します。 

４（略） 

ウ  （略） 

ア 備蓄の基本的考え方 

   避難施設での炊出し等の体制が整うまでの間を３日間と想定し、その間は県（防災

局、農林水産部）及び市町村の備蓄又は調達する食品等を支給するものとします。 

  運送が可能となった以降は、原則として米飯による炊出し等を行うとともに、被災

者の多様な食品需要に応えるため、弁当、おにぎり等加工食品の調達体制についても

整備します。 

  また、事業所等での食品等の備蓄と各家庭における３日間の備蓄を普及します。 

 

イ 備蓄の要領 

   被害想定に基づく避難住民数と避難期間及び県内への避難住民受入容量を適切に

見積もり、必要な備蓄量と方法に関する方針を定め、備蓄計画を定め、計画的に備蓄

します。 

   県と市町村が連携備蓄している物資、資材は、県（防災局）が一元的に運用します。 

  （略） 

 

 

県 

市町村（２を 

除く） 

１（略） 

２（略） 

３  食生活の多様化や高齢者等に配慮した食品の供給を図るた 

め、これまで備蓄してきた乾パンに加え、今後は、クラッカ 

ー、おかゆ等レトルト食品やも備蓄します。 

 

 

４（略） 

ウ  （略） 
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資 

P54 

(2) 救

援 物

資 の

取 扱

い 

（略） 

このため、知事（商工労働部）は、市町村その他関係機関と連携して、救援物資の需

給を把握し、公表するとともに、救援物資の受入れ、仕分け、避難所への配送等の体制

を整備します。 

（略） 

このため、知事（福祉保健部）は、市町村その他関係機関と連携して、救援物資の需

給を把握し、公表するとともに、救援物資の受入れ、仕分け、避難所への配送等の体制

を整備します。 
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こと 

P54 

(1)職員

の 派

遣 と

あ っ

せん 
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第4 章 

7 人に関する

こと 

P54 

(1)職員

の派

遣と

あっ

せん 

ア (略) 

イ 職員の派遣とあっせん 

（ｱ）職員の派遣（自治法第252条の17） 

 a 市町村への職員の派遣（自治法第252条の17） 

   市町村等からの派遣要請により、必要な職員の派遣を行います。 

 b 指定行政機関等への職員の派遣要請（法第151条、自治法第252条の17） 

   専門職員の不足に際しては、指定行政機関等に対し、職員の応援派遣を要請しま

す。 

 c 派遣者の宿舎等の確保 

 d 派遣要請に必要な文書 

    （略） 

(ｲ)職員のあっせん 

a 総務大臣に対する職員派遣のあっせん要求（法第152条） 

 派遣要請が不調な場合においては、総務大臣に対して指定行政機関等の職員派 

遣についてあっせん要求します。 

b 市町村等からのあっせん要求への対応（法第152条） 

  市町村長等から求められた指定行政機関等の職員派遣に係るあっせんに対し、当

該機関に対しあっせんを行い、又は総務大臣に対しあっせん要求を行います。 

 c 受入者の宿舎等の確保 

受入者の宿舎等の確保については、関係機関と調整します。 

 d あっせんに必要な文書 

   (略)  

ウ 関係機関との相互派遣協定等の整備 

エ 武力攻撃災害発生時の県職員の人的応援体制の確保 

ア (略) 

イ 職員の派遣とあっせん 

（ｱ）職員の派遣（自治法252の17） 

 a 市町村への職員の派遣（自治法252の17） 

   市町村等からの派遣要請により、必要な職員の派遣を行います。 

 b 指定行政機関等への職員の派遣要請（法151、自治法252の17） 

   専門職員の不足に際しては、指定行政機関等に対し、職員の応援派遣を要請しま

す。 

 c 派遣者の宿舎等を確保します。 

 d 派遣要請に必要な文書 

    （略） 

(ｲ)職員のあっせん 

a 総務大臣に対する職員派遣のあっせん要求（法152） 

 派遣要請が不調な場合においては、総務大臣に対して指定行政機関等の職員派遣

についてあっせん要求します。 

b 市町村等からのあっせん要求への対応（法152） 

  市町村長等から求められた指定行政機関等の職員派遣に係るあっせんに対し、当

該機関に対しあっせんを行い、又は総務大臣に対しあっせん要求を行います。 

 c 受入者の宿舎等の確保について、関係機関と調整します。 

 

 d あっせんに必要な文書 

   (略)  

ウ 関係機関との相互派遣協定等の整備 

エ 武力攻撃災害発生時の県職員の人的応援態勢の確保 
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7 人に関する

こと 

P55 

(2)武力

攻 撃

災 害

に よ

る 死

亡 者

の 取

扱い 

ア～ウ  (略) 

エ 埋葬、火葬の手続 

 (略)   

 

ア～ウ  (略) 

エ 埋葬、火葬の手続 

 (略)   

 

 

本文/ 

第4 章８ 

P56 

(1)応援

要請 

被害が甚大で独自では対応できないと判断されるときは速やかに、国、自衛隊、海上

保安庁、他の都道府県、警察及び消防機関等へ応援を要請します。 

 

被害が甚大で独自では対応できないと判断されるときは速やかに、国、自衛隊、海上

保安庁、他の都道府県及び消防機関等へ応援を要請します。 

 

本文/ 

第4 章 

８国及び関係

機関との連

携 

P56 

(2) 国 と

の 連

携 

ア 国対策本部との連携 

  知事（危機管理局）は、国民保護措置を総合的に推進するため、必要があるときは、

国対策本部長に総合調整を要請します。このため、国対策本部と相互に緊密に連携し、

必要な場合、県対策本部の会議に幹部自衛官等、国の職員などの出席を求めます。 

イ 国現地対策本部との連携 

    知事（危機管理局）は、国現地対策本部が設置された場合においては、連絡及び調

整を行う者を派遣すること等により、国現地対策本部と密に連絡調整を行います。  

 （略） 

ウ 指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長への措置要請 

  県は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるとき、又は

市町村から要請を行うよう求められ必要と認めたときは、指定行政機関の長又は指

定地方行政機関の長に対し、その所掌事務に係る国民保護措置の実施に関し必要な

要請を行います。 

エ （略） 

ア 国対策本部との連携 

  県（防災局）は、国民保護措置を総合的に推進するため、必要があるときは、国対

策本部長に総合調整を要請します。このため、国対策本部と相互に緊密に連携し、必

要な場合、対策本部の会議に幹部自衛官等、国の職員などの出席を求めます。 

イ 国現地対策本部との連携 

    県（防災局）は、国現地対策本部が設置された場合においては、連絡及び調整を行

う者を派遣すること等により、国現地対策本部と密に連絡調整を行います。 

 （略） 

ウ 指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長への措置要請 

  県は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるとき、また

は、市町村から要請を行うよう求められ必要と認めたときは、指定行政機関の長又

は指定地方行政機関の長に対し、その所掌事務に係る国民保護措置の実施に関し必

要な要請を行います。 

エ （略） 
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携 

P57 

(3)  警

察 と

の 連

携 

 

（３）警察との連携 

 ア 警察との連携 

   県対策本部長は、警察に対し、県の区域に係る国民保護のための措置を実施す

るため必要な限度において、必要な措置を講ずるよう求めます。（法第29条第10

項） 

 イ 機動隊等の出動及び警察災害派遣隊の派遣要請 

  警察は、把握した被害状況に基づき、迅速に機動隊等を出動させるとともに、被

害が大規模な場合は、県公安委員会は、警察庁又は他の都道府県警察に対し、警察

災害派遣隊の派遣要請を行うものとします。 

（新規） 
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携 

P57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)消防

と の

連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)消防との連携 

ア 消防庁長官の指示 

   消防庁長官は、武力攻撃災害を防御するための消防に関する措置について特に必要

があると認められるときには、知事に対し必要な措置を指示することとなっています。（法

第118 条） 

イ 知事の防御の指示 

   知事（危機管理局）は、県内に武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとしている

場合において、緊急の必要があると認めるときは、市町村長、消防局長、水防管理者に

対し、消火活動、救急、救助、被害の拡大防止及び予防等、所要の武力攻撃災害の防御

に関する措置を講ずべきことを指示します。（法第117 条第1 項） 

 （略） 

ウ 消防庁長官への応援要請 

    知事（危機管理局）は、県内に武力攻撃災害が発生し、県内の消防力のみをもって

してはこれに対処できない場合は、速やかに消防庁長官に法第119条第1項による応

援を要請します。 

(3)消防との連携 

ア 消防庁長官の指示 

   消防庁長官は、武力攻撃災害を防御するための消防に関する措置について特に必要

があると認められるときには、知事に対し必要な措置を指示することとなっています。（法

118） 

イ 知事の防御の指示 

   知事（防災局）は、県内に武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合

において、緊急の必要があると認めるときは、市町村長、消防局長、水防管理者に対し、

消火活動、救急、救助、被害の拡大防止及び予防等、所要の武力攻撃災害の防御に関

する措置を講ずべきことを指示します。（法117①） 

 （略） 

 

ウ 消防庁長官への応援要請 

    知事（防災局）は、県内に武力攻撃災害が発生し、県内の消防力のみをもってして

はこれに対処できない場合は、速やかに消防庁長官に法119①による応援を要請しま
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(4)消防

と の

連携 

 

 （略） 

エ （略） 

オ 他都道府県への消防の応援 

    知事(危機管理局）は、消防庁長官から他の都道府県の市町村の応援のため、必要

な措置を求められた場合で、必要があると認めるときは、市町村長（消防局長）に対

し、消防機関の職員の応援出動の措置を指示します。（法第119条第3項） 

 （略） 

カ 出動する消防職員の安全確保 

   知事（危機管理局）は、消防に応援等の指示をするときは、出動する職員の安全の

確保に関し十分に配慮し、危険が及ばないよう必要な措置を講じます。（法第120条） 

 

す。 

 （略） 

エ （略） 

オ 他都道府県への消防の応援 

    知事(防災局）は、消防庁長官から他の都道府県の市町村の応援のため、必要な措

置を求められた場合で、必要があると認めるときは、市町村長（消防局長）に対し、

消防機関の職員の応援出動の措置を指示します。（法119③） 

 （略） 

カ 出動する消防職員の安全確保 

   知事（防災局）は、消防に応援等の指示をするときは、出動する職員の安全の確保

に関し十分に配慮し、危険が及ばないよう必要な措置を講じます。（法120） 
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携 

P59 

 

(5)自衛

隊へ

の 国

民 保

護 等

派 遣

の 要

請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)自衛隊への国民保護等派遣の要請 

ア 連絡幹部の派遣 

  県対策本部長は、国民の保護のための措置の実施に関し連絡調整を行う必要がある

と認めるときは、防衛大臣に対し、その指定する職員を連絡幹部として県対策本部

の会議に出席させるよう要請します。 

イ 国民保護等派遣の要請 

    知事（危機管理局）は、国民保護措置を円滑に実施する必要があると認めるとき、

もしくは市町村長からの派遣の要請の求めがあった場合は、防衛大臣に対し自衛隊

の部隊などの派遣を要請します。要請に当たっては、、原則として県対策本部会議に

出席している自衛隊の職員を通じて、防衛省との緊密な連携調整を行います。 

  なお、武力攻撃事態等においても、自衛隊法の規定に基づき治安出動の要請もあり

ます。また、防衛出動中は、防衛出動の一環として国民保護措置が行われることが

あります。 

 

ウ 国民保護等派遣の仕組み 

国対策本部長
都道府県知事

事態対策本部
緊急対処事態対策本部

派遣要請 派遣 派 遣の 報告
市町村長からの連絡があったとき）の求め 要請 求め （※1

上申

市町村長 連絡 防衛大臣 内閣総理大臣※2

承認

国民保護等派遣命令※1：知事からの要請が行われない場合
※2：派遣要請の求めが ときできない

（活動現場） 避難住民の誘導の要請
市町村長出動等を命ぜられた自衛

令第８隊の部隊等の長（
要請の求め条第２項に定める自衛隊

知事の部隊等の長に限る ）。

避難住民の誘導の要請
（市町村長による要請の求めのいとまがない場合を含む ）。

 
エ 国民保護等派遣要請の手続等 

要請者 知  事 

要請手続 県 （略） 

市長村 （略） 

文書で明らかにすべき

事項 

（略） 

 

 

 

オ～キ  （略） 

(4)自衛隊への国民保護等派遣の要請 

ア 連絡幹部の派遣 

  対策本部長は、国民の保護のための措置の実施に関し連絡調整を行う必要があると

認めるときは、防衛大臣に対し、その指定する職員を連絡幹部として対策本部の会

議に出席させるよう要請します。 

イ 国民保護等派遣の要請 

    知事（防災局）は、国民保護措置を円滑に実施する必要があると認めるとき、もし

くは市町村長からの派遣の要請の求めがあった場合は、防衛大臣に対し自衛隊の部

隊などの派遣を要請します。要請に当たっては、、原則として国民保護対策本部会議

に出席している自衛隊の職員を通じて、防衛省との緊密な連携調整を行います。 

  なお、武力攻撃事態等においても、自衛隊法の規定に基づき治安出動の要請もあり

ます。また、防衛出動中は、防衛出動の一環として国民保護措置が行われることが

あります。 

   

ウ 国民保護等派遣の仕組み 

国対策本部長
都道府県知事

対策本部武力攻撃事態等
緊急対処事態対策本部

派遣要請 派遣 派遣の 報告
市町村長からの連絡があったとき）の求め 要請 求め （*1

上申

市町村長 連絡 防衛大臣 内閣総理大臣*2

承認

国民保護等派遣命令※1：知事からの要請が行われない場合
※2：派遣要請の求めが出来ないとき

（活動現場） 避難住民の誘導の要請
市町村長出動等を命ぜられた自衛

令８②隊の部隊等の長（
要請の求めに定める自衛隊の部隊等

知事の長に限る ）。

避難住民の誘導の要請
（市町村長による要請の求めのいとまがない場合を含む ）。

 
エ 国民保護等派遣要請の手続等 

要請者 知  事 

要 

請 

手 

続 

県 （略） 

市長村 （略） 

文書で明

らかにす

べき事項 

（略） 

 

オ～キ  （略） 
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(6)他の

都 道

府 県

知 事

等へ

の 応

援 要

求等 

(6)他の都道府県知事等への応援要求等 

ア 他の都道府県知事等への応援要求 

    知事は、県内に武力攻撃災害が発生し、応急措置実施のため必要あると認めるとき

は、法第12条の規定に基づき他の都道府県知事等に対して応援を求めます。 

   武力攻撃災害は、県単独での対応は困難で、広域的な連携が必要と予想されるため、

知事（危機管理局）は、他の都道府県と応援協定等を結び、日頃から連携します。 

（略） 

イ 他の都道府県知事等との連絡調整 

   知事（危機管理局）は、避難・救援に要する車両、物資、資機材等について、他都

道府県知事等に対する要請準備と事前連絡を行います。 

   また、県外への避難の指示を受けた場合に直ちに避難を行うことができるよう、情

報収集、連絡調整を行います。 

   なお、知事（危機管理局・各部局）は、他都道府県知事等から要請を受けた場合速

やかに供給できるよう、物資、資機材等の供給準備を行います。 

ウ 武力攻撃災害での相互応援 

 （略） 

エ 鳥取県が締結する災害時応援協定 

 

 名 称 相手先 締結年月日 

（最新改定年月日） 

１ 中国５県災害時相 

互応援協定 

島根県、岡山県、 

広島県、山口県 

平成７年７月13日 

（平成24年3月1日） 

２ 

 
中国・四国地方の災 

害時相互応援に関 

する協定 

 

島根県、岡山県、 

広島県、山口県、 

徳島県、香川県、 

愛媛県、高知県 

平成７年12月５日 

（平成24年3月1日） 

３ 

 
災害時の相互応援 

に関する協定 

県内の全市町村 

 

平成８年３月29日 

 

４ 

 
災害時の相互応援 

に関する協定 

兵庫県 

 

平成８年５月31日 

 

５ 

 
全国都道府県にお 

ける災害時の広域 

応援に関する協定 

全国知事会、各ブ 

ロック知事会 

 

平成８年７月18日 

（平成24年5月１８

日） 

 

６ 

 

 

災害対策における 

鳥取県・徳島県相互 

応援協定 

徳島県 

 

平成16年３月17日 

（平成28年9月12

日） 

７ 

 

 

関西広域連合と鳥 

取県との危機発生 

時の相互応援に関 

する覚書 

関西広域連合 

 

 

平成24年10月25日 

 

 

 

(5)他の都道府県知事への応援要求等 

ア 他の都道府県知事への応援要求 

    知事は、県内に武力攻撃災害が発生し、応急措置実施のため必要あると認めるとき

は、法12の規定に基づき他の都道府県知事等に対して応援を求めます。 

   武力攻撃災害は、県単独での対応は困難で、広域的な連携が必要と予想されるため、

知事（防災局）は、他の都道府県と応援協定等を結び、日頃から連携します。 

（略） 

イ 他の都道府県との連絡調整 

   知事（防災局）は、避難・救援に要する車両、物資、資機材等について、他都道府

県知事に対する要請準備と事前連絡を行います。 

   また、県外への避難の指示を受けた場合に直ちに避難を行うことができるよう、情

報収集、連絡調整を行います。 

   なお、知事（防災局他各部局）は、他都道府県知事から要請を受けた場合速やかに

供給できるよう、物資、資機材等の供給準備を行います。 

ウ 武力攻撃災害での相互応援 

 （略） 

（新規） 
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(7)指定

( 地

方)公

共 機

関へ

の 措

置 要

請等 

(7)指定(地方)公共機関への措置要請等 

ア～ウ （略） 

(6)指定(地方)公共機関への措置要請等 

ア～ウ （略） 
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(8)市町

村へ

の 応

援 

(8)市町村への応援 

知事（危機管理局、総務部）は、市町村長等から国民保護措置実施のため人的応

援や物資及び資材の供給要請があった場合には、速やかに調査のうえ必要に応じ人

的、物的応援を行います。（法第18条、第144条） 

(7)市町村への応援 

知事（防災局、総務部）は、市町村長等から国民保護措置実施のため人的応援や

物資及び資材の供給要請があった場合には、速やかに調査のうえ必要に応じ人的、

物的応援を行います。 

なお、知事（総務部）から応援を命ぜられた職員は、応援先の市町村長等の指揮

下で行動します。（法18、法144） 
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機関との連

携 

P61 

(9)相互

応 援

協 定

の 整

備 

(9)相互応援協定の整備 

知事（危機管理局）は、国民保護措置を総合的に推進するため、防災の協定に準

じ、相互応援協定を結び、平素から、関係機関との連携を確保します。 

（略） 

(8)相互応援協定の整備 

知事（防災局）は、国民保護措置を総合的に推進するため、防災の協定に準じ、

相互応援協定を結び、平素から、関係機関との連携を確保します。 

（略） 
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(2)情報

の 提

供 

ア・イ  （略） 

ウ 住民等への情報提供の手段 

   広報誌、テレビ・ラジオ放送、記者会見、問い合わせ窓口の開設、あんしんトリピ

ーメール、ホームページ（鳥取県公式サイト（とりネット）、モバイル版、携帯電話

向けサイト）、ツイッター、フェイスブック、Ｌアラート、緊急速報（エリア）メー

ル等のほか様々な広報手段を活用して、住民等に迅速に提供できる体制を整備しま

す。 

   また、県は、要配慮者に対し、それぞれの特性に応じた方法により、情報が確実

に伝わるよう、音声と文字を用い、多様な言語、分かりやすい表現や表記によって

必要な情報を的確に伝達するよう努めます。 

エ 情報提供の体制と要領 

県対策本部（広報班長）は、県対策本部直轄の広報センターを設置、運営します。

この際、県内における国、市町村及びその他の関係機関の行う広報と連携します。 

  (ｱ)広報班長のもと、県内における広報を一元的に行います。 

(ｲ)報道機関への発表場所は、県対策本部とは別の場所を確保します。また、必要に

応じ、臨時の記者室も県対策本部及び発表場所とは別の場所に確保します。 

(ｳ)  （略） 

 (ｴ)努めて次回発表時刻を予告し、厳守するとともに、公表発表の早期の定時化を 

図ります。 

 (ｵ) （略） 

（削除） 

  

ア・イ  （略） 

ウ 情報提供の手段 

   広報誌、テレビ・ラジオ放送、記者会見、問い合わせ窓口の開設、インターネット

ホームページ等のほか様々な広報手段を活用して、住民等に迅速に提供できる体制を

整備します。 

 

 

  また、対策本部において重要な方針を決定した場合など広報する情報の重要性等

に応じて、知事自ら記者会見を行います。 

 

エ 情報提供の体制と要領 

対策本部（広報班長）は、対策本部直轄の広報センターを設置、運営します。こ

の際、県内における国、市町村及びその他の関係機関の行う広報と連携します。 

(ｱ)広報班長のもと、県内における広報を一元的に行います。 

(ｲ)報道機関への発表場所は、対策本部とは別の場所を確保します。 

 

(ｳ)  （略） 

 (ｴ)努めて次回発表時刻を予告し、厳守するとともに、公表発表の早期に定時化を図

ります。 

(ｵ) （略） 

オ  住民への情報の提供 

   (ｱ)放送 

   (ｲ)インターネット 
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(4)実施

体制 
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要旨  国民保護対策本部等を設置すべき県・市町村に指定された場合に、

県対策本部・市町村対策本部等を速やかに設置するなど、県、市町村

及びその他の関係機関がとる活動体制について定めます。 
 

 

 要旨  国民保護対策本部等を設置すべき県・市町村に指定された場合に、

国民保護対策本部等を速やかに設置するなど、県、市町村及びその他

の関係機関がとる活動体制について定めます。 
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(1)組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 県対策本部等 

ア 組織図 

県対策本部

の意思県対策本部長

決定を補佐 計画・運用班県対策本部長

（ ）知事 危機対策・情報課長

副本部長 事務局 情報班 情報集約センター

副知事 事務局長（ （ 長が指名 （２４時間体制）危機管理 県対策本部

統轄監 ） する者）局副局長

広報班 広報センター

（広報課長）

本部員

各部局長等 活動支援班 補給支援センター県現地対策本部

（ ）県対策本部長が指名する者

総務班

（ ）県対策本部長が指名する者

決定内容の指示 法第２９条第１０項に規定されている

「必要な措置」の求め元気づくり総本部 警察本部

危機管理局

県 総務部 県 教 育 委 員

会地域振興部

観光交流局

各 福祉保健部

生活環境部

商工労働部

部 農林水産部

県土整備部

会計管理者

局 企業局

病院局

 

１ 鳥取県国民保護対策本部 

ア 組織図 
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(1)組織 イ 県対策本部長 

(ｱ) 県対策本部長は、知事です。 

  (ｲ) 県対策本部長は、県対策本部の事務を総括し、職員を指揮監督します。 

  (ｳ) 知事が不在等の非常時における、知事権限委譲順位は次のとおりです。 

第１位  副知事 

 第２位   統轄監 

 第３位  危機管理局長 

 第４位  総務部長 

 第５位  元気づくり総本部長 

 第６位    地域振興部長 

 第７位  福祉保健部長 

 第８位  県土整備部長 

 第９位  農林水産部長 
 

イ 本部長 

(ｱ) 本部長は、知事です。 

  (ｲ) 本部長は、対策本部の事務を総括し、職員を指揮監督します。 

  (ｳ) 知事が不在等の非常時における、知事権限委譲順位は次のとおりです。 

第１位  副知事 

 第２位   統轄監 

 第３位   総務部長 

 第４位    企画部長 

 第５位  福祉保健部長 

 第６位  県土整備部長 

 第７位  農林水産部長 

（新規） 

（新規） 
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P64 

(1)組織 ウ 副本部長 

 (ｱ)  (略) 

 (ｲ) 副本部長は、県対策本部長を補佐します。 

 (ｳ)  (略)  

ウ 副本部長 

 (ｱ)  (略) 

 (ｲ) 副本部長は、本部長を補佐します。 

 (ｳ)  (略) 
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(1)組織 エ 本部員 

  (ｱ) 本部員は、以下のとおりです。 

 

□ 副知事 

□ 統轄監 

□ 元気づくり総本部長 

□ 危機管理局長 

□ 総務部長 

□  地域振興部長 

□ 観光交流局長 

□ 福祉保健部長 

□ 生活環境部長 

□ 商工労働部長 

□ 農林水産部長 

□ 県土整備部長 

□ 会計管理者 

□ 企業局長 

□  病院事業管理者 

□ 教育長 

□ 警察本部長 

□ その他職員で知事が指名す   

る者 

(ｲ)本部員は、県対策本部長の名を受け、県対策本部の事務に従事します。 

(ｳ)本部員が不在等の非常時においては、本部員の次級の先任者である県職員が代替職

員となります。 

 

 

 

エ 本部員 

(ｱ) 本部員は、以下のとおりです。 

 

□ 副知事 

□ 統轄監 

（新規） 

□ 防災監 

□ 総務部長 

□  企画部長 

□ 文化観光局長 

□ 福祉保健部長 

□ 生活環境部長 

□ 商工労働部長 

□ 農林水産部長 

□ 県土整備部長 

□ 会計管理者 

□ 企業局長 

□  病院事業管理者 

□ 教育長 

□ 警察本部長 

□ その他職員で知事が指名す   

る者 

 

(ｲ)本部員は、本部長の名を受け、対策本部の事務に従事します。 

(ｳ)本部員が不在等の非常時においては、本部員の次級の先任者である県職員が代替職

員となります。 
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(1)組織 オ  事務局 

  (ｱ)  事務局は、危機管理局副局長を事務局長とし、危機管理局の職員及び各部局等か

らの応援職員により構成します。 

(ｲ)  事務局は、県対策本部の活動を補佐するもので、県対策本部長より権限を委任さ 

れた場合を除き、各部局等を指示する権限はありません。 

(ｳ)  事務局の各職員は、県対策本部長の指示に基づき、事務局長がこれを調整し、 

人に関すること、広報・広聴、情報、国民保護措置の実施、補給支援、県対策本部の 

運営に関する計画と指示の作成を行います。 

 

班   名 機      能 

共通 １ （略） 

２  その他県対策本部長から命ぜられた事項 

計画・運用班 １  県対策本部会議の開催 

２  県対策本部長の重要な意思決定の補佐 

３ （略） 

４  県対策本部長が決定した方針に基づく各班に対する 

指示、調整 

情報班 １・２  （略） 

３  県対策本部の活動状況や実施した国民保護措置等の 

記録 

（略） （略） 

総務班 １・２  （略） 

３  県対策本部の庶務業務 
 

オ  事務局 

  (ｱ)  事務局は、防災監を事務局長とし、防災局の職員及び各部局等からの応援職員によ

り構成します。 

  (ｲ)  事務局は、対策本部の活動を補佐するもので、対策本部長より権限を委任された場

合を除き、各部局等を指示する権限はありません。 

(ｳ)  事務局の各職員は、対策本部長の指示に基づき、事務局長がこれを調整し、人に

関すること、広報・広聴、情報、国民保護措置の実施、補給支援、対策本部の運営に関す

る計画と指示の作成を行います。 

 

班   名 機      能 

共通 １ （略） 

２  その他対策本部長から命ぜられた事項 

計画・運用班 １  対策本部会議の開催 

２  対策本部長の重要な意思決定の補佐 

３ （略） 

４  対策本部長が決定した方針に基づく各班に対する指示、調

整 

情報班 １・２  （略） 

３  対策本部の活動状況や実施した国民保護措置等の記録 

 

（略） （略） 

総務班 １・２  （略） 

３  対策本部の庶務業務 
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(2)県対

策 本

部 の

所 掌

事務 

（２）県対策本部の所掌事務 

 

ア 県対策本部長の意思決定の補佐 

イ 県対策本部長の関係機関に対する総合調整権の発動の補佐 

ウ  (略) 

 

 

（２）対策本部の所掌事務 

 

ア 対策本部長の意思決定の補佐 

イ 対策本部長の関係機関に対する総合調整権の発動の補佐 

ウ  (略) 
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(3)県対

策 本

部 の

設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）県対策本部の設置 

ア 設置の基準 

  県対策本部の設置を受けたとき。（法第27条） 

  必要と認める場合には、内閣総理大臣に対し、指定を行うように要請します。 

イ 廃止の基準 

  県対策本部の設置の指定の解除の通知を受けたとき。（法第30条） 

ウ 設置及び廃止の公表 

  (ｱ)  県対策本部を設置したときは、その旨を直ちに公表するとともに県対策本部

の標識を掲示します。 

 (ｲ)  県対策本部を廃止したときは、その旨を直ちに公表します。 

エ 県対策本部の設置の通知等 

  (ｱ)  県対策本部長は、県対策本部が設置されたときは、直ちにその旨を次の機関等

に通知します。 

 

通知先 方法 担当 

国（総務省消防庁国民保護運用 

室） 

電話、ファクシミリ（有線、 

無線、衛星） 

危機対策・情 

報課 

県の機関（含部内） 電話、口頭、ファクシミリ 

※庁内には庁内放送により

周知 

広報課 

各関係機関に 

は各所管課 

市町村長（国民保護担当課） 電話、ファクシミリ（有線、 

無線、衛星） 

危機対策・情 

報課 

（略） （略） 

  

(ｲ) 県対策本部長は、県対策本部が設置されたときは、直ちにその旨を報道機関に発

表します。必要により、県対策本部長は、記者会見等により自ら発表を行います。 

 

オ 本部員、本部職員の参集等 

   県対策本部長は、速やかに本部員、本部職員を参集し、参集が困難な者について

は、あらかじめ定められた代替職員を参集するとともに、交代職員等についても手配

します。 

 

（３）対策本部の設置 

ア 設置の基準 

  対策本部の設置を受けたとき。（法27）。 

  必要と認める場合には、内閣総理大臣に対し、指定を行うように要請します。 

イ 廃止の基準 

  対策本部の設置の指定の解除の通知を受けたとき。（法30） 

ウ 設置及び廃止の公表 

 (ｱ)  対策本部を設置したときは、その旨を直ちに公表するとともに対策本部の標識

を県本部前に掲示します。 

 (ｲ)  対策本部を廃止したときは、その旨を直ちに公表します。 

エ 対策本部の設置の通知等 

  (ｱ)  本部長は、対策本部が設置されたときは、直ちにその旨を次の機関等に通知し

ます。 

 

通知先 方法 担当 

国（総務省消防庁国民保護運用 

室） 

電話、ファクシミリ（有線、 

無線、衛星） 

危機管理チー 

ム 

県の機関（含部内） 電話、口頭、ファクシミリ 

※庁内には庁内放送により

周知 

広報課 

各関係機関に 

は各所管課 

市町村長（国民保護担当課） 電話、ファクシミリ（有線、 

無線、衛星） 

危機管理チー 

ム 

（略） （略） 

 

 (ｲ) 本部長（広報課）は、対策本部が設置されたときは、口頭、文書、電話と、資

料提供により、直ちにその旨を報道機関に発表します。必要により、本部長は、記者

会見等により自ら発表を行います。 

オ 本部員、本部職員の参集等 

   本部長は、速やかに本部員、本部職員を参集し、参集が困難な者については、あ

らかじめ定められた代替職員を参集するとともに、交代職員等についても手配しま

す。 
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(4)位置 通常、県対策本部は、県庁第二庁舎に設置します。 

  県庁第二庁舎が使用不能の場合は、県東部庁舎等に設置するものとします。 

 （略） 

 

 

通常、対策本部は、県庁第二庁舎に設置します。 

  県庁第二庁舎が使用不能の場合は、知事公邸等に設置するものとします。 

 （略） 
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(5)県対

策 本

部 長

の 権

限 

（５）県対策本部長の権限 （５）対策本部長の権限  
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総合調整を要請 鳥取県区域
国対策本部

総合調整 県
市町村県対策本部長
消防局

の申出意見

求め措置の
警察

総合調整 指定公共機関

指定地方公共機関
求め措置の

教育委員会

職員の
派遣の求め

指定行政機関
指定地方行政機関

 
 

総合調整 

（法第29条第1項） 

  国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため 

必要があると認めるときは、県、市町村、指定（地 

方）公共機関が実施する国民保護措置に関する総 

合調整を行います。 

※国民保護法の規定に基づき必要な範囲内で行う

ものとし、市町村及び指定（地方）公共機関の

自主性及び自立性に配慮します。 

職員派遣の求め 

（法第28条、第29条 

第3項） 

 必要があると認めるときは、国の職員その他県 

職員以外の者を県対策本部会議に出席させます。 

 指定行政機関、指定公共機関に対し、必要に応 

じて、連絡のための職員の派遣を求めます。 

総合調整の要請 

（法第29条第4項・第 

6項） 

 特に必要があると認めるときは、国対策本部長 

に対し、指定行政機関、指定公共機関が実施する 

国民保護措置に関する総合調整を行うよう要請し 

ます。 

 市町村対策本部長から、県、指定（地方）公共 

機関が実施する国民保護措置に関する総合調整を 

行うよう要請を受け、必要があると認めるときは、 

所要の総合調整を行います。（法第29条第6項） 

情報の提供の求め 

（法第29条第8項） 

 総合調整を行うため必要があると認めるとき 

は、国対策本部長に対し、必要な情報の提供を求 

めます。 

報告、資料の提供の求 

め（法第29条第9項） 

 総合調整を行うため必要があると認めるとき 

は、総合調整の対象となる機関に対し、国民保護

措置の実施状況について報告、資料の提出を求 

めます。 

措置の求め 

（法第29条第10項） 

 警察、教育委員会に対し、国民保護措置を実施 

するため必要な限度において、必要な措置を講ず 

るよう求めます。 

※ この場合、県対策本部長は、措置の実施を求

める理由、求める措置の内容等、当該求めの趣

旨を明らかにして行います。 
 

 

 
 

総合調整 

（法29①） 

 国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため必要 

があると認めるときは、県、市町村、指定（地方）

公共機関が実施する国民保護措置に関する総合調 

整を行います。 

※国民保護法の規定に基づき必要な範囲内で行うも

のとし、市町村及び指定（地方）公共機関の自主

性及び自立性に配慮します。 

職員派遣の求め 

（法28・29③） 

 必要があると認めるときは、国の職員その他県職 

員以外の者を対策本部会議に出席させます。 

 指定行政機関、指定公共機関に対し、必要に応じ 

て、連絡のための職員の派遣を求めます。 

総合調整の要請 

（法29④、⑥） 

 特に必要があると認めるときは、国対策本部長に 

対し、指定行政機関、指定公共機関が実施する国民 

保護措置に関する総合調整を行うよう要請します。 

 

 市町村対策本部長から、県、指定（地方）公共機 

関が実施する国民保護措置に関する総合調整を行う 

よう要請を受け、必要があると認めるときは、所要 

の総合調整を行います。（法29⑥） 

情報の提供の求め 

（法29⑧） 

 総合調整を行うため必要があると認めるときは、 

国対策本部長に対し、必要な情報の提供を求めます。 

 

報告、資料の提供の求め 

（法29⑨） 

 総合調整を行うため必要があると認めるときは、 

総合調整の対象となる機関に対し、国民保護措置の 

実施状況について報告、資料の提出を求めます。 

 

措置の求め 

（法29⑩） 

 警察、教育委員会に対し、国民保護措置を実施す 

るため必要な限度において、必要な措置を講ずるよ 

う求めます。 

※ この場合対策本部長は、措置の実施を求める理

由、求める措置の内容等、当該求めの趣旨を明ら

かにして行います。 
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(6)県現

地 対

策 本

部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）県現地対策本部  

知事は、避難住民の数が多い地域等において、市町村対策本部や指定（地方）公共機

関等との連絡及び調整等をきめ細かく行う必要がある場合等において、県対策本部の一

部の事務の一部を行うため必要があると認めるときは、県現地対策本部を設置します。 

ア 組織 

   （略） 

    県現地対策本部に、県現地対策本部長、県現地対策副本部長、県現地対策本部 

員及びその他の職員を置きます。 

管轄地域 県現地対策本部長 県現地対策副本部長 

鳥取県東部地区 東部振興監 

 

県対策本部長が指名 

するもの 

鳥取県中部地区 中部総合事務所長 

鳥取県西部地区 西部総合事務所長 

(削除) （削除） 

県対策本部長の特命する 

地域 

県対策本部長が指名す 

るもの 

 

 (ｱ)県現地対策本部長 

   県現地対策本部長は、県現地対策本部の事務を総括して所管の職員を指揮監督し

ます。 

 (ｲ)県現地対策副本部長 

 a 県現地対策副本部長は、県対策本部の本部員、その他の職員の中から本部長が指

名します。 

 b 県現地対策副本部長は、県現地対策本部長を補佐し、県現地対策本部長に事故が

あるときはこれを代理します。 

イ 運営 

  県現地対策本部の運営その他必要な事項は、その都度、本部長又は県現地対策本部

長が定めます。 

ウ 位置 

県現地対策本部は特別の場合を除き、当該地区を所管する県総合事務所内（東 

部地区は県東部庁舎又は県八頭庁舎）に設置します。 

エ  県現地対策本部の設置及び廃止の公表 

県現地対策本部の設置及び廃止の公表は「(3) ウ  設置及び廃止の公表」に準じ

ます。 

オ 役割 

  県現地対策本部長は、県対策本部長の指示した国民保護措置の一部を実施します。 

  県現地対策本部長は、武力攻撃による災害が大規模で所管区域の市町村、消防機関

等が被災情報を把握できないと認めるときは、情報収集班を組織し、被災地域の市町

村役場及び被災地域の情報を直接収集・分析し、県対策本部に報告します。 

  情報収集に当たっては、県対策本部が組織する情報班と密接な連絡のもとに活動し

ます。 

１～４ (略) 

５ 県対策本部長の指示による国民保護措置の推進に関すること 

６～７ (略) 
 

（６）現地対策本部  

 知事は、避難住民の数が多い地域等において、市町村対策本部や指定地方公共機関等

との連絡及び調整等をきめ細かく行う必要がある場合等において、対策本部の一部の

事務の一部を行うため必要があると認めるときは、県現地対策本部を設置します。 

ア 組織 

   （略） 

    現地対策本部に、現地対策本部長、現地対策副本部長、現地対策本部員及びその他

の職員を置きます。 

管轄地域 現地対策本部長 現地対策副本部長 

鳥取県東部地区 東部総合事務所長 対策本部長が指名する 

もの 鳥取県八頭地区 八頭総合事務所長 

鳥取県中部地区 中部総合事務所長 

鳥取県西部地区 西部総合事務所長 

鳥取県日野地区 日野総合事務所長 

対策本部長の特命する地 

域 

対策本部長が指名するも 

の 

  

(ｱ)現地対策本部長 

   現地対策本部長は、現地対策本部の事務を総括して所管の職員を指揮監督します。 

 

 (ｲ)現地対策副本部長 

 a 現地対策副本部長は、対策本部の本部員、その他の職員の中から本部長が指名し

ます。 

 b 現地対策副本部長は、現地対策本部長を補佐し、現地対策本部長に事故があると

きはこれを代理します。 

イ 運営 

   現地対策本部の運営その他必要な事項は、その都度、本部長又は現地対策本部長が

定めます。 

ウ 位置 

現地対策本部は特別の場合を除き、当該地区を所管する県総合事務所内に設置しま

す。 

エ 現地対策本部の設置及び廃止の公表 

  現地対策本部の設置及び廃止の公表は「(3) ウ  設置及び廃止の公表」に準じま

す。 

オ 役割 

  現地対策本部長は、本部長の指示した国民保護措置の一部を実施します。 

  現地対策本部長は、武力攻撃による災害が大規模で所管区域の市町村、消防機関等

が被災情報を把握できないと認めるときは、情報収集班を組織し、被災地域の市町村

役場及び被災地域の情報を直接収集・分析し、対策本部に報告します。 

  情報収集に当たっては、対策本部が組織する情報班と密接な連絡のもとに活動しま

す。 

１～４ (略) 

５ 対策本部長の指示による国民保護措置の推進に関すること 

６～７ (略) 
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(7)予備

対 策

本部 

県対策本部長は、必要に応じ、予備対策本部を設けます。 

  予備対策本部は、万一の場合に備えて県対策本部の機能をバックアップするもので、

県対策本部の指示に基づき、東部振興監又は県総合事務所長が開設し、県対策本部長

の指揮の中断がないように準備するものです。 

対策本部長は、必要に応じ、予備対策本部を設けます。 

  予備対策本部は、万一の場合に備えて対策本部の機能をバックアップするもので、対

策本部の指示に基づき、総合事務所長が開設し、対策本部長の指揮の中断がないよう

に準備するものです。 
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(8)県対

策 本

部 の

運 営

及び

警戒 

（８）県対策本部の運営及び警戒 

 

ア 県対策本部の運営 

  事務局長は、国民保護措置実施上の要求に即応できるように勤務し、施設等の運営

の要領を適切に定めます。 

   長期にわたる円滑な勤務が可能となるように留意し、増強要員、受入要員等を含め、

平素の勤務体制から国民保護措置実施の勤務体制への移行を円滑に実施します。 

 

イ 国現地対策本部との連携 

  国現地対策本部が設置された場合、県対策本部は国現地対策本部との連携を密にし

て、円滑な国民保護措置の推進を図ります。 

ウ 県対策本部の警戒 

知事（危機管理局）は、全般の状況、特に事態の状況を考慮して本部警戒計画を

作成します。 

県対策本部への出入りについては、確認を行い、事前に許可登録を受けた県対策

本部要員に限ります。 

警戒に当たっては、警察あるいは自衛隊と密接に連携します。 

（８）対策本部の運営及び警戒 

 

ア 対策本部の運営 

  事務局長は、国民保護措置実施上の要求に即応できるように勤務、施設等の運営の

要領を適切に定めます。 

  長期にわたる円滑な勤務が可能となるように留意し、増強要員、受入要員等を含め、

平素の勤務態勢から国民保護措置実施の勤務態勢への移行を円滑に実施します。 

イ 国現地対策本部との連携 

  国現地対策本部が設置された場合、対策本部は国現地対策本部との連携を密にし

て、円滑な国民保護措置の推進を図ります。 

ウ 対策本部の警戒 

知事（防災局）は、全般の状況、特に事態の状況を考慮して本部警戒計画を作成

します。 

  対策本部への出入りについては、確認を行い、事前に許可登録を受けた対策本部要

員に限ります。 

  警戒に当たっては、警察あるいは自衛隊と密接に連携します。 
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(9)県対

策 本

部 の

移転 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）県対策本部の移転 

県対策本部及び県現地対策本部は、事態の推移に応じて、適時に移転します。この

際、県対策本部の活動を中断しないよう注意します。 

ア 県対策本部の予定位置 

  (略) 

イ 移転の手続 

    危機管理局長は、事態の進展に伴い、県対策本部の業務の遂行及び関係機関の状況

を考慮し、移転の時期、場所、方法等を決定し、県対策本部長の承認を受けます。 

  県対策本部の細部位置については、関係部局と調整して計画、決定します。 

  位置の選定にあたっては、県対策本部の業務と関係機関との連絡の便等を考慮する

とともに、その移転については、通信手段との関係及び部外に及ぼす影響を慎重に検

討します。 

ウ 移転に伴う通信等 

  県対策本部の活動の継続のためには、移転に伴う通信の確保が重要です。このため、

情報班は、移動に先立ってその通信施設を開設するとともに、移転に当たっては、旧

位置に必要量の通信施設を残置し、国及び関係機関との通信を確保します。 

  また、県対策本部長の移動間の通信を確保します。 

エ 先行班 

   先行班は、事務局及び各実施部の代表者で編成します。 

  県対策本部の移転先の細部位置が決定したならば、必要な準備を行うために、 

要員を先行させて、通信手段その他必要な準備を行います。 

   移転に際しては、新たに開設される県対策本部の細部位置が決定したならば、必要

な準備を実施するため、あらかじめ計画した先行班を派遣します。 

オ 移転の要領 

  県対策本部の移転は、事態の推移、交通の状況等により、一挙に行い、あるい 

は、適宜、区分して逐次に行います。 

  県対策本部の移転に当たっては、移転のための区分、順序、経路等について計 

画します。 

カ 移転に伴う調整と報告 

   県対策本部の移転に際しては、県対策本部の活動を継続的に確保するため、国及び

関係機関と密接に調整し、新位置等については、国対策本部及び関係機関等に通報し

ます。 

  報告・通知先は、県対策本部設置の場合に準じます。 

 

 

（９）対策本部の移転 

対策本部及び現地対策本部は、事態の推移に応じて、適時に移転します。この際、

対策本部の活動を中断しないよう注意します。 

ア 対策本部の予定位置 

  (略) 

イ 移転の手続 

    防災監は、事態の進展に伴い、対策本部の業務の遂行及び関係機関の状況を考慮し、

移転の時期、場所、方法等を決定し、対策本部長の承認を受けます。 

  対策本部の細部位置については、関係部局と調整して計画、決定します。 

  位置の選定にあたっては、対策本部の業務と関係機関との連絡の便等を考慮すると

ともに、その移転については、通信手段との関係及び部外に及ぼす影響を慎重に検討

します。 

ウ 移転に伴う通信等 

  対策本部の活動の継続のためには、移転に伴う通信の確保が重要です。このため、

情報班は、移動に先立ってその通信施設を開設するとともに、移転に当たっては、旧

位置に必要量の通信施設を残置し、国及び関係機関との通信を確保します。 

  また、対策本部長の移動間の通信を確保します。 

エ 先行班 

   先行班は、事務局及び各実施部の代表者で編成します。 

  対策本部の移転先の細部位置が決定したならば、必要な準備を行うために、要員を

先行させて、通信手段その他必要な準備を行います。 

   移転に際しては、新たに開設される対策本部の細部位置が決定したならば、必要な

準備を実施するため、あらかじめ計画した先行班を派遣します。 

オ 移転の要領 

  対策本部の移転は、事態の推移、交通の状況等により、一挙に行い、あるいは、適

宜、区分して逐次に行います。 

  対策本部の移転に当たっては、移転のための区分、順序、経路等について計画しま

す。 

カ 移転に伴う調整と報告 

  対策本部の移転に際しては、対策本部の活動を継続的に確保するため、国及び関係

機関と密接に調整し、新位置等については、国対策本部及び関係機関等に通報します。 

  報告・通知先は、対策本部設置の場合に準じます。 

 

 

 



52 

 

本文/ 

第5 章 

1 県対策本部等 

P69 

 

 

(9)県対

策 本

部 の

移転 

 

報告・通報事項 移転先等 １ 県対策本部の移転先 

２～５ （略） 

県対策本部長の移転策への 

到着 

 

 

報告・通報事項 移転先等 １ 対策本部の移転先 

２～５ （略） 

対策本部長の移転策への到 

着 
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(10) 現

地 調

整所 

知事及び市町村長は、関係機関（消防、警察、自衛隊、海上保安庁、医療機関等） 

の機能や能力（人員、装備等）に応じた避難誘導、消防活動、救援等を効果的に行う

とともに、現場レベルや県対策本部との情報共有を円滑に行うため、現地関係機関の

活動を円滑に調整する必要があると認めるときは、国民保護措置が実施される現場に

おいて現地調整所を設置します。 

 知事及び市町村長は、関係機関（消防、警察、自衛隊、海上保安庁、医療機関等）の

機能や能力（人員、装備等）に応じた避難誘導、消防活動、救援等を効果的に行うとと

もに、現場レベルや対策本部との情報共有を円滑に行うため、現地関係機関の活動を円

滑に調整する必要があると認めるときは、国民保護措置が実施される現場において現地

調整所を設置します。 
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P70 

(1)県職

員 の

配 備

体 制

基準 

基準 体制 配備の基準（時期） 配備の内容

レベル１ １ ２４時間にわたって常時情 １ 県庁としての準備は行わない県庁各部

（平時） 又は 報を収集。 が、各職員は所在位置を明確に局

、 。( ) 防災当直 するなど 不測事態に備えますGreen

レベル２ 情報連絡 １ 武力攻撃やテロ攻撃等の可 １ 関係各課においては、武力攻

注意体制 室の設置 能性の高い情報を入手したと 撃情報等についての収集連絡、

( ) き。 その他必要な措置を講じます。Blue
２ 国の情報連絡室又は官邸対 ２ 関係各課においては、警戒体

策室が設置されたとき 制（Ⅰ）に対する準備を行いま

３ 各省庁からなる国の緊急参 す。

集チームが招集されたとき

国民保レベル３ 緊急対応 １ 県外で武力攻撃やテロ攻撃 １ 関係各部においては、

警戒体制 チームの 等による被害発生の可能性が に従事するとともに、随護業務

（Ⅰ） 設置 あり、 が必要と 時部長会議を開き、情報連絡を危機管理局長

( 認めたとき。 行い、対策を協議します。Yellow
) ２ 国の事態対処専門委員会が ２ 関係各部においては、警戒体

開催されたとき。 制（Ⅱ）に対する準備を行いま

す。

レベル４ 危機管理 １ 県外で警報が発令されたと 各部は国民保護措置に従事する

警戒体制 委員会の き。 ものとし、直接関係のない部課の

（Ⅱ） 設置 ２ 国の 職員にあっては、部局長の指示に国家安全保障会議の緊

( が開催されたとき 、いつでも国民保護措置に従Orange 急大臣会合 。 従い

) ３ 県内で武力攻撃やテロ攻撃 事できるように待機します。

等による被害発生の可能性が

あり、知事が必要と認めたと

き。

。レベル５ １ 県内で警報が発令されたと 緊急事態行政組織に移行します危機管理

非常体制 き。 県関係の全職員をもって国民保対策本部

( ) 護措置に従事します。Red の設置

設置の指定を受２ 県対策本部

けていない段階で、県内で武

力攻撃災害が発生し、知事が

必要と認めたとき。

国から 設置の指県対策本 県対策本部１

定を受けたとき。部の設置
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(2)県職

員 の

動 員

計画 

 

 

 

 

ア～イ （略） 

ウ 防災連絡責任者 

(ｱ)・(ｲ)  （略） 

(ｳ) 防災連絡責任者の報告 

    各部局の主管課は、地方機関を含めた部局内の防災連絡責任者をとりまとめ、 

各年度当初に危機対策・情報課長に報告します。なお、変更があった場合はそ 

のつど報告します。 

エ 地方機関の動員体制 

  地方機関における動員体制は、地方機関の長において本庁の動員体制に準じ別に定

めます。 

ア～イ （略） 

ウ 防災連絡責任者 

 (ｱ)・(ｲ)  (略) 

(ｳ) 防災連絡責任者の報告 

     各部局の主管課は、地方機関を含めた部局内の防災連絡責任者をとりまとめ、各

年度当初に危機管理チーム長に報告します。なお、変更があった場合は、そのつど

報告します。 

エ  地方機関における動員体制は、地方機関の長において本庁の動員体制に準じ別に定

めます。 
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(2)県職

員 の

動 員

計画 

オ 動員配備のための連絡体制の確保 

  県における職員の動員配備は、次の系統で伝達し、動員配備します。各課（室）に

おいては、防災連絡責任者においてあらかじめ動員順位、連絡方法等について具体的

に計画します。 

 

【勤務時間内】 

 
 

【勤務時間外】 

 
 

オ 動員配備のための連絡体制の確保 

    県における職員の動員配備は、次の系統で伝達し、動員配備します。各課（室）に

おいては、防災連絡責任者においてあらかじめ動員順位、連絡方法等について具体的

に計画します。 

 

【勤務時間内】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【勤務時間外】 
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(2)県職

員 の

動 員

計画 

カ 情報連絡室の設置（注意体制、レベル２） 

  県（危機管理局）は、武力攻撃災害及びその兆候等に関する情報を入手した場合は、

情報連絡室を設置し、情報集約体制を強化します。 

 

区 分 内 容 

構 成 当直職員、防災連絡員、その他危機管理局長が必要と認める 

職員 

業 務 １ 武力攻撃災害及びその兆候等に関する情報収集及び連絡 

２ 気象情報の収集及び連絡 

３ 危機管理局職員等に対する災害情報等の連絡 

（削除） 

 

４ 上記のほか特に危機管理局長が指示する業務 

 

 

カ 情報連絡室の設置（注意体制、レベル２） 

  県（防災局）は、武力攻撃災害及びその兆候等に関する情報を入力した場合は、情

報連絡室を設置し、情報集約体制を強化します。 

 

区 分 内 容 

構 成 当直職員、防災連絡員、その他防災監が必要と認める職員 

 

業 務 １ 武力攻撃災害及びその兆候等に関する情報収集及び連絡 

２ 気象情報の収集及び連絡 

３ 防災局職員等に対する災害情報等の連絡 

４ 防災監が対策本部に登庁するまでの間、対策本部業務及び

県対策本部構成部局への連絡、国及び関係機関に対する要請 

５ 上記のほか特に防災監が指示する業務 
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(2)県職

員 の

動 員

計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キ 警戒体制及び非常体制（レベル３以降） 

（略） 

職員の勤務所属 参集場所 担当業務 

危機管理局 県対策本部 県対策本部の開設 

県対策本部の通信連絡 

その他 
その他の職員で県対策本部 

勤務者 

（略） （略） （略） 

 

 

ク 職員の待機 

  職員は常に武力攻撃事態等の情報等に注意し、武力攻撃が発生し又は発生するおそ

れがあるときは、課(室)防災連絡責任者からの連絡を待たず積極的に登庁し、待機し

ます。 

ケ （略） 

 

キ 警戒体制及び非常体制（レベル３以降） 

（略） 

職員の勤務所属 参集場所 担当業務 

防災局 対策本部 対策本部の開設 

対策本部の通信連絡 

その他 
その他の職員で対策本部勤務 

者 

（略） （略） （略） 

 

 

ク 職員の待機 

  職員は常に武力攻撃事態等の情報等に注意し、武力攻撃が発生し、または発生する

おそれがあるときは、課(室)防災連絡責任者からの連絡を待たず積極的に登庁し、待

機します。 

ケ （略） 
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(1)市町

村 の

対 策

本部 

ア 設置の基準 

  市町村長は、国対策本部から市町村対策本部設置の指定を受けたときは、市町村対

策本部を設置し、国民保護措置に従事する職員を配置することとされています。なお、

指定がなく市町村対策本部を設置する必要があるときは、知事を経由して、内閣総理

大臣に指定を要請するものとします。 

イ 設置前の措置 

  市町村対策本部が設置される前又は設置されない場合における国民保護措置の実

施は、市町村対策本部が設置された場合に準じて処理するものとします。 

ウ 組織等の整備 

  市町村は、市町村対策本部に関する組織を整備し、市町村対策本部の設置又は廃止、

非常事態に応ずる配備体制、職員の配置及び服務等に関する基準を定めるものとしま

す。 

エ 設置及び廃止 

  市町村は、市町村対策本部を設置し、又は廃止したときは、直ちに、知事にその旨

を報告するとともに、警察署、消防局等の関係機関に通報するよう努めるものとしま

す。 

オ 情報連絡体制 

  市町村は、夜間休日等の勤務時間外の武力攻撃事態に備え、当直等の強化など情報

連絡体制を確保するよう努めるものとします。 

 

 

ア 市町村長は、国対策本部から対策本部設置の指定を受けたときは、市町村国民保護

対策本部（以下「市町村対策本部」という。）を設置し、国民保護措置に従事する職

員を配置することとされています。なお、指定がなく市町村対策本部を設置する必要

があるときは、知事を経由して、内閣総理大臣に指定を要請するものとします。 

 

イ 市町村対策本部が設置される前又は設置されない場合における国民保護措置の実

施は、市町村対策本部が設置された場合に準じて処理するものとします。 

 

ウ 市町村は、市町村対策本部に関する組織を整備し、市町村対策本部の設置又は廃止、

非常事態に応ずる配備体制、職員の配置及び服務等に関する基準を定めるものとしま

す。 

 

エ 市町村は、市町村対策本部を設置し、又は廃止したときは、直ちに、知事にその旨

を報告するとともに、警察署、消防局等の関係機関に通報するよう努めるものとしま

す。 

 

オ 市町村は、夜間休日等の勤務時間外の武力攻撃事態に備え、当直等の強化など情報

連絡体制を確保するよう努めるものとします。 
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(2)関係

機関 

指定(地方)公共機関は、国民保護措置を実施するために必要な組織を整備すると 

ともに、国民保護に従事する職員の配置及び服務基準を定めるものとします。 

 

指定地方公共機関は、国民保護措置を実施するために必要な組織を整備するととも

に、国民保護に従事する職員の配置及び服務基準を定めるものとします。 
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(3)県対

策 本

部 と

国 及

び 関

係 機

関 の

連携 

 

（３）県対策本部と国及び関係機関の連携 

県対策本部は、国民保護措置が総合的に推進されるよう、国、市町村の対策本部及び

関係機関と相互間の通信回線の構成、連絡員の派遣などにより、連携を推進します。 

（３）対策本部と国及び関係機関の連携 

対策本部は、国民保護措置が総合的に推進されるよう、国、市町村の対策本部及び関

係機関と相互間の通信回線の構成、連絡員の派遣などにより、連携を推進します。 
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４県緊急 

対策本部 

P74 

 ４ 県緊急対策本部 

  県緊急対策本部については、「１ 県対策本部」に準じます。この際、「県対策本部」

を「県緊急対策本部」と読み替えます。 

４ 鳥取県緊急対処事態対策本部 

鳥取県緊急対処事態対策本部については、「１ 鳥取県国民保護対策本部」に準じま

す。この際、「鳥取県国民保護対策本部」を「鳥取県緊急対処事態対策本部」と読み

替えます。 
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５通信 

P74 

 

 

 

 

 

 

 

(1)通信

連 絡

の 系

統図 
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(2)通信

運用 

県対策本部の通信の運用管理は、危機管理局長が統括します。 

  部局長等は、県対策本部が設置されたときは、直ちに通信連絡体制を確保します。 

武力攻撃事態等が発生し、又は発生するおそれのある場合においては、本計画に沿 

って情報を伝達します。 

国（消防庁）と危機管理局との間においては、消防防災無線又は地域衛星通信ネット

ワーク回線、県と市町村、消防局及び防災関係機関との間においては鳥取県防災行政無

線又は地域衛星通信ネットワーク回線を使用した通信により、情報の伝達及び送受信を

行います。 

また、国対策本部（官邸）と県及び市町村対策本部との間においては、緊急情報ネッ

トワークシステム（Ｅｍ－Ｎｅｔ）や全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）による

情報の伝達を行います。危機管理局は他の各部局、県東部庁舎・県八頭庁舎及び各県総

合事務所に対しても、県庁内線及び鳥取県防災行政無線により情報の伝達及び送受信を

行います。 

（略） 

(削除) 

対策本部の通信の運用管理は、防災監が統括します。 

  部局長等は、対策本部が設置されたときは、直ちに通信連絡態勢を確保します。 

  武力攻撃事態等が発生し、又は発生するおそれのある場合においては、本計画に沿っ

て 

情報を伝達します。 

国（消防庁）と防災局との間においては、消防防災無線又は地域衛星通信ネットワー

ク回線、県と市町村、消防局及び防災関係機関との間においては鳥取県防災行政無線

又は地域衛星通信ネットワーク回線を使用した通信により、情報の伝達及び送受信を

行います。 

また、国対策本部（官邸）と県及び市町村対策本部との間においては、緊急情報ネッ

トワークシステム（Ｅｍ－Ｎｅｔ）や全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）による

情報の伝達を行います。防災局は他の各部局及び各総合事務所に対しても、県庁内線及

び鳥取県防災行政無線により情報の伝達及び送受信を行います。 

（略） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料27「通信に関する各組織及び各組織の結合構成」） 
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(3)通信

組 織

の 構

成、維

持 、

運営 

通信組織は以下のとおり構成されます。各通信組織は相互に結合され、相互に通信す

ることができます。 

  通信組織は以下のとおり各無線構成毎に維持、運営されています。 

通信手段 
構成 維持、運営 

通信組織 

鳥取県防災行

政無線 

県庁・県総合事務所を中継局を介して結ぶ多重

無線回線、県庁・県東部庁舎及び県八頭庁舎・県

総合事務所・市町村を結ぶ鳥取県情報ハイウェ

イ、県庁・各消防局・防災関係機関を結ぶ固定有

線回線のほか、県庁とこれらの機関を結ぶ地域衛

星通信ネットワークにより構成されています。 

（略） 

県内各機関 

（略） （略） （略） 

緊急情報ネ 

ットワーク 

システム 

(Em-Ｎet) 

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）又はイン

ターネット回線を利用し、国（官邸）と県及び市

町村間で緊急情報を双方向で通信しています。 

（略） 

国対策本部 

（内閣官房） 

（略） （略） （略） 
 

通信組織は以下のとおり構成されます。各通信組織は相互に結合され、相互に通信す

ることができます。 

  通信組織は以下のとおり各無線構成毎に維持、運営されています。 

通信手段 
構成 維持、運営 

通信組織 

鳥取県防災行

政無線 

県庁、総合事務所、中継所をループ化された 

多重無線回線で結ぶ幹線を軸に、中継所と市町

村、消防、県地方機関及び各防災関係機関が有

線で接続された固定有線回線並びに中継所と移

動端末局を結ぶ移動系回線により構成され、通

信範囲は県内です。 

（略） 

県内各機関 

（略） （略） （略） 

緊急情報ネッ 

トワークシス 

テム 

(Em-Ｎet) 

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）を利用

し、国（官邸）と県及び市町村間で緊急情報を

双方向で通信しています。 

（略） 

国対策本部 

（内閣官房） 

（略） （略） （略） 
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(4)通常

時 の

情 報

伝 達

手段 

知事（危機管理局）は、防災行政無線を使用して以下のとおり情報の送受信ができま

す。 

 

通信手段 送受信先 情報送信 情報受信 

鳥取県防災 

行政無線 

県東部庁舎・県八頭庁舎 

及び各県総合事務所 

各市町村 

消防局 

消防防災航空ｾﾝﾀｰ 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） (略) 

地域衛星通 

信ネットワ 

ーク 

（略） （略） (略) 

東京本部 （略） (略) 

（略） （略） （略） (略） 

 

 

県（危機管理チーム）は、防災行政無線を使用して以下のとおり情報の送受信ができ

ます。 

 

通信手段 送受信先 情報送信 情報受信 

鳥取県防災行 

政無線 

各総合事務所 

各市町村 

消防局 

消防防災航空ｾﾝﾀｰ 

 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

地域衛星通信 

ネットワーク 

 

（略） （略） （略） 

東京事務所 （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 
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(5)非常

通信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

ア 加入電話又は電報（公衆通信設備）の優先利用 

 (ｱ)非常通信及び非常電報 

通話、通信 

内容 

 武力攻撃その他の非常事態が発生し、又は発生するおそ 

れがある場合において、次に掲げる非常通話及び非常電報 

について、他の通話及び電報に先だって接続及び伝送、配 

達を行います。 

① 気象機関相互間で行う気象に関する報告又は警報 

② 水防機関相互間で行う災害に関する報告若しくは警

報又は予防のため緊急を要する事項 

③ 消防機関又は災害救助機関相互間で行う災害の予防、

救援で緊急を要する事項 

④ 輸送の確保に直接関係ある機関相互間で行う交通施 

設の災害の予防、又は復旧その他運送の確保のため緊急 

を要する事項通信の確保に直接関係がある機関相互間 

で行う通信施設の災害の予防、又は復旧その他通信の確 

保に関し緊急を要する事項 

⑤ 通信の確保に直接関係がある機関相互間で行う通信 

施設の災害の予防、又は復旧その他通信の確保に関し緊 

急を要する事項 

⑥ 電力供給の確保に直接関係がある機関相互間で行う 

電力設備の災害の予防、又は復旧その他電力の供給の確 

保に関し緊急を要する事項 

⑦・⑧ （略） 

非常通話及び 

非常電報の取 

扱い 

①  非常通話 

  あらかじめNTT西日本の承諾を受けた番号の加入電 

話によるものを原則としますが、やむを得ない特別の事 

由がある場合は、一般の加入電話によるものとします。 

  通話を請求するときは、「非常」の旨及びその必要な 

理由を接続取扱者に申し出るものとします。 

② (略) 

 

イ その他の通信設備の利用 

  緊急かつ特別の必要があるとき（※）には、次の機関が設置する有線電気通信設備

又は無線局を当該機関の職員を介して利用します。なお、非常通信協議会との連携に

十分配慮します。 

 知事又は市 

町村長が行う 

警報の伝達等 

の場合 

利用すること 

ができる機関  

指定行政機関、指定地方行政機関、県、市

町村の長が行う災害時における国民保護

措置の実施に必要な通信の場合 

 これらの設 

備を利用する 

ため、連絡方 

法、連絡担当 

責任者、優先 

順位等の手続 

きをあらかじ 

め協議しま 

す。 

（略） 

□エフエム山陰 

□CATV事業者 

（略） 

 

 

 

  （略） 

ア 加入電話または電報（公衆通信設備）の優先利用 

 (ｱ)非常通信及び非常電報 

通話、通信内 

容 

 武力攻撃その他の非常事態が発生し、または発生するおそ 

れがある場合において、次に掲げる非常通話及び非常電報に 

ついて、他の通話及び電報に先だって接続及び伝送、配達を 

行います。 

① 気象機関相互間で行う気象に関する報告または警報 

② 水防機関相互間で行う災害に関する報告若しくは警報ま

たは予防のため緊急を要する事項 

③ 消防機関または災害救助機関相互間で行う災害の予防、

救援で緊急を要する事項 

④ 輸送の確保に直接関係ある機関相互間で行う交通施設の 

災害の予防、または復旧その他運送の確保のため緊急を要 

する事項通信の確保に直接関係がある機関相互間で行う通 

信施設の災害の予防、または復旧その他通信の確保に関し 

緊急を要する事項 

⑤  通信の確保に直接関係がある機関相互間で行う通信施設 

の災害の予防、または復旧その他通信の確保に関し緊急を 

要する事項 

⑥ 電力供給の確保に直接関係がある機関相互間で行う電力 

設備の災害の予防、または復旧その他電力の供給の確保に 

関し緊急を要する事項 

⑦・⑧ （略） 

非常通話及び 

非常電報の取 

扱い 

①  非常通話 

   あらかじめ NTT 西日本の承諾を受けた番号の加入電話に

よるものを原則としますが、やむを得ない特別の事由があ

る場合は、一般の入電話によるものとします。 

  通話を請求するときは、「非常」の旨及びその必要な理由 

を接続取扱者に申し出るものとします。 

② (略) 

 

イ その他の通信設備の利用 

  緊急かつ特別の必要があるとき（※）には、次の機関が設置する有線電気通信設備

または無線局を当該機関の職員を介して利用します。なお、非常通信協議会との連携

に十分配慮します。 

 

 知事または 

市町村長が行 

う警報の伝達 

等の場合 

利用することが 

できる機関  

指定行政機関、指定地方行政機関、県、市

町村の長が行う災害時における国民保護

措置の実施に必要な通信の場合 

 これらの設 

備を利用する 

ため、連絡方 

法、連絡担当責 

任者、優先順位 

等の手続きを 

あらかじめ協 

議します。 

 

（略） 

□エフエム山陰 

□CATV 

（略） 
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(5)非常

通信 

 

ウ 移動通信機器等の借受 

    総務省（中国総合通信局）においては、非常災害時において災害の応急復旧用に必

要な通信を用途とする「移動通信機器」を所有し、申し出があった場合には迅速に貸

し出しができる体制を整備するとともに、電気通信事業者等に対しては、携帯電話等

の貸し出しの要請を行う体制の整備を行うとされています。 

   県は、必要に応じこれらの機器の借受申請を中国総合通信局に対して行い、貸与（無

償）を受けます。 

    なお、総務省（中国総合通信局）が所有する機器の種類及び数量は、次のとおりで

す。 

 

種類 数量 

移動通信機器（簡易無線局等） 約１，５００台 

※衛星携帯電話、ＭＣＡ用無線局、簡易無線局 

  ※詳細は、http://www.soumu.go.jp/soutsu/chugoku/bousai/01-1.html を参照 

 

 

 

 

ウ 移動通信機器等の借受 

    総務省中国総合通信局においては、非常災害時において災害の応急復旧用に必要な

通信を用途とする「移動通信機器」を所有し、申し出があった場合には迅速に貸し出

しができる体制を整備するとともに、電気通信事業者等に対しては、携帯電話等の貸

し出しの要請を行う体制の整備を行うとされています。 

   県は、必要に応じこれらの機器の借受申請を中国総合通信局に対して行い、貸与を

受けます。 

    なお、総務省中国総合通信局が所有する機器の種類及び貸与条件等は、次のとおり

です。 

 

種類 
貸与条件等 

機器貸与 新規加入料 基本料・通話料 

NTT ドコモ衛星携

電話端末 

無償 使用者負担 使用者負担 

業務用トランシー 

バ（簡易無線局） 

無償 不要 不要 

電波利用料：使用 

者負担 

インマルサット・ 

ミニＭ端末 

無償 使用者負担 使用者負担 
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(1) 県民

の 協

力 

県民は、国民保護措置に関し援助を要請されたときは、自発的意思に基づき、必要な

援助を行うように努めます。県民に援助を要請する場合は、安全確保に配慮します。 

要請内容 要請者 備考 

（略） （略） （略） 

（略） 

・要配慮者の避難を援助してもらうこと 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 
 

県民は、国民保護措置に関し援助を要請されたときは、自発的意思に基づき、必要な

援助を行うように努めます。住民に援助を要請する場合は、安全確保に配慮します。 

要請内容 要請者 備考 

（略） （略） （略） 

（略） 

・災害時要援護者の避難を援助してもらうこと 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 
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(3)県民

に 期

待す

る 取

組 

 

平素 １～５ （略） 

６  要配慮者がいる家庭では、情報の伝達方法、避難方法をあ

らかじめ決めます。 

７ 各家庭では、シールド・ルーム（※）を準備します。 

  ※ナイロンシート、ガムテープで特定の部屋の窓や扉を密

封し、外部から化学剤の進入を少しでも送らせようとする

措置です。 

全国瞬時警 

報システム 

（J-ALERT） 

による弾道 

ミサイル落 

下に係る情 

報伝達時 

１  速やかな避難行動を取ります。 

 ①屋外にいる場合 

  できる限り頑丈な建物や地下に避難します。 

 ②建物がない場合 

   物陰に身を隠すか、地面に伏せて頭部を守ります。 

 ③屋内にいる場合 

  窓から離れるか、窓のない部屋に移動します。 

２ 県や市町村からの情報に注意し、テレビ、ラジオをつけて

情報を入手します。 

３ 県や市町村からの指示に従って、落ち着いて行動をしま

す。 

警報発令時 １～５ （略） 

６ 幼児、児童・生徒が登園、登校している場合は、園、学校

との事前取り決めに基づいて引き取りを行います。 

避難の指示 

発令時 

1 （略） 

２ 市町村の誘導に従い、自主的な判断による勝手な行動は自

粛します。 

３ （略） 

４ 要配慮者の避難に留意し、必要に応じて 補助します。 

５ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平素 １～５ （略） 

６  災害時要援護者がいる家庭では、情報の伝達方法、避難方法

をあらかじめ決めます。 

７ 各家庭では、シールド・ルームを準備します。 

  ※ナイロンシート、ガムテープで特定の部屋の窓や扉を密封

し、外部から化学剤の進入を少しでも送らせようとする措置

です。 

 （新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

警報発令時 １～５ （略） 

６ 幼児、児童、生徒が登園、登校している場合は、園、学校と

の事前取り決めに基づいて引き取りを行います。 

避難の指示 

発令時 

1 （略） 

２ 市町村の誘導に従い、勝手な行動は自粛します。 

 

３ （略） 

４ 災害時要援護者の避難に留意し、必要に応じて 補助します。 

５ （略） 
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(4)自主

防 災

組 織

等 に

期 待

す る

取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平素 １～５ （略） 

６  地域内の要配慮者の把握に努め、情報の伝達方法、避難方

法をあらかじめ決めておくなど支援体制を確立します。その

際、個人情報の取扱いには十分注意します。 

全国瞬時警 

報システム 

（J-ALERT） 

による弾道 

ミサイル落 

下に係る情 

報伝達時 

１ 屋外にいる住民を見かけた場合、速やかな屋内避難を呼び 

かけます。付近に建物がない場合、物陰に身を隠すか、地面 

に伏せて頭部を守るよう呼びかけます。 

２ 県や市町村からの情報に注意し、あらかじめ定められた情 

報伝達、系統で住民に伝達します。 

３ 県や市町村からの指示に従って、落ち着いた行動を呼びか

けます。 

警報発令時 （略） 

 

平素 １～５ （略） 

６  地域内の災害時要援護者の把握に努め、情報の伝達方法、避

難方法をあらかじめ決めておくなど支援体制を確立します。そ

の際、個人情報の取扱いには十分注意します。 

 （新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

警報発令時 （略） 
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(4)自主

防 災

組 織

等 に

期 待

す る

取組 

避難の指示 

発令時 

１・２ （略） 

３ 要配慮者の避難に留意し、必要に応じて補助します。 

その他 １ （略） 
 

避難の指示 

発令時 

１・２ （略） 

３ 災害時要援護者の避難に留意し、必要に応じて補助します。 

その他 １ （略） 
 

本文/ 

第６章 

１県民、事業所

等の協力等 

P83 

(5)事業

所 等

に 期

待す

る 取

組 

 

平素 １～６ （略） 

７ 要配慮者がいる事業所等では、情報の伝達方法、避難方法

をあらかじめ決めます。 

８ 業務継続計画（ＢＣＰ）を作成します。 

９ 訓練実施及び訓練参加に努めます。 

全国瞬時警 

報システム 

（J-ALERT） 

による弾道 

ミサイル落 

下に係る情 

報伝達時 

１ 屋内の来客、来店者、観光客に対して、屋内にとどまるこ 

とを呼びかけま す。 

２ デパート、スーパー等不特定多数の者を収容する施設では、 

混乱防止に留意します。 

３ 県や市町村からの情報に注意し、テレビ、ラジオをつけて 

情報を入手します。 

警報発令時 １～５ （略） 

６ 幼児、児童・生徒が登園、登校している場合は、保護者と

の事前取り決めに基づいて引き渡しを行います。 

避難の指示 

発令時 

１～５ （略） 

６  要配慮者の従業員、来客等の避難に留意し、必要に応じて

補助します。 
 

 

平素 １～６ （略） 

７ 災害時要援護者がいる事業所等では、情報の伝達方法、避難

方法をあらかじめ決めます。 

（新規） 

８ 訓練実施及び訓練参加 

 （新規） 

警報発令時 １～５ （略） 

６ 幼児、児童、生徒が登園、登校している場合は、保護者との

事前取り決めに基づいて引き渡しを行います。 

避難の指示 

発令時 

１～５ （略） 

６ 災害時要援護者の従業員、来客等の避難に留意し、必要に応

じて補助します。 

 

 

 

本文/ 

第６章 

２普及啓発 

P83 

 国民保護措置の実施にあたっては、県民の自発的協力が不可欠です。 

このため、県は市町村と連携して国民保護について、住民の理解と協力が得られるよ

うに普及啓発活動を行います。 

特に、消防団員や自主防災組織等に対しては、国民保護において担うべき役割の理解

と協力を得る必要があり、そのためには、説明会の開催やパンフレットの配布を通じて、

普及啓発を行うことが重要です。 

 

国民保護措置を実施にあたっては、県民の自発的協力が不可欠です。 

このため、県は市町村と連携して国民保護について、住民の理解と協力が得られるよ 

うに普及啓発活動を行います。 

特に、消防団員や自主防災組織等に対しては、国民保護において担うべき役割の理解

と協力を得る必要があり、そのためには、説明会の開催やパンフレットの配布を通じて、

普及啓発を行うことが重要です。 

 

本文/ 

第６章 

２普及啓 

発 

P85 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) ボ ラ

ン テ

ィ ア

へ の

支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

平素からネットワークを築き、ボランティア等に関する情報を交換し、さらに効果的

な連携のための体制づくりを推進します。 

また、必要に応じて協定等を締結し、訓練等を共同して行います。 

一定の知識、経験、特定の資格を必要とするものについては、事前に登録します。 

 

 

医療救護  被災者の人命救助や負傷者の手当は、災害発生後、最も緊急 

に対応する必要があり、かつ専門的で重い責任が要求され、危 

険度も高いため、ボランティア活動の範囲は限定されます。 

 災害時には、日本赤十字社等関係団体との連携を図りつつ、 

県独自のボランティア体制の整備を図ります。 

１～３  (略) 

 

平素からネットワークを築き、ボランティア等に関する情報を交換し、さらに効果的

な連携のための体制づくりを推進します。 

 また、必要に応じて協定等を締結し、訓練等を共同して行います。 

 一定の知識、経験、特定の資格を必要とするものについては、事前に登録します。 

 

 

医療救護  被災者の人命救助や負傷者の手当は、災害発生後、最も緊急に対 

応する必要があり、かつ専門的で重い責任が要求され、危険度も高 

いため、ボランティア活動の範囲は限定されます。 

 災害時には、日赤等関係団体との連携を図りつつ、県独自のボラ 

ンティア体制整備を図ります。 

１～３  (略) 
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第６章 

２普及啓 

発 

P85 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) ボ ラ

ン テ

ィ ア

へ の

支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 ① （略） 

② 福祉保健部は、保健所からの災害時派

遣可能人員の報告を基に、県医師会と調整

を行うとともに、日本赤十字社県支部と調

整を行い、県内外から派遣者受入れ体制を

整備します。 

医師会 ①・② （略） 

日本赤十字社 

県支部 

他県支部からの派遣者の受入れについ

て、情報を収集します。 
 

生活支援 災害時のボランティア活動は、個々のボランティアの自主活

動と主体的な参加を基本とするものですが、活動内容が多岐に

わたり膨大で、ニーズが地域や時間の推移等により変化するこ

とから、特定の分野においては、情報収集体制の整備、並びに

活動を効率的に進める上でのコーディネーターや組織化を行い

ます。 
 

 

県 ① （略） 

② 福祉保健部は、保健所からの災害時派

遣可能人員の報告を基に、県医師会と調整

を行うとともに、日赤県支部と調整を行

い、県内外から派遣者受入れ体制を整備し

ます。 

医師会 ①・② （略） 

日赤県支部 他県支部からの派遣者の受入れについ

て、情報を収集します。 
 

生活支援 災害時のボランティア活動は、個々のボランティアの自主活動と

主体的な参加を基本とするものですが、活動内容が多岐にわたり膨

大で、ニーズが場所的・時間的推移等により変化することから、特

定の分野においては、情報収集体制の整備、並びに活動を効率的に

進める上でのコーディネーターや組織化します。 

 

本文/ 

第６章 

３国民保護訓

練等 

P86 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)各機

関 の

実 施

すべ

き 訓

練 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 機関 内容 

国民保 

護総合 

訓練 

県 （略） 

１ 参加機関 

①～⑤ （略） 

⑥指定（地方）行政機関 

⑦指定（地方）公共機関 

⑧ （略） 

２ 訓練項目 

① （略） 

②県対策本部運営訓練 

③・④ （略） 

３ （略） 

市町村 

の訓練 

市町 

村 

（略） 

１ （略） 

２ 訓練項目 

① （略） 

②市町村対策本部運営訓練 

③・④ （略） 

⑤避難行動要支援者の避難訓練 

警察訓 

練 

警察 （略） 

１ 訓練種別 

①関係機関・住民等との総合訓練 

②警察独自訓練 

２ 訓練項目 

①情報収集・伝達訓練 

②職員招集訓練 

③対策本部等設置・運用訓練 

④部隊編成・配備運用訓練 

⑤避難住民の誘導訓練 

⑥救出救助訓練 

⑦交通対策訓練 

⑧通信・広報訓練 

⑨装備資機材操作訓練 

３ （略） 

 

区分 機関 内容 

国民保 

護総合 

訓練 

県 （略） 

１ 参加機関 

①～⑤ （略） 

⑥指定地方行政機関 

⑦指定地方公共機関 

⑧ （略） 

２ 訓練項目 

① （略） 

②国民保護対策本部運営訓練 

③・④ （略） 

３ （略） 

市町村 

の訓練 

市町 

村 

(略) 

１ (略) 

２ 訓練項目 

① （略） 

②対策本部運営訓練 

③・④ （略） 

⑤災害時要援護者の避難訓練 

警察訓 

練 

警察 （略） 

１ 訓練種別 

(1)関係機関・住民等との総合訓練 

(2)警察独自訓練 

２ 訓練項目 

(1)情報収集・伝達訓練 

(2)職員招集訓練 

(3)警察本部等設置・運用訓練 

(4)部隊編成・配備運用訓練 

(5)避難住民の誘導訓練 

(6)救出救助訓練 

(7)交通対策訓練 

(8)通信・広報訓練 

(9)装備資機材操作訓練 

３ （略） 
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(4)各機

関 の

実 施

すべ

き 訓

練 

消防訓 

練 

各消 

防局 

 警報発令時等における的確かつ迅速な国民保護体制の

確立を図るため、次により訓練を行います。 

１ 参加機関 

①消防団 

②その他関係機関 

２・３ (略) 

 

 

 

 

その他 (略) 

①～④ （略） 

⑤本部運営訓練 

 県は関係機関の参加により、武力攻撃（予測）事態及び緊急対処 

事態発生時における本部の設置、職員の動員配備、本部の招集、情 

報収集・分析等本部の運営を訓練します。 

 （県対策本部、県緊急本部、県現地対策本部 ） 

⑥～⑧ （略） 

 

 

消防訓 

練 

各消 

防局 

 警報発令時における的確かつ迅速な国民保護態勢の確立

を図るため、次により訓練を行います。 

１ 参加機関 

 消防団 

 その他関係機関 

２・３ (略) 

 

 

 

 

その他 (略) 

①～④ （略） 

⑤本部運営訓練 

 県は関係機関の参加により、武力攻撃（予測）事態及び緊急対処事 

態発生時における本部の設置、職員の動員配備、本部の招集、情報収 

集・分析等本部の運営を訓練します。 

 国民保護対策本部、緊急対処事態対策本部、現地国民保護対策本部 

⑥～⑧ （略） 

 

 

本文/ 

第６章 

３国民保護訓

練等 

P88 

(5)職員

の 教

育 

ア 職員の育成及び配置 

   知事（危機管理局、総務部）は、防災に携わる職員の育成と連携して、国民保護に

必要な知識と技能、状況判断能力等を有する職員の計画的な育成と配置に努めます。 

イ 一般職員への教育 

  知事（危機管理局）は、一般職員についても危機管理について必要な知識の教育に

努めます。 

  （略） 

ア 知事（防災局、総務部）は、防災に携わる職員の育成と連携して、国民保護に必要

な知識と技能、状況判断能力等を有する職員の計画的な育成と配置に努めます。 

 

イ 知事（防災局）は、一般職員についても危機管理について必要な知識の教育に努め

ます。 

  （略） 

 

本文/ 

第６章 

４文化財の保

護 

P89 

(1)重要文

化財等

に 関

す る

命令又

は 勧

告 の

告知等 

ア 所有者等への命令又は勧告の告知 

   県教育委員会は、重要文化財・重要有形民俗文化財・史跡名勝天然記念物に関し、

文化庁長官が武力攻撃災害による重要文化財等の被害を防止するため命令又は勧告

を行う場合には、所定の手続に従って、速やかに所有者等に対し当該命令又は勧告を

告知します。 

イ 文化庁長官への連絡 

   県教育委員会は、命令又は勧告を受けた重要文化財等の所有者から、文化庁長官に

対する必要な措置に係る支援の求めがあった場合には、速やかに、その旨を文化庁長

官に対し連絡します。 

ア 県教育委員会は、重要文化財・重要有形民俗文化財・史跡名勝天然記念物に関し、

文化庁長官が武力攻撃災害による重要文化財等の被害を防止するため命令又は勧告

を行う場合には、所定の手続に従って、速やかに所有者等に対し当該命令又は勧告を

告知します。 

 

イ 県教育委員会は、命令又は勧告を受けた重要文化財等の所有者から、文化庁長官に

対する必要な措置に係る支援の求めがあった場合には、速やかに、その旨を文化庁長

官に対し連絡します。 

 

 

本文/ 

第６章 

５赤十字標章

等及び特殊

標章等 

P89 

(1)赤十字

標章等

及び特

殊標章

等の交

付等 

国際人道法で国際的に定められた赤十字標章等や特殊標章等を活用することにより、

武力攻撃事態等において、国民の保護のために重要な役割を担う医療関係者や国民保護

法に規定された「国民の保護のための措置」を行う者などを武力攻撃から保護します。  

  このため、知事（危機管理局、福祉保健部）及び警察は、国の定める赤十字標章 

等及び特殊標章等の交付等に関する基準・手続き及び県の要綱に従って特殊標章等 

及び身分証明書を交付し、使用させます。 

国際人道法で国際的に定められた赤十字標章等や特殊標章等を活用することにより、

武力攻撃事態等において、国民の保護のために重要な役割を担う医療関係者や国民保護

法に規定された「国民の保護のための措置」を行う者などを武力攻撃から保護します。  

このため、知事（防災局、福祉保健部）及び警察は、国の定める赤十字標章等及び特

殊標章等の交付等に関する基準・手続き及び県の要綱にしたがって、特殊標章等及び身

分証明書を交付し、使用させます。 

 



63 

 

本文/ 

第６章 
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等及び特殊

標章等 

P89 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)赤十

字 標

章 等

及び

特 殊

標 章

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア  種類 

特殊標章等の種類 許可権者 対象者 

特殊標章等 特殊標章 

身分証明書 

知事（危機管理 

局） 

警察本部長 

市町村長 

消防局長 

水防管理者 

（交付） 

職員 

 

 

水防団長、水防団 

員 

知事（危機管理 

局） 

（許可）指定地方公 

共機関 

赤十字標章等 （略） （略） （略） 

 

イ  赤十字標章等（法第157条） 

(ｱ)～(ｴ) (略) 

(ｵ) 交付及び管理 

a   知事（福祉保健部）は、国の定める赤十字標章等の交付等に関する基準・手続 

き等に基づき、必要に応じ、具体的な交付要綱を作成した上で、以下に示す医療 

関係者等に対し、赤十字標章等を交付及び使用させます。 

① 避難住民等の救援を行う医療機関又は医療関係者 

② 避難住民等の救援に必要な援助について協力をする医療機関又は医療関係者 

 （①及び②に掲げる者の委託により医療に係る業務を行うものを含みます。） 

 b   知事（福祉保健部）は、以下に示す医療機関等から赤十字標章等に係る使用許 

可の申請を受けた場合は、交付要綱の規定に基づき、赤十字標章等の使用を許可 

します。 

  ①・②  (略) 

 ウ  特殊標章等（法第158条） 

(ｱ)～(ｳ)  (略) 

(ｴ) 交付及び管理 

 a  知事（危機管理局）又は警察本部長は、国の定める特殊標章等の交付等に関す 

る基準・手続等に基づき、必要に応じ、具体的な交付要綱を作成した上で、それぞれ

以下に示す職員等に対し、特殊標章等を交付及び使用させます。 

 ① 知事（危機管理局） 

   （略） 

② (略)  

 b  知事（危機管理局）は、指定地方公共機関から特殊標章等に係る使用許可の申 

請を受けた場合は、交付要綱の規定に基づき、特殊標章等の使用を許可します。 

ア  種類 

特殊標章等の種類 許可権者 対象者 

特殊標章等 特殊標章 

身分証明書 

知事（防災局） 

警察本部長 

市町村長 

消防局長 

水防管理者 

（交付） 

職員 

 

 

水防団長、水防団 

員 

知事（防災局） （許可）指定地方 

公共機関 

赤十字標章等 （略） （略） （略） 

 

イ  赤十字標章等（法157） 

(ｱ)～(ｴ) (略) 

(ｵ) 交付及び管理 

a   知事は、国の定める赤十字標章等の交付等に関する基準・手続き等に基づき、必

要に応じ、具体的な交付要綱を作成した上で、以下に示す医療関係者等に対し、赤

十字標章等を交付及び使用させます。 

① 避難住民等の救援を行う医療機関または医療関係者 

② 避難住民等の救援に必要な援助について協力をする医療機関または医療関係者 

（① 及び②に掲げる者の委託により医療に係る業務を行うものを含みます） 

 b   知事は、以下に示す医療機関等から赤十字標章等に係る使用許可の申請を受けた

場合は、交付要綱の規定に基づき、赤十字標章等の使用を許可します。 

 

  ①・②  (略) 

ウ  特殊標章等（法158） 

(ｱ)～(ｳ)  (略) 

(ｴ) 交付及び管理 

 a  知事又は警察本部長は、国の定める特殊標章等の交付等に関する基準・手続等に

基づき、必要に応じ、具体的な交付要綱を作成した上で、それぞれ以下に示す職員等

に対し、特殊標章等を交付及び使用させる。 

 ① 知事 

   （略） 

② (略)  

 b  知事は、指定地方公共機関から特殊標章等に係る使用許可の申請を受けた場合は、 

交付要綱の規定にもとづき、特殊標章等の使用を許可します。 

 

本文/ 

第６章 

５赤十字標章

等及び特殊

標章等 

P91 

(3)赤十

字 標

章 等

及び

特 殊

標 章

等 に

係 る

普 及

啓発 

（削除） 

 

添付書類  別紙第１「情報計画」        付紙第１「情報収集計画」 

      別紙第２「平素の段階の計画」 

      別紙第３「緊急避難段階の計画」 

      別紙第４「避難準備段階の計画」 

      別紙第５「避難段階の計画」 

      別紙第６「避難生活段階の計画」 

      別紙第７「復帰段階の計画」 

      別紙第８「生活再建段階の計画」 

      別紙第９「避難受入段階の計画」 
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別紙第１ 

１構想 

1-2 

(2)情報

活 動

の 過

程 

 

過     程 内      容 

(略) (略) 

③情報の収集 (略) 

１ 県対策本部長等の決断に必要な情報 

(1)～(3)  (略) 

２・３  (略) 

(略) (略) 

⑤情報の使用  提供された情報を使用します。 

１ (略) 

２ 情報の共有 

  情報、情報に対する認識、情報に対す

る県対策本部としての処置、各機関が目

指している方向や取組状況に関する情

報の共有に使用します。 

３・４ (略) 
 

 

過     程 内      容 

(略) (略) 

③情報の収集 (略) 

１ 対策本部長等の決断に必要な情報 

(1)～(3)  (略) 

２・３  (略) 

(略) (略) 

⑤情報の使用  提供された情報を使用します。 

１ (略) 

２ 情報の共有 

  情報、情報に対する認識、情報に対

する対策本部としての処置、各機関が

目指している方向や取組状況に関す

る情報の共有に使用します。 

３・４ (略) 
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別紙第１ 

２各部局等の

役割及び情報

の要求・要

請 

1-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)各部

局 等

の 役

割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各部局名 役割と収集項目 備考 

共通 １～10 （略） 

11 その他知事の命ずる項目又は県対策本部

長の求める項目 

（略） 

元気づくり総 

本部 

１ 報道機関の状況 

 

 

危機管理局 １～13 （略）  

総務部 １ 県の公有財産の被害・使用可能状況 

２ 電話（施設）の需要・供給状況 

３ 職員の受入・派遣（要請）状況 

４ 関東地区所在政府機関及び地区の状況 

５ 関西地区所在政府機関及び地区の状況 

６  東海地区所在政府機関及び地区の状況 

７ 鳥取情報ハイウェイに関すること 

 

地域振興部 

 

１ 公共交通機関の運行に関する状況（バス

、鉄道、航空機等） 

２ 自衛隊、米軍の武力攻撃排除活動状況 

３ 私立学校等の児童・生徒、教員の数、避

難状況 

４ 私立学校等の被害・使用可能状況 

 

５ 安否情報・被災情報 

避難に必要 

な基礎数字 

観光交流局 （削除） 

１ 外国人の安否情報・被災情報 

２ 観光客の数、避難状況 

３ 県内在住外国人の数、避難状況 

 

福祉保健部 １ （略） 

２ 要配慮者（外国人を除く。）に係る施設

の被害・使用可能状況 

３～５ （略） 

６ 避難行動要支援者（外国人を除く。）の

数、避難状況 

７ 避難行動要支援者（外国人を除く。）に

係る施設の避難状況 

８ 感染症の発生・防疫状況 

９～12 （略） 

13  日本赤十字社の活動状況 

14 （略） 

15 義援金受入・配分状況 

 

生活環境部 １ 飲料水の需要・供給状況 

２ 生活必需品（被服、寝具その他）の需要

・供給状況 

３～８ （略） 

 

商工労働部 １ 物資運送状況（トラックその他） 

２ （略） 

３ 避難住民の離職状況 

４ 救援物資の受入・配分状況 

 

 

 

 

各部局名 役割と収集項目 備考 

共通 １～10 （略） 

11 その他知事の命ずる項目、または対策本部長

の求める項目 

（略） 

統轄監 １ 県有財産の被害・使用可能状況 

２ 電話（施設）の需要・供給状況 

 

防災局 １～13 （略）  

総務部 １ 職員の受入・派遣（要請）状況 

２ 関東地区所在政府機関及び地区の状況 

３ 関西地区所在政府機関及び地区の状況 

４  東海地区所在政府機関及び地区の状況 

 

 

企画部 

 

１ 公共交通機関の運行に関する状況（バス、

鉄道、航空機等） 

２ 自衛隊、米軍の武力攻撃排除活動状況 

３ 鳥取情報ハイウェイに関する状況 

 

４ 私立学校等の児童、生徒、教員の数、避難

状況 

５ 私立学校等の被害・使用可能状況 

（新規） 

文化観光局 １ 安否情報 

２ 外国人安否情報 

３ 観光客の数、避難状況 

４ 県内在住外国人の数、避難状況 

 

福祉保健部 １ （略） 

２ 災害時要援護者（外国人除く）に係る施設

の被害・使用可能状況 

３～５ （略） 

６ 災害時要援護者（外国人除く）の数、避難

状況 

７ 災害時要援護者（外国人除く）に係る施設

の避難状況 

８ 伝染病の発生・防疫状況 

９～12 （略） 

13  赤十字の活動状況 

14 （略） 

15 義援金品受入・要請・配分状況 

 

生活環境部 １ 飲料水の需要・供給状況 

２ 生活必需品（被服、寝具その他）の需要・

供給状況 

３～８ （略） 

 

商工労働部 １  物資運送状況（トラック、貨物列車等） 

２ （略） 

３ 避難住民の失業状況 

（新規） 
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別紙第１ 

２各部局等の

役割及び情報

の要求・要

請 

1-5 

(1)各部

局 等

の 役

割 

 

 

各部局名 役割と収集項目 備考 

農林水産部 １ 農林水産業団体との連絡体制の整備 

２ 農林漁業者の避難体制把握 

３ 食品の需要・供給状況 

４ 農林水産業関連の被害状況 

５ 家畜伝染病の発生・防疫状況 

６ 海上の漂流物に関する情報 

 

（略） （略）  

教育委員会 １ 公立学校等の児童・生徒、教職員の数、

避難状況 

２～３ （略） 

 

（略） （略）  
 

 

 

各部局名 役割と収集項目 備考 

農林水産部 １ 農林水産業団体との連絡体制の整備  

１ 農林漁業者の避難態勢把握 

２ 食品の需要・供給状況 

３ 農林水産業関連の被害状況 

４ 家畜伝染病の発生・防疫状況 

５ 海上の漂流物に関する情報 

（略） （略）  

教育委員会 １ 公立学校等の児童、生徒、教職員の数、避

難状況 

２～３ （略） 

 

（略） （略）  
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別紙第１ 

２各部局等の

役割及び情報

の要求・要

請 

1-6 

(2)情報

収 集

系統 

 

指定行政機 

関等 

指定地方行政機関等 収集担任部局等 

（略） （略） （略） （略） 

防衛省 陸上自衛隊第８普通科連隊 危機管理局 地域振興部 
海上自衛隊舞鶴地方総監部 

航空自衛隊第３輸送航空隊 

自衛隊鳥取地方協力本部 

中国四国防衛局 美保防衛事務所 

金融庁 （略） 商工労働部  

（略） （略） （略） （略） 

総務省 中国総合通信局 総 務 部 危機管理局 

消防庁  危機管理局  

（略） （略） （略） （略） 

外務省 （略） 観光交流局  

（略） （略） （略） （略） 

文化庁 （略） 教育委員会 地域振興部 

（略） （略） （略） （略） 

農林水産省 中国四国農政局 

 

農林水産部  

（略） （略） （略） （略） 

経済産業省 中国経済産業局 商工労働部  

中国四国産業保安監督部 危機管理局  

（略） （略） （略） （略） 
原子力規制委員 

会 
 危機管理局  

国土交通省 中国地方整備 

局 

鳥取河川国道事務 

所 

倉吉河川国道事務 

所 

日野川河川事務所 
（削除） 

境港湾･空港整備事 

務所 

県土整備部 （削除） 

 

地域振興部 

中国運輸局 鳥取運輸支局 

鳥取運輸支局境庁 

舎 

地域振興部 

県土整備部 

 

大阪航空局 美保空港事務所 

（削除） 
県土整備部 地域振興部 

東京航空交通管制部 県土整備部 地域振興部 

（略） （略） （略）  

観光庁  観光交流局  

気象庁 大阪管区気象 

台 

鳥取地方気象 

台 

危機管理局  

海上保安庁 第八管区海上 

保安本部 

境海上保安部 危機管理局 警察本部 

農林水産部 

（略） （略） （略）  

 

 

 

 

 

 

指定行政機 

関等 

指定地方行政機関等 収集担任部局等 

（略） （略） （略） （略） 

防衛省 陸自８普連 防災局 企画部 
海自舞鶴総監部 

空自３輸送 

自衛隊鳥取地方協力本部 

中国四国防衛局 美保防衛事務所 

金融庁 （略） 総務部  

（略） （略） （略） （略） 

総務省 中国総合通信局 企画部 防災局 

消防庁  防災局  

（略） （略） （略） （略） 

外務省 （略） 総務部  

（略） （略） （略） （略） 

文化庁 （略） 教育委員会 文化観光局 

（略） （略） （略） （略） 

農林水産省 中国四国農政 

局 

鳥取農政事務所 農林水産部  

（略） （略） （略） （略） 

経済産業省 中国経済産業局 商工労働部  

中国四国産業保安監督部 防災局  

（略） （略） （略） （略） 
原子力安全･保安 

院 
 防災局  

国土交通省 中国地方整備 

局 

鳥取河川国道事務 

所 

倉吉河川国道事務 

所 

日野川河川事務所 

殿ダム工事事務所 
境港湾･空港整備事 

務所 

県土整備部 文化観光局 

 

企画部 

中国運輸局 鳥取運輸支局 

鳥取運輸支局境庁 

舎 

企画部 

県土整備部 

 

大阪航空局 美保空港事務所 

鳥取空港出張所 
県土整備部 企画部 

東京航空交通管制部 県土整備部 企画部 

（略） （略） （略）  

観光庁  文化観光局  

気象庁 大阪管区気象 

台 

鳥取地方気象台 防災局  

海上保安庁 第八管区海上 

保安本部 

境海上保安部 防災局 警察本部 

農林水産部 

（略） （略） （略）  
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別紙第１ 

２各部局等の

役割及び情報

の要求・要

請 

1-7 

(3)安否

情報、

被 災

情 報

の 報

告 ・

伝 達

系統 

 

 
 

 

 
 

 

別紙第１ 

２各部局等の

役割及び情報

の要求・要

請 

1-8 

(4)安否

情報、

被 災

情 報

の 報

告 ・

伝 達

手段 

ア 安否情報 

 

ア 安否情報 
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別紙第１ 

２各部局等の

役割及び情報

の要求・要

請 

1-8 

(4)安否

情報、

被災

情報

の報

告・

伝達

手段 

イ 被災情報の報告・伝達手段 

  
 

 

イ 被災情報の報告・伝達手段 

 
 

 

別紙第１ 

２各部局等の

役割及び情報

の要求・要

請 

1-8 

(5)情報

収集・

伝 達

体制 

ア 体制 

 
 

イ 連絡員の派遣を求める基準 

（略） 

 

連絡員の派遣を求める基準 

（略） 

 



70 

 

別紙第１ 

２各部局等の

役割及び情報

の要求・要

請 

1-9 

(6)住民

へ の

情 報

提供 

知事（元気づくり総本部）は、住民に対して、国民保護措置に関する正確で、かつ、

十分な情報を提供し、県民の不安と混乱を防止します。この際、市町村や放送事業者、

通信社、新聞社、ＣＡＴＶ事業者、コミュニティＦＭ放送、ソーシャルメディア等と連

携し、防災行政無線、Ｌアラート、あんしんトリピーメール、ホームページ、ツイッタ

ー、フェイスブック等の適切な方法により、事態の推移に応じ、迅速に提供します。 

（略） 

住民への情報提供系統図 

（略）                                                                  

※弾道ミサイル発射に係る全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）による情報伝達 

 

弾道ミサイルが日本に飛来する可能性があると国が判断した場合、情報を伝達する必

要がある地域に対して、防災行政無線（屋外拡声器等）や緊急速報メール等で直接県民

に弾道ミサイルの発射情報の伝達や避難の呼びかけがあります。 

  

(1）日本の領土・領海に落下する可能性が 

    あると判断した場合 

  ①ミサイル発射情報・避難の呼びかけ 

  ②直ちに避難することの呼びかけ 

  ③落下情報等についての情報 

    ④追加情報 

 

(2) 日本の上空を通過した場合 

   ①ミサイル発射情報・避難の呼びかけ 

  ②ミサイル通過情報 

 

(3)日本の領海外の海域に落下した場合 

  ①ミサイル発射情報・避難の呼びかけ 

  ②落下場所等についての情報 

 

※     伝達される情報の内容 

 

この場合、県では、下記のとおり県民の具体的な避難行動について、あんしんトリピ

ーメール、ツイッター、フェイスブック等での伝達や市町村・防災関係機関の広報手段

等によって発射情報等初期情報の情報伝達に努めるとともに、引き続いて避難行動をは

じめとした県民の取るべき行動について市町村等と協力して迅速に県民に周知し、安全

の確保に努めます。 

 

例文（※状況により文面や内容を変更することがあります。） 

 ○屋外にいる場合 「できる限り頑丈な建物や地下に避難してください。」 

   ○建物がない場合 「物陰に身を隠すか、地面に伏せて頭部を守ってください。」 

 ○屋内にいる場合 「窓から離れるか、窓のない部屋に移動してください。」    
 

知事（統轄監）は、住民に対して、国民保護措置に関する正確で、かつ、十分な情報

を提供し、県民の不安と混乱を防止します。この際、新聞、放送、インターネットその

他の適切な方法により、事態の推移に応じ、迅速に提供します。 

 （略） 

 

 

住民への情報提供系統図 

 （略） 

 

 （新規） 

 

 

別紙第１ 

２各部局等の

役割及び情報

の要求・要

請 

1-11 

(7)避難

に 関

す る

情 報

の 収

集 

 

情報の収集手段 情報の収集内容 

（略） 県対策本部の指示により、状況調査等 

映像を各受信端末設置機関へ配信し 

ます。 

防災情報提供システム 想定される救援実施場所の気象情報 

等を収集します。 

（略） 

 

情報の収集手段 情報の収集内容 

（略） 対策本部の指示により、状況調査等映 

像を各受信端末設置機関へ配信しま 

す。 

緊急防災情報提供装置 

（マイコス） 

想定される救援実施場所の気象情報等 

を収集します。 

（略） 
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の要求・要

請 
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(8)武力

攻 撃

災 害

の 兆

候 の

通報 

（８）武力攻撃災害の兆候の通報 

ア 消防吏員等の通報 

   武力攻撃災害の兆候を発見した者から通報を受理した消防吏員、警察官、海上保安

官は、速やかにその旨を市町村長に通報し、市町村長に通報することができないとき

は、速やかに知事（危機管理局）に通報するものとします。 

イ 市町村長の通知 

  市町村長は、消防吏員等から通報を受け、武力攻撃災害等及びその兆候と対処の必

要を認めたときは、速やかに知事（危機管理局）に通知するものとします。 

ウ 知事の通知 

  通報・通知を受けた知事（危機管理局）は、必要と認めた場合、その旨を関係機関・

団体へ通知します。 

（８）武力攻撃災害兆候の通報 

ア 武力攻撃災害の兆候を発見した者から通報を受理した消防吏員、警察官、海上保安

官は、速やかにその旨を市町村長に通報し、市町村長に通報することができないとき

は、速やかに知事（防災局）に通報するものとします。 

 

イ 市町村長は、消防吏員等から通報を受け、武力攻撃災害等及びその兆候と対処の必

要を認めたときは、速やかに知事（防災局）に通知するものとします。 

 

ウ 通報・通知を受けた知事（防災局）は、必要と認めた場合、その旨を関係機関・団

体へ通知します。 

 

別紙第１ 

２各部局等の

役割及び情報

の要求・要

請 

1-11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(9)安否

情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安否情報の収集・整理・報告に関しては、消防庁が運用する安否情報システムを利用

します。 

ただし、安否情報システムが利用できない場合は、電子メール・ファクシミリ・電話

等を利用します。 

ア 安否情報の収集 

(ｱ)・(ｲ) 

(ｳ)知事が行う安否情報の収集 

 知事（地域振興部・観光交流局）は、以下のとおり安否情報を収集します。 

     （略） 

(ｴ) 警察の安否情報通知 

警察は、死体の見分、身元確認、遺族等への遺体の引渡し等を行ったときは、それ

らの情報について、県対策本部が行う収集活動に協力するよう努めるものとします。 

      県対策本部は通知を受けた情報を地域振興部・観光交流局に伝達します。 

イ 安否情報の整理 

    知事（地域振興部・観光交流局）は、市町村から報告を受けた安否情報及び自ら収

集した安否情報について整理します。 

ウ 安否情報の報告 

 (ｱ) （略） 

 (ｲ) 知事から総務大臣に対する安否情報の報告 

    知事は、以下のとおり、自ら収集し、又は市町村及び指定（地方）公共機関か

ら報告を受けた安否情報について総務大臣に報告します。 

  a・b (略) 

エ 安否情報の回答、提供 

(ｱ) 安否情報の照会の受付 

    ａ 知事（地域振興部・観光交流局）は、安否情報の照会窓口、電話及びＦＡＸ番

号、メールアドレスについて、県対策本部を設置すると同時に住民に周知します。 

   b （略） 

  (ｲ) 安否情報の回答及び提供 

    ａ 回答の可否 

      知事（地域振興部・観光交流局）は、以下の区分に従い、安否情報の回答及び

開示を行います。 

b  （略） 

  (ｳ)（略） 

(ｴ) 日本赤十字社に対する協力 

    知事（観光交流局）は、日本赤十字社県支部の要請があったときは、当該要請に

応じ、その保有する外国人に関する安否情報を提供します。 

 当該安否情報の提供に当たっても、個人の情報の保護に配慮しつつ、情報の提供

を行います。 

(ｵ) 市町村長による安否情報の回答、提供 

市町村長による安否情報の県への報告及び照会に対する回答は、県に準じて行

うものとします。 

安否情報の収集・整理・報告に関しては、消防庁が運用する安否情報システムを利用

する。 

ただし、安否情報システムが利用できない場合は、電子メール・ファクシミリ・電話

等を利用する。 

ア 安否情報の収集 

(ｱ)・(ｲ)  （略） 

(ｳ)知事が行う安否情報の収集 

 知事（文化観光局）は、以下のとおり安否情報を収集します。 

    （略） 

 (ｴ) 警察の安否情報通知 

警察は、死体の見分、身元確認、遺族等への遺体の引渡し等を行ったときは、それ

らの情報について、対策本部が行う収集活動に協力するよう努めるものとします。 

      対策本部は通知を受けた情報を文化観光局に伝達します。 

イ  安否情報の整理 

知事（文化観光局）は、市町村から報告を受けた安否情報及び自ら収集した安否

情報について整理します。 

ウ 安否情報の報告 

 (ｱ) （略） 

 (ｲ) 知事から総務大臣に対する安否情報の報告 

    知事は、以下のとおり、自ら収集し、又は市町村及び指定地方公共機関から報

告を受けた安否情報について総務大臣に報告します。 

   a・b (略) 

エ  安否情報の収集、回答、提供 

(ｱ) 安否情報の照会の受付 

    ａ 知事（文化観光局）は、安否情報の照会窓口、電話及びＦＡＸ番号、メールア

ドレスについて、対策本部を設置すると同時に住民に周知します。 

b  （略） 

  (ｲ) 安否情報の回答及び提供 

    ａ 回答の可否 

   知事（文化観光局）は、以下の区分に従い、安否情報の回答及び開示を行いま 

す。 

b  （略） 

  (ｳ) (略) 

(ｴ) 日本赤十字社に対する協力 

 知事（文化観光局）は、日赤鳥取県支部の要請があったときは、当該要請に応じ、

その保有する外国人に関する安否情報を提供します。 

当該安否情報の提供に当たっても、個人の情報の保護に配慮しつつ、情報の提供を

行います。 

(ｵ) 市町村長による安否情報の回答、提供 

市町村長による安否情報の県への報告及び照会に対する回答は、県に準じて行

うものとする。 
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(10) 被

災 情

報 

 

 
 
ア 被災情報の収集 

(ｱ) 県の被災情報収集 

  知事(各部局等)は、鳥取県災害情報システム、電話、防災行政無線その他通信

手段により、武力攻撃災害が発生した日時及び場所又は地域、発生した武力攻撃災

害の状況の概要、人的及び物的被害の状況等の被災情報を収集し、県対策本部へ

集約します。 

 (ｲ)  (略) 

イ 被災情報の報告 

  (ｱ) 市町村の被災情報報告 

県は、被災情報の収集に当たっては、原則として鳥取県災害情報システムを活用

し、市町村に対し、火災・災害等即報要領（昭和59年10月15日消防災第267号

消防庁長官通知）に基づき報告を求めます。 

ただし、弾道ミサイル攻撃等、特に緊急を要する場合については、別途消防庁

の定める手続きに従い直ちに報告を求めます。 

  (ｲ) 県の被災情報報告 

県は、自ら収集し、又は市町村及び指定（地方）公共機関から報告を受けた被災 

情報の第一報については火災・災害等即報要領に基づき消防庁に報告するととも 

に、第一報を消防庁に報告した後も、随時被災情報の収集に努め市町村に報告を求 

めることとし、収集した情報について下記の被災情報の報告様式に従い、消防庁が 

指定する時間に報告します。 

また、新たに重大な災害が発生した場合など、必要と判断した場合は、速やか

に、火災・災害等即報要領に基づき、消防庁に報告します。 

ただし、弾道ミサイル攻撃等、特に緊急を要する場合については、別途消防庁

の定める手続きに従い、直ちに消防庁に報告します。 

ウ 被災情報の報告様式 

    被災情報の報告様式は以下のとおりです。ただし、弾道ミサイル攻撃等、特に緊急

を要する場合の被災情報の報告は、別途消防庁により示された様式に基づき行うもの

とします。 

    （略） 

 

 
 

ア 被災情報の収集 

(ｱ) 県の被災情報収集 

  県(各部局等)は、電話、防災行政無線その他通信手段により、武力攻撃災害が

発生した日時及び場所又は地域、発生した武力攻撃災害の状況の概要、人的及び物

的被害の状況等の被災情報を収集し、対策本部へ集約します。 

 

 (ｲ)  (略) 

イ 被災情報の報告 

  (ｱ) 市町村の被災情報報告 

県は、被災情報の収集に当たっては、市町村に対し、火災・災害等即報要領（昭

和59年10月15日消防災第267号消防庁長官通知）に基づき報告を求めます。 

 

 

 

  (ｲ) 県の被災情報報告 

県は、自ら収集し、又は市町村及び指定地方公共機関から報告を受けた被災情報

について消防庁に報告します。 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 収集項目 

    被災情報の収集項目、報告様式は、以下のとおりです。 

   （略） 
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の要求・要

請 
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(11) 住

民避

難に

関す

る事

項の

報告 

（11）住民避難に関する事項の報告 

 

住民避難が必要となる状況が生じた場合、被災情報とは別に、「様式 避難に関す 

る事項」（平成25年3月28日付消防運第25号消防庁国民保護運用室長通知）により市

町村等から情報収集するとともに消防庁に報告します。 

（新規） 

 

（新規） 

 

別紙第１ 

２各部局等の

役割及び情報

の要求・要

請 

1-18 

(12) 関

係 資

料 の

基 礎

調査 

(12) 関係資料の基礎調査 

 

国民保護計画や避難マニュアルなどの修正に必要な、次に掲げる基礎調査を実施しま

す。 

ア～カ  （略） 

 

(11) 関係資料の基礎調査 

 

国民保護計画や避難マニュアルなどの修正に必要な、次に掲げる基礎調査を実施しま

す。 

ア～カ  （略） 

 

 

別紙第１ 

４報告、通報 

1-19 

(1)報告

通 報

項目 

県対策本部は、国対策本部、各部局及び市町村対策本部に対し、適時、状況等に関 

する情報を提供します。 

 

項目 報告・通報内容 様式 

消防庁に対する 

被害状況等報告 

事項 

１ 武力攻撃災害即報 

２ 住民避難に関する措置に係る

情報 

・火災・災害時即報 

要領報告様式 

・被災情報の報告 

様式 

・様式「避難に関す 

る事項」（平成25 

年3月消防庁国民保 

護運用室長通知） 

県における被害 

状況収集 

（略） （略） 

市町村から県に対する報告  
 

 対策本部は、国対策本部、各部局及び市町村国民保護対策本部に対し、適時、状況等

に関する情報を提供します。 

 

項目 報告・通報内容 様式 

政府機関に対す 

る被害状況等報 

告事項 

１ 武力攻撃災害速報 

（新規） 

第１号様式（その

１） 

第２号様式 

第１号様式（その

２） 

第３号様式（１）

（２） 

 

県における被害 

状況収集 

（略） （略） 

市町村から県に対する報告  

 

 

別紙第１ 

４報告、通報 

1-20 

(4)実行

報告 

指示の受領者が県対策本部長に対し、指示事項を終了したとき、実行状況を報告しま

す。 

指示事項実行中に県対策本部長が新たに重要な決定を行ったとき、重要な段階に到達

したとき等、その途上においても積極的に行います。 

 指示の受領者が対策本部長に対し、指示事項を終了したとき、実行状況を報告します。 

 

指示事項実行中に対策本部長が新たに重要な決定を行ったとき、重要な段階に到達し

たとき等、その途上においても積極的に行います。 

 

別紙第１ 

５報告様式 

1-20 

 別冊 資料編を参照 （別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料29「報告様式」）  
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別紙第１ 

付紙第１「情報

収集計画」 

1-1-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１平素 

の段階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 No. 

情報要求 

収集項目 
収集部局 

等 

被要 

求機 

関 

最も優先度 

の高い情 

報要求 

その他 

の情報 

要求 

1 

共通 

1 （略）  （略） 危機管理局  

2 （略）  （略） 危機管理局  

3 （略）  （略） 危機管理局  

4 （略）  （略） 危機管理局  

5 （略）  （略） 危機管理局  

6 （略）  （略） 地域振興部  

7 避難行 

動要支 

援者等 

の数 

 避難行動要支援 

者、病人、入院 

患者、児童 

福祉保健部 

 

 

8  （略） （略） 危機管理局  

9  （略） （略） 危機管理局  

10  （略） （略） 危機管理局  

11  （略） （略） 危機管理局  

12  （略） （略） 元気づくり総 

本部 

 

13  （略） （略） 総務部  

（略） （略） （略） （略） （略）  

2 

避難 

1  （略） （略） 危機管理局  

2  （略） （略） 危機管理局  

3  （略） （略） 危機管理局  

4  （略） （略） 各部局  

5  （略） （略） 会計管理者  

6  （略） 私立学校名、所 

在地、電話、 

FAX、メール、 

児童・生徒数、 

教員数 

地域振興部  

7  （略） （略） 地域振興部  

8  （略） （略） 地域振興部  

9  （略） （略） 商工労働部  

10  （略） （略） 地域振興部  

（略）  （略） （略） （略）  

18  農道、 

林道状 

況一覧 

農道、林道の名 

称、延長、幅員、 

区分、車線数、通 

行可能車 

（略）  

19  （略） 住民の居住実 

態、避難行動要 

支援者の居住実 

態及び避難支援 

関係者、地区別 

の集合施設・避 

難経路・運送手 

段・運送担当機 

（略）  

 

種類 No. 

情報要求 

収集項目 
収集部局 

等 

被要 

求機 

関 

最も優先度 

の高い情 

報要求 

その他 

の情報 

要求 

1 

共通 

1 （略）  （略） 防災局  

2 （略）  （略） 防災局  

3 （略）  （略） 防災局  

4 （略）  （略） 防災局  

5 （略）  （略） 防災局  

6 （略）  （略） 総務部  

7 災害時 

要援護 

者等の 

数 

 災害時要援護

者、病人、入院患

者、児童 

福祉保健部 

文化観光局 

 

8  （略） （略） 防災局  

9  （略） （略） 防災局  

10  （略） （略） 防災局  

11  （略） （略） 防災局  

12 

 

 （略） （略） 統轄監  

13  （略） （略） 企画部  

（略） （略） （略） （略） （略）  

2 

避難 

1  （略） （略） 防災局  

2  （略） （略） 防災局  

3  （略） （略） 防災局  

4  （略） （略） 総務部  

5  （略） （略） 総務部  

6  （略） 私立学校名、所 

在地、電話、 

FAX、メール、児 

童・生徒数、教員 

数 

企画部  

7  （略） （略） 企画部  

8  （略） （略） 企画部  

9  （略） （略） 企画部  

10  （略） （略） 企画部  

（略）  （略） （略） （略）  

18  林道状 

況一覧 

林道の名称、延 

長、幅員、区分、車 

線数、通行可能 

車 

（略）  

19  （略） 住民の居住実 

態、避難住民の 

居住実態及び避 

難支援関係者、 

地区別の集合施 

設・避難経路・運 

送手段・運送担 

当機関、指定避 

（略）  
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１平素 

の段階 
関、指定避難 

所、救援物資集 

積所 

（略）  （略） （略） （略）  

3 

救援 

1  （略） （略） 危機管理局  

2  （略） （略） 危機管理局  

3  県の公 

有財産 

表 

（略） （略）  

（略）  （略） （略） （略）  

11  感 染 症

指 定 医

療 機 関

等名簿 

感染症指定医療 

機関等名、所在 

地、電話、FAX、 

メール、入院可 

能人数 

（略）  

（略）  （略） （略） （略）  

38  学校等 

名簿 

学校名等、所在 

地、電話、FAX, 

メール、児童・生 

徒数、教員数、 

保管危険物 

地域振興部 

教育委員会 

 

（略）  （略） （略） （略）  

4 

武力 

攻撃 

災害 

への 

対処 

（略）  （略） （略） （略）  

3  （略） （略） 危機管理局  

4  （略） （略） 危機管理局  

5  （略） （略） 危機管理局  

6  （略） （略） 危機管理局  

7  （略） （略） 総務部 

危機管理局 

 

（略）  （略） （略） （略）  

16  死亡獣 

畜処理 

施設名 

簿 

死亡獣畜処理施

設名、所在地、

電話、FAX、メー

ル、死亡獣畜処

理能力 

（略）  

（略）  （略） （略） （略）  

 

 

難所、救援物資 

集積所 

 

 

（略）  （略） （略） （略）  

3 

救援 

1  （略） （略） 防災局  

2  （略） （略） 防災局  

3  公有財 

産表 

（略） （略）  

（略）  （略） （略） （略）  

11  伝 染 病

隔 離 病

舎 等 名

簿 

伝染病隔離病舎 

等名、所在地、電 

話、FAX、メー 

ル、入院可能人 

数 

（略）  

（略）  （略） （略） （略）  

38  公立学 

校等名 

簿 

学校名等、所在 

地、電話、FAX,メ 

ール、児童・生徒 

数、教員数、保管 

危険物 

総務部 

教育委員会 

 

（略）  （略） （略） （略）  

4 

武力 

攻撃 

災害 

へ の

対処 

（略）  （略） （略） （略）  

3  （略） （略） 防災局  

4  （略） （略） 防災局  

5  （略） （略） 防災局  

6  （略） （略） 防災局  

7  （略） （略） 総務部 

防災局 

 

（略）  （略） （略） （略）  

16  へい獣 

処理施 

設名簿 

へい獣処理施設

名、所在地、電

話、 FAX 、 メ ー

ル、へい獣処理

能力 

（略）  

（略）  （略） （略） （略）  
 



76 

 

別紙第１ 

付紙第１「情報

収集計画」 

1-1-2 

２緊急 

避難段 

階 

 

種類 No. 

情報要求 

収集項目 収集部局等 
被要求 

機関 

最も優先度

の高い情

報要求 

その他 

の情報 

要求 

1 

共 

通 

1 （略）  （略） 危機管理局  

2 （略）  （略） 危機管理局  

3 （略）  （略） 危機管理局 

警察本部 

 

4 （略）  （略） （略）  

5 （略）  風向、風速、気

温、日照、湿度、

降水量、気圧、

大気現象等 

危機管理局  

6  （略） （略） （略）  

7  （略）  地域振興部  

（略）  （略） （略） （略）  
 

 

種類 No. 

情報要求 

収集項目 収集部局等 
被要求 

機関 
最も優先度 

の高い情 

報要求 

その他 

の情報 

要求 

1 

共通 

1 （略）  （略） 防災局  

2 （略）  （略） 防災局  

3 （略）  （略） 防災局 

警察本部 

 

4 （略）  （略） （略）  

5 （略）  風向、風速、気

温、日照、大気

の安定度、湿度、

雨量、霧等 

防災局  

6  （略） （略） （略）  

7  （略）  観光交流局  

（略）  （略） （略） （略）  
 

 

別紙第１ 
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３避難 

準備段 

階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 No. 

情報要求 

収集項目 収集部局等 
被要求 

機関 

最も優先 

度の高い 

情報要求 

その他 

の情報 

要求 

1 

共 

通 

1 （略）  （略） 危機管理局  

2 （略）  （略） （略）  

3  （略） （略） 危機管理局 

地域振興部 

警察本部 

 

4 （略）  （略） （略）  

5 （略）   地域振興部  

6 避難行 

動要支 

援者等 

数 

 避難行動要支援 

者、病人 

福祉保健部 

 

 

（略）  （略） （略） （略）  

10 （略）  発生場所、発

生状況、被災

者の状況、避難

の必要性、対応

状況 

（略）  

11  （略） 被災施設、被

害状況、被災

者の状況、避難

の必要性、対応

状況 

各部局 

総務部 

 

2 

避 

難 

1 （略）   危機管理局  

2  （略） （略） 地域振興部  

3  （略） （略） 地域振興部  

4  （略） （略） 地域振興部  

5  （略） （略） 商工労働部  

6  （略） （略） 観光交流局  

 

種類 No. 

情報要求 

収集項目 収集部局等 
被要求 

機関 

最も優先 

度の高い 

情報要求 

その他 

の情報 

要求 

1 

共 

通 

1 （略）  （略） 防災局  

2 （略）  （略） （略）  

3  （略） （略） 防災局 

企画部 

警察本部 

 

4 （略）  （略） （略）  

5 （略）   企画部  

6 災害時 

要援護 

者等数 

 

 災害時要援護 

者、病人 

福祉保健部 

文化観光局 

 

（略）  （略） （略） （略）  

10 （略）  発生場所、発生

状況、被災者の

状況、退避の必

要性、対応状況 

 

（略）  

11  （略） 被災施設、被害

状況、被災者の

状況、退避の必

要性、対応状況 

 

総務部  

2 

避 

難 

1    防災局  

2  （略） （略） 企画部  

3  （略） （略） 企画部  

4  （略） （略） 企画部  

5  （略） （略） 企画部  

6  （略） （略） 文化観光局  
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３避難 

準備段 

階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7  （略） （略） 総務部  

（略）  （略） （略） （略）  

13  農道、 

林道の 

使用可 

能状況 

農道、林道の

損壊箇所、被

害状況、積雪

状況 

（略）  

（略）  （略） （略） （略）  

19  （略） （略） 生活環境部  

20  （略） 警報・避難の指

示の内容、要

避難地域、要

避難住民数、

各地区集合施

設 、 避 難 先

（所）、避難経

路、自衛隊の

使用道路、運

送計画、避難

行動要支援者

の避難確保体

制、避難所要

期間、住民等

へ の 広 報 内

容、滞在者・旅

行者の所在実

態・対応、県外

避難先の受入

体制 

（略）  

21  （略） 避難経路、幹

線道路の交通

障害の有無、

自衛隊・米軍の

使用道路、避

難経路周辺の

危険箇所、交

通規制方法、

交 通 規 制 要

点、各道路管

理者の対応状

況 

（略）  

22  （略） （略） （略）  

3 

救 

援 

1 （略）  （略） 危機管理局  

2  （略） （略） 危機管理局  

3  （略） （略） 危機管理局  

4  （略） （略） 危機管理局  

5  避難先 

地域感 

染症 

指定医 

療機関 

等の 

（略） 危機管理局  

7  （略） （略） 企画部  

（略）  （略） （略） （略）  

13  林道の 

使用可 

能状況 

林道の損壊箇

所、被害状況、

積雪状況 

 

（略）  

（略）  （略） （略） （略）  

19  (略)  県土整備部  

20  （略） 警報・避難の指

示の内容、要避

難地域、要避難

住民数、各地区

集合施設、避難

先（所）、避難経

路、自衛隊の使

用道路、運送計

画、災害時要援

護者の避難確

保体制、避難所

要期間、住民等

への広報内容、

滞在者・旅行者

の所在実態・対

応、県外避難先

の受け入れ体

制 

 

 

（略）  

21  （略） 避難経路、幹線

道路の交通障

害の有無、自衛

隊・米軍の使用

道路、避難経路

周辺の危険個

所、交通規制方

法、交通規制要

点、各道路管理

者の対応状況 

 

 

（略）  

（略）  （略） （略） （略）  

3 

救 

援 

1 （略）  （略） 防災局  

2  （略） （略） 防災局  

3  （略） （略） 防災局  

4  （略） （略） 防災局  

5  避難先 

地域伝 

染病 

隔離病 

舎等の 

使用 

（略） 防災局  
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1-1-3 

 

 

 

 

３避難 

準備段 

階 

 

使用可 

能状況 

6  （略） （略） 地域振興部 （略） 

7  （略） （略） 地域振興部 （略） 

8  （略） （略） 地域振興部 （略） 

（略）  （略） （略） （略）  

11  要避難 

地域感 

染症指 

定医療 

機関等 

の状況 

感染症患者の

種別、人数、重

度 

（略）  

（略）  （略） （略） （略）  

15  受入地 

域感染 

症指定 

医療機 

関等の 

使用可 

能状況 

（略） （略）  

（略）  （略） （略） （略）  

30  （略） （略） 生活環境部  

（略）  （略） （略） （略）  

36  児童・ 

生徒受 

入状況 

受入児童・生徒

の氏名、学年、

避難前通学学

校名、避難施

設名 

（略）  

（略）  （略） （略） （略）  

39  （略） （略） 総務部  

（略）  （略） （略） （略）  

44  （略） （略） 危機管理局  

45  （略） （略） 危機管理局  

46  （略） （略） 商工労働部  

47  （略） （略） 商工労働部  

48  （略） （略） 商工労働部  

49  （略） （略） 危機管理局  

50  （略） 私立学校受入

可能児童・生徒

数 

地域振興部  

（略）  （略） （略） （略）  

4 

武力攻 

撃災害 

への 

対処 

1  （略） （略） （略）  

 

可能状 

況 

6  （略） （略） 文化観光局 （略） 

7  （略） （略） 文化観光局 （略） 

8  （略） （略） 文化観光局 （略） 

（略）  （略） （略） （略）  

11  要避難 

地域伝 

染病隔 

離病舎 

等の状 

況 

伝染病患者の

種別、人数、重

度 

（略）  

（略）  （略） （略） （略）  

15  受入地 

域伝染 

病隔離 

病舎等 

の使用 

可能状 

況 

（略） （略）  

（略）  （略） （略） （略）  

30  （略） （略） 県土整備部  

（略）  （略） （略） （略）  

36  児童、 

生徒受 

入状況 

受入児童、生徒

の氏名、学年、

避難前通学学

校名、避難施設

名 

（略）  

（略）  （略） （略） （略）  

39  （略） （略） 教育委員会  

（略）  （略） （略） （略）  

44  （略） （略） 防災局  

45  （略） （略） 防災局  

46  （略） （略） 防災局  

47  （略） （略） 防災局  

48  （略） （略） 防災局  

49  （略） （略） 防災局  

50  （略） 私立学校受入

可能児童、生徒

数 

企画部  

（略）  （略） （略） （略）  

4 

武力攻 

撃災害 

への 

対処 

1  （略） （略） （略）  

 



79 

 

別紙第１ 

付紙第１「情報

収集計画」 

1-1-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４避難 

段階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 No. 

情報要求 

収集項目 収集部局等 

被要 

求機 

関 

最も優先 

度の高い 

情報要求 

その他 

の情報 

要求 

1 

共通 

1 （略）  （略） （略）  

2  （略） （略） 危機管理局 

地域振興部 

警察本部 

 

（略） （略） （略） （略） （略）  

7 （略）  発生場所、発生

状況、被災者の

状況、避難の必

要性、対応状況 

（略）  

8 （略）  発生場所、発生

状況、被災者の

状況、避難の必

要性、対応状況 

（略）  

9  （略） 被災施設、被害

状況、被災者の

状況、避難の必

要性、対応状況 

各部局 

総務部 

 

2 

避難 

1 （略）   各部局  

2  （略） （略） 地域振興部  

3  （略） （略） 地域振興部  

4  （略） （略） 地域振興部  

5  （略） （略） 商工労働部  

6  （略） （略） 観光交流局  

7  （略） （略） 総務部  

8  農道、 

林道の 

使用状 

況 

農道、林道の損

壊箇所、被害状

況、積雪状況 

（略）  

（略）  （略） （略） （略）  

14  （略） （略） 生活環境部  

15  （略） 警報・避難の指

示の内容、要避

難地域、要避難

住民数、各地区

集合施設、避難

先（所）、避難経

路、自衛隊の使

用道路、運送計

画、避難行動要

支援者の避難確

保体制、避難所

要期間、住民等

への広報内容、

滞在者・旅行者

の所在実態・対

応、県外避難先

（略）  

 

種類 No. 

情報要求 

収集項目 収集部局等 

被要 

求機 

関 

最も優先 

度の高い 

情報要求 

その他 

の情報 

要求 

1 

共通 

1 （略）  （略） （略）  

2  （略） （略） 防災局 

企画部 

警察本部 

 

（略） （略） （略） （略） （略）  

7 （略）  発生場所、発生

状況、被災者の

状況、退避の必要

性、対応状況 

（略）  

8 （略）  発生場所、発生

状況、被災者の

状況、退避の必要

性、対応状況 

（略）  

9  （略） 被災施設、被害

状況、被災者の

状況、退避の必要

性、対応状況 

総務部  

2 

避難 

1 （略）   各部局等  

2  （略） （略） 企画部  

3  （略） （略） 企画部  

4  （略） （略） 企画部  

5  （略） （略） 企画部  

6  （略） （略） 文化観光局  

7  （略） （略） 企画部  

8  林道の 

使用状 

況 

 

林道の 損壊箇

所、被害状況、積

雪状況 

（略）  

（略）  （略） （略） （略）  

14  （略） （略） 県土整備部  

15  （略） 警報・避難の指

示の内容、要避

難地域、要避難

住民数、各地区

集合施設、避難

先（所）、避難経

路、自衛隊の使

用道路、運送計

画、災害時要援

護者の避難確保

体制、避難所要

期間、住民等へ

の広報内容、滞

在者・旅行者の

所在実態・対応、

県外避難先の受

（略）  
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４避難 

段階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の受入体制 

16  （略） 避難経路、幹線

道路の交通障害

の 有無、 自衛

隊・米軍の使用

道路、避難経路

周辺の危険箇

所、交通規制方

法、交通規制要

点、各道路管理

者の対応状況 

（略）  

3 

救援 

1 （略）  （略） 危機管理局  

2  （略） （略） 危機管理局  

3  （略） （略） 危機管理局  

4  （略） （略） 危機管理局  

5  避難先 

地域感 

染症指 

定医療 

機関等 

の使用 

可能状 

況 

（略） 危機管理局  

6  （略） （略） 地域振興部 （略） 

7  （略） （略） 地域振興部 （略） 

8  （略） （略） 地域振興部 （略） 

9  受入地 

域感染 

症指定 

医療機 

関等の 

状況 

入院人数 （略）  

（略）  （略） （略） （略）  

21  （略） （略） 生活環境部  

（略）  （略） （略） （略）  

25  児童・ 

生徒受 

入状況 

受入児童・生徒

の氏名、学年、

避難前通学学校

名、避難施設名 

（略）  

（略）  （略） （略） （略）  

28  （略） （略） 総務部  

（略）  （略） （略） （略）  

31  避難受 

入に係 

る情報 

避難施設、避難

住民数、受入時

期、運送計画、

避難経路 

（略）  

32  （略） （略） 危機管理局  

33  （略） （略） 危機管理局  

34  （略） （略） 商工労働部  

35  （略） （略） 商工労働部  

(削除)      

け入れ体制 

16  （略） 避難経路、幹線

道路の交通障害

の有無、自衛隊

米軍の 使用道

路、避難経路周

辺の危険個所、

交通規制方法、

交通規制要点、

各道路管理者の

対応状況 

（略）  

3 

救援 

1 （略）  （略） 防災局  

2  （略） （略） 防災局  

3  （略） （略） 防災局  

4  （略） （略） 防災局  

5  避難先 

地域伝 

染病隔 

離病舎 

等の使 

用可能 

状況 

 

（略） 防災局  

6  （略） （略） 文化観光局 （略） 

7  （略） （略） 文化観光局 （略） 

8  （略） （略） 文化観光局 （略） 

9  受入地 

域感染 

症指定 

医療機 

関等の 

状況 

入院人数 （略）  

（略）  （略） （略） （略）  

21  （略） （略） 県土整備部  

（略）  （略） （略） （略）  

25  児童、 

生徒受 

入状況 

受入児童、生徒

の氏名、学年、避

難前通学学校

名、避難施設名 

（略）  

（略）  （略） （略） （略）  

28  （略） （略） 教育委員会  

（略）  （略） （略） （略）  

31  避難受 

け入れ 

に係る 

情報 

避難施設、避難

住民数、受け入

れ時期、運送計

画、避難経路 

（略）  

32  （略） （略） 防災局  

33  （略） （略） 防災局  

34  （略） （略） 防災局  

35  （略） （略） 防災局  

36  （略） （略） 防災局  
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別紙第１ 

付紙第１「情報

収集計画」 

1-1-5 

４避難 

段階 

 

36  （略） （略） 商工労働部  

 

37  （略） （略） 危機管理局  

 

38  （略） 私立学校受入可

能児童・生徒数 

地域振興部  

39  （略） （略） （略）  

40  （略） （略） （略）  

41  （略） （略） （略）  

4 

武力攻 

撃災害 

への 

対処 

1  （略） （略） （略）  

 

37  （略） （略） 防災局  

 

38  （略） 私立学校受入可

能児童、生徒数 

企画部  

39  (略) (略) （略） 

 

 

40  (略) (略) （略）  

41  (略) (略) （略）  

42  （略） （略） （略）  

4 

武力攻 

撃災害 

への 

対処 

1  （略） （略） （略）  
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別紙第１ 

付紙第１「情報

収集計画」 

1-1-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５避難 

生活段 

階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 No. 

情報要求 

収集項目 収集部局等 

被要 

求機 

関 

最も優先 

度の高い 

情報要求 

その他 

の情報 

要求 

1 

共通 

1  （略） （略） （略）  

2  （略） （略） 危機管理局 

地域振興部 

警察本部 

 

3  （略） （略） （略）  

4  （略） 関係機関の対応

状況、関係機関

との協力・連携事

項、応援部隊等

の受入状況 

 

（略）  

5  （略） （略） （略）  

6  （略） 関係機関の対応

状況、関係機関

との協力・連携事

項、応援部隊等

の受入状況 

（略）  

(削除)  （略） （略） （略）  

(削除)  （略） （略） （略）  

７  （略） （略） 危機管理局 

警察本部 

 

8 （略）  （略） （略）  

9 （略）  発生場所、発生

状況、被災者の

状況、避難の必

要性、対応状況 

（略）  

10  （略） 被災施設、被害

状況、被災者の

状況、避難の必

要性、対応状況 

各部局 

総務部 

 

2 

避難 

1 児童・生 

徒、避 

難状況 

 被災児童・生徒

の氏名、学年、

避難前通学学校

名、避難施設名 

（略）  

（略） （略） （略） （略） （略）  

5  （略） 県内における武

力攻撃災害の発

生状況、緊急通

報の発令状況・

内容、拡大等の

見通し、生活関

連等施設の自主

警戒状況、治安

関係情報、警備

強化が必要な施

設、施設の被災

（略）  

 

種類 No. 

情報要求 

収集項目 収集部局等 
被要求機 

関 

最も優先 

度の高い 

情報要求 

その他 

の情報 

要求 

1 

共通 

1  （略） （略） （略）  

2  （略） （略） 防災局 

企画部 

警察本部 

 

3  （略） （略） （略）  

4  （略） 関係機関の対応

状況、関係機関と

の協力・連携事

項、応援部隊等

の受け入れ状況 

（略）  

5  （略） （略） （略）  

6  （略） 関係機関の対応

状況、関係機関と

の協力・連携事

項、応援部隊等

の受け入れ状況 

（略）  

7  （略） （略） （略）  

8  （略） （略） （略）  

9  （略） （略） 警察本部 

 

 

10 （略）  （略） （略）  

11 （略）  発生場所、発生

状況、被災者の

状況、退避の必要

性、対応状況 

（略）  

12  （略） 被災施設、被害

状況、被災者の

状況、退避の必要

性、対応状況 

各部局 

総務部 

 

2 

避難 

1 児童、生 

徒、避 

難状況 

 

 

 

被災児童、生徒

の氏名、学年、避

難前通学学校

名、避難施設名 

（略）  

（略） （略） （略） （略） （略）  

5  （略） 県内における武

力攻撃災害の発

生状況、緊急通

報の発令状況・

内容、拡大等の

見通し、生活関

連等施設の自主

警戒状況、治安

関係情報、警備

強化が必要な施

（略）  
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別紙第１ 

付紙第１「情報

収集計画」 

1-1-6 

５避難 

生活段 

階 

状況、被災者の

有無、 影響範

囲、汚染等拡大

の見通し、立入

制限・避難指示・

警戒区域の 設

定・交通規制が

必要な区域、救

助・二次災害防

止・汚染拡大防

止に 必要な 措

置、住民等の避

難状況 

3 

救援 

1 （略）  避難先市町村の

収容人数、 性

別、年齢、避難

行動要支援者人

数 

危機管理局  

2  （略） （略） 危機管理局  

3  （略） （略） 商工労働部  

4  （略） （略） 商工労働部  

5  （略） （略） 危機管理局  

（略）  （略） （略） （略）  

9  （略） （略） 地域振興部  

（略）  （略） （略） （略）  

13  （略） （略） 危機管理局  

14  （略） （略） （略）  

15  避難施 

設にお 

ける感 

染症発 

生状況 

感染症患者の種

別、所在、人数、

重度 

（略）  

（略）  （略） （略） （略）  

24  （略） （略） 危機管理局  

25  （略） （略） 総務部  

（略）  （略） （略） （略）  

4 

武力攻 

撃災害 

への 

対処 

（略）  （略） （略） （略）  

3  （略） （略） 危機管理局  

4  （略） （略） 危機管理局  

（略）  （略） （略） （略）  

 

設、施設の被災

状況、被災者の

有無、影響範囲、

汚染等拡大の見

通し、立入制限・

退避指示・警戒

区域の設定・交

通規制が必要な

区域、救助・二次

災害防止・汚染

拡大防止に必要

な措置、住民等

の避難状況 

 

3 

救援 

1 （略）  避難先市町村の

収容人数、性別、

年齢、災害時要

援護者人数 

 

防災局  

2  （略） （略） 防災局  

3  （略） （略） 防災局  

4  （略） （略） 防災局  

5  （略） （略） 防災局  

（略）  （略） （略） （略）  

9  （略） （略） 企画部  

（略）  （略） （略） （略）  

13  （略） （略） 福祉保健部  

14  （略） （略） （略）  

15  避難施 

設にお 

ける伝 

染病発 

生状況 

伝染病患者の種

別、所在、人数、

重度 

（略）  

（略）  （略） （略） （略）  

24  （略） （略） 防災局  

25  （略） （略） 企画部  

（略）  （略） （略） （略）  

4 

武力攻 

撃災害 

への 

対処 

（略）  （略） （略） （略）  

3  （略） （略） 防災局  

4  （略） （略） 防災局  

（略）  （略） （略） （略）  
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別紙第１ 

付紙第１ 

「情報収 

集計画」 

1-1-6 

６復帰 

段階 

 

種類 No. 

情報要求 

収集項目 収集部局等 

被要 

求機 

関 

最も優先 

度の高い 

情報要求 

その他 

の情報 

要求 

 1 （略）  （略） 危機管理局  

2 （略）  （略） （略） （略） 

3 （略）  （略） 危機管理局  

4 （略）  復帰の経路、復

帰の手段、その

他 

（略）  

5  （略）  地域振興部 （略） 

（略）  （略）  （略） （略） 
 

 

種類 No. 

情報要求 

収集項目 収集部局等 

被要 

求機 

関 

最も優先 

度の高い 

情報要求 

その他 

の情報 

要求 

 1 （略）  （略） 防災局  

2 （略）  （略） （略） （略） 

3 （略）  （略） 防災局  

4 （略）  避難の経路、避

難の手段、その

他 

（略）  

5  （略）  文化観光局 （略） 

（略）  （略）  （略） （略） 
 

 

別紙第１ 

付紙第１ 

「情報収 

集計画」 

1-1-6 

７生活 

再建段 

階 

 

種類 No. 

情報要求 

収集項目 収集部局等 
被要求機

関 
最も優先 

度の高い 

情報要求 

その他 

の情報 

要求 

 1 （略）   （略）  

2 （略）   危機管理局  

3  （略） （略） （略）  

4  （略）  地域振興部 （略） 

（略）  （略）  （略）  
 

 

種類 No. 

情報要求 

収集項目 収集部局等 
被要求機 

関 
最も優先 

度の高い 

情報要求 

その他 

の情報 

要求 

 1 （略）   （略）  

2 （略）   防災局  

3  （略） （略） （略）  

4  （略）  文化観光局 （略） 

（略）  （略）  （略）  
 

 

別紙第１ 

付紙第１ 

「情報収 

集計画」 

1-1-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８避難 

受入段 

階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）受入誘導段階 

種類 No. 

情報要求 

収集項目 収集部局等 

被要 

求機 

関 

最も優先 

度の高い 

情報要求 

その他 

の情報 

要求 

1 

共通 

1 （略）  （略） （略）  

2  （略） （略） 危機管理局 

地域振興部 

警察本部 

 

（略） （略） （略） （略） （略）  

7 （略）  発生場所、発生

状況、被災者の

況、避難の必要

性、対応状況 

（略）  

8 （略）  発生場所、発生

状況、被災者の

状況、避難の必

要性、対応状況 

（略）  

9  （略） 被災施設、被害

状況、被災者の

状況、避難の必

要性、対応状況 

各部局 

総務部 

 

2 

避難 

1 （略）   （略）  

2 （略）  （略） 危機管理局  

3  （略） （略） 地域振興部  

4  （略） （略） 地域振興部  

5  （略） （略） 地域振興部  

（１）受入誘導段階 

種類 No. 

情報要求 

収集項目 収集部局等 

被要 

求機 

関 

最も優先 

度の高い 

情報要求 

その他 

の情報 

要求 

1 

共通 

1 （略）  （略） （略）  

2  （略） （略） 防災局 

企画部 

警察本部 

 

（略） （略） （略） （略） （略）  

7 （略）  発生場所、発生

状況、被災者の

状況、退避の必要

性、対応状況 

（略）  

8 （略）  発生場所、発生

状況、被災者の

状況、退避の必要

性、対応状況 

（略）  

9  （略） 被災施設、被害

状況、被災者の

状況、退避の必要

性、対応状況 

総務部  

2 

避難 

1 （略）   （略）  

2 （略）  （略） 防災局  

3  （略） （略） 企画部  

4  （略） （略） 企画部  

5  （略） （略） 企画部  
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別紙第１ 

付紙第１ 

「情報収 

集計画」 

1-1-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８避難 

受入段 

階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6  （略） （略） 商工労働部  

7  （略） （略） 地域振興部  

8  農道、

林道の

使用状

況 

農道、林道の損

壊箇所、被害状

況、積雪状況 

（略）  

（略） （略） （略） （略） （略）  

14  （略） （略） 生活環境部  

15  （略） 警報・避難の指

示の内容、要避

難地域、要避難

住民数、各地区

避難施設、避難

受入経路、自衛

隊の使用道路、

運送計画、避難

行動要支援者の

避難受入体制、

避難所要期間、

住民等への広報

内容、避難施設

の受入体制 

（略）  

16  （略） （略） （略）  

3 

救援 

1 （略）   危機管理局  

2  （略） （略） 危機管理局  

3  （略） （略） 観光交流局  

4  （略） （略） 地域振興部 （略） 

5  （略） （略） 地域振興部 （略） 

6  （略） （略） 地域振興部 （略） 

7  （略） （略） （略）  

8  受入地 

域感染 

症指定 

医療機 

関等の 

受入状 

況 

（略） （略）  

（略）  （略） （略） （略）  

20  （略） （略） 生活環境部  

（略）  （略） （略） （略）  

24  児童・ 

生徒受 

入状況 

受入児童・生徒

の氏名、学年、

避難前通学学校

名、避難施設名 

（略）  

27  （略） （略） 総務部  

（略）  （略） （略） （略）  

30  （略） （略） 危機管理局  

31  （略） （略） 商工労働部  

32  （略） （略） 商工労働部  

33  （略） （略） 商工労働部  

6  （略） （略） 企画部  

7  （略） （略） 企画部  

8  林道の

使用状

況 

林道の 損壊箇

所、被害状況、

積雪状況 

 

（略）  

（略） （略） （略） （略） （略）  

14  （略） （略） 県土整備部  

15  （略） 警報・避難の指

示の内容、要避

難地域、要避難

住民数、各地区

避難施設、避難

受入経路、自衛

隊の使用道路、

運送計画、避難

行動要支援者の

避難受入体制、

避難所要期間、

住民等への広報

内容、避難施設

の受け入れ体制 

（略）  

16  （略） （略） （略）  

3 

救援 

1 （略）   防災局  

2  （略） （略） 防災局  

3  （略） （略） 文化観光局  

4  （略） （略） 文化観光局 （略） 

5  （略） （略） 文化観光局 （略） 

6  （略） （略） 文化観光局 （略） 

7  （略） （略） （略）  

8  受入地 

域伝染 

病隔離 

病舎等 

の受入 

状況 

 

（略） （略）  

（略）  （略） （略） （略）  

20  （略） （略） 県土整備部  

（略）  （略） （略） （略）  

24  児童、 

生徒受 

入状況 

受入児童、生徒

の氏名、学年、

避難前通学学校

名、避難施設名 

（略）  

27  （略） （略） 教育委員会  

（略）  （略） （略） （略）  

30  （略） （略） 防災局  

31  （略） （略） 防災局  

32  （略） （略） 防災局  

33  （略） （略） 防災局  
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８避難 

受入段 

階 

 

 

34  （略） （略） 危機管理局  

35  （略） （略） 地域振興部  

（略）  （略） （略） （略）  

4 

武力攻 

撃災害 

への 

対処 

1  （略） （略） （略）  

 

 

34  （略） （略） 防災局  

35  （略） （略） 企画部  

（略）  （略） （略） （略）  

4 

武力攻 

撃災害 

への 

対処 

1  （略） （略） （略）  
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８避難 

受入段 

階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）救援段階 

種類 No. 

情報要求 

収集項目 収集部局等 

被要 

求機 

関 

最も優先 

度の高い 

情報要求 

その他 

の情報 

要求 

1 

共通 

1  （略） （略） （略）  

2  （略） （略） 危機管理局 

地域振興部 

警察本部 

 

3  （略） （略） （略）  

4  （略） 関係機関の対応

状況、関係機関

との協力・連携

事項、応援部隊

等の受入状況 

（略）  

5  （略） （略） （略）  

6  特殊標 

章・身 

分証明 

書の交 

付・使 

用に係 

る情報 

（略） 危機管理局 

警察本部 

 

7 被災情 

報 

 （略） （略）  

8 県内の 

武力攻 

撃災害 

発生状 

況 

 発生場所、発生

状況、被災者の

状況、避難の必

要性、対応状況 

（略）  

9  県有施 

設等の 

被害状 

況 

被災施設、被害

状況、被災者の

状況、避難の必

要性、対応状況 

各部局 

総務部 

 

2 

避難 

1 児童・生 

徒、避難 

状況 

 被災児童・生徒

の氏名、学年避

難前通学学校

名、避難施設名 

（略）  

2 （略）  （略） （略）  

3  （略） 受入経路、幹線

道路の交通障害

（略）  

（２）救援段階 

種類 No. 

情報要求 

収集項目 収集部局等 

被要 

求機 

関 

最も優先 

度の高い 

情報要求 

その他 

の情報 

要求 

1 

共通 

1  （略） （略） （略）  

2  （略） （略） 防災局 

企画部 

警察本部 

 

3  （略） （略） （略）  

4  （略） 関係機関の対応

状況、関係機関と

の協力・連携事

項、応援部隊等

の受け入れ状況 

（略）  

5  （略） （略） （略）  

10  特殊標 

章・身 

分証明 

書の交 

付・使 

用に係 

る情報 

（略） 警察本部  

13 被災情 

報 

 （略） （略）  

14 県内の 

武力攻 

撃災害 

発生状 

況 

 発生場所、発生

状況、被災者の

状況、退避の必

要性、対応状況 

（略）  

15  県有施 

設等の 

被害状 

況 

被災施設、被害

状況、被災者の

状況、退避の必要

性、対応状況 

総務部  

2 

避難 

1 児童、 

生徒、 

避難状 

況 

 被災児童、生徒

の氏名、学年避

難前通学学校

名、避難施設名 

（略）  

2 （略）  （略） （略）  

3  （略） 受入経路、幹線

道路の交通障害

（略）  
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８避難 

受入段 

階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の有無、自衛隊・

米軍の使用道

路、受入経路周

辺の危険箇所、交

通規制方法、交

通規制要点、各

道路管理者の対

応状況、空港・港

湾 JR の使用の

可否又は有無 

4  （略） （略） （略）  

5  （略） 県内における武

力攻撃災害の発

生状況、緊急通

報の発令状況・

内容、拡大等の

見通し、生活関

連等施設の自主

警戒状況、治安

関係情報、警備

強化が必要な施

設、施設の被災

状況、被災者の

有無、 影響範

囲、汚染等拡大

の見通し、立入

制限・避難指示・

警戒区域の設

定・交通規制が

必要な区域、救

助・二次災害防

止・汚染拡大防

止に 必要な措

置、住民等の避

難状況 

（略）  

3 

救援 

1 （略）  受入市町村の収

容人数、性別、

年齢、避難行動

要支援者の数 

危機管理局  

2  （略） （略） 危機管理局  

3  （略） （略） 商工労働部  

4  （略） （略） 商工労働部  

5  救援物 

資の要 

請状況 

（略） 商工労働部  

6  被災情 

報（そ 

の他） 

（略） 危機管理局  

7  職員派 

遣要請 

状況 

（略） （略）  

の有無、自衛隊・

米軍の 使用道

路、受入経路周辺

の危険個所、交通

規制方法、交通

規制要点、各道

路管理者の対応

状況、空港・港

湾・JR の使用の

可否又は有無 

4  （略） （略） （略）  

5  （略） 県内における武

力攻撃災害の発

生状況、緊急通

報の発令状況・

内容、拡大等の

見通し、生活関

連等施設の自主

警戒状況、治安

関係情報、警備

強化が必要な施

設、施設の被災

状況、被災者の

有無、影響範囲、

汚染等拡大の見

通し、立入限・退

避指示・警戒区

域の設定・交通

規制が必要な区

域、救助・二次災

害防止・汚染拡

大防止に必要な

措置、住民等の

避難状況 

 

（略）  

3 

救援 

1 （略）  受入市町村の収

容人数、性別、年

齢、災害時要援

護者の数 

防災局  

2  （略） （略） 防災局  

3  （略） （略） 防災局  

4  （略） （略） 防災局  

5  救援物 

資の要 

請状況 

（略） 防災局  

5  被災情 

報（そ 

の他） 

（略） 防災局  

6  職員派 

遣要請 

状況 

（略） （略）  
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８避難 

受入段 

階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8  職員受 

入要請 

状況 

（略） （略）  

9 県有施 

設への 

受入状 

況 

 （略） 各部局  

10  消費者 

物価指 

数 

 

 地域振興部  

11  NPO、 

ボラン 

ティア 

活動状 

況 

（略） （略）  

12  避難施 

設のラ 

イフラ 

イン不 

足状況 

（略） （略）  

13  義援金 

の状況 

（略） （略）  

14  義援物 

品の状 

況 

（略） 危機管理局  

15  一般病 

院の使 

用可能 

状況 

（略） （略）  

16  避難施 

設にお 

ける感 

染症発 

生状況 

感染症患者の種

別、所在、人数、

重度 

（略）  

17 避難施 

設生活 

環境状 

況 

 （略） （略）  

18  避難施 

設廃棄 

物処理 

状況 

（略） （略）  

19  避難施 

設し尿 

処理状 

況 

（略） （略）  

20  被災状 

況（ライ 

フライ 

ン） 

（略） （略）  

7  職員受 

入要請 

状況 

（略） （略）  

8 県有施 

設への 

受入状 

況 

 （略） 総務部  

9  消費者 

物価指 

数 

 

 企画部  

10  NPO、 

ボラン 

ティア 

活動状 

況 

（略） （略）  

11  避難施 

設のラ 

イフラ 

イン不 

足状況 

（略） （略）  

12  義援金 

の状況 

（略） （略）  

13  義援物 

品の状 

況 

（略） 防災局  

14  一般病 

院の使 

用可能 

状況 

（略） （略）  

15  避難施 

設にお 

ける伝 

染病発 

生状況 

伝染病患者の種

別、所在、人数、

重度 

（略）  

16 避難施 

設生活 

環境状 

況 

 （略） （略）  

17  避難施 

設廃棄 

物処理 

状況 

（略） （略）  

18  避難施 

設し尿 

処理状 

況 

（略） （略）  

19  被災状 

況（ライ 

フライ 

ン） 

（略） （略）  
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８避難 

受入段 

階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21  生活関 

連物資 

等需給 

状況 

（略） （略）  

22  特定物 

資在庫 

状況 

（略） （略）  

23  災害救 

助用米 

穀の要 

請状況 

（略） （略）  

24  被災情 

報（ライ 

フライ 

ン） 

（略） （略）  

25  被災情 

報（ライ 

フライ 

ン） 

（略） 危機管理局  

26  被災情 

報（ライ 

フライ 

ン） 

（略） 総務部  

27  県立病 

院の使 

用可能 

状況 

（略） （略）  

28  物資及 

び資材 

の調達 

に係る 

情報 

（略） （略）  

29 避難住 

民の救 

援に係 

る情報 

 （略） （略）  

30  物資及 

び資材 

の調達 

に係る 

情報 

（略） （略）  

31  物資及 

び資材 

の調達 

に係る 

情報 

（略） （略）  

4 

武力攻 

撃災害 

への 

対処 

（略）  （略） （略） （略）  

3  （略） （略） 危機管理局  

4  （略） （略） 危機管理局  

5  （略） （略） （略）  

6  （略） 県内における緊 （略）  

20  生活関 

連物資 

等需給 

状況 

（略） （略）  

21  特定物 

資在庫 

状況 

（略） （略）  

22  災害救 

助用米 

穀の要 

請状況 

（略） （略）  

23  被災情 

報（ライ 

フライ 

ン） 

（略） （略）  

24  被災情 

報（ライ 

フライ 

ン） 

（略） 防災局  

25  被災情 

報（ライ 

フライ 

ン） 

（略） 企画部  

14  県立病 

院の使 

用可能 

状況 

（略） （略）  

27  物資及 

び資材 

の調達 

に係る 

情報 

（略） （略）  

28 避難住 

民の救 

援に係 

る情報 

 （略） （略）  

29  物資及 

び資材 

の調達 

に係る 

情報 

（略） （略）  

30  物資及 

び資材 

の調達 

に係る 

情報 

（略） （略）  

4 

武力攻 

撃災害 

への 

対処 

（略）  （略） （略） （略）  

3  （略） （略） 防災局  

4  （略） （略） 防災局  

5  （略） （略） （略）  

6  （略） 県内における緊 （略）  
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８避難 

受入段 

階 

 

急対処事態の発

生状況、拡大等

の見通し、生活

関連等施設の自

主警戒状況、治

安関係情報、警

備強化が必要な

施設、施設の被

災状況、被災者

の有無、影響範

囲、汚染等拡大

の見通し、立入

制限・避難指示・

警戒区域の設

定・交通規制が

必要な区域、救

助・二次災害防

止・汚染拡大防

止に 必要な措

置、住民等の避

難状況 
 

急対処事態の発

生状況、拡大等

の見通し、生活

関連等施設の自

主警戒状況、治

安関係情報、警

備強化が必要な

施設、施設の被

災状況、被災者

の有無、影響範

囲、汚染等拡大

の見通し、立入

制限・退避指示・

警戒区域の 設

定・交通規制が

必要な区域、救

助・二次災害防

止・汚染拡大防

止に 必要な 措

置、住民等の避

難状況 
 

別紙第２ 

2-1 

要旨 武力攻撃事態等が認定されるまでの間の国民保護措置の準備を実施する段階で、以下

のとおり対処します。 

①  （略） 

② 県対策本部が設置されるまでの間は、「鳥取県危機管理対応指針」で対応します。 

③～⑤  （略） 

武力攻撃事態等が認定されるまでの間の国民保護措置の準備を実施する段階で、以下

のとおり対処します。 

①  （略） 

② 対策本部が設置されるまでの間は、「鳥取県危機管理対応指針」で対応します。 

③～⑤  （略） 

 

別紙第２ 

2-1 

関連す 

る計画 

等 

 

県 運送計画（運送力配分計画、道路使用計画、運送実施計画）、交通 

規制計画、県立病院避難計画、避難行動要支援者の避難に係る計 

画、救護班編成計画、県立学校避難計画、応急教育計画 

（略） 

（略） 

（略） 
 

 

県 運送計画（運送力配分計画、道路使用計画、運送実施計画）、交通 

規制計画、県立病院避難計画、災害時要援護者の避難に係る計画、 

救護班編成計画、県立学校避難計画、応急教育計画 

（略） 

（略） 

（略） 
 

 

別紙第２ 

１状況 

2-1 

(1)期間 ア 対象期間 

  武力攻撃（予測）事態等が認定されるまでの間の国民保護措置の準備を実施する期

間 

 

イ この期間に予想される状況と留意点 

   県対策本部の設置の指定がなくても、突発的に武力攻撃災害が発生する危険性を

念頭において行動する必要があります。   

ア 対象期間 

  武力攻撃（予測）事態が認定され、県、市町村が国民保護対策本部を設置すべき地

方公共団体として指定されたとき 

 

イ この期間に予想される状況と留意点 

   対策本部の設置の指定がなくても、突発的に武力攻撃災害が発生する危険性を念

頭において行動する必要があります。 

 

 

別紙第２ 

１状況 

2-2 

(2)情報

計画 

 

 

 

 

(2)情報計画 

別紙第1「情報計画」参照 

(2)別紙第1「情報計画」を参照  
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別紙第２ 

２構想 

2-2 

(2)実施

要領 

ア 継続的な情報収集 

(ｱ) 情報の収集を継続的に行い、収集した情報は、整理分析し、不測の事態に備 

えるとともに、迅速な対処が行えるように準備します。 

(ｲ) （略） 

イ・ウ （略） 

エ 避難住民の救援の準備 

  知事は、救援を行うため、必要な資機材の充実、十分な整備及び点検などを準備し

ます。 

  救援の委任について、事前に関係者と十分協議を行います。 

  市町村へは一括して委任し、日本赤十字社へは日本赤十字社の自主性を尊重しつ

つ、一部を委任します。 

オ・カ （略） 

ア 継続的な情報収集 

(ｱ) 情報の収集を継続的に行い、収集した情報は、整理分析し、不測の事態に備

えるとともに、主体的な対処が行えるように準備します。 

(ｲ) （略） 

イ・ウ （略） 

エ 避難住民の救援の準備 

  知事は、救援を行うため、必要な資機材の充実、十分な整備及び点検などを準備し

ます。 

  救援の委任について、事前に関係者と十分協議を行います。 

  市町村へは一括して委任し、日赤へは日赤の自主性を尊重しつつ、一部を委任しま

す。 

オ・カ （略）    

 

別紙第２ 

３各機関の役

割 

2-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ その他知事の命ずる事項又は県対策本部長の求める事項 

元気づくり総 

本部 

１・２ （略） 

（削除） 

危機管理局 １ 県対策本部等に関すること 

２～10 （略） 

 

総務部 １ 庁舎の管理、運用、調査 

２  県の公有財産の管理、運用、調査 

３  職員の服務、給与に関すること 

４  国民保護措置関係予算その他財務に関すること 

５  関東地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

６  関西地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

７  東海地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

８  人権の擁護の確保 

９  県議会に関すること（臨時議会の招集） 

10  職員の動員、派遣要請、受入に関すること 

11  職員の補償に関すること 

12  鳥取情報ハイウェイに関すること 

地域振興部 １ 避難住民運送手段の確保、計画 

（削除） 

２ 私立学校に関すること 

３ 安否情報・被災情報の収集等の体制整備 

観光交流局 （削除） 

１ 外国人の安否情報・被災情報の収集等の体制整備 

２ 観光客に対する広報及び観光施設等との連絡調整 

３ 外国人に対する広報、避難、救援 

４ 外国人の安全確保及び支援 

福祉保健部 １ （略） 

２ 要配慮者（外国人除く。）の安全確保及び支援 

３ 義援品の収配等に関すること 

４～９ （略） 

生活環境部 １・２ （略） 

３ 死亡獣畜処理に関すること 

４～15 （略） 

16 住宅供給公社との連絡調整 

 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ その他知事の命ずる事項、または対策本部長の求める事項 

統轄監 １・２ （略） 

３ 庁舎の管理、運用、調査 

防災局 １ 国民保護対策本部等に関すること 

２～10 （略） 

 

総務部 （新規） 

１  公有財産の管理、運用、調査 

２  職員の服務、給与に関すること 

３  国民保護措置関係予算その他財務に関すること 

４  関東地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

５  関西地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

６  東海地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

７  人権の擁護の確保 

８  県議会に関すること（臨時議会の招集） 

９  職員の動員、派遣要請、受入に関すること 

10  職員の補償に関すること 

（新規） 

企画部 １ 避難住民運送手段の確保、計画 

２ 鳥取情報ハイウェイに関すること 

３ 私立学校に関すること 

（新規） 

文化観光局 １ 安否情報等の収集等の態勢整備 

２ 外国人安否情報の収集等の態勢整備 

３ 観光客に対する広報及び観光施設等との連絡調整 

４ 外国人に対する広報、避難、救援 

（新規） 

福祉保健部 １ （略） 

２ 災害時要援護者（外国人除く）の安全確保及び支援 

３ 義援金品の収配等に関すること 

４～９ （略） 

生活環境部 １・２ （略） 

３ へい獣処理に関すること 

４～15 （略） 

（新規） 
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別紙第２ 

３各機関の役

割 

2-4 

(1)県 商工労働部 １ 商工労働団体・機関との連絡調整 

２ 物資運送手段（トラックその他）に対する支援要請体制の

確立に関すること 

３ 物資運送手段（トラックその他）の運送能力の把握 

４ 県内工業団地の状況の把握 

５ 救援物資の集配の総合調整 

農林水産部 １・２ （略） 

３ 中国四国農政局との連絡調整 

４・５ （略） 

６ 農道（広域農道、農免農道を除く。）、林道状況の把握、

対策 

７・８ （略） 

県土整備部 １ 道路（広域農道、農免農道を含む。）状況の把握、確保 

２～11 （略） 

（削除） 

（略） （略） 
 

商工労働部 １ 商工労働団体・機関との連絡調整 

２ トラックその他物資運送手段に対する支援要請体制の確立

に関すること 

３ トラックその他物資運送手段の運送能力の把握 

４ 産業体育館との連絡調整 

（新規） 

農林水産部 １・２ （略） 

３ 鳥取農政事務所との連絡調整 

４・５ （略） 

６ 林道状況の把握、対策 

 

７・８ （略） 

県土整備部 １ 道路状況の把握、確保 

２～11 （略） 

12 住宅供給公社との連絡調整 

（略） （略） 
 

別紙第２ 

３各機関 

の役割 

2-6 

(2)市町

村 
 

機関名 事務又は業務 

市町村 １～４ (略) 

５ 避難、避難受入体制の整備 

６～８ （略） 

９ その他市町村長の命ずる事項又は市町村対策本部長の求

める事項 
 

 

機関名 事務又は業務の大綱 

市町村 １～４ (略) 

５ 避難、避難受け入れ体制の整備 

６～８ （略） 

９ その他市町村長の命ずる事項、または市町村対策本部長の求

める事項 
 

 

別紙第２ 

３各機関 

の役割 

2-6  

(3)指定

地 方

行 政

機 関

（ 指

定 行

政 機

関） 

 

機関名 事務又は業務 

共通 １ 本文「第３章 国及び関係機関の事務又は業務」に示す 

業務のうち平素の段階において実施すべき業務 
 

 

機関名 事務又は業務の大綱 

共通 １ 本文「第３章 関係機関の事務又は業務の大綱」に示す業 

務のうち平素の段階において実施すべき業務 
 

 

別紙第２ 

３各機関 

の役割 

2-6  

(4)自衛

隊 
 

機関名 事務又は業務 

(略) １ 国民保護措置に関する訓練等の実施 

 

 

機関名 事務又は業務の大綱 

(略) １ 国民保護措置に関する訓練の実施 

 

 

別紙第２ 

３各機関 

の役割 

2-6 

(5)指定

公 共

機関 

 

機関名 事務又は業務 

共通 １ 本文「第３章 国及び関係機関の事務又は業務」に示す 

業務のうち平素の段階において実施すべき業務 
 

 

機関名 事務又は業務の大綱 

共通 １ 本文「第３章 関係機関の事務又は業務の大綱」に示す業務 

のうち平素の段階において実施すべき業務 
 

 

 

 

 

 

 

別紙第２ 

３各機関 

の役割 

2-6 

(6)指定

地 方

公 共

機関 

 

機関名 事務又は業務 

共通 指定公共機関に準じます。 

 

 

機関名 事務又は業務の大綱 

共通 指定公共機関に準じます。 
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別紙第２ 

４活動要 

領 

2-7 

(1)情報 ア 情報の収集、整理 

    「通常監視体制」をとり、総務省消防庁等から寄せられる情報を収集、整理、分析

します。 

    情報収集は、24時間体制で危機対策・情報課と、東京本部を通じて行います。 

 (ｱ)情報収集項目、収集体制 

 別紙第1「情報計画」を参照 

 

 

イ 警報等の迅速確実な伝達の準備 

  (ｱ)知事（危機管理局）は、市町村、関係機関・団体等に対し、迅速確実に警報等が 

通知できるよう体制、機器等を整備します。 

  （略） 

ウ 安否情報収集のための準備 

     知事（地域振興部）は、県内の安否情報収集体制（担当の配置や収集方法・収集 

先等）を整備するとともに、あらかじめ収集に協力を求める可能性のある関係機 

関を把握し、安否情報の報告先、様式等の周知を図ります。 

エ 通信 

   県は、武力攻撃事態等における警報や避難措置の指示等が迅速かつ確実に通 

知・伝達されるよう、緊急情報ネットワークシステム（Ｅｍ－Ｎｅｔ）、全国瞬 

時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、中央防災無線、消防防災無線、都道府県防 

災行政無線及び市町村防災行政無線等を中心に、総合行政ネットワーク（ＬＧＷ 

ＡＮ）等の公共ネットワーク、地域衛星通信ネットワーク等の情報通信手段の的 

確な運用・管理、整備を行います。 

   また、平素から非常通信の実施に備えて非常通信協議会との連携を図ります。 

ア 情報の収集、整理 

    「平常監視態勢」をとり、総務省消防庁等から寄せられる情報を収集、整理、分析

します。 

      情報収集は、24時間体制の「鳥取県情報集約センター」と、東京本部を通じて行

います。 

 (ｱ)情報収集項目、収集体制 

   別紙第1「情報計画」を参照 

 

イ 警報等の迅速確実な伝達の準備 

  (ｱ)県（防災局）は、市町村、関係機関・団体等に対し、迅速確実に警報等が通知で

きるよう体制、機器等を整備します。 

  （略） 

ウ 安否情報収集のための準備 

     県（文化観光局）は、県内の安否情報収集体制（担当の配置や収集方法・収集先

等）を整備するとともに、あらかじめ収集に協力を求める可能性のある関係機関を把

握し、安否情報の報告先、様式等の周知を図ります。 

 

エ 通信 

  県は、平素から非常通信の実施に備えて非常通信協議会との連携を図ります。 

 

別紙第２ 

４活動要 

領 

2-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)実施

体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 県の国民保護体制の準備 

   県は、必要に応じ速やかに国民保護体制へ移行することができるよう、平素から

体制を整備します。 

(ｱ) (略) 

(ｲ)知事は、非常参集体制を構築し、職員に周知します。 

(ｳ) （略） 

(ｴ)県は、ＮＢＣＲテロ等の対処や被害の想定について知見を有する専門家から助言を

受けることができるようアドバイザーの確保に努めます。 

(ｵ)緊急を要する弾道ミサイル攻撃に対しては、県は、ミサイル発射予告や国からの確

度の高い情報が提供された場合、情報連絡会議を開催し、今後の対応方針等を市町村

等関係機関と情報共有します。 

 

イ 県対策本部等の設置準備 

(ｱ)県対策本部の設置準備 

   県は、必要に応じ速やかに県対策本部及び県現地対策本部が設置できるよう、平

素から組織、資機材等の準備を完了します。 

 (ｲ)法第２５条第１項の規定による国からの県対策本部の設置が指定されていない場

合の対応 

      県対策本部会議に準じて行うものとし、事案に応じては、「鳥取県危機管理対応

指針」に基づき、緊急対応チーム、危機管理委員会、危機管理対策本部により対応

します。 

     ａ 緊急対応チーム、危機管理委員会、危機管理対策本部会議の設置 

        武力攻撃やテロ攻撃の可能性の高い情報を入手した場合等には、知事（危機

管理局）は、「鳥取県危機管理対応指針」に基づき、状況に応じて次のとおり

対応します。 

 

 

 

ア 県の国民保護体制の準備 

   県は、必要に応じ速やかに国民保護体制へ移行することができるよう、平素から体

制を整備します。 

(ｱ) (略) 

(ｲ)知事は、非常参集態勢を構築し、職員に周知します。 

(ｳ) （略） 

(ｴ)県は、ＮＢＣテロ等の対処や被害の想定について知見を有する専門家から助言を受

けることができるようアドバイザーの確保に努めます。 

（新規） 

 

 

 

イ 国民保護対策本部等の設置準備 

(ｱ)国民保護対策本部の設置準備 

   県は、必要に応じ速やかに国民保護対策本部及び現地対策本部が設置できるよ

う、平素から組織、資機材等の準備を完了します。 

  (ｲ)国民保護対策本部の設置が指定されていない場合の対応 

      対策本部会議に準じて行うものとし、事案に応じては、「鳥取県危機管理対応指

針」に基づき、緊急対応チーム、危機管理委員会、危機管理対策本部により対応し

ます。 

 

     ａ 緊急対応チーム、危機管理委員会、危機管理対策本部会議の設置 

        武力攻撃やテロ攻撃の可能性の高い情報を入手した場合等には、県（防災局） 

は、「鳥取県危機管理対応指針」に基づき、状況に応じて次のとおり対応します。 
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別紙第２ 

４活動要 

領 

2-8 

 

 

 

 

 

 

 

(2)実施

体制 

 

 

 

 

１ 武力攻撃やテロ攻撃等の可能性の高い情報を

入手したとき。 

２ 国の情報連絡室等が設置されたとき。 

３ 各省庁からなる国の緊急参集チームが招集さ

れたとき。 

 

情報連絡室の設置 

１ 県外で武力攻撃やテロ攻撃等による被害発生

の可能性があり、危機管理局長が必要と認めた

とき。 

２ 国の事態対処専門委員会が開催されたとき。 

緊急対応チームの招集 

１ 県外で警報が発令されたとき。 

２ 国の国家安全保障会議の緊急大臣会合が開催

されたとき。 

３ 県内で武力攻撃やテロ攻撃等による被害発生

の可能性があり、知事が必要と認めたとき。 

危機管理委員会の開催 

１ 県内で警報が発令されたとき。 

（削除） 

２ 県対策本部設置の指定を受けていない段階

で、県内で武力攻撃災害が発生し、知事が必要

と認めたとき。 

危機管理対策本部の設 

置 

 

ｂ （略） 

(ｳ)法第２５条第１項の規定による国からの県対策本部の設置が指定され、法第 

２７条第１項の規定により県対策本部が設置された場合の体制移行 

国から県対策本部設置の指定を受け、県対策本部を設置した場合は、速やかに

緊急対策チーム、危機管理委員会、危機管理対策本部から県対策本部の体制に移

行します。 

(ｴ)県対策本部設置の指定要請 

        知事（危機管理局）は、県対策本部の設置を必要と認めたときは、内閣総理大

臣に対し、県対策本部を設置すべき都道府県としての指定を要請します。 

 （略） 

ウ 国現地対策本部等の設置準備 

    県及び市町村は、国現地対策本部及び武力攻撃事態等合同対策協議会が設置された

場合に備え、平素から設置場所や要員の配置、通信機器等の整備等の検討を行い、受

入体制を整備します。 

エ  （略） 

 

 

１ 武力攻撃やテロ攻撃等の可能性の高い情報を入

手したとき。 

（新規） 

 

２ 各省庁からなる国の緊急参集チームが招集され

たとき。 

情報連絡室の設置 

１ 県外で武力攻撃やテロ攻撃等による被害発生の

可能性があり、防災監が必要と認めたとき。 

 

２ 国の事態対処専門委員会が開催されたとき。 

緊急対応チームの招集 

１ 県外で警報が発令されたとき。 

２ 国の安全保障会議が開催されたとき。 

 

３ 県内で武力攻撃やテロ攻撃等による被害発生の

可能性があり、知事が必要と認めたとき。 

危機管理委員会の開催 

１ 県内で警報が発令されたとき。 

２ 国から県本部設置の指定を受けたとき。 

３ 県本部設置の指定を受けていない段階で、県内

で武力攻撃災害が発生し、知事が必要と認めたと

き。 

危機管理対策本部の設 

置 

 

 ｂ （略） 

(ｳ)国民保護対策本部が設置された場合の体制移行 

県対策本部を設置した場合は、速やかに緊急対策チーム、危機管理委員会から

県対策本部の体制に移行します。 

 

 

(ｴ)国民保護対策本部設置の指定要請 

        知事（防災局）は、県対策本部の設置を必要と認めたときは、内閣総理大臣に

対し、国民保護対策本部を設置すべき都道府県としての指定を要請します。 

 （略） 

ウ 政府現地対策本部等の設置準備 

    県及び市町村は、政府現地対策本部及び合同対策協議会が設置された場合に備え、

平素から設置場所や要員の配置、通信機器等の整備等の検討を行い、受入体制を整備

します。 

エ  （略） 
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(4)運送 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 業務実施の基本的事項 

    知事（地域振興部、商工労働部）は、指定（地方）公共機関である運送事業者等と

連絡調整を行い、必要に応じ的確かつ迅速に避難住民の運送及び緊急物資の運送を実

施できるよう、平素から運送体制を整備します。 

 （削除） 

 

 （削除） 

 

イ 運送支援施設 

  (ｱ) 運送網 

      知事（地域振興部、農林水産部、県土整備部）は、市町村、関係機関・団体と

連絡調整の上、運送幹線となる道路、鉄道、空港、港湾等の状況確認及び必要な

整備（隘路の解消など）を行います。 

  (ｲ) その他 

       知事（危機管理局）は、運送に要する給油・整備・通信施設等を把握し、避難

時における中継・休憩場所等についても事前に調査、確保します。 

ウ 運送業務 

  (ｱ) 運送計画等の作成準備 

    ａ 運送計画の概要作成 

       知事（危機管理局、地域振興部、福祉保健部、商工労働部、農林水産部、県土

整備部、会計管理者）は、次の計画について概要を作成します。 

① （略） 

     ② 道路使用計画 

      （略） 

     ・冬季の道路の積雪情報の把握と、除雪体制の検討、整備 

   ③ （略） 

 

   b （略） 

ｃ 避難実施要領のパターンの作成に係る支援 

        知事（危機管理局）及び警察は、市町村が避難実施要領のパターンをあらか

じめ作成するに当たって、必要な助言を行います。この際、消防庁が作成するマ

ニュアルを参考にします。 

  (ｲ) 運送手段に係る連絡調整 

       知事（地域振興部、商工労働部、農林水産部、会計管理者）は、平素から関係

機関・団体と連絡調整、情報交換を行い、車両、列車、航空機、船舶等の状況を確

認するとともに、武力攻撃事態等の際の対応について協議します。 

(ｳ) 避難行動要支援者の避難 

     ａ 避難行動要支援者の避難に係る連絡調整 

         知事（福祉保健部、観光交流局）は、平素から市町村、関係機関・団体と連

絡調整、情報交換を行い、避難行動要支援者の状況並びにこれらの者に係る施

設及び避難体制の状況を確認するとともに、武力攻撃事態等の際の対応につい

て協議し、必要な体制、資機材などを整備します。 

     ｂ 避難行動要支援者の避難に関する計画の概要作成 

        知事（福祉保健部、観光交流局）は、関係機関・団体の協力を得て、平素か

ら避難行動要支援者の避難に関する計画の概要を作成します。 

 

ア 業務実施の基本的事項 

    知事（企画部、商工労働部）は、指定（地方）公共機関である運送事業者等と連絡

調整を行い、必要に応じ的確かつ迅速に避難住民の運送及び緊急物資の運送を実施で

きるよう、平素から運送体制を整備します。 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料30「武力攻撃事態等が発生した場合に陸上物資運送をする

指定公共機関等」） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料31「武力攻撃事態等が発生した場合に陸上物資運送をする

指定地方公共機関の運送能力」） 

イ 運送支援施設 

  (ｱ) 運送網 

     知事（企画部、農林水産部、県土整備部）は、市町村、関係機関・団体と連絡調

整の上、運送幹線となる道路、鉄道、空港、港湾等の状況確認及び必要な整備（隘

路の解消など）を行います。 

  (ｲ) その他 

       知事（防災局）は、運送に要する給油・整備・通信施設等を把握し、避難時に

おける中継・休憩場所等についても事前に調査、確保します。 

ウ 運送業務 

  (ｱ) 運送計画等の作成準備 

    ａ 運送計画の概要作成 

       知事（防災局、総務部、企画部、商工労働部、農林水産部）は、次の計画につ

いて概要を作成します。 

   ① （略） 

     ② 道路使用計画 

      （略） 

     ・冬季の道路の積雪情報を把握と、除雪体制の検討、整備 

   ③ （略） 

 

   b （略） 

ｃ 避難実施要領のパターンの作成に係る支援 

        知事（防災局）及び警察は、市町村が避難実施要領のパターンをあらかじめ

作成するに当たって、必要な助言を行います。この際、消防庁が作成するマニュ

アルを参考にします。 

  (ｲ) 運送手段に係る連絡調整 

       知事（総務部、企画部、商工労働部、農林水産部）は、平素から関係機関・団

体と連絡調整、情報交換を行い、車両、列車、航空機、船舶等の状況を確認すると

ともに、武力攻撃事態等の際の対応について協議します。 

(ｳ) 災害時要援護者の避難 

     ａ 災害時要援護者の避難に係る連絡調整 

         知事（福祉保健部、文化観光局）は、平素から市町村、関係機関・団体と連

絡調整、情報交換を行い、災害時要援護者の状況並びにこれらの者に係る施設

及び避難体制の状況を確認するとともに、武力攻撃事態等の際の対応について

協議し、必要な体制、資機材などを整備します。 

     ｂ 災害時要援護者の避難に関する計画の概要作成 

        知事（福祉保健部、文化観光局）は、関係機関・団体の協力を得て、平素か

ら災害時要援護者の避難に関する計画の概要を作成します。 
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(5)衛生 ア 業務実施の基本的事項 

 (ｱ)・(ｲ)  （略）  

イ 

ウ 治療業務 

  知事（福祉保健部）は、速やかな医療の提供を確保するため、近隣県を含めた医療

機関（許可病床数等）の把握、日本赤十字社県支部との連携、治療のために必要な資

機材の整備、救護班編成計画の概要作成と赤十字特殊標章の交付を準備します。 

エ・オ (略) 

カ 健康管理業務 

  知事(福祉保健部)は、市町村、関係機関・団体と連絡調整の上、次の準備を行いま

す。 

 (ｱ)避難・救援の際の健康管理体制の整備 

 (ｲ)健康診断、予防接種その他の衛生業務の実施体制についての整備 

 

 

ア 業務実施の基本的事項 

 (ｱ)・(ｲ)  （略） 

イ （略） 

ウ 治療業務 

  知事（福祉保健部）は、速やかな医療の提供を確保するため、近隣県を含めた医療

機関（許可病床数等）の把握、日赤県支部との連携、治療のために必要な資機材の整

備、救護班編成計画の概要作成と赤十字特殊標章の交付を準備します。 

エ・オ (略) 

カ 健康管理業務 

  知事(福祉保健部)は、市町村、関係機関・団体と連絡調整の上、次の準備を行いま

す。 

 (ｱ)避難・救援の際の健康管理体制の整備 

 (ｲ)健康診断、予防接種その他の衛生業務の実施体制について整備 
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領 

2-11 

 

(6)施設 

 

ア 業務実施の基本的事項 

知事（危機管理局）は、避難住民数の想定に基づいて、必要な避難施設を指定す

るとともに救援施設に必要な候補施設等を選定します。 

（略） 

イ 避難施設の指定、管理 

(ｱ) 避難施設の指定 

知事（危機管理局）は、文書等により管理者の同意を確認した上で避難施設

を指定し、避難施設の改廃等の状況管理を実施します。 

（略） 

(ｲ) 避難施設の周知 

知事（危機管理局）は、避難施設を指定、変更した時は、市町村と協力して

住民に周知します。 

(ｳ) 避難施設の整備 

知事（危機管理局）は、市町村と協力して以下のとおり避難施設を整備し、

指定した避難施設については状況を確認します。 

（略） 

(ｴ) 資機材の整備 

         知事（危機管理局）は、市町村と協力して避難施設に次の設備、資機材、台

帳類等をあらかじめ配備し、又は必要な時に直ちに配備できるよう準備します。 

 

設備、資機材 備   考 

（略） （略） 

仮設の小屋又はテン 

ト 

 

（略） （略） 

 

 

ア 業務実施の基本的事項 

県（防災局）は、避難住民数の想定に基づいて、必要な避難施設を指定するとと

もに救援施設に必要な候補施設等を選定します。 

（略） 

イ 避難施設の指定、管理 

(ｱ) 避難施設の指定 

知事（防災局）は、文書等により管理者の同意を確認した上で避難施設を指

定し、避難施設の改廃等の状況管理を実施します。 

（略） 

(ｲ) 避難施設の周知 

県（防災局）は、避難施設を指定、変更した時は、市町村と協力して住民に

周知します。 

(ｳ) 避難施設の整備 

県（防災局）は、市町村と協力して以下のとおり避難施設を整備し、指定し

た避難施設については状況を確認します。 

（略） 

(ｴ) 資機材の整備 

         県（防災局）は、市町村と協力して避難施設に次の設備、資機材、台帳類等

をあらかじめ配備し、または必要な時に直ちに配備できるよう準備します。 

 

設備、資機材 備   考 

（略） （略） 

仮設の小屋またはテ 

ント 

 

（略） （略） 
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(7)人に

関す る

こと 

ア  （略） 

イ 人身に係る安全確保措置 

    警察は、国民の安全を確保し、治安の維持に当たるため、武力攻撃災害発生の際等

は速やかに被災者の捜索、救出を行い得るよう、平素から消防ほか関係機関・団体と

連絡調整を実施し、体制、資機材等を整備します。また、中国管区警察局等と連携し、

警察災害派遣隊の充実・強化を図ります。 

    (ｱ) 公共の安全と秩序の維持 

    (ｲ) 安全な避難誘導等、安全確保の措置 

ウ  （略） 

ア  （略） 

イ 被災者の捜索、救出 

    警察は、武力攻撃災害発生の際等は速やかに被災者の捜索、救出を行い得るよう、

平素から消防ほか関係機関・団体と連絡調整を実施し、体制、資機材等を整備します。

また、中国管区警察局等と連携し、広域緊急援助隊の充実、強化を図ります。 

 

ウ  （略） 
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(8)武力

攻撃災

害に 伴

う 被 害

の 最小

化 

 

ア  （略） 

イ 生活関連等施設の安全確保 

(ｱ)   （略）  

  (ｲ) 生活関連等施設に係る情報等の提供等 

      知事（危機管理局）は、市町村、公安委員会、境海上保安部長、鳥取海上保 

安署長及び美保航空基地長等に対し、把握した生活関連等施設の情報及びその 

他安全確保に係る情報を提供するとともに、関係する機関相互の連絡体制の整 

備に努めます。 

  (ｳ) 管理者への通知等 

    ａ 管理者に対する安全確保の留意点の通知 

・知事（各部局）は、生活関連等施設の管理者に対し、生活関連等施設に該当す

る旨及び所管省庁が生活関連等施設の種類ごとに定めた安全確保の留意点を通

知します。 

・知事（危機管理局）、警察は、海上保安部長等と協力し、生活関連等施設の管理

者に対して施設の安全確保の留意点を周知します。 

・知事（危機管理局）は、関係機関と生活関連等施設の管理者との連絡網を整備

します。 

    b  (略) 

ウ 武力攻撃原子力災害への対処準備 

    知事（危機管理局）は、資機材の整備、専門家の派遣要請手続き、関係機関・団体

との連携強化など、武力攻撃原子力災害への対処準備を整備します。 

  対処準備については、地域防災計画（原子力災害対策編）の定めの例により行いま

す。 

なお、以下に引用する地域防災計画（原子力災害対策編）は、平成27年８月に修

正されたものです。 

 第２章 第７節 緊急事態応急体制の整備 

１４．専門家の派遣要請手続き 

県は、原子力事業者から警戒事態又は施設敷地緊急事態発生の通報を

受けた場合に備え、必要に応じ国に対し事態の把握のために専門的知識を

有する職員の派遣を要請するための手続きのほか、鳥取県原子力安全顧問

に参集を要請するための手続きをあらかじめ定めておくものとする。 
 

ア  （略） 

イ 生活関連等施設の安全確保 

(ｱ) （略）  

 (ｲ) 生活関連等施設に係る情報等の提供等 

       知事（防災局）は、市町村、公安委員会、境海上保安部長、鳥取海上保安署長

及び美保航空基地長等に対し、把握した生活関連等施設の情報及びその他安全確

保に係る情報を提供するとともに、関係する機関相互の連絡体制の整備に努めま

す。 

  (ｳ) 管理者への通知等 

    ａ 管理者に対する安全確保の留意点の通知 

・県（各部局）は、生活関連等施設の管理者に対し、生活関連等施設に該当する

旨及び所管省庁が生活関連等施設の種類ごとに定めた安全確保の留意点を通知

します。 

・知事（防災局）、警察は、海上保安部長等と協力し、生活関連等施設の管理者に

対して施設の安全確保の留意点を周知します。 

・知事（防災局）は、関係機関と生活関連等施設の管理者との連絡網を整備しま

す。 

  b （略） 

ウ 武力攻撃原子力災害への対処準備 

    県（防災局）は、資機材の整備、関係機関・団体との連携強化など、武力攻撃原子

力災害への対処準備を整備します。 

（新規） 
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(10) 広

報 、 広

聴活動 

ア 広報活動 

 (ｱ)啓発活動の実施 

   県は、県民に積極的に情報提供を行い、国民保護制度及び国民保護措置の重要性

を啓発し、国民保護措置が的確かつ迅速に実施できる万全の体制を整備します。特

に、弾道ミサイル落下時の行動等、県民が緊急に対処しなければならない情報につ

いては、平素から様々な方法により周知します。このため、県は関係機関と協力し

た啓発活動を実施します。。 

  警察は、効果的な広報の実施及び広報の徹底を図ることができるよう、必要によ

り県、市町村、自治会等の関係機関に広報を要請するなど、協力体制を確保します。 

 (ｲ)啓発活動の内容 

 (略) 

イ (略)  

ウ 報道機関との連携 

    知事（元気づくり総本部）は、報道機関の特性・能力等を把握するとともに、報道 

機関との信頼関係を保持します。 

 警察は、交通の規制、犯罪の予防等につき、報道機関を通じて住民等に効果的 

な情報提供及び広報が行えるよう、必要な体制を整備します。 

ア 広報活動 

 (ｱ)広報活動の実施 

県は、県民に国民保護制度を啓発し、国民保護措置が的確かつ迅速に実施できる

万全の態勢を整備します。このため、県は関係機関と協力し一元的な広報を実施し

ます。 

 警察は、効果的な広報の実施及び広報の徹底を図ることができるよう、必要により

県、市町村、自治会等の関係機関に広報を要請するなど、協力体制を確保します。 

 

 

(ｲ)広報活動の内容 

 (略) 

イ (略)  

ウ 報道機関との連携 

    県（統轄監）は、報道機関の特性・能力等を把握するとともに、報道機関との信頼

関係を保持します。 

警察は、交通の規制、犯罪の予防等につき、報道機関を通じて住民等に効果的な情報提

供及び広報が行えるよう、必要な体制を整備します。 
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別紙第２ 

５その他 

2-15 

(4)学校

教育に

お け る

啓発及

び応急

教育の

準備 

 県教育委員会は、文部科学省の協力を得て、児童・生徒等の安全の確保及び災害対応

能力育成のため、県立学校において、安全教育や自他の生命を尊重する精神、ボランテ

ィア精神の養成等のための教育を行います。 

 また、県教育委員会は、学校の立地条件等を考慮し、武力攻撃事態等の際の避難計画、

応急教育計画を策定します。 

 （削除） 

 （削除） 

 県（教育委員会）は、文部科学省の協力を得て、児童生徒等の安全の確保及び災害対

応能力育成のため、県立学校において、安全教育や自他の生命を尊重する精神、ボラン

ティア精神の要請等のための教育を行います。 

 また、県（教育委員会）は、学校の立地条件等を考慮し、武力攻撃事態等の際の避難

計画、応急教育計画を策定します。 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料33「公立教育施設一覧表」） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料34「私立教育施設一覧表」） 

 

別紙第２ 

５その他 

2-15 

(5)文化

財の 保

護 

県教育委員会は、指定文化財の所有者との連絡体制を把握します。 

（略） 

 （削除） 

 教育委員会は、指定文化財の所有者との連絡体制を把握します。 

（略） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料35「文化財所在一覧表」） 

 

別紙第３ 

3-1 

関連す

る 計 画

等 

 

県 鳥取県地域防災計画（原子力災害対策編）、鳥取県広域住民避難計画

（島根原子力発電所事故対応） 
 

 

県 鳥取県地域防災計画（原子力対策編） 
 

 

別紙第３ 

１状況 

3-2 

(3)情報

計画 

(3)情報計画 

  別紙第１「情報計画」参照 

(3)別紙第１「情報計画」参照  

別紙第３ 

２構想 

3-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)実施

要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 武力攻撃災害の兆候の通報 

  第 2 章 国民保護措置の概要の「２ 実施要領」の「(4)武力攻撃に伴う被害の最

小化」の「イ 武力攻撃災害対処の「(ｱ)兆候の通報（法第98条）」に準じて実施しま

す。 

(ｲ) 情報の収集、提供 

(ｳ) 緊急通報の発令 

  第 2 章 国民保護措置の概要の「２ 実施要領」の「(4)武力攻撃に伴う被害の最

小化」の「イ 武力攻撃災害対処の「(ｲ)緊急通報の発令（法第99条～第101条）」

に準じて実施します。  

(ｴ) 退避の指示 

  第 2 章 国民保護措置の概要の「２ 実施要領」の「(4)武力攻撃に伴う被害の最

小化」の「イ 武力攻撃災害対処」の「(ｳ)退避の指示（法第112条）」に準じて実施

します。 

(ｵ) 警戒区域の設定  

  第 2 章 国民保護措置の概要の「２ 実施要領」の「(4)武力攻撃に伴う被害の最

小化」の「イ 武力攻撃災害対処の「(ｴ)警戒区域の設定（法第114条）」に準じて実

施します。 

(ｶ) 応急公用負担 

  第 2 章 国民保護措置の概要の「２ 実施要領」の「(4)武力攻撃に伴う被害の最

小化」の「イ 武力攻撃災害対処の「(ｵ)応急公用負担（法第113条）」に準じて実施

します。 

(ｷ) 緊急の避難の指示 

ア （略） 

イ 実施体制の確保 

(ｱ) 県対策本部の設置 

知事（危機管理局）は、内閣総理大臣から県対策本部を設置すべき県の指定を受

けた場合には、速やかに県対策本部を設置します。（当該指定がない場合に、県対策

本部を設置すべきであると判断したときは、内閣総理大臣に当該指定を行うよう要

請します。） 

また、県現地対策本部を設置し、国民保護措置の実施について市町村及び関係機

関と調整し連携を図ります。 

対処基本方針の決定前又は対処基本方針が決定されない場合は、危機管理委員会や

危機管理対策本部会議を招集します。 

(ｱ) 武力攻撃災害の兆候の通報 

  第2章 構想の「２ 実施要領」の「(4)武力攻撃災害による被害の最小化」の「イ 

武力攻撃災害対処の「(ｱ)武力攻撃災害の兆候の通報」に準じて実施します。 

 

(ｲ) 情報の収集、提供 

(ｳ) 緊急通報の発令 

  第2章 構想の「２ 実施要領」の「(4)武力攻撃災害による被害の最小化」の「イ 

武力攻撃災害対処の「(ｲ)緊急通報の発令」に準じて実施します。  

 

(ｴ) 退避の指示 

   第2章 構想の「２ 実施要領」の「(4)武力攻撃災害による被害の最小化」の「イ 

武力攻撃災害対処」の「(ｳ)退避の指示（法112）」に準じて実施します。 

 

(ｵ) 警戒区域の設定  

   第2章 構想の「２ 実施要領」の「(4)武力攻撃災害による被害の最小化」の「イ 

武力攻撃災害対処の「(ｴ)警戒区域の設定」に準じて実施します。 

 

(ｶ) 応急公用負担 

  第2章 構想の「２ 実施要領」の「(4)武力攻撃災害による被害の最小化」の「イ 

武力攻撃災害対処の「(ｵ)応急公用負担」に準じて実施します。 

 

(ｷ) 緊急の避難の指示 

ア （略） 

イ 実施体制の確保 

(ｱ) 対策本部の設置 

知事（防災局）は、内閣総理大臣から対策本部を設置すべき県の指定を受けた場

合には、速やかに国民保護対策本部を設置します。（当該指定がない場合に、対策本

部を設置すべきであると判断したときは、内閣総理大臣に当該指定を行うよう要請

します。） 

また、現地対策本部を設置し、国民保護措置の実施について市町村及び関係機関

と調整し連携を図ります。 

対処基本方針の決定前又は対処基本方針が決定されない場合は、危機管理委員会や

危機管理対策本部会議を招集します。 
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別紙第３ 

２構想 

3-2 

 

 

 

 

 

 

(2)実施

要領 

 

 

 

 

緊急対処事態対処方針にあっても、上記に同じです。なお、緊急対処事態の後に

武力攻撃事態の認定が行われた場合は、県対策本部を設置します。 

(ｲ) 防護センターの設置 

知事（危機管理局、福祉保健部）は、ＮＢＣＲ兵器使用の兆候あるいは使用され

た場合は、県対策本部内に防護センターを設置します。防護センターは、ＮＢＣＲ

兵器の被害情報に関する次の資料を作成し、県対策本部長を補佐します。 

  （略） 

(ｳ) 知事（危機管理局）は、国民保護等派遣を要請します。 

(ｴ) 知事（危機管理局）は、緊急消防援助隊を要請します。 

緊急対処事態対処方針にあっても、上記に同じです。なお、緊急対処事態がのち

に武力攻撃事態の認定が行われた場合は、国民保護対策本部を設置します。 

 (ｲ) 防護センターの設置 

知事（防災局、福祉保健部）は、ＮＢＣＲ兵器使用の兆候あるいは使用された場

合は、対策本部内に防護センターを設置します。防護センターは、ＮＢＣＲ兵器の

被害情報に関する次の資料を作成し、対策本部長を補佐します。 

  （略） 

(ｳ) 知事（防災局）は、国民保護等派遣を要請します。 

(ｴ) 知事（防災局）は、緊急消防援助隊を要請します。 

別紙第３ 

２構想 

3-3 

(2)実施

要領 

ウ 武力攻撃災害への対処 

 (ｱ) 対処要領 

      知事（危機管理局・各部局）は、武力攻撃災害が発生し、又は発生するおそれが

ある場合は、当該武力攻撃災害を防除し、及び当該武力攻撃災害による被害を軽減

するため、関係機関・団体等と連絡を密にし、情報収集、被災者の救助、拡大防止

等の対処措置を実施します。 

  a  県、市町村による対処 

      県は、市町村と連携し、国民保護法、消防法などの規定に基づき、その区域に

係る武力攻撃災害の防除、軽減措置、その他の措置を実施します。 

 

   （略） 

b (略) 

ｃ 市町村の能力を超えた場合の対処（市町村長の県への要請） 

        市町村長は、知事（危機管理局）に対し、対処を要請するものとします。 

        知事（危機管理局）は、武力攻撃災害の防除、軽減措置、その他の措置を実施

し、県の能力を超える等必要な場合には、国対策本部長に対し必要な措置を講ず

るよう要請を行います。 

（略） 

ウ 武力攻撃災害への対処 

 (ｱ) 対処要領 

      知事（防災局他各部局）は、武力攻撃災害が発生し、又は発生するおそれがある

場合は、当該武力攻撃災害を防除し、及び当該武力攻撃災害による被害を軽減する

ため、関係機関・団体等と連絡を密にし、情報収集、被災者の救助、拡大防止等の

対処措置を実施します。 

   a  県、市町村による対処 

     県は、市町村と連携し、国民保護法、消防法、警察官職務執行法などの規定に

基づき、その区域に係る武力攻撃災害の防除、軽減措置、その他の措置を実施し

ます。 

   （略） 

b (略) 

ｃ 市町村の能力を超えた場合の対処（市町村長の県への要請） 

        市町村長は、知事（防災局）に対し、対処を要請するものとします。 

        知事（防災局）は、武力攻撃災害の防除、軽減措置、その他の措置を実施し、

県の能力を超える等必要な場合には、国対策本部長に対し必要な措置を講ずるよ

う要請を行います。 

 （略） 

 

別紙第３ 

２構想 

3-4 

(2)実施

要領 

 (ｲ) 緊急の避難の指示 

   ａ ゲリラや特殊部隊による攻撃の場合 

国対策本部 県 市町村 住民 

（略） （略） （略） （略） 

  （略） 

 (ｲ) 緊急の避難の指示 

   ａ ゲリラや特殊部隊による攻撃の場合 

対策本部 県 市町村 住民 

（略） （略） （略） （略） 

（略） 
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別紙第３ 

２構想 

3-5 

(2)実施

要領 

ｂ ミサイル（弾道ミサイル、巡航ミサイル）、航空機による攻撃の場合 

国対策本部 県 市町村 住民 

（略） （略） （略） （略） 

   弾頭に NBC が使用された場合又は武力攻撃原子力災害が発生した場合の避難は、

「NBCR攻撃」に準じます。 

   国対策本部が設置されていない場合においても、全国瞬時警報システム

（J-ALERT）、緊急情報ネットワークシステム（Em-Net）等によりミサイルの発射情

報を伝達します。 

 

※弾道ミサイル発射に係る全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）による情報伝達 

（再掲） 

 

弾道ミサイルが日本に飛来する可能性があると国が判断した場合、情報を伝達する 

必要がある地域に対して、防災行政無線（屋外拡声器等）や緊急速報メール等で直接 

県民に弾道ミサイルの発射情報の伝達や避難の呼びかけがあります。  

 

(1）日本の領土・領海に落下する可能性が 

   あると判断した場合 

   ①ミサイル発射情報・避難の呼びかけ 

   ②直ちに避難することの呼びかけ 

   ③落下情報等についての情報 

   ④追加情報 

 

(2) 日本の上空を通過した場合 

    ①ミサイル発射情報・避難の呼びかけ 

   ②ミサイル通過情報 

 

(3) 日本の領海外の海域に落下した場合 

     ①ミサイル発射情報・避難の呼びかけ 

     ②落下場所等についての情報 

 

 ※      伝達される情報の内容 

 

この場合、県では、下記のとおり県民の具体的な避難行動について、あんしんトリピ

ーメール、ツイッター、フェイスブック等での伝達や市町村・防災関係機関の広報手段

等によって発射情報等初期情報の情報伝達に努めるとともに、引き続いて避難行動をは

じめとした県民の取るべき行動について市町村等と協力して迅速に県民に周知し、安全

の確保に努めます。 

 

例文（※状況により文面や内容を変更することがあります。） 

 ○屋外にいる場合 「できる限り頑丈な建物や地下に避難してください。」 

   ○建物がない場合 「物陰に身を隠すか、地面に伏せて頭部を守ってください。」 

 ○屋内にいる場合 「窓から離れるか、窓のない部屋に移動してください。」    
 

ｃ ＮＢＣＲ攻撃の場合 

（略） 

国対策本部 県 市町村 住民 

（略） （略） （略） （略） 
 

ｂ ミサイル（弾道ミサイル、巡航ミサイル）、航空機による攻撃の場合 

対策本部 県 市町村 住民 

（略） （略） （略） （略） 

     弾頭に NBC が使用された場合または武力攻撃原子力災害が発生した場合の避難

は、「NBCR攻撃」に準じます。 

（新規） 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

ｃ ＮＢＣＲ攻撃の場合 

（略） 

対策本部 県 市町村 住民 

（略） （略） （略） （略） 
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別紙第３ 

２構想 

3-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2)実施

要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ｳ) ＮＢＣＲ災害への対処 

   各攻撃類型において、ＮＢＣＲ災害が覚知された場合の対処については、次の 

とおり行動します。 

 ａ Ｎ（核）攻撃 

要点 ・爆風、熱線、放射線への対応 

・被災者の除染、汚染等の有無、治療との連携を考慮 

・時間（汚染源にさらされる時間を短く）、距離（汚染源か

らできるかぎり離れる）、遮蔽（避難場所を探し、汚染源

との間に、できるだけ厚い遮蔽物を置く）に留意 

・避難住民等（運送に使用する車両及びその乗務員を含む。）

の避難退域時検査及び簡易除染その他放射性物質による

汚染の拡大を防止するため必要な措置を講じる必要があ

ることを考慮 

・正しい情報を入手する 

個人防護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核爆発の方向を見ない 

帽子、スカーフ、長袖シャツ、ズボン、ビニールカッパを身

につけて避難する 

マスクをして内部被ばくを防ぐ 

避難できない場合は、退避場所に行く 

（地下室、窓のない奥まった部屋） 

屋外にいた場合は、衣服、靴を脱ぎ、二重にしたポリ袋によ

り密封する 

石けんで全身をくまなく洗う 

汚染の危険のある食品・飲料水は避ける 

至近距離では、布（できれば水で濡らしたもの）で口と鼻を

覆う 

※防護マスクは、装着法に精通した者以外は使用しない 

避難の指示 行政の指示に基づき避難 

緊急の場合、風下を避けて風向きとなるべく垂直方向に避難 

屋内避難 換気装置を止める 

空気調節弁を閉める 

ドアや換気口をガムテープで目張りする 

食品にはラップやふたをする 

別途避難の指示があるまで外出禁止 

情報収集 （略） 

治 療 専門医による治療 

（留意事項） 

・医療関係者からなる救護班による被ばく医療活動の実施 

・内閣総理大臣により、指定公共機関（量子科学技術研究開

発機構、国立病院機構）、国立高度専門医療研究センター、

国立大学病院等の医療関係者等からなる被ばく医療に係

る医療チームが派遣された場合、その指導のもと、トリア

ージや汚染・被ばくの程度に応じた医療の実施 

 

(ｳ) ＮＢＣＲ災害への対処 

  各攻撃類型において、ＮＢＣＲ災害が覚知された場合の対処については、次のとお

り行動します。 

 ａ Ｎ（核）攻撃 

要点 ・爆風、熱線、放射線への対応 

・被災者の除染、汚染等の有無、治療との連携を考慮 

・時間（汚染源にさらされる時間を短く）、距離（汚染源から

できるかぎり離れる）、遮蔽（避難場所を探し、汚染源との

間に、できるだけ厚い遮蔽物を置く）に留意 

（新規） 

 

 

 

（新規） 

個人防護 

 

 

 

 

 

核爆発の方向を見ない 

帽子、スカーフ、長袖シャツ、ズボンを身につけて避難する 

 

（新規） 

避難できない場合は、待避場所にいく 

（地下室、窓のない奥まった部屋） 

屋外にいた場合は、衣服、靴を脱ぎ、２重にしたポリ袋によ

り密封する 

石けんで全身をくまなく洗う 

汚染の危険のある食品・飲料水は避ける 

至近距離では、布（できれば水で濡らしたもの）で口と鼻を

覆う 

※防護マスクは、装着法に精通した者以外は使用しない 

避難の指示 （新規） 

風下を避けて風向きとなるべく垂直方向に避難 

屋内退避 換気装置を止める 

空気調節弁を閉める 

ドアや換気口をガムテープで目張りする 

（新規） 

別途避難の指示があるまで外出禁止 

情報収集 （略） 

治 療 専門医による治療 

（留意事項） 

・医療関係者からなる救護班による緊急被ばく医療活動の実

施 

・内閣総理大臣により緊急被ばく医療派遣チームが派遣され

た場合、その指導のもと、トリアージや汚染・被ばくの程

度に応じた医療の実施 
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（2)実施

要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の措置 県は、核攻撃等による災害が発生した場合、国対策本部に
よる汚染範囲の特定を補助するため、汚染の範囲特定に資す
る被災情報を直ちに国対策本部に報告します。 

 また、措置に当たる要員に防護服を着用させるとともに、
被ばく線量の管理を行いつつ、活動を実施させます。 
 救援にあたっては、医療機関と連携し対処します。 

 
 

 

ｂ Ｂ（生物兵器）攻撃 

（略） （略） 

県の措置 ・県は、措置に当たる要員に防護服を着用させるとともに、必

要に応じ、ワクチン接種を行わせます。 

・県は、感染症法の枠組みに従い、患者の移送を行うととも

に、国の指示の下で、汚染範囲の把握及び感染源を特定

し、保健所においては、関係機関と連携して消毒等の措置

を行います。また、衛生環境研究所は、平素から構築した連

携体制を活用しつつ、適切な措置を講じます。 

   

  c Ｃ（化学兵器）攻撃 

要 点 (略) 

指 標 (略) 

・天候、スモッグ又は周辺環境からは説明できない低くたな

びく雲、霧のようなガス体 

(略) 

個人防護 (略) 

避難の指示 (略) 

屋内避難 地階より上の、窓のない奥まった部屋に避難 

換気装置を止める 

空気調整弁を閉める 

ドアや換気口をガムテープで目張りする 

情報収集 (略) 

治 療 (略) 

県の措置 (略) 

 

  ｄ Ｒ（放射能）攻撃 

要  点 

 
・爆発、放射能による被害 

・被災者の除染、汚染等の有無、治療との連携を考慮 

・時間（汚染源にさらされる時間を短く）、距離（汚染源から 

できるかぎり離れる）、遮蔽（避難場所を探し、汚染源との 

間に、できるだけ厚い遮蔽物を置く）に留意 

・避難住民等（運送に使用する車両及びその乗務員を含む。） 

の避難退域時検査及び簡易除染その他放射性物質による汚 

染の拡大を防止するため必要な措置を講じる必要があるこ 

とを考慮 

 

県の措置 県は、核攻撃等による災害が発生した場合、国対策本部に

よる汚染範囲の特定を補助するため、汚染の範囲特定に資す

る被災情報を直ちに国対策本部に報告します。 

 また、措置に当たる要員に防護服を着用させるとともに、

被ばく線量の管理を行いつつ、活動を実施させます。 

（新規） 

 

ｂ Ｂ攻撃（生物兵器） 

（略） （略） 

県の措置 ・県は、措置に当たる要員に防護服を着用させるとともに、必要

に応じ、ワクチン接種を行わせます。 

・県は、感染症法の枠組みに従い、患者の移送を行うとともに、

国の指示の下で、汚染範囲の把握及び感染源を特定し、保

健所においては、関係機関と連携して消毒等の措置を行い

ます。また、地方衛生研究所は、平素から構築した連携体制

を活用しつつ、適切な措置を講じます。 

    

  c Ｃ(化学兵器)攻撃 

要 点 (略) 

指 標 (略) 

・天候、スモッグ、または周辺環境からは説明できない低

くたなびく雲、霧のようなガス体 

(略) 

個人防護 (略) 

避難の指示 (略) 

屋内避難 地階より上の、窓のない奥まった部屋に退避 

換気装置を止める 

空気調整弁を閉める 

ドアや換気口をガムテープで目張りする 

情報収集 (略) 

治 療 (略) 

県の措置 (略) 

 

  ｄ Ｒ（放射能）攻撃 

要  点 

 
・爆発、放射能による被害 

（新規） 

・時間（汚染源にさらされる時間を短く）、距離（汚染源か

らできるかぎり離れる）、遮蔽（避難場所を探し、汚染源と

の間に、できるだけ厚い遮蔽物を置く）に留意 

（新規） 
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（2)実施

要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個人防護 

 
至近距離では、布（できれば水で濡らしたもの）で口と鼻を覆

う 

徒歩で避難 

（削除） 

汚染区域にいた場合は、 

・石けんで全身をくまなく洗う 

・衣服、靴を脱ぎ、二重にしたポリ袋に密封する。 

汚染の危険のある食品・飲料水は避ける 

帽子、スカーフ、長袖シャツ、ズボンを身につけて避難準備 

※防護マスクは、装着法に精通した者以外は使用しない 

 治 療 専門医による治療 

（留意事項） 

・医療関係者からなる救護班による被ばく医療活動の実施 

 

・内閣総理大臣により被ばく医療に係る医療チームが派遣さ

れた場合、その指導のもと、トリアージや汚染・被ばくの程

度に応じた医療の実施 

県の措置 県は、放射能攻撃等による災害が発生した場合、国対策本

部による汚染範囲の特定を補助するため、汚染の範囲特定に

資する被災情報を直ちに国対策本部に報告します。 

 また、措置にあたる要員に防護服を着用させるとともに、

被ばく線量の管理を行いつつ、活動を実施させます。 

 救援にあたっては医療機関と連携し対処します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個人防護 

 
至近距離では、布（できれば水で濡らしたもの）で口と鼻を

覆う 

徒歩で避難 

石けんで全身をくまなく洗う 

汚染区域にいた場合は、 

・石けんで全身をくまなく洗う 

・衣服、靴を脱ぎ、２重にしたポリ袋に密封する。 

汚染の危険のある食品・飲料水は避ける 

帽子、スカーフ、長袖シャツ、ズボンを身につけて避難準備 

※防護マスクは、装着法に精通した者以外は使用しない 

治 療 専門医による治療 

（留意事項） 

・医療関係者からなる救護班による緊急被ばく医療活動の実

施 

・内閣総理大臣により緊急被ばく医療派遣チームが派遣され

た場合、その指導のもと、トリアージや汚染・被ばくの程

度に応じた医療の実施 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） 
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（2)実施

要領 

 e  武力攻撃原子力災害 

要点 ・放射能への対応 

・時間（汚染源にさらされる時間を短く）、距離（汚染源から

できるかぎり離れる）、遮蔽（避難場所を探し、汚染源との間

に、できるだけ厚い遮蔽物を置く）に留意 

・正しい情報を入手する 

個人防護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核爆発の方向を見ない 

帽子、スカーフ、長袖シャツ、ズボン、ビニールカッパを身に

つけて避難する 

マスクをして内部被ばくを防ぐ 

避難できない場合は、退避場所に行く 

（地下室、窓のない奥まった部屋） 

屋外にいた場合は、衣服、靴を脱ぎ、二重にしたポリ袋により

密封する 

石けんで全身をくまなく洗う 

汚染の危険のある食品・飲料水は避ける 

至近距離では、布（できれば水で濡らしたもの）で口と鼻を覆

う 

※防護マスクは、装着法に精通した者以外は使用しない 

避難の指示 行政の指示に基づき避難 

緊急の場合、風下を避けて風向きとなるべく垂直方向に避難 

屋内避難 換気装置を止める 

空気調節弁を閉める 

ドアや換気口をガムテープで目張りする 

食品にはラップやふたをする 

別途避難の指示があるまで外出禁止 

（略） （略） 

治 療 専門医による治療 

（留意事項） 

・医療関係者からなる救護班による被ばく医療活動の実施 

・内閣総理大臣により被ばく医療に係る医療チームが派遣され

た場合、その指導のもと、トリアージや汚染・被ばくの程度

に応じた医療の実施 

県の措置 以下のとおり 
 

  e  武力攻撃原子力災害 

要点 ・放射能への対応 

・時間（汚染源にさらされる時間を短く）、距離（汚染源からで

きるかぎり離れる）、遮蔽（避難場所を探し、汚染源との間に、

できるだけ厚い遮蔽物を置く）に留意 

 

個人防護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核爆発の方向を見ない 

帽子、スカーフ、長袖シャツ、ズボンを身につけて避難する 

 

（新規） 

避難できない場合は、待避場所にいく 

（地下室、窓のない奥まった部屋） 

屋外にいた場合は、衣服、靴を脱ぎ、２重にしたポリ袋により密

封する 

石けんで全身をくまなく洗う 

汚染の危険のある食品・飲料水は避ける 

至近距離では、布（できれば水で濡らしたもの）で口と鼻を覆う 

 

※防護マスクは、装着法に精通した者以外は使用しない 

避難の指示 （新規） 

風下を避けて風向きとなるべく垂直方向に避難 

屋内避難 換気装置を止める 

空気調節弁を閉める 

ドアや換気口をガムテープで目張りする 

（新規） 

別途避難の指示があるまで外出禁止 

（略） （略） 

治 療 専門医による治療 

（留意事項） 

・医療関係者からなる救護班による緊急被ばく医療活動の実施 

・内閣総理大臣により緊急被ばく医療派遣チームが派遣された場

合、その指導のもと、トリアージや汚染・被ばくの程度に応じ

た医療の実施 

県の措置 以下のとおり 
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（2)実施

要領 

 

ｅ 武力攻撃原子力災害 

※ 武力攻撃原子力災害への対処（法第105条） 

県は、原子力事業所が武力攻撃災害を受けた場合又は武力攻撃に伴い原子力事業

所外（原子力事業所の外における放射性物質の運搬（以下、「事業所外運搬」とい

う。）の場合にあっては、当該運搬に使用する容器外）に放射性物質等の放出又は

放出のおそれがある場合、周囲への影響にかんがみ、次に掲げる措置を講じます。 

この場合、原子力事業所は危険物質等の取扱所として生活関連等施設に該当する

ことから、生活関連等施設に関する措置及び危険物質等の取扱所に関する措置もあ

わせて講じます。 

１ 地域防災計画（原子力災害対策編）及び広域住民避難計画（島根原子力発 

電所事故対応）等に準じた措置の実施 

２ 放射性物質等の放出又は放出のおそれに関する通報及び公示等 

（１）知事は、放射性物質等の放出又は放出のおそれに関する通報を原子力事業 

所から受けたとき又は内閣総理大臣若しくは原子力規制委員会から通知を 

受けたときは、あらかじめ定める連絡方法により、原子力事業所周辺市町村 

長（事業所外運搬に係る事実の発生の場合にあっては、当該事実が発生した 

場所を管轄する市町村長）及び指定地方公共機関に連絡します。 

（２）知事は、モニタリングポストによる把握及び消防・警察機関等による連絡 

により、放射性物質等の放出又は放出のおそれがあるとの情報を原子力事業 

者、内閣総理大臣及び原子力規制委員会より先に把握した場合には、直ちに 

原子力事業者にその内容を確認し、その旨を内閣総理大臣及び原子力規制委 

員会に通報するとともに、その受信確認を行います。 

  

発電用原子炉 内閣総理大臣及び原子力規制委員会（事

業所外運搬に起因する場合にあっては、

内閣総理大臣、原子力規制委員会及び国

土交通大臣） 

（削除） （削除） 

 

 

 

（３）知事は、国対策本部長が、武力攻撃原子力災害の発生又は拡大を防止するた 

め、応急対策の実施に係る公示を発出し、その通知を受けた場合には、警報の 

通知に準じて、市町村及び指定（地方）公共機関その他関係機関に当該公示の内 

容を通知します。 

 （４）知事は、国対策本部長の指示に基づき、応急対策を行うとともに、必要に応じ、

市町村長に対して、所要の応急対策を講ずべき旨の指示を行います。 

 （５）通報を受けた場合の専門家の招集及び現地への派遣については、地域防災計画

（原子力災害対策編）の定めの例により行います。 

    なお、引用する地域防災計画（原子力災害対策編）は、平成27年８月に 

修正されたものであり、枠内で示す以下の各項目の引用も全て同様です。 

第３章 第３節 活動体制の確立 

３．専門家の派遣要請 

県は、施設敷地緊急事態発生の通報がなされた場合、必要に応じて、 

あらかじめ定められた手続きに従い、国及び関係機関に対して専門家の 

派遣を要請し、鳥取県原子力安全顧問に対しては、原子力応急対策・放 

射線管理・放射線防護等の専門分野について助言等を求めると共に、必 

要に応じて鳥取県原子力安全顧問に対して参集を要請するものとする。 

 

ｅ 武力攻撃原子力災害 

※ 武力攻撃原子力災害への対処（法105） 

県は、原子力事業所が武力攻撃災害を受けた場合における周囲への影響にかんが

み、次に掲げる措置を講じます。 

 

 

この場合、生活関連等施設に関する措置及び危険物質等の取扱所に関する措置も

あわせて講じます。 

 

① 地域防災計画（原子力災害対策編）等に準じた措置の実施 

 

② 放射性物質等の放出又は放出のおそれに関する通報及び公示等 

・知事は、放射性物質等の放出又は放出のおそれに関する通報を原子力事業所か

ら受けたとき又は指定行政機関の長から通知を受けたときは、あらかじめ定める

連絡方法により、周辺市町村長及び指定地方公共機関に連絡します。 

 

 

・知事は、モニタリングポストによる把握及び消防・警察機関等による連絡によ

り、放射性物質等の放出又は放出のおそれがあるとの情報を原子力事業者及び指

定行政機関の長より先に把握した場合には、直ちに原子力事業者にその内容を確

認し、その旨を次に掲げる指定行政機関の長に通報するとともに、その受信確認

を行います。 

 

実用発電用原子炉等 経済産業大臣（事業所外運搬に起因する

場合にあっては、経済産業大臣及び国土

交通大臣） 

 

試験研究用原子炉等 文部科学大臣（事業所外運搬に起因する

場合にあっては、文部科学大臣及び国土

交通大臣） 

 

・知事は、国対策本部長が、武力攻撃原子力災害の発生又は拡大を防止するため、

応急対策の実施に係る公示を発出し、その通知を受けた場合には、警報の通知に

準じて、関係機関に当該公示の内容を通知します。 

 

      ・知事は、国対策本部長の指示に基づき、応急対策を行うとともに、必要に応じ、

市町村長に対して、所要の応急対策を講ずべき旨の指示を行います。 

 

 

 

 

（新規） 
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（2)実施

要領 

 

３ モニタリングの実施 

モニタリングの実施については、状況に応じ、地域防災計画（原子力災 

害対策編）の定めの例により行います。 

 

第３章 第２節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保 

４．放射性物質又は放射線の影響の早期把握のための活動 
②警戒事態の環境放射線モニタリング 
県は、警戒事態の発生を認知した場合、モニタリング本部を設置する。 

モニタリング本部は、固定観測局等の稼働状況を確認し、異常がある場
合には、代替機の設置や修理等を行うとともに、平常時モニタリングの
強化を行い、緊急時モニタリングの準備を開始するものとする。また、

原子力規制委員会との連絡手段の確認等を行い、環境放射線モニタリン
グの観測結果を報告するとともに、国によるＥＭＣ（緊急時モニタリン
グセンター）の立上げ準備に協力するものとする。 
 
③ＥＭＣの立上げ及び緊急時モニタリング実施計画の策定 
 施設敷地緊急事態に該当する事象が発生した場合には、国は、ＥＭＣ
を立ち上げるものとされている。県は、国によるＥＭＣの立上げに協力

するとともに、職員を派遣するものとする。 
 国は、原子力災害対策指針等に基づき、緊急時モニタリング計画を参
照して、周辺住民の住居の分布及び地形を考慮に入れ、また、原子力施

設の状況及び気象情報等を参考にしつつ、緊急時モニタリング実施計画
を策定するものとされている。 
 
④緊急時モニタリングの実施 

 県は、緊急時モニタリング実施計画が策定されるまでの間は、県が定
めた緊急時モニタリング計画に基づき、緊急時モニタリング実施計画が
策定された後は緊急時モニタリング実施計画に基づいて、ＥＭＣの統括

の下、緊急時モニタリングを実施するものとする。 
 
⑤緊急時モニタリング実施計画の改訂への参画 
 国は、原子力施設の状況、放射線状況及び防護措置の実施状況等に応

じて、緊急時モニタリング実施計画を適宜改訂するものとされている。
モニタリング本部は、ＥＭＣと連絡調整を行いこの改訂に協力するもの
とする。 
 
⑥モニタリング結果の共有 
 ＥＭＣはモニタリング結果の妥当性を確認し、ＥＭＣ内、原子力規制
委員会（全面緊急事態においては、原子力災害対策本部）及びオフサイ

トセンター（緊急事態応急対策等拠点施設）放射線班と速やかに結果を
共有する。また、原子力災害対策本部等が行ったモニタリングの結果の
評価等をＥＭＣは、オフサイトセンター放射線班と共有する。県は、緊

急時モニタリング計画等に沿って、オフサイトセンター内で共有された
評価結果を、関係市町と共有するとともにその他県内市町村に連絡する
ほか、災害時応援協定の相手先と共有する。 

 また県は、モニタリング情報共有システムを活用し、県から情報を送
信し、関係機関と情報を共有するとともに、他機関から情報を受信し、
情報を共有するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ モニタリングの実施 

       ・県は、通報を受けたときは、平時の原子力災害のための平常時モニタリング

を強化し、その結果を取りまとめ、国対策本部、文部科学省、経済産業省及び

国土交通省（更に国現地対策本部が設置された場合は国現地対策本部）に連絡

するとともに、平時の原子力災害のための緊急時モニタリング計画を踏まえ、

緊急時モニタリングに必要な準備を直ちに行います。 

       ・県は、公示の発出後においては、関係機関からの情報を含む緊急時モニタリ

ングの結果を取りまとめ、オフサイトセンター等に派遣した職員に対し連絡

します。 

       ・県は、原子力事業者から定期的に連絡された施設等からの放射性物質等の放

出状況及び放出見通し等の情報の整理を行います。 
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（2)実施

要領 

 

４ 住民の避難等の措置 

知事は、国対策本部長による警報の発令や以下の避難措置の指示が行わ

れた場合には、当該指示等の内容を踏まえて、住民に対し避難を指示しま

す。 

この場合において、「屋内避難」や「移動による避難」の実施の時期や

範囲については、国対策本部における専門的な分析や判断を踏まえた避難

措置の指示に基づいて、適切に行います。 

・国対策本部長は、予防的防護措置を準備する区域（ＰＡＺ）に相当する 

域については、直ちに他の地域への避難を指示することになります。ただ 

し、武力攻撃の状況にかんがみ必要があると認めるときは、屋内避難を指 

示することになります。 

・また、緊急時防護措置を準備する区域（ＵＰＺ）に相当する地域につい 

ては、まずは屋内避難を指示するとともに、その後の事態の推移等に応じ 

必要があると認めるときは、武力攻撃の状況に留意しつつ、他の地域への 

避難等を指示することになります。 

・緊急時防護措置を準備する区域（ＵＰＺ）に相当する地域外については、 

事態の推移等に応じ必要があると認めるときは、緊急時防護措置を準備す 

る区域（ＵＰＺ）に相当する地域と同様の措置を指示することになります。 

・屋内避難については、コンクリート建屋への屋内避難が有効であること 

に留意するものとします。    

   なお、知事は、原子力事業者からの通報の内容、モニタリング結果等を 

勘案し、事態の状況により避難措置の指示を待ついとまがない場合は、そ 

の判断により、緊急通報を発令し、退避の指示などの応急措置を講じます。 

 

５ 武力攻撃原子力災害合同対策協議会との連携 

県は、国現地対策本部長が主導的に運営する「武力攻撃原子力災害合同対

策協議会」に職員を派遣するなど、同協議会と必要な連携を図ります。 

なお、国の現地対策本部は、原則として、オフサイトセンター（緊急事態

応急対策等拠点施設）に設置されますが、武力攻撃原子力災害による被害の

状況又は武力攻撃の排除等との調整の必要性に応じ、県庁等に設置されるこ

とがあります。 

県は、武力攻撃原子力災害合同対策協議会において、モニタリング結果、

医療関係情報、住民の避難及び避難の状況の報告等必要な情報提供を行うと

ともに、国の対処方針や被害状況、応急措置の実施状況等の情報を共有し、

応急対策等について必要な調整を実施します。 

 

６ 国への措置命令の要請等 

（略） 

 

④ 住民の避難等の措置 

・知事は、国対策本部長による警報の発令や避難措置の指示が行われた場合

には、当該指示等の内容を踏まえて、住民に対し避難を指示します。 

  この場合において、「屋内避難」や「移動による避難」の実施の時期や範

囲については、国対策本部における専門的な分析や判断を踏まえた避難措

置の指示に基づいて、適切に行います。 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ・知事は、原子力事業者からの通報の内容、モニタリング結果等を勘案し、 

事態の状況により避難措置の指示を待ついとまがない場合は、その判断によ

り、緊急通報を発令し、退避の指示などの応急措置を講じます。 

 

⑤ 武力攻撃原子力災害合同対策協議会との連携 

・県は、国現地対策本部長が主導的に運営する「武力攻撃原子力災害合同

対策協議会」に職員を派遣するなど、同協議会と必要な連携を図ります。 

 

 

 

・県は、武力攻撃原子力災害合同対策協議会において、モニタリング結果、

医療関係情報、住民の避難及び退避の状況の報告等必要な情報提供を行うと

ともに、国の対処方針や被害状況、応急措置の実施状況等の情報を共有し、

応急対策等について必要な調整を実施するとともに、現地に派遣された専

門家等から必要な助言を受けます。 

 

⑥ 国への措置命令の要請等 

    （略） 
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７ 安定ヨウ素剤の予防服用 

安定ヨウ素剤の予防服用については、状況に応じ、地域防災計画（原子力

災害対策編）の定めの例により行います。 

 

第３章 第４節 避難、屋内退避等の防護措置 

６．安定ヨウ素剤の予防服用 

県は、市町村、医療機関等と連携して、安定ヨウ素剤の服用に 

あたっての注意を払った上で、住民等に対する服用指示等の措置 

を講じるものとする。 

（１）緊急時における住民等への安定ヨウ素剤の配布及び服用につい 

ては、原則として、原子力規制委員会がその必要性を判断し、原 

子力災害対策本部又は地方公共団体が指示することとされてい 

る。 

⑦ 安定ヨウ素剤の配布 

県は、安定ヨウ素剤の予防服用に係る防護対策の指標を超える放射性ヨウ素の

放出又はそのおそれがある場合には、国対策本部長による服用時機の指示に基づ

き、住民に服用を指示するほか、事態の状況により、その判断に基づき服用すべ

き時機の指示その他の必要な措置を講じます。 
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要領 

 

（２）県は、市町村と連携し、国の原子力災害対策本部の指示に基づ 

き、または独自の判断により、住民等に対し、安定ヨウ素剤を配 

布するとともに、服用を指示するものとする。なお、可能な限り 

薬剤師等の医療専門職の立ち会いの下配布・服用指示を行うもの 

とする。 

 

８ 避難退域時検査及び簡易除染の実施 

避難退域時検査及び簡易除染の実施については、状況に応じ、地域防災計

画（原子力災害対策編）の定めの例により行います。 

 

第３章 第４節 避難、屋内退避等の防護措置 

４．避難の際の住民に対する避難退域時検査等の実施 

国の原子力災害対策本部は、原子力災害対策指針を踏まえ、避難退 

域時検査及び除染措置を実施するよう地方公共団体に指示するもの 

とされている。 

県は、原子力災害対策指針に基づき、原子力事業者と連携し、国の 

協力を得ながら、指定公共機関の支援の下、主要経路沿い等に避難退 

域時検査会場を設置し、住民等の避難区域等からの避難において、住 

民等（避難輸送に使用する車両及びその乗務員を含む。）を避難所に 

収容するまでの間に住民の汚染状況を確認することを目的に、避難退 

域時検査結果に応じたＯＩＬに基づく除染を行うものとする。 

 

９ 飲食物の摂取制限等 

飲食物の摂取制限等については、状況に応じ、地域防災計画（原子力災害

対策編）の定めの例により行います。 

 

第３章 第６節 飲食物の出荷制限、摂取制限等 

（１）国は、放射性物質が放出された後、ＯＩＬに基づき、一時移転対 

象地域の地域性生産物の出荷制限・摂取制限を実施するよう、関係 

地方公共団体に指示するものとされている。県は、国の指示に基づ 

き、当該対象地域において、地域生産物の出荷制限及び摂取制限を 

実施するものとする。 

（２）国はＯＩＬに基づき、緊急時モニタリングの結果に応じて、飲食 

物の放射性核種濃度の測定を行うべき地域を特定し、都道府県にお 

ける検査計画・検査実施、飲食物の出荷制限等について関係機関に 

要請するとともに、状況に応じて、摂取制限も措置するものとされ 

ている。県は、原子力災害対策指針に基づいた飲食物に係るスクリ 

ーニング基準を踏まえ、国からの放射性物質による汚染状況の調査 

の要請を受け、又は独自の判断により、飲食物の検査を実施する。 

また、県は、国の指導・助言及び指示に基づき、又は独自の判断 

により、飲食物の出荷制限、摂取制限等及びこれらの解除を実施す 

るものとする。 

 

10 要員の安全の確保 

県は、武力攻撃原子力災害に係る情報について、武力攻撃原子力災害合同対策協議

会等において積極的な収集に努め、当該情報の速やかな提供、被ばく管理等などに

より、応急対策を講ずる要員の安全の確保に配慮します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ⑧ 食料品等による被ばくの防止 

県は、国対策本部長の指示又は厚生労働大臣、農林水産大臣等の助言に基づき、

代替飲食物の供給等に配慮しつつ、汚染食料品の出荷規制、飲食物の摂取制限等

を行います。 

この場合において、食料品等の安全性が確認された後は、その安全性について

の広報を実施して、流通等への影響に配慮します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 要員の安全の確保 

県は、武力攻撃原子力災害に係る情報について、武力攻撃原子力災害合同対策協

議会等において積極的な収集に努め、当該情報を速やかに提供するなどにより、応

急対策を講ずる要員の安全の確保に配慮します。 
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  (ｴ) 汚染拡大の防止（法第107条～第110条） 

      知事（危機管理局）は、汚染（※）の拡大を防止するため特に必要があると認め

るときは、関係機関と連絡調整を行い、名あて人への通知等を行った上で、次に掲

げる措置を講じます。 

  （略） 

(ｴ) 汚染拡大の防止（法107～110） 

      知事（防災局）は、汚染（※）の拡大を防止するため特に必要があると認めると

きは、関係機関と連絡調整を行い、名あて人への通知等を行った上で、次に掲げる

措置を講じます。 

  （略） 
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3-16 

(1)県  

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ その他知事の命ずる事項又は県対策本部長の求める事項 

元気づくり総

本部 

１ 国民保護に関する広報、広聴 

２ （略） 

 

危機管理局 

（事務局） 

１ 県対策本部事務局の庶務 

２～５ （略） 

６ 県対策本部の職員の動員及び給与に関すること 

７ 県対策本部における通信施設の保全 

８ 前各号のほか国民保護措置の総合調整 

総務部 １ 庁舎の管理、運用、調査 

２  県の公有財産の管理、運用、調査 

３～12 （略） 

13 鳥取情報ハイウェイに関すること 

地域振興部 １ 避難住民運送手段の確保、計画 

（削除） 

２ 駅、空港等への警報等の伝達 

３ 他の部局応援に関すること 

４ 私立学校に関すること 

５ 市町村の行財政運営の支援 

観光交流局 １・２ （略） 

福祉保健部 １ （略） 

２ 要配慮者（外国人を除く。）の安全確保及び支援 

３～８ （略） 

生活環境部 １～５ （略） 

商工労働部 １ 物資運送手段（トラックその他）の確保、手配 

２ 商工労働団体・機関との連絡調整 

３ 救援物資の集配の総合調整 

農林水産部 １～６ （略） 

７ 農道（広域農道、農免農道を除く。）、林道状況の把握、 

確保 

県土整備部 １ 道路（広域農道、農免農道を含む。）状況の把握、確保 

２～６ （略） 

会計管理者 １ （略） 

２  県有車両（警察車両を除く車両のうち県対策本部による直

接運送業務に使用する車両に限る。）の運用 

総合事務所

（東部地区

は東部振興

監） 

１ 県現地対策本部が設置された場合の県対策本部事務の一部

の実施 

（略） （略） 

教育委員会 １ （略） 

２ 被災児童・生徒の救護及び応急教育 

３ 被災児童・生徒の学用品の供給 

４～６ （略） 

（略） （略） 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ その他知事の命ずる事項、または対策本部長の求める事項 

統轄監 １ 国民保護に関する広報 

２ （略） 

３ 庁舎の管理、運用、調査 

防災局 

（事務局） 

１ 国民保護対策本部事務局の庶務 

２～５ （略） 

６ 本部の職員の動員及び給与に関すること 

７ 本部における通信施設の保全 

８ 前各号のほか国民保護措置の総合調整 

総務部 １ 国民保護に関する広聴 

２ 公有財産の管理、運用、調査 

３～12 （略） 

（新規） 

企画部 １ 避難住民運送手段の確保、計画 

２ 鳥取情報ハイウェイに関すること 

３ 駅、空港等への警報等の伝達 

４ 他の部局応援 

５ 私立学校に関すること 

６ 市町村の行財政運営の支援 

文化観光局 １・２ （略） 

福祉保健部 １ （略） 

２ 災害時要援護者（外国人除く）の安全確保及び支援 

３ （略） 

生活環境部 １～５ （略） 

商工労働部 １ トラックその他物資運送手段の確保、手配 

（新規） 

（新規） 

農林水産部 １～６ （略） 

７ 農道、林道状況の把握、確保（広域、農免農道を除く） 

県土整備部 １ 道路状況の把握、確保 

２～６ （略） 

会計管理者 １ （略） 

２  県有車両（警察車両及び軽自動車を除く車両のうち対策本部

による直接運送業務に使用する車両に限る）の運用 

総合事務所 １ 県現地対策本部が設置された場合の対策本部事務の一部の

実施 

 

 

 

（略） （略） 

教育委員会 １ （略） 

２ 被災児童及び生徒の救護及び応急教育 

３ 被災児童及び生徒の学用品の供給 

４～６ （略） 

（略） （略） 
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別紙第３ 

３各機関の役

割 

3-18 

(2)市町

村 

 

機 関 名 事務又は業務 

市町村 １～５（略） 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

市町村 １～５（略） 
 

 

別紙第３ 

３各機関の役

割 

3-18 

(3)自衛

隊 

 

機 関 名 事務又は業務 

(略) １（略） 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

(略) １（略） 
 

 

別紙第３ 

３各機関の役

割 

3-19 

(4)指定

地方行

政機関 

（ 指 定

行政機

関） 

（４）指定地方行政機関（指定行政機関） 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 （略） 
 

（４）指定地方行政機関 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

 （略） 
 

 

別紙第３ 

３各機関の役

割 

3-19 

(5)指定

公共機

関 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ 本文「第３章 国及び関係機関の事務又は業務」に示す

業務のうち緊急避難の段階において実施すべき業務 

放送事業者 (略) 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ 本文「第３章 関係機関の事務又は業務の大綱」に示す業務

のち緊急避難の段階において実施すべき業務 

放送事業者 (略) 
 

 

別紙第３ 

３各機関の役

割 

3-19 

(6)指定

地方公

共機関 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 (略) 

放送事業者 (略) 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 (略) 

放送事業者 (略) 
 

 

別紙第４ 

4-1 

関連す

る 計 画

等 

 

県 運送計画（運送力配分計画、道路使用計画、運送実施計画）、避

難行動要支援者の避難に係る計画、医療等提供計画、搬送計画、

県立病院避難計画、応急教育計画 

（略） （略） 
 

 

県 運送計画（運送力配分計画、道路使用計画、運送実施計画）、災害時

要援護者の避難に係る計画、医療等提供計画、搬送計画、県立病院

避難計画、応急教育計画 

（略） （略） 
 

 

別紙第４ 

１状況 

4-2 

(2)情報

計画 

(2)情報計画 

  別紙第１「情報計画」参照 

(2)別紙第１「情報計画」参照  

別紙第４ 

２構想 

4-2 

(2)実施

要領 

ア～オ (略) 

カ 住民生活の安定確保 

  住民生活の混乱が発生、拡大しないよう、生活関連物資等の価格安定、生活基盤の

確保等を実施します。 

ア～オ (略) 

カ 住民生活の安定確保 

  住民生活の混乱が発生、拡大しないよう、生活関連物資等の価格安定、生活基盤の

確保等必要な予防、対処します。 

 

別紙第４ 

３各機関の役

割 

4-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ その他知事の命ずる事項又は県対策本部長の求める事項 

元気づくり総

本部 

１ 国民保護に関する広報、広聴 

２ （略） 

 

危機管理局 

（事務局） 

１ 県対策本部事務局の庶務 

２～４ （略） 

５ 県対策本部の職員の動員及び給与に関すること 

６ 県対策本部における通信施設の保全 

７ （略） 

８ 前各号のほか国民保護措置の総合調整 

総務部 １ 庁舎の管理、運用、調査 

２  県の公有財産の管理、運用、調査 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ その他知事の命ずる事項、または対策本部長の求める事項 

統轄監 １ 国民保護に関する広報 

２ （略） 

３ 庁舎の管理、運用、調査 

防災局 

（事務局） 

１ 国民保護対策本部事務局の庶務 

２～４ （略） 

５ 本部の職員の動員及び給与に関すること 

６ 本部における通信施設の保全 

７ （略） 

８ 前各号のほか国民保護措置の総合調整 

総務部 １ 国民保護に関する広聴 

２  公有財産の管理、運用、調査 
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別紙第４ 

３各機関の役

割 

4-3 

 

 (1)県 ３～12 （略） 

13  鳥取情報ハイウェイに関すること 

地域振興部 １ 避難住民運送手段の確保、計画 

（削除） 

２ 駅、空港等への警報等の伝達 

３ 他の部局応援に関すること 

４ 私立学校に関すること 

５ 市町村の行財政運営の支援 

６ 安否情報・被災情報の収集等 

観光交流局 １ 観光客に対する広報及び観光施設等との連絡調整 

２ 外国人に対する広報、避難、救援 

３ 外国人の安否情報・被災情報の収集等 

４ 外国人の安全確保及び支援 

福祉保健部 １ （略） 

２ 要配慮者（外国人を除く。）の安全確保及び支援 

３～８ （略） 

生活環境部 １～５ （略） 

商工労働部 １ 物資運送手段（トラックその他）の確保、手配 

２ 商工労働団体・機関との連絡調整 

３ 救援物資の集配の総合調整 

農林水産部 １～６ （略） 

７ 農道（広域農道、農免農道を除く。）、林道状況の把握、確

保 

県土整備部 １ 道路（広域農道、農免農道を含む。）状況の把握、確保 

２～６ （略） 

会計管理者 １ （略） 

２  県有車両（警察車両を除く車両のうち県対策本部による直接

運送業務に使用する車両に限る。）の運用 

総合事務所

（東部地区は

東部振興監） 

１ 県現地対策本部が設置された場合の県対策本部事務の一部の

実施 

 

（略） （略） 

教育委員会 １ （略） 

２ 被災児童・生徒の救護及び応急教育 

３ 被災児童・生徒の学用品の供給 

４～６ （略） 

（略） （略） 

 
 

３～12 （略） 

（追加） 

企画部 １ 避難住民運送手段の確保、計画 

２ 鳥取情報ハイウェイに関すること 

３ 駅、空港等への警報等の伝達 

４ 他の部局応援に関すること 

５ 私立学校に関すること 

６ 市町村の行財政運営の支援 

（新規） 

文化観光局 １ 観光客に対する広報及び観光施設等との連絡調整 

２ 外国人に対する広報、避難、救援 

（新規） 

（新規） 

福祉保健部 １ （略） 

２ 災害時要援護者（外国人除く）の安全確保及び支援 

３～８ （略） 

生活環境部 １～５ （略） 

商工労働部 １ トラックその他物資運送手段の確保、手配 

（新規） 

（新規） 

農林水産部 １～６ （略） 

７ 林道状況の把握、確保（広域、農免農道を除く） 

 

県土整備部 １ 道路状況の把握、確保 

２～６ （略） 

会計管理者 １ （略） 

２  県有車両（警察車両及び軽自動車を除く車両のうち対策本部

による直 接運送業務に使用する車両に限る）の運用 

総合事務所 １ 現地対策本部が設置された場合の対策本部事務の一部の実施 

 

 

（略） （略） 

教育委員会 １ （略） 

２ 被災児童及び生徒の救護及び応急教育 

３ 被災児童及び生徒の学用品の供給 

４～６ （略） 

（略） （略） 
 

別紙第４ 

３各機関の役

割 

4-5 

(2)市町

村 

 

機 関 名 事務又は業務 

市町村 １～５ （略） 

６ その他市町村長の命ずる事項又は市町村対策本部長の求め

る事項 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

市町村 １～５ （略） 

６ その他市町村長の命ずる事項、または市町村対策本部長の求

める事項 
 

 

別紙第４ 

３各機関の役

割 

4-6 

(3)指定

地方行

政機関

（ 指 定

行政機

関） 

（３）指定地方行政機関（指定行政機関） 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ 本文「第３章 国及び関係機関の事務又は業務」に示す業務

のうち避難準備段階において実施すべき業務 
 

（３）指定地方行政機関 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ 本文「第３章 関係機関の事務又は業務の大綱」に示す業務

のうち準備段階において実施すべき業務 
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別紙第４ 

３各機関の役

割 

4-6 

(4)自衛

隊 

 

機 関 名 事務又は業務 

(略) (略) 

 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

(略) (略) 

 

 

別紙第４ 

３各機関の役

割 

4-6 

(5)指定

公共機

関 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ 本文「第３章 国及び関係機関の事務又は業務」に示す業

務のうち避難準備段階において実施すべき業務 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ 本文「第３章 関係機関の事務又は業務の大綱」に示す業務

のうち準備段階において実施すべき業務 
 

 

別紙第４ 

３各機関の役

割 

4-6 

(6)指定

地方公

共機関 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 指定公共機関に準じます。 

 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 指定公共機関に準じます。 

 

 

別紙第４ 

３各機関の役

割 

4-6 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 県対策本部設置の指定 

    知事（危機管理局）は、①武力攻撃（予測）事態の認定、②政府の対処基本方針、
③県対策本部を設置すべき地方公共団体としての指定の通知を受けたときは、速やか
に関係機関・団体へ通知します。 

イ 情報収集、分析、提供 
 (ｱ)・(ｲ)  （略） 

  (ｳ) 知事（危機管理局）は、武力攻撃（予測）事態の内容、県及び県内各機関の活動

状況、武力攻撃災害兆候及び被災情報等を市町村、関係機関・団体等へ迅速に提供
します。 

ウ 安否情報 

    知事（地域振興部）は、市町村、関係機関・団体と連絡調整を行い、安否情報の迅
速な収集、集約、提供体制を確認、準備します。 

エ 被災情報 

    知事（危機管理局）は、市町村、関係機関・団体と連絡調整を行い、被災情報の迅
速な収集、集約、提供体制を確認、準備します。 

オ  (略) 

ア 対策本部設置の指定 

    知事（防災局）は、①武力攻撃（予測）事態の認定、②政府の対処基本方針、③国
民保護対策本部を設置すべき地方公共団体としての指定の通知を受けたときは、速や
かに関係機関・団体へ通知します。 

イ 情報収集、分析、提供 
（ｱ）・(ｲ)  （略） 

  (ｳ) 知事（防災局）は、武力攻撃（予測）事態の内容、県及び県内各機関の活動状況、

武力攻撃災害兆候及び被災情報等を市町村、関係機関・団体等へ迅速に提供します。 
 
ウ 安否情報 

知事（文化観光局）は、市町村、関係機関・団体と連絡調整を行い、安否情報の
迅速な収集、集約、提供体制を確認、準備します。 

エ 被災情報 

    知事（防災局）は、市町村、関係機関・団体と連絡調整を行い、被災情報の迅速な
収集、集約、提供体制を確認、準備します。 

オ  （略） 

 

別紙第４ 

４活動要領 

4-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)実施

体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 県の国民保護体制への移行 
    知事（危機管理局）は、県対策本部を設置すべき県としての指定の通知を受けたと

きは、通常業務を中止し、組織・人員配置の変更、先遣隊の編成・派遣準備等国民保
護体制へ移行します。 

イ 県対策本部の設置 

 (ｱ) 第５章「国民保護対策本部等、通信」に従い、県対策本部を設置 
  a・b （略） 
  c 議会報告及び市町村、指定（地方）公共機関等への通知  

  d 県現地対策本部、予備対策本部の設置準備 
(ｲ) 県対策本部長は、速やかに第1回本部会議を開催 
 （略） 

ウ 関係機関の国民保護体制への移行 
(ｱ) 市町村の国民保護体制への移行 

市町村は、市町村対策本部を設置すべき市町村としての指定の通知を受けたとき

は、通常業務を中止するなど、国民保護体制へ移行するとともに市町村対策本部を設
置するものとします。 

(ｲ)・(ｳ)  （略） 

 (ｴ) 他都道府県との連絡調整 
 ａ 知事（危機管理局）は、武力攻撃（予測）事態の認定、対処基本方針及び県対

策本部を設置すべき地方公共団体としての指定を受信したときは、直ちに関係す

る都道府県及び隣接県と連絡を取り、状況を確認します。 
 
 

ア 県の国民保護体制への移行 
    知事（防災局）は、対策本部を設置すべき県としての指定の通知を受けたときは、

通常業務を中止し、組織・人員配置の変更、先遣隊の編成・派遣準備等国民保護体制
へ移行します。 

イ 対策本部の設置 

 (ｱ) 第５章「国民保護対策本部等、通信」に従い、対策本部を設置 
  a・b （略） 

c 議会報告及び市町村、指定地方公共機関等への通知 

  d 現地対策本部、予備対策本部の設置準備 
(ｲ) 対策本部長は、速やかに第1回本部会議を開催 
 （略） 

ウ 関係機関の国民保護体制への移行 
(ｱ) 市町村の国民保護体制への移行 

市町村は、対策本部を設置すべき市町村としての指定の通知を受けたときは、通

常業務を中止するなど、国民保護体制へ移行するとともに市町村対策本部を設置する
ものとします。 

(ｲ)・(ｳ)  （略） 

 (ｴ) 他都道府県との連絡調整 
 ａ 知事（防災局）は、武力攻撃（予測）事態の認定、対処基本方針及び国民保護

対策本部を設置すべき地方公共団体としての指定を受信したときは、直ちに関係

する都道府県及び隣接県と連絡を取り、状況を確認します。 
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別紙第４ 

４活動要領 

4-7 

(2)実施

体制 

    ｂ 知事（危機管理局）は、県対策本部を設置すべき地方公共団体としての指定を

受けたときは、関係する都道府県及び隣接県にその旨を通知し、避難・救援に要
する車両、物資、資機材等に係る要請準備と事前の連絡調整を行います。 

    ｃ また、県外への避難の指示を受けた場合に直ちに避難を行うことができるよ

う、情報収集、連絡調整を行います。 
    ｄ なお、知事（危機管理局・各部局）は、他都道府県知事から要請を受けた場合

速やかに供給できるよう、物資、資機材等の供給準備を併せて行います。 

(ｵ) 指定（地方）公共機関との連絡調整 
  a 指定（地方）公共機関の国民保護措置準備 

指定（地方）公共機関は、その国民保護業務計画の定めるところにより避難、

救援等国民保護措置の準備を行うよう努めるものとします。 
  b (略) 

 c 日本赤十字社との連携 

    知事（福祉保健部）は、救援の措置のうち必要とされる措置又はその応援につ
いて、日本赤十字社への委託を準備します。委託は災害救助法における実務に準
じた手続きにより行います。 

  ｄ 指定（地方）公共機関による運送の準備 
        知事（地域振興部、商工労働部）は、避難住民の運送及び緊急物資の運送につ

いて、運送事業者である指定（地方）公共機関と連絡調整を行い、運送体制を準

備します。 
(ｶ)  （略） 
(ｷ) 自衛隊との連絡調整 

    ａ 知事（危機管理局）は、防衛大臣の指定する職員（連絡幹部）の出席を求め、
情報の入手と連絡調整を行います。 

    ｂ 知事（危機管理局）は、国民保護等派遣の要請準備と事前の連絡調整などを行

います。 

    ｂ 知事（防災局）は、国民保護対策本部を設置すべき地方公共団体としての指定

を受けたときは、関係する都道府県及び隣接県にその旨を通知し、避難・救援に
要する車両、物資、資機材等に係る要請準備と事前の連絡調整を行います。 

    ｃ また、県外への避難の指示を受けた場合に直ちに避難を行うことができるよ

う、情報収集、連絡調整を行います。 
    ｄ なお、知事（防災局他各部局）は、他都道府県知事から要請を受けた場合速や

かに供給できるよう、物資、資機材等の供給準備を併せて行います。 

(ｵ) 指定（地方）公共機関との連絡調整 
  a 指定地方公共機関の国民保護措置準備 

指定地方公共機関は、その国民保護業務計画の定めるところにより避難、救援

等国民保護措置の準備を行うよう努めるものとします。 
  b (略) 
  c  日本赤十字社との連携 

    知事（福祉保健部）は、救援の措置のうち必要とされる措置またはその応援に
ついて、日本赤十字社への委託を準備します。委託は災害救助法における実務に
準じた手続きにより行います。 

  ｄ 指定（地方）公共機関による運送の準備 
        知事（企画部、商工労働部）は、避難住民の運送及び緊急物資の運送について、

運送事業者である指定（地方）公共機関と連絡調整を行い、運送体制を準備しま

す。 
(ｶ)  （略） 
(ｷ) 自衛隊との連絡調整 

    ａ 知事（防災局）は、防衛庁長官に指定する職員（連絡幹部）の出席を求め、情
報の入手と連絡調整を行います。 

    ｂ 知事（防災局）は、国民保護等派遣の要請準備と事前の連絡調整などを行いま

す。 
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(3)補給

支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 業務実施の基本的事項 

 (ｱ)補給支援体制の準備 
県は、避難・救援のため、避難住民数を想定し、速やかに避難住民の誘導中の補給支

援体制の準備を行い、あわせて避難生活中の補給支援体制についても準備します。 

このため、関係機関・団体との連絡調整を強化し、必要な場合連絡員あるいは流通の
専門家の派遣を要請します。 
避難先地域の補給品の受入体制を準備するため、先遣隊の派遣を準備します。 

県外避難が予想される場合は、避難先都道府県と、現地調達と避難受入に関する連絡
調整を密にします。 

(ｲ)補給支援組織の準備 

   県は、補給支援センターを開設し、円滑な準備と市町村の避難住民の誘導中の補 
給準備の支援を適切に行います。 
  補給支援センターは、速やかに緊急物資集積地域、緊急物資集積所及び補給幹 

線の確認、準備を行います。 
  補給支援組織の各施設管理者は、それぞれその管理する施設等の状況を確認 
し、支援の準備（開設、改修、補充）を実施します。 

イ  (略) 
ウ 取得 
  (ｱ) 補給品の購入準備 

避難住民の誘導に必要な燃料、食料などの補給品を優先的に取得します。 
知事（各部局）は、関係機関・団体に協力準備を要請するとともに、発注準備を行います。 

    また、粉ミルク、離乳食及びお粥等のやわらかい食品（アレルギー対応食品を含 
む。）など、多様な人に配慮した食品確保に努めます。 
（略） 
 
 
 
 
 

ア 業務実施の基本的事項 

 (ｱ)補給支援体制の準備 
   県は、避難・救援のため、避難住民数を想定し、すみやかに避難住民の誘導中の補給

支援体制の準備を行い、あわせて避難生活中の補給支援体制についても準備します。 

   このため、関係機関・団体との連絡調整を強化し、必要な場合連絡員あるいは流通の専
門家の派遣を要請します。 
 避難先地域の補給品の受入態勢を準備するため、先遣隊の派遣を準備します。県外

避難が予想される場合は、避難先都道府県と、現地調達と避難受入に関する連絡調整を
密にします。 

(ｲ)補給支援組織の準備 

   県は、補給支援センターを開設し、円滑な準備と市町村の避難住民の誘導中の補給準
備の支援を適切に行います。 
  補給支援センターは、すみやかに緊急物資集積地域、緊急物資集積所及び補給幹

線の確認、準備を行います。 
  補給支援組織の各施設管理者は、それぞれその管理する施設等の状況を確認し、
支援の準備（開設、改修、補充）を実施します。 

イ  (略) 
ウ 取得 

(ｱ) 補給品の購入準備 

避難住民の誘導に必要な燃料、食料などの補給品を優先的に取得します。 
知事（各部局）は、関係機関・団体に協力準備を要請するとともに、発注準備を行いま

す。 

   （略） 
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(4)運送 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 業務実施の基本的事項 

    避難の指示の際、速やかに避難住民の運送を実施できるよう、また、救援指示の際、
速やかに緊急物資の運送を実施できるよう準備を完了します。 

    このため、関係機関・団体との連絡調整を強化し、補給支援組織、輸送支援施設、

輸送手段等の状況確認及び準備を行うなど、輸送体制を確保します。 
    この際、避難行動要支援者の避難・救援に特に注意します。 
イ 運送支援施設 

知事（地域振興部、農林水産部、県土整備部）は、市町村、関係機関・団体と連
絡調整の上、運送幹線となる道路、鉄道、空港、港湾等の状況確認及び必要な準備（応
急復旧、除雪、障害物・危険箇所等の除去、工事の中止など）を実施します。 

ウ 運送業務 
 (ｱ) 運送計画の作成準備等 
   ａ 専門職員の派遣要請 

知事（危機管理局、地域振興部）は、連絡調整及び運送計画を策定するため、バ
ス・鉄道事業者に対し専門職員の派遣を要請します。 

   ｂ 交通規制の準備 

       警察は、交通規制に必要な配置人員、装備、資機材及び体制等を準備します。 
 (ｲ) 運送手段の状況確認・準備 
      知事（地域振興部、商工労働部、農林水産部、会計管理者）は、関係機関・団体

と連絡調整の上、車両、列車、航空機、船舶等の状況確認及び必要な準備（整備、通
常運行の停止など）を実施します。 

 (ｳ) 避難行動要支援者の避難準備 

   ａ 状況確認・準備 
       知事（福祉保健部）は、市町村、関係機関・団体と連絡調整の上、避難行動要

支援者の状況並びにそれらの者に係る施設及び避難の状況確認及び必要な準備

（整備、補充など）を実施します。 
   ｂ 避難行動要支援者の避難に係る計画の概成 
       知事（福祉保健部）は、避難行動要支援者の避難に係る計画を概成し、運送手

段を決定、手配するとともに、輸送力が不足する場合は、関係機関・団体に対し支
援を要請します。 

ア 業務実施の基本的事項 

    避難の指示の際、速やかに避難住民の運送を実施できるよう、また、救援指示の際、
速やかに緊急物資の運送を実施できるよう準備を完了します。 

    このため、関係機関・団体との連絡調整を強化し、補給支援組織、輸送支援施設、

輸送手段等の状況確認及び準備を行うなど、輸送体制を確保します。 
    この際、災害時要援護者の避難・救援に特に注意します。 
イ 運送支援施設 

知事（企画部、農林水産部、県土整備部）は、市町村、関係機関・団体と連絡調
整の上、運送幹線となる道路、鉄道、空港、港湾等の状況確認及び必要な準備（応急
復旧、除雪、障害物・危険箇所等の除去、工事の中止など）を実施します。 

ウ 運送業務 
 (ｱ) 運送計画の作成準備等 
   ａ 専門職員の派遣要請 

知事（防災局、企画部）は、連絡調整及び運送計画を策定するため、バス・鉄道
事業者に対し専門職員の派遣を要請します。 

   ｂ 交通規制の準備 

       警察は、交通規制に必要な配置人員、装備、資機材及び体制等を準備します。 
 (ｲ) 運送手段の状況確認・準備 
      知事（総務部、企画部、商工労働部、農林水産部）は、関係機関・団体と連絡調

整の上、車両、列車、航空機、船舶等の状況確認及び必要な準備（整備、通常運行の
停止など）を実施します。 
(ｳ) 災害時要援護者の避難準備 

   ａ 状況確認・準備 
       知事（福祉保健部、文化観光局）は、市町村、関係機関・団体と連絡調整の上

災害時要援護者の状況並びにそれらのものに係る施設及び避難の状況確認及び必

要な準備（整備、補充など）を実施します。 
   ｂ 災害時要援護者の避難に係る計画の概成 
       知事（福祉保健部、文化観光局）は、災害時要援護者の避難に係る計画を概成

し、運送手段を決定、手配するとともに、輸送力が不足する場合は、関係機関・団
体に対し支援を要請します。 
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(5)衛生 ア～ウ  (略) 
エ 搬送業務 
(ｱ) 状況確認・準備 

      知事（危機管理局、福祉保健部）は、消防、関係機関・団体と連絡調整の上、搬
送体制（トリアージを含む）の状況確認及び必要な準備（資機材の整備・補充、医
師派遣体制の確保など）を実施します。 

(ｲ) 計画の概成 
     知事（危機管理局、福祉保健部）は、搬送計画を概成し、一元的な搬送体制を設

定するとともに、人員、資機材等が不足する場合は、関係機関・団体に対し支援を

要請します。 
(ｳ) 武力攻撃災害被災者等への対処 
     知事（危機管理局、福祉保健部）は、消防、関係機関・団体と連絡調整の上、武

力攻撃災害が発生したときは直ちに、適切な被災者のトリアージ、搬送を実施します。 
（略） 

オ 防疫業務 

  (略) 
    また、感染症の予防法及び発生時の対処等について関係機関・団体に徹底します。 
  なお、感染症等が発生した場合には、直ちに病原体検査、消毒、隔離及び診療等を

実施し、拡大を防止するとともに、不足する人員、資機材等について速やかに支援
を要請します。 

カ  （略） 

キ 県立病院業務 
（略） 
（削除） 

ア～ウ  （略） 
エ 搬送業務 
(ｱ) 状況確認・準備 

     知事（防災局、福祉保健部）は、消防、関係機関・団体と連絡調整の上、搬送体
制（トリアージを含む）の状況確認及び必要な準備（資機材の整備・補充、医師派
遣体制の確保など）を実施します。 

(ｲ) 計画の概成 
      知事（防災局、福祉保健部）は、搬送計画を概成し、一元的な搬送体制を設定す

るとともに、人員、資機材等が不足する場合は、関係機関・団体に対し支援を要請

します。 
(ｳ) 武力攻撃災害被災者等への対処 
     知事（防災局、福祉保健部）は、消防、関係機関・団体と連絡調整の上、武力攻

撃災害が発生したときは直ちに、適切な被災者のトリアージ、搬送を実施します。 
（略） 

オ 防疫業務 

  (略) 
    また、感染症の予防法及び発生時の対処等について関係機関・団体に徹底します。 

なお、感染症等が発生した場合には、直ちに病原体検索、消毒、隔離及び診療等

を実施し、拡大を防止するとともに、不足する人員、資機材等について速やかに支援
を要請します。 

カ  （略） 

キ 県立病院業務 
（略） 
（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料37「県立病院一覧」） 
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(6)施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 業務実施の基本的事項 

 (ｱ)～(ｳ) （略） 

 (ｴ) 必要に応じ、県現地対策本部などの設置準備 

イ  (略) 

ウ 建設 

(ｱ) 救援施設 

  ａ 避難施設 

       知事（危機管理局）は、市町村と連絡調整の上、あらかじめ指定している避難

施設について避難所としての開設を準備します。 

 (ｲ) 公共施設 

    知事（総務部）は、必要に応じ県現地対策本部などが設置できるよう、候補施

設（県総合事務所など）の確認、連絡調整等を行います。 

エ 土地利用 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 公共施設 

   知事（総務部）は、県現地対策本部などの候補施設のうち必要なものについ 

て、管理者に連絡し、使用協力を要請するとともに、賃貸借等の契約準備を行 

います。 

（削除） 

 

（削除） 

ア 業務実施の基本的事項 

 (ｱ)～(ｳ) （略） 

 (ｴ) 必要に応じ、現地対策本部などの設置準備 

イ  (略) 

ウ 建設 

(ｱ) 救援施設 

  ａ 避難施設 

       知事（防災局）は、市町村と連絡調整の上、あらかじめ指定している避難施設

について避難所としての開設を準備します。 

 (ｲ) 公共施設 

    知事（総務部）は、必要に応じ現地対策本部などが設置できるよう、候補施設

（総合事務所など）の確認、連絡調整等を行います。 

エ 土地利用 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 公共施設 

   知事（総務部）は、現地対策本部などの候補施設のうち必要なものについて、

管理者に連絡し、使用協力を要請するとともに、賃貸借等の契約準備を行います。 

 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料38「武力攻撃事態等が発生した場合に被災者を受け入れる

可能性のある工業団地の状況」） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料39「武力攻撃事態等が発生した場合に避難所となることが

想定される産業体育館」） 
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(7)人に

関す る

こと 

ア 職員の確保 

 （略） 

 (ｲ) 職員の派遣要請、あっせん要請の準備 

   ａ  知事（危機管理局）は、必要な場合速やかに職員の派遣を要請できるようあ 

らかじめ見積もり、確認、連絡調整等を行い、指定行政機関、他都道府県知事 

等へ職員の派遣要請を準備します。 

  b （略） 

(ｳ) （略） 

イ～エ （略） 

ア 職員の確保 

 （略） 

 (ｲ) 職員の派遣要請、あっせん要請の準備 

   ａ  知事（防災局）は、必要な場合速やかに職員の派遣を要請できるようあらかじ

め見積もり、確認、連絡調整等を行い、指定行政機関、他都道府県知事等へ職員

の派遣準備を要請します。 

 b （略） 

(ｳ) （略） 

イ～エ （略） 
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(8)武力

攻撃災

害に 伴

う 被 害

の 最小

化 

ア 武力攻撃災害の予防、対処準備 

 (ｱ) 関係機関との連携 

      知事（危機管理局）は、武力攻撃災害の発生、拡大を予防するため、市町村、関

係機関・団体等との連絡、即応体制、情報収集、装備資機材等の準備、維持を行い

ます。 

 (ｲ) 生活関連等施設の安全確保（法第102条） 

   ａ 安全確保のため必要な措置の要請 

     知事（危機管理局・所管部局）は、特に必要であると認めるときは、公安委員

会及び海上保安部長などの意見を聞いて、生活関連等施設の管理者（県施設を含む）

に対し、安全確保のため警備の強化、施設の改善などを要請します。 

b （略） 

(ｳ) 国対策本部長に対する武力攻撃災害対処に係る総合調整の要請 

   県対策本部長は、隣接する他県の区域の周辺において大規模な武力攻撃災害 

の発生や、性質 が特殊な武力攻撃災害が発生した場合においては、消防庁を 

通じて、国対策本部長に対して、立入 制限区域の指定など必要な措置に係る 

総合調整を要請します。 

ア 武力攻撃災害の予防、対処準備 

 (ｱ) 関係機関との連携 

      知事（防災局）は、武力攻撃災害の発生、拡大を予防するため、市町村、関係機

関・団体等との連絡、即応体制、情報収集、装備資機材等の準備、維持を行います。 

 

 (ｲ) 生活関連等施設の安全確保（法102） 

   ａ 安全確保のため必要な措置の要請 

     知事（防災局ほか所管部局）は、特に必要であると認めるときは、公安委員会

及び海上保安部長などの意見を聴いて、生活関連等施設の管理者（県施設を含む）

に対し、安全確保のため警備の強化、施設の改善などを要請します。 

   b （略） 

(ｳ) 国対策本部長に対する武力攻撃災害対処に係る総合調整の要請 

   対策本部長は、隣接する他県の区域の周辺において大規模な武力攻撃災害の発生

や、性質が特殊な武力攻撃災害が発生した場合においては、消防庁を通じて、国対

策本部長に対して、立入制限区域の指定など必要な措置に係る総合調整を要請しま

す。 
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イ 危険物質等に係る武力攻撃災害の発生の防止の措置（法第103条） 

 (ｱ) 知事（危機管理局・各部局）は、①武力攻撃事態等において、危険物質等に係る

武力攻撃災害の発生を防止するため必要があると認める場合、②危険物質等に係る

武力攻撃災害が発生した場合において、これを防除し、又は軽減する場合、以下の

措置を行います。 

 （略） 
令

第

28

条 

危険物質等の

種類 

措置 

要請権者 

取扱所の

一時停止

又は制限 

製造、運

搬等の一

時禁止又

は制限 

廃棄又は

所在場所

の変更 

1

号 

危険物 

（消防法） 

○ 

第12条 

の3 

● ● 知事 

2

号 

毒物、劇物 

（毒物及び劇

物取締法） 

● ● ● （製造業者、輸入業者） 

厚生労働大臣 

（販売業者、特定毒物研究

者、業務上取扱者） 

厚生労働大臣、知事 

3

号 

火薬類 

（火薬類取締

法） 

○ 

第45条 

○ 

同左 

○ 

同左 

（販売、貯蔵（火薬庫設置）、

廃棄） 知事（譲渡、譲受、

消費） 

 消防局長 

（運搬） 

 公安委員会、国土交 

通大臣 
4

号 

高圧ガス 

（高圧ガス保

安法） 

○ 

第39条 

○ 

同左 

○ 

同左 

消防局長 

5

号 

核燃料物質等 

（原子力基本

法） 

○ 

国民保護 

法第 106

条 

○ 

同左 

○ 

同左 

原子力規制委員会、国土交通

大臣 

6

号 

核原料物質 

（原子力基本

法） 

● ● ● 原子力規制委員会 

7

号 

放射性同位元

素 

（放射線障害

防止法） 

○ 

第33条 

○ 

同左 

○ 

同左 

原子力規制委員会 

8

号 

毒薬、劇薬 

（医薬品医療

機器等法） 

● ● ● （製造業者、輸入業者） 

厚生労働大臣 

（薬局が所持するもの） 

厚生労働大臣、知事 

（専ら動物目的のもの） 

農林水産大臣 

9

号 

高圧ガス 

（電気事業法） 

● ● ● 経済産業大臣 

10

号 

生物剤、毒素 

（生物兵器禁

止法） 

● ● ● 主務大臣 

11

号 

毒性物質 

（化学兵器禁

止法） 

● ● ● 経済産業大臣 

●＝令第29条による措置    ○＝個別規制法により措置可能なもの 

（削除） 

イ 危険物質等に係る武力攻撃災害の発生の防止の措置（法103） 

 (ｱ) 知事（防災局他各部局）は、①武力攻撃事態等において、危険物質等に係る武力

攻撃災害の発生を防止するため必要があると認める場合、②危険物質等に係る武力

攻撃災害が発生した場合において、これを防除し、及び軽減する場合、以下の措置

を行います。 

 （略） 

危険物質等の種類 

措置 

要請権者 
取扱所の

一時停止

又は制限 

製造、運搬

等の一時

禁止又は

制限 

廃棄又は

所在場所

の変更 

危険物 

（消防法） 

○ 

第12条の 

3 

● ● 知事 

毒物、劇物 

（毒劇法） 

● ● ● （製造業者、輸入業者） 

 厚労相 

（販売業者、特定毒物研究 

者、業務上取扱者） 

厚労相、知事 

火薬類 

（火取法） 

○ 

第45条 

○ 

同左 

○ 

同左 

（販売、貯蔵（火薬庫設

置）、廃棄） 知事 

（譲渡、譲受、消費） 

 消防局長 

（運搬） 

 公安委員会、国土交通大 

臣 
高圧ガス 

（高圧法） 

○ 

第39条 

○ 

同左 

○ 

同左 

 

消防局長 

核燃料物質等 

（原子力基本法） 

○ 

国民保護 

法第106条 

 

○ 

同左 

○ 

同左 

対象により、文科相、経産

相、国交相 

核原料物質 

（原子力基本法） 

 

● ● ● 対象により、文科相、経産

相、 

放射性同位元素 

（放射性障害防止

法） 

 

○ 

第33条 

○ 

同左 

○ 

同左 

文科相 

毒薬、劇薬 

（薬事法） 

● ● ● （製造業者、輸入業者） 

厚労相 

（薬局が所持するもの） 

厚労相、知事 

（専ら動物目的のもの） 

農水相 

高圧ガス 

（電気事業法） 

● ● ● 経産相 

生物剤、毒素 

（細菌兵器禁止

法） 

● ● ● 主務相 

毒性物質 

（化学兵器禁止

法） 

● ● ● 経産相 

●＝国民保護令第29条による措置    ○＝個別規制法により措置可能なもの 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料40「危険物質等一覧」） 
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(ｳ) 火薬類保管施設の応急措置 

機関名 対応措置 

危機管理局 （略） 

（削除） （削除） 

 

 

 

 

 

 

中国四国産業保安

監督部 

火薬類製造事業所等の施設等及び鉱山における火薬

類の消費現場が、災害の発生により危険な状態となった

場合、又は危険が予想される場合は、その保安責任者が

法令の定めるところにより危険防止措置を講ずるよう

十分な監督又は指導を行うこととされています。 

 また、必要があると認めるときは、法令の定めるとこ

ろにより緊急措置命令等を行うこととされています。 

 

 

 

(ｴ) 高圧ガス保管施設の応急措置 

  ａ 高圧ガス武力攻撃災害時応援連絡体制 

      武力攻撃災害時には、個々の事業所単独では対応が困難になる状況が考えられ

るため、知事（危機管理局）は、武力攻撃災害被害を受けていない地区の関係機

関・団体に対し、応援を要請します。 

  ｂ 高圧ガス漏えい事故発生時の広域連絡体制 

      武力攻撃災害時に高圧ガス貯蔵施設が被害を受け塩素ガス等の有毒ガスが漏え

いした場合、気体としての特性から、県境を越えるなど広範囲に被害が拡大する

おそれがあるため、知事（危機管理局）は隣接県との間で情報連絡を実施します。 

機関名 対応措置 

市町村 （略） 

危機管理局 （略） 

（略） （略） 

（削除） １・２ （削除） 

 

 

 

中国四国産業保

安監督部 

１ 武力攻撃災害の発生に伴い、県及び関係機関と連

絡の上、高圧ガス製造の施設者等に対して、施設等の

緊急保安措置を講ずるよう指導し、被害の拡大を防止

することとされています。 

(ｵ) 毒物・劇物取扱施設の応急措置 

機関名 対応措置 

福祉保健部 

生活環境部 

１～３ （略） 

消防局 １～３ （略） 

教育委員会 １～７ （略） 

 

 

(ｳ) 火薬類保管施設の応急措置 

機関名 対応措置 

防災局 （略） 

中国経済産業局 火薬類製造事業所等の施設が、災害の発生により危険

な状態となった場合、又は危険が予想される場合は、そ

の保安責任者が法令の定めるところにより危険防止措

置を講ずるよう十分な監督又は指導を行うこととされ

ています。 

また、必要があると認めるときは、法令の定めるとこ

ろにより緊急措置命令等を行うこととされています。 

中国四国産業保安監督

部 

作業現場に未使用の状態で滞留中の火薬類は緊急の

場合、自主保安管理体制のもとに直ちに担当の保安係員

に回収させ、火薬庫に返納する等の措置をとらせるとと

もに直ちに実情を把握し、適切な指示、命令等を行うこ

ととされています。 

 

 

 

 

 

(ｴ) 高圧ガス保管施設の応急措置 

  ａ 高圧ガス武力攻撃災害時応援連絡体制 

      武力攻撃災害時には、個々の事業所単独では対応が困難になる状況が考えられ

るため、知事（防災局）は、武力攻撃災害被害を受けていない地区の関係機関・

団体に対し、応援を要請します。 

  ｂ 高圧ガス漏えい事故発生時の広域連絡体制 

      武力攻撃災害時に高圧ガス貯蔵施設が被害を受け塩素ガス等の有毒ガスが漏え

いした場合、気体としての特性から、県境を越えるなど広範囲に被害が拡大する

恐れがあるため、知事（防災局）は隣接県との間で情報連絡を実施します。 

機関名 対応措置 

市町村 （略） 

防災局 （略） 

（略） （略） 

中国経済産業局 １ （略） 

２ 武力攻撃災害の発生に伴い、県及び関係機関と連

絡の上、高圧ガス製造の施設者等に対して、施設等の

緊急保安措置を講ずるよう指導し、被害の拡大を防止

することとされています。 

（新規） （新規） 

 

 

 

(ｵ) 毒物・劇物取扱施設の応急措置 

機関名 対応措置 

（新規） 

生活環境部 

１～３ （略） 

消防局 １～３ （略） 

教育委員会 １～７ （略） 

 

 

別紙第４ (8)武力 (ｶ) 放射線使用施設の応急措置 (ｶ) 放射線使用施設の応急措置  
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     武力攻撃災害が起こったことにより、放射性同位元素又は放射線発生装置に関し、

放射線障害が発生するおそれがある場合又は放射線障害が発生した場合において

は、「放射線障害防止法」に基づいて定められた基準に従い、放射性同位元素使用者

等は、直ちに応急の措置を講じ、原子力規制委員会に報告します。 

     原子力規制委員会は、必要があると認めるときは、放射線障害を防止するために

必要な措置を講ずることを命じます。 

 

 機関名 対応措置 

消防局 (略) 

生活環境部 （略） 

(削除) （削除） 

 

(ｷ) 危険動物の逸走時対策 

   機関名 対応措置 

(略) （略） 

警察本部 ・情報の受理及び伝達並びに必要な措置の実施 

 

ウ 事前措置（法第111条） 

  武力攻撃災害を拡大させるおそれがある設備、物件の除去、保安その他必要な 

措置(補修、補強、移動、使用の停止、処理、整理等)を占有者、所有者又は管理 

者に対し指示します。 

エ 知事の防御の指示（法第117条第1項） 

  知事（危機管理局）は、県内に武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しよう 

としている場合において、緊急の必要があると認めるときは、市町村長、消防局 

長、水防管理者に対し、所要の武力攻撃災害の防御に関する措置を講ずべきこと 

を指示します。 

オ 武力攻撃災害対処 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 緊急通報と退避の指示 

 a 避難の準備中に武力攻撃災害の兆候通報等があり、武力攻撃災害が住民に危険 

を及ぼすと判断される場合は、速やかに、第2章 国民保護措置の概要の「２ 実 

施要領」の「(4)武力攻撃に伴う被害の最小化」の「イ 武力攻撃災害対処」の「(ｲ) 

緊急通報の発令」に準じて緊急通報を発令します。 

 b 避難の準備中に住民を守るため、必要があると認めるときは、速やかに、第2 

章 国民保護措置の概要の「２ 実施要領」の「(4)武力攻撃に伴う被害の最小化」 

の「イ 武力攻撃災害対処」の「(ｳ)退避の指示」に準じて緊急通報を発令します。 

(ｳ) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     武力攻撃災害が起こったことにより、放射性同位元素又は放射線発生装置に関し、

放射線障害が発生するおそれがある場合又は放射線障害が発生した場合において

は、「放射線同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」に基づいて定められ

た基準に従い、放射線同位元素使用者等は、直ちに応急の措置を講じ、文部科学大

臣に報告します。 

     文部科学大臣は、必要があると認めるときは、放射線障害を防止するために必要

な措置を講ずることを命じます。 

 機関名 対応措置 

消防局 (略) 

生活環境部 （略） 

商工労働部 (略) 

 

(ｷ) 危険動物の逸走時対策 

 機関名 対応措置 

(略) （略） 

警察本部 ・情報の受理及び伝達並びに必要な措置の実施（警

察官職務執行法） 

ウ 事前措置（法111） 

  武力攻撃災害を拡大させるおそれがある設備、物件の除去、保安その他必要な措置

(補修、補強、移動、使用の停止、処理、整理等)を占有者、所有者又は管理者に対し指

示します。 

エ 知事の防御の指示（法117①） 

  知事（防災局）は、県内に武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとしてい

る場合において、緊急の必要があると認めるときは、市町村長、消防局長、水防管理者

に対し、所要の武力攻撃災害の防御に関する措置を講ずべきことを指示します。 

 

オ 武力攻撃災害対処 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 緊急通報と退避の指示 

 a 避難の準備中に武力攻撃災害の兆候通報等があり、武力攻撃災害が住民に危険を

及ぼすと判断される場合は、速やかに、第2章 構想の「２ 実施要領」の「(4)武

力攻撃災害による被害の最小化」の「イ 武力攻撃災害対処」の「(ｲ)緊急通報の発

令」に準じて緊急通報を発令します。 

 b 避難の準備中に住民を守るため、必要があると認めるときは、速やかに、第 2 章 

構想の「２ 実施要領」の「(4)武力攻撃災害による被害の最小化」の「イ 武力攻

撃災害対処」の「(ｳ)退避の指示」に準じて緊急通報を発令します。 

(ｳ) （略） 

別紙第４ (9)国民 ア 生活関連物資等の流通と価格の安定 ア 生活関連物資等の流通と価格の安定  
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生活の

安定に

管す る

措置 

  武力攻撃（予測）事態の認定等により不安感、緊張感が高まることが予想されるこ 

とから、知事（生活環境部）は、「第２章 国民保護措置の概要」の「２ 実施要領」

の「(5)国民生活の安定に関する措置」により、生関連物資等の価格を監視し、必要

と認めるときは、価格安定措置を実施します。 

イ ライフライン等の確保 

 (ｱ) 知事（総務部、危機管理局、生活環境部、県土整備部、企業局）は、県が管理す

るライフラインについて警戒、情報収集を強化し、確実に応急復旧の実施等により

確保します。 

 （略） 

ウ 防犯等 

武力攻撃（予測）事態の認定等により不安感、緊張感が高まることが予想されるこ

とから、知事（危機管理局）、警察本部長は、「第２章 国民保護措置の概要」の「２ 

実施要領」の「(5) 国民生活の安定に関する措置」により、パトロール等、警戒を

強化します。 

エ 住民への周知 

知事（元気づくり総本部）は、県、国等が実施する国民生活安定措置について住 

民に広報を行い、適切な対応を呼びかけます。 

  武力攻撃（予測）事態の認定等により不安感、緊張感が高まることが予想されるこ 

とから、知事（生活環境部）は、「第２章 構想」の「２ 実施要領」の「(5)国民

生活の安定に関する措置」により、生関連物資等の価格を監視し、必要と認めるとき

は、価格安定措置を実施します。 

イ ライフライン等の確保 

 (ｱ) 知事（統轄監、防災局、企画部、生活環境部、県土整備部、企業局）は、県が管

理するライフラインについて警戒、情報収集を強化し、確実に応急復旧の実施等に

より確保します。 

 （略） 

ウ 防犯等 

武力攻撃（予測）事態の認定等により不安感、緊張感が高まることが予想されるこ

とから、知事（防災局）、警察本部長は、「第２章 構想」の「２ 実施要領」の「(5) 

国民生活の安定に関する措置」により、パトロール等、警戒を強化します。 

エ 住民への周知 

知事（統轄監）は、県、国等が実施する国民生活安定措置について住民に広報を行

い、適切な対応を呼びかけます。 

別紙第４ 

４活動要領 

4-18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙第４ 

(10) 広

報 、 広

聴活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(10) 広

ア 報道機関への情報提供 

    知事（元気づくり総本部、危機管理局）、警察は、資料提供等により報道機関へ情

報を提供するほか、必要に応じ記者会見を行います。 

    なお、被害状況及び施設の復旧等に関する情報は、各関係機関で発表しますが、必

要に応じて県においても前記方法により発表します。 

イ 広報の強化 

    知事（元気づくり総本部、危機管理局）は、広報センター及び地域広報センター等

を設置し、広報を一元化、強化します。 

(ｱ) 広報項目 

a～d （略） 

e 住民からの有事に係る重要な情報について、市町村又は県対策本部宛に連絡する

よう求めること 

f・ｇ (略) 

(ｲ)広報手段 

  テレビ、ラジオ等による放送、あんしんトリピーメール、ホームページ（鳥取県 

公式サイト（とりネット）、モバイル版、携帯電話向けサイト）、ツイッター、フェ 

イスブック、Ｌアラート、緊急速報（エリア）メール等のほか、様々な広報手段を 

活用して、住民等に迅速に広報を行います。 

(ｳ)  (略) 

 (ｴ) 関係機関への要請 

      知事（元気づくり総本部、地域振興部、観光交流局）は、次のとおり広報の協力

を依頼します。 

（略） 

(ｵ) 報道機関への広報協力依頼 

知事（元気づくり総本部、危機管理局）、警察は、国民保護措置に係る広報につ

いて、報道機関に対し協力を依頼します。 

（略） 

(ｶ) そ の 他 

ａ 混乱発生のおそれが予測される場合は、県は、市町村と連携し、随時必要な対

応及び住民への広報、通報を行うものとします。 

ｂ 知事（元気づくり総本部、危機管理局）は、武力攻撃の状況、予測、避難の状

況、計画及び避難先地域で行われる救援の種別、時期、量、質等について適時適

切に広報し、住民が安心して避難できるようにします。 

  c （略） 

ウ 広聴 

ア 報道機関への情報提供 

    知事（統轄監、防災局）、警察は、資料提供等により報道機関へ情報を提供するほ

か、必要に応じ記者会見を行います。 

    なお、被害状況及び施設の復旧等に関する情報は、各関係機関で発表しますが、必

要に応じて県においても前記方法により発表します。 

イ 広報の強化 

    知事（統轄監）は、広報センター及び地域広報センター等を設置し、広報を一元化、

強化します。 

(ｱ) 広報項目 

a～d （略） 

e 住民からの有事に係る重要な情報について、市町村又は県国民保護対策本部宛に

連絡するよう求めること 

f・ｇ (略) 

(ｲ) 広報手段 

  テレビ、ラジオ等による放送により広報を行います。 

 

 

 

(ｳ)  (略) 

 (ｴ) 関係機関への要請 

     知事（統轄監、企画部、文化観光局）は、次のとおり広報の協力を依頼します。 

（略） 

 

(ｵ) 報道機関への広報協力依頼 

知事（統轄監、防災局）、警察は、国民保護措置に係る広報について、報道機関

に対し協力を依頼します。 

（略） 

(ｶ) そ の 他 

ａ 混乱発生の恐れが予測される場合は、県は、市町村と連携し、随時必要な対応及

び住民への広報、通報を行うものとします。 

ｂ 知事（統轄監、防災局）は、武力攻撃の状況、予測、避難の状況、計画及び避難

先地域で行われる救援の種別、時期、量、質等について適時適切に広報し、住民が

安心して避難できるようにします。 

  c （略） 

ウ 広聴 
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４活動要領 

4-19 

 

報 、 広

聴活動 

 

知事（元気づくり総本部,危機管理局）、警察は、武力攻撃（予測）事態の認定後

速やかに、必要箇所に相談窓口を設置し、人員、資機材を配置するとともに、相談窓

口に情報を集約し、住民からの問い合わせや相談、要望に対応します。 

（略） 

知事（総務部）、警察は、武力攻撃（予測）事態の認定後速やかに、必要箇所に

相談窓口を設置し、人員、資機材を配置するとともに、相談窓口に情報を集約し、住

民からの問い合わせや相談、要望に対応します。 

（略） 

別紙第４ 

５その他 

4-19 

(1)応急

教育計

画 

ア・イ（略） 

ウ 私立学校に対する要請 

    知事（地域振興部）は、私立学校に対し、上記に準じ必要な準備を行うよう要請し 

  ます。 

ア・イ （略） 

ウ 私立教育施設に対する要請 

    知事（総務部）は、私立教育施設に対し、上記に準じ必要な準備を行うよう要請し 

ます。 

 

別紙第４ 

５その他 

4-20 

(2)文化

財の 保

護 

 教育委員会は、文化財について可能であれば所在場所の変更、又は管理方法の変更を

実施し、所有者等を支援します。 

 必要な場合は、所有者等に対し、措置を講ずべきことを命じ、又は勧告します。 

 教育委員会は、文化財について可能であれば所在場所の変更、または、管理方法の変

更を実施し、所有者等を支援します。 

 必要な場合は、所有者等に対し、措置を講ずべきことを命じ、又は勧告します。 

 

別紙第４ 

５その他 

4-20 

(3)特殊

標章等

の 交付

等 

ア 交付 

 知事（危機管理局・各部局）は、次の者に特殊標章又は身分証明書を交付しま 

す。 

(ｱ) 県職員で国民保護措置に係る職務を行う者 

(ｲ) 知事が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする者 

イ 特殊標章の表示 

知事（危機管理局・各部局）は、国民保護措置のために使用される場所・施設等

を識別させるため、県庁、地方機関等に特殊標章を表示します。 

ウ 許可 

知事（危機管理局）は、指定地方公共機関の申請を受けて、特殊標章、身分証明

書の使用を許可します。 

エ 警察職員への交付 

警察は、国民保護措置に係る職務を行う警察職員に特殊標章又は身分証明書を交付

し、又は使用させます。 

オ 赤十字標章等の交付 

  知事（福祉保健部）は、救護を行う医療機関、医療関係者に赤十字標章又は身分証

明書を交付し、又は使用させます。 

ア 知事（防災局ほか各部局）は、次の者に特殊標章又は身分証明書を交付します。 

(ｱ) 県職員で国民保護措置に係る職務を行う者 

(ｲ) 知事が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする者 

 

 

イ 知事（防災局ほか各部局）は、国民保護措置のために使用される場所・施設等を識

別させるため、県庁、地方機関等に特殊標章を表示します。 

 

ウ 知事（防災局）は、指定地方公共機関の申請を受けて、特殊標章、身分証明書の使

用を許可します。 

 

エ 警察は、国民保護措置に係る職務を行う警察職員に特殊標章又は身分証明書を交付

し、又は使用させます。 

 

オ 知事（福祉保健部）は、救護を行う医療機関、医療関係者に赤十字標章又は身分証

明書を交付し、又は使用させます。 

 

別紙第５ 

5-1 

関連す

る 計 画

等 

 

県 運送計画（運送力配分計画、道路使用計画、運送実施計画）、避難行

動要支援者の避難に係る計画、交通規制計画、搬送計画、県立病院避

難計画、医療等提供計画、衛生提供計画 

避難所運営マニュアル 

（略） （略） 
 

 

県 運送計画（運送力配分計画、道路使用計画、運送実施計画）、災害時

要援護者の避難に係る計画、交通規制計画、搬送計画、県立病院避難

計画、医療等提供計画、衛生提供計画 

避難所運営マニュアル 

（略） （略） 
 

 

別紙第５ 

１状況 

5-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)情報

計画 

(2)情報計画 

  別紙第１「情報計画」参照 

(2)別紙第１「情報計画」参照  

別紙第５ (1)県    



122 

 

３各機関の役

割 

5-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ その他知事の命ずる事項又は県対策本部長の求める事項 

元気づくり

総本部 

１ 国民保護に関する広報、広聴 

２ （略） 

 

危機管理局 １ 県対策本部の事務局に関すること 

２～５ （略） 

６ 県対策本部の職員の動員及び給与に関すること 

７ 県対策本部における通信施設の保全 

８ 前各号のほか国民保護措置の総合調整 

総務部 １ 庁舎の管理、運用、調査 

２  県の公有財産の管理、運用、調査 

３～12 (略) 

13 鳥取情報ハイウェイに関すること 

地域振興部 １ 避難住民運送手段の確保、計画 

（削除） 

２ 駅、空港等への避難の指示 

３ 私立学校に関すること 

４ 市町村の行財政運営の支援 

５ 安否情報・被災情報の収集等 

観光交流局 （削除） 

１ 観光客に対する広報及び観光施設等との連絡調整 

２ 外国人に対する広報、避難、救援 

３ 外国人の安否情報・被災情報の収集等 

４ 外国人の安全確保及び支援 

福祉保健部 １ （略） 

２ 避難行動要支援者（外国人を除く。）、一般病院の入院 

患者等の避難 

３～５ （略） 

６ 保健衛生に関すること 

７～10 （略） 

生活環境部 １～６ （略） 

商工労働部 １ 物資運送手段（トラックその他）の確保、手配 

２ 商工労働団体・機関との連絡調整 

３ 救援物資の集配の調整 

農林水産部 １～６ （略） 

７ 農道（広域農道、農免農道を除く。）、林道状況の把握、確保 

県土整備部 １ 道路（広域農道、農免農道を含む。）状況の把握、確保 

２～６ （略） 

会計管理者 １ （略） 

２  県有車両（警察車両を除く車両のうち県対策本部による直接運

送業務に使用する車両に限る。）の運用 

総合事務所

（東部地区

は東部振興

監） 

１ 県現地対策本部が設置された場合の県対策本部事務の一部の実

施 

 

 

（略） （略） 

警察本部 １～11 （略） 

12 応急公用負担等 

13～20 （略） 
 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ その他知事の命ずる事項、または対策本部長の求める事項 

統轄監 １ 国民保護に関する広報 

２ （略） 

３ 庁舎の管理、運用、調査 

防災局 １ 対策本部の事務局に関すること 

２～５ （略） 

６ 本部の職員の動員及び給与に関すること 

７ 本部における通信施設の保全 

８ 前各号のほか国民保護措置の総合調整 

総務部 １ 国民保護に関する広聴 

２  公有財産の管理、運用、調査 

３～12 (略) 

（新規） 

企画部 １ 避難住民運送手段の確保、計画 

２ 鳥取情報ハイウェイに関すること 

３ 駅、空港等への避難の指示 

４ 私立学校に関すること 

５ 市町村の行財政運営の支援 

（新規） 

文化観光局 １ 安否情報の収集等 

２ 観光客に対する広報及び観光施設等との連絡調整 

３ 外国人に対する広報、避難、救援 

（新規） 

（新規） 

福祉保健部 １ （略） 

２ 災害時要援護者（外国人除く）、一般病院の入院患者等の避

難 

３～５ （略） 

６ 保健衛生 

７～10 （略） 

生活環境部 １～６ （略） 

商工労働部 １ トラックその他物資運送手段の確保、手配 

（新規） 

（新規） 

農林水産部 １～６ （略） 

７ 林道状況の把握、確保 

県土整備部 １ 道路状況の把握、確保 

２～６ （略） 

会計管理者 １ （略） 

２  県有車両（警察車両及び軽自動車を除く車両のうち対策本部

による直 接運送業務に使用する車両に限る）の運用 

総合事務所 １ 現地対策本部が設置された場合の対策本部事務の一部の実施 

 

 

 

（略） （略） 

警察本部 １～11 （略） 

12 応急公用負担等と 

13～20 （略） 
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別紙第５ 

３各機関の役

割 

5-6 

(2)市町

村 

機 関 名 事務又は業務 
市町村 １～６ (略) 

７ その他市町村長の命ずる事項又は市町村対策本部長の 
求める事項 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 
市町村 １～６ (略) 

７ その他市町村長の命ずる事項、または市町村対策本部長の求 
める事項 

 

 

別紙第５ 

３各機関の役

割 

5-6 

(3)指定地

方行政機

関（指定行

政機関） 

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ 本文「第３章 国及び関係機関の事務又は業務」に示 
す業務のうち避難段階において実施すべき業務 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ 本文「第３章 関係機関の事務又は業務の大綱」に示す業務 
のうち避難段階において実施すべき業務 

 

 

別紙第５ 

３各機関の役

割 

5-6 

(4)自衛

隊 

 

機 関 名 事務又は業務 

(略) １ (略) 

 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

(略) １ (略) 

 

 

別紙第５ 

３各機関の役

割 

5-6 

(5)指定

公共機

関 

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ 本文「第３章 国及び関係機関の事務又は業務」に示 

す業務のうち避難段階において実施すべき業務 

放送事業者 (略) 
 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ 本文「第３章 関係機関の事務又は業務の大綱」に示す業務 

のうち避難段階において実施すべき業務 

放送事業者 (略) 
 

 

別紙第５ 

３各機関の役

割 

5-6 

(6)指定

地方公

共機関 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 (略) 

放送事業者 (略) 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 (略) 

放送事業者 (略) 
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(1)情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 警報及び避難の指示等 
    知事（危機管理局）は、警報の発令及び避難措置の指示を、住民、関係機関・団体
へ伝達するとともに、避難の指示を行います。 

 (ｱ) 警報 
      知事（危機管理局）は、国対策本部長が発令した警報の通知の内容を速やかに市

町村、他の執行機関、指定（地方）公共機関その他の関係機関に通知します。 

   この際、放送事業者には特に迅速に通知します。 

警 報 １ 武力攻撃事態の予測及び現状 
２ 武力攻撃事態が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと 

認められる地域 
３ 住民及び公私の団体に対し周知させるべき事項 

※市町村長の警報伝達の基準 
  １・２ （略） 

３ 留意事項 

ア 知事（観光交流局・福祉保健部）は、市町村と連携し要配慮者への伝達に
特に配慮します。 

    イ （略） 

(ｲ) 避難措置の指示の通知 
     知事（危機管理局）は、国対策本部長の避難措置の指示を、速やかに、他の執行
機関、指定（地方）公共機関その他の関係機関に通知します。 

 （略） 
(ｳ) 避難の指示の伝達 

     知事（危機管理局）は、避難措置の指示の内容を具体化した後、市町村長を通じ

て住民に避難を指示するとともに、他の執行機関、指定（地方）公共機関その他の
関係機関に通知します。 

避難の指示 １～３ （略） 

４  避難のための交通手段（ただし、自家用車等を交通手 
段とするときは警察の意見を聞くものとします。） 

５ （略） 

（略） 

ア 警報及び避難の指示等 
    知事（防災局）は、警報の発令及び避難措置の指示を、住民、関係機関・団体へ伝
達するとともに、避難の指示を行います。 

(ｱ) 警報 
     知事（防災局）は、国対策本部長が発令した警報の通知の内容を速やかに市町村、 

他の執行機関、指定地方公共機関その他の関係機関に通知します。 

     この際、放送事業者には特に迅速に通知します。 

警 報 １ 武力攻撃事態の予測及び現状 
２ 武力攻撃事態が迫り、又は現に発生したと認められる避難 

３ 住民及び公私の団体に対し周知させるべき事項 
 

※市町村長の警報伝達の基準 
  １・２ （略） 

３ 留意事項 

ア 県（文化観光局、福祉保健部）は、市町村と連携し災害時要援護者への伝
達に特に配慮します。 

    イ （略） 

(ｲ) 避難措置の指示の通知 
     知事（防災局）は、国対策本部長の避難措置の指示を、速やかに、他の執行機関、 

指定地方公共機関その他の関係機関に通知します。 

 （略） 
(ｳ) 避難の指示の伝達 

     知事（防災局）は、避難措置の指示の内容を具体化した後、市町村長を通じて住

民に避難を指示するとともに、他の執行機関、指定地方公共機関その他の関係機関
に通知します。 

避難の指示 １～３ （略） 

４  避難のための交通手段（但し、自家用車等を交通手段とす 
るときは警察の意見を聴くものとします。） 

５ （略） 

（略） 
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(1)情報 

 

(ｴ) 避難実施要領の伝達 

     （略）  
     市町村長は、避難実施要領を定めた場合、市町村国民保護計画に定めるところに

より警報に準じて伝達するほか、市町村の他の執行機関、知事（危機管理局）、消

防団長、警察署長、境海上保安部長、鳥取海上保安署長、自衛隊鳥取地方協力本部
長、運送事業者である指定（地方）公共機関等に通知するものとします。 

      知事（危機管理局）は、市町村長から避難実施要領の通知を受信、確認した場合、

警報の通知に準じて、関係機関等（当該避難実施要領を定めた市町村を除く）に伝
達します。 

 

 (ｴ) 避難実施要領の伝達 

     （略）  
     市町村長は、避難実施要領を定めた場合、市町村国民保護計画に定めるところに

より警報に準じて伝達するほか、市町村の他の執行機関、知事（防災局）、消防団

長、警察署長、境海上保安部長、鳥取海上保安署長、自衛隊鳥取地方連絡部長、運
送事業者である指定（地方）公共機関等に通知するものとします。 

      知事（防災局）は、市町村長から避難実施要領の通知を受信、確認した場合、警

報の通知に準じて、関係機関等（当該避難実施要領を定めた市町村を除く）に伝達
します。 
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 (ｵ) 警報・避難の指示・避難実施要領の通知・伝達先 

区分 通知先 備考 

（略） （略） （略） 

指定地方公共

機 関 

（略） 

一般社団法人鳥取県LPガス協会 

（略） 

一般社団法人鳥取県バス協会 

一般社団法人鳥取県トラック協会 

（削除） 

公益社団法人鳥取県医師会 

公益社団法人鳥取県看護協会 

一般社団法人鳥取県薬剤師会 

一般社団法人鳥取県歯科医師会 

（略） 

（削除） 

（略） 

鳥取県農業協同組合中央会 

一般社団法人鳥取県警備業協会 

（略） 

（削除） 

（削除） 

（略） 

関係機関 学校 県立学校 

私立学校 

教育委員会、地域振興

部を通じて 

生活関連施設等 生活関連施設 

大規模集客施設 

旅客輸送関連施

設 

 

鳥取県国民保護協議会委員  

避難施設管理者  

国対策本部長 （略） （略） 
 

(ｵ) 警報・避難の指示・避難実施要領の通知・伝達先 

区分 通知先 備考 

（略） （略） （略） 

指定地方公共機

関 

（略） 

社団法人鳥取県エルピーガス協会 

（略） 

社団法人鳥取県バス協会 

社団法人鳥取県トラック協会 

因伯通運株式会社 

社団法人鳥取県医師会 

社団法人鳥取県看護協会 

社団法人鳥取県薬剤師会 

社団法人鳥取県歯科医師会 

（略） 

医療法人厚生会米子中海病院 

（略） 

全国農業共同組合連合会鳥取県本部 

社団法人鳥取県警備業協会 

（略） 

社団法人鳥取県建設業協会 

社団法人鳥取県建築士会 

（略） 

関係機関 学校 県立学校 

私立学校 

教育委員会、総務部を通

じて 

生活関連施設等 生活関連施設 

大規模集客施設 

（新規） 

 

 

鳥取県国民保護協議会委員  

避難施設管理者  

（略） （略） （略） 
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(ｶ) 緊急対処事態における警報の伝達 

（略） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

 

（削除） 

（削除） 

 

(ｶ) 緊急対処事態における警報の伝達 

（略） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料６「国名簿」） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料７「市町村名簿」） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料８「指定（地方）公共機関名簿」） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料９「隣接県名簿」） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料14「生活関連等施設管理者名簿」） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料22「武力攻撃事態等が発生した場合に国民保護（避難）に

大きな影響を与える大規模集客施設」） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料33「公立教育施設一覧表」） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料34「私立教育施設一覧表」） 
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イ 情報収集・分析・提供 

  (ｱ) 情報収集 

     知事（危機管理局・各部局）は、市町村、関係機関・団体から避難の指示に必要

な情報を収集し、危機管理局へ集約します。 

(ｲ) 情報分析 

  市町村、関係機関の活動状況の問題点及び周辺状況の推移、予想に注意しま 

す。 

  武力攻撃災害が発生した場合、県対策本部の対応の初期に要救助者の発生地区

とその概数を把握し、被災地域への救援部隊の投入について関係機関と調整します。 

(ｳ)  （略） 

ウ 武力攻撃災害兆候の通報 

    知事（危機管理局）は、市町村長、警察官、海上保安官及び消防吏員から武力攻撃

災害の兆候発見の通報・通知を受けた場合、必要と認めたときは、その旨を消防局及

び警察などの関係機関へ通知します。 

エ 安否情報 

    知事（地域振興部）は、要避難地域の市町村、関係機関・団体と連絡調整を行い、

安否情報の迅速な収集、集約、提供を開始します。 

オ 被災情報 

    知事（危機管理局）は、市町村、関係機関・団体と連絡調整を行い、被災情報の迅

速な収集、集約、共有化を図るとともに、住民等に必要な情報を提供します。 

イ 情報収集・分析・提供 

  (ｱ) 情報収集 

     知事（防災局、各部局）は、市町村、関係機関・団体から避難の指示に必要な情

報を収集し、防災局へ集約します。 

(ｲ) 情報分析 

  市町村、関係機関の活動状況の問題点及び周辺状況の推移、予想に注意します。 

  武力攻撃災害が発生した場合、対策本部の対応の初期に要救助者の発生地区と

その概数を把握し、被災地域への救援部隊の投入について関係機関と調整します。 

 (ｳ)  （略） 

ウ 武力攻撃災害兆候の通報 

    知事（防災局）は、市町村長、警察官、海上保安官及び消防吏員から武力攻撃災害

の兆候発見の通報・通知を受けた場合、必要と認めたときは、その旨を消防局及び警

察などの関係機関へ通知します。 

エ 安否情報 

    知事（文化観光局）は、要避難地域の市町村、関係機関・団体と連絡調整を行い、

安否情報の迅速な収集、集約、提供を開始します。 

オ 被災情報 

    知事（防災局）は、市町村、関係機関・団体と連絡調整を行い、被災情報の迅速な

収集、集約、共有化を図るとともに、住民等に必要な情報を提供します。 
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(2)実施

体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 県の国民保護体制（避難住民の誘導支援体制） 

  県は、避難措置の指示を受けたときは、直ちに避難住民の誘導支援体制へ移行 

します。 

(ｱ) (略) 

(ｲ) 知事（総務部・各部局）は、必要に応じ要避難地域・避難先地域市町村又は 

関係機関・団体に連絡員を派遣し、連絡調整に当たります。 

(ｳ) (略) 

イ 県対策本部 

  県対策本部は、避難が指示された場合、速やかに次の業務を行います。 

 (ｱ)～(ｴ)  (略) 

 (ｵ) 県現地対策本部 

   必要と認めるときは、避難先地域等に県現地対策本部を設置します。 

ウ 関係機関の国民保護体制 

(ｱ)～(ｳ)  （略） 

(ｴ) 他都道府県との連絡調整 

   ａ 知事（危機管理局）は、避難に要する車両、物資、資機材、人員等について、県

内の所要等を取りまとめ、他都道府県知事に対する要請と連絡調整を行います。 

      また、避難住民の救援の準備について必要な要請を行います。 

   ｂ 知事（危機管理局）は、住民を他都道府県に避難させる必要があるときは、避難

先地域の知事と避難住民の受入れについてあらかじめ協議するとともに、他都道

府県からの情報収集、連絡調整を行います。 

ｃ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 県の国民保護体制（避難住民の誘導支援体制） 

  県は、避難措置の指示を受けたときは、直ちに避難住民の誘導支援体制へ移行しま

す。 

(ｱ) (略) 

(ｲ) 知事（総務部、各部局）は、必要に応じ要避難地域・避難先地域市町村又は関

係機関・団体に連絡員を派遣し、連絡調整に当たります。 

(ｳ) (略) 

イ 対策本部 

  対策本部は、避難が指示された場合、速やかに次の業務を行います。 

 (ｱ)～(ｴ)  (略) 

 (ｵ) 現地対策本部 

   必要と認めるときは、避難先地域等に現地対策本部を設置します。 

ウ 関係機関の国民保護体制 

(ｱ)～(ｳ)  （略） 

(ｴ) 他都道府県との連絡調整 

   ａ 知事（防災局）は、避難に要する車両、物資、資機材、人員等について、県内の

所要等を取りまとめ、他都道府県知事に対する要請と連絡調整を行います。 

      また、避難住民の救援の準備について必要な要請を行います。 

   ｂ 知事（防災局）は、住民を他都道府県に避難させる必要があるときは、避難先地

域の知事と避難住民の受入れについてあらかじめ協議するとともに、他都道府県

からの情報収集、連絡調整を行います。 

c  （略） 
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(2)実施

体制 

 (ｵ) 指定(地方)公共機関との連絡調整（法第21条） 

 a 指定（地方）公共機関の国民保護措置 

   指定（地方）公共機関は、その国民保護業務計画の定めるところにより避難、救

援等国民保護措置を行うこととします。 

  b （略） 

  c 日本赤十字社との連携 

   知事（福祉保健部）は、救援の措置のうち必要とされる措置又はその応援につい

て、日本赤十字社へ委託します。 

  d 指定（地方）公共機関による放送 
   放送事業者である指定(地方)公共機関は、県から避難の指示及び緊急通報の通知

を受けたときは、その内容を国民保護業務計画に定めるところにより放送するもの
とされています。 
 また、放送事業者である指定（地方）公共機関は、県から警報、避難の指示及

び緊急通報の通知を受けたときは、その国民保護業務計画に定めるところによりそ
の内容を放送するものとされています。 
 なお、避難の指示の放送については、避難の指示の内容を逐一すべて放送しな

くてはならないものではなく、その放送の方法については、放送事業者の自主的な
判断によります。 
 

 また、知事（危機管理局）は、放送事業者に対し警報、避難の指示及び緊急 
通報を通知する際は、隣接県との緊密な連携を図ります。 

   e  指定（地方）公共機関による運送 

知事（地域振興部、商工労働部）は、避難住民の運送及び緊急物資の運送につい
て、運送事業者である指定（地方）公共機関と連絡調整を行い、運送の実施の要請・
指示等を行います。 

（ｶ） （略） 
(ｷ) 自衛隊の国民保護等派遣（法第15条） 
   ａ 知事（危機管理局）は、避難住民の誘導を円滑に実施するため必要があると認

めるときは、防衛大臣に対し、自衛隊の国民保護等派遣を要請するとともに受入
体制を整備します。 

  b  市町村長は、避難住民の誘導において、必要があると認めるときは、出動等を命

ぜられた自衛隊の部隊等の長（令第 8 条第 2 項に定める自衛隊の部隊等の長に限
る。）に、避難住民の誘導を行うように要請し、その旨を知事に通知します。 

   なお、避難住民の誘導に当たっては、あらかじめ協議し、避難住民の誘導が円滑

に行われるよう必要な措置を行います。 

 (ｵ) 指定(地方)公共機関との連絡調整（法21） 

 a 指定地方公共機関の国民保護措置 

   指定地方公共機関は、その国民保護業務計画の定めるところにより避難、救援等

国民保護措置を行うこととします。 

  b （略） 

  c 日本赤十字社との連携 

   知事（福祉保健部）は、救援の措置のうち必要とされる措置またはその応援につ

いて、日本赤十字社へ委託します。 

 

  d 指定（地方）公共機関による放送 
   放送事業者である指定公共機関は、県から避難の指示及び緊急通報の通知を受け

たときは、その内容を国民保護業務計画に定めるところにより放送するものとされ

ています。 
また、放送事業者である指定地方公共機関は、県から警報、避難の指示及び緊急

通報の通知を受けたときは、その国民保護業務計画に定めるところによりその内容

を放送するものとされています。 
なお、避難の指示の放送については、避難の指示の内容を逐一すべて放送しなく

てはならないものではなく、その放送の方法については、放送事業者の自主的な判

断によります。 
また、知事（防災局）は、放送事業者に対し警報、避難の指示及び緊急通報を通

知する際は、隣接県との緊密な連携を図ります。 

    e  指定（地方）公共機関による運送 
知事（企画部、商工労働部）は、避難住民の運送及び緊急物資の運送について、

運送事業者である指定（地方）公共機関と連絡調整を行い、運送の実施の要請・指

示等を行います。 
(ｶ) （略）  
(ｷ) 自衛隊の国民保護等派遣（法15） 

    ａ 知事（防災局）は、避難住民の誘導を円滑に実施するため必要があると認める
ときは、防衛大臣に対し、自衛隊の国民保護等派遣を要請するとともに受入体制
を整備します。 

b  市町村長は、避難住民の誘導において、必要があると認めるときは、出動等を
命ぜられた自衛隊の部隊等の長（令８②に定める自衛隊の部隊等の長に限る。）
に、避難住民の誘導を行うように要請し、その旨を知事に通知します。 

なお、避難住民の誘導に当たっては、あらかじめ協議し、避難住民の誘導が円
滑に行われるよう必要な措置を行います。 
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(3)補給

支援 

ア・イ  （略） 

ウ 取得 

    (ｱ) 補給品の取得 

        避難住民の誘導に必要な燃料、食品などの補給品を優先的に取得します。 

食品は、加工の必要がないものにします。 

    また、粉ミルク及び離乳食、お粥等のやわらかい食品（アレルギー対応食品を

含む。）など、多様な人に配慮した食品の確保に努めます。 

エ  （略） 

ア・イ  （略） 

ウ 取得 

    (ｱ) 補給品の取得 

        避難住民の誘導に必要な燃料、食品などの補給品を優先的に取得します。食品

は、加工の必要がないものにします。 

 

 

エ  （略） 
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(4)運送 ア 業務実施の基本的事項 

（略） 

    この際、関係機関・団体との密接な連携、避難行動要支援者の避難・救援に特に注

意します。 

イ 運送支援施設 

    知事（地域振興部、農林水産部、県土整備部）は、関係機関・団体と連絡調整 

の上、絶えず避難経路の情報を把握し、避難経路を確保（応急復旧、除雪、障害 

物・危険箇所等の除去、工事の中止など）するとともに、必要な場合は速やかに 

代替経路を決定します。 

 

ア 業務実施の基本的事項 

（略） 

    この際、関係機関・団体との密接な連携、災害時要援護者の避難・救援に特に注意

します。 

イ 運送支援施設 

    知事（企画部、農林水産部、県土整備部）は、関係機関・団体と連絡調整の上、絶

えず避難経路の情報を把握し、避難経路を確保（応急復旧、除雪、障害物・危険箇所

等の除去、工事の中止など）するとともに、必要な場合は速やかに代替経路を決定し

ます。 
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(4)運送 ウ 運送業務 

 (ｱ) 運送手段 

   ａ 運送計画の完成 

① 運送力配分計画等の完成 

知事（地域振興部、商工労働部、農林水産部、会計管理者）は、派遣専門職員

の協力の下、関係機関・団体との連絡調整、車両、列車、航空機、船舶等の状況

確認を行い、運送力配分計画、運送実施計画を完成します。 

     （略） 

    （削除） 

ｂ 運送力の確保 

    ① 知事（地域振興部、商工労働部）は、運送事業者である指定（地方）公共機 

関に必要な運送力の確保を求めます。 

   ②・③ （略） 

ｃ 運送の実施 

    ① 知事（危機管理局、地域振興部、商工労働部）は避難の間において、市町村関

係機関・団体との協議、調整、指示を行います。 

    （略） 

   ② また、必要な場合は、指定（地方）公共機関に対し、避難住民の運送及び緊 

急物資の運送を求めます（法第71条、第79条）。この際、運送事業者である指

定公共機関が正当な理由がないのに運送の求めに応じないと認めるときは、国

対策本部長に対しその旨を通知します。  

③ 避難住民の運送及び緊急物資の運送が運送事業者である指定（地方）公共機関 

により的確かつ迅速に行われない場合、住民の生命、身体又は財産の保護を図る 

ため特に必要があると認めるときは、当該指定（地方）公共機関に対し、避難住 

民の運送及び緊急物資の運送を指示します。 

        なお、指示に当たっては、指定（地方）公共機関の安全確保について確認 

するとともに、安全確保のため、武力攻撃の状況その他必要な情報を提供し 

ます。指定公共機関が運送を行う場合にあっても、同様に、必要な情報を国 

及び指定公共機関に提供します。 

   また、指定（地方）公共機関に対し避難住民の運送及び緊急物資の運送を  

指示した場合において、運送の安全が確保されていないと認められる状況に 

なったとき、知事（危機管理局、地域振興部、商工労働部）は、指示を取消 

し、指定（地方）公共機関に速やかに連絡します。 

ウ 運送業務 

 (ｱ) 運送手段 

   ａ 運送計画の完成 

① 運送力配分計画等の完成 

知事（総務部、企画部、商工労働部、農林水産部）は、派遣専門職員の協力の下、

関係機関・団体との連絡調整、車両、列車、航空機、船舶等の状況確認を行い、運

送力配分計画、運送実施計画を完成します。 

     （略） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料41「県指導用海岸局系統図」） 

ｂ 運送力の確保 

    ① 知事（企画部、商工労働部）は、運送事業者である指定（地方）公共機関に必

要な運送力の確保を求めます。 

    ②・③ （略） 

ｃ 運送の実施 

     ① 知事（防災局、企画部、商工労働部）は避難の間において、市町村、関係機関・

団体との協議、調整、指示を行います。 

    （略） 

   ② また、必要な場合は、指定（地方）公共機関に対し、避難住民の運送及び緊急

物資の運送を求めます（法71、79）。この際、運送事業者である指定公共機関

が正当な理由がないのに運送の求めに応じないと認めるときは、国対策本部長

に対しその旨を通知します。  

③ 避難住民の運送が運送事業者である指定地方公共機関により的確かつ迅速に

行われない場合、住民の生命、身体又は財産の保護を図るため特に必要があると

認めるときは、当該指定地方公共機関に対し、避難住民の運送及び緊急物資の運

送を指示します。 

なお、指示に当たっては、指定地方公共機関の安全確保について確認するとと

もに、安全確保のため、武力攻撃の状況その他必要な情報を提供します。指定公

共機関が運送を行う場合にあっても、同様に、必要な情報を国及び指定公共機関

に提供します。 

また、指定地方公共機関に対し避難住民の運送及び緊急物資の運送を指示した

場合において、運送の安全が確保されていないと認められる状況になったとき、

知事（防災局、企画部、商工労働部）は、指示を取消し、指定地方公共機関に速

やかに連絡します。 
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(ｲ) 避難住民の誘導 

  ａ 避難実施要領の策定支援 

① 知事（危機管理局）は、要避難市町村長が避難実施要領を定めるに当たり、意

見を求められた場合あるいは意見申述が必要な場合には、避難の指示の内容に照

らし、円滑な避難住民の誘導が行えるよう、必要な事項について意見を述べます。 

  ② （略） 

   b 市町村による住民の避難誘導 

① 避難方式 

項目 業務 

避難住民の

誘導方法 

（略） 

避難の順位 １ 避難行動要支援者、女性、子ども、病人等の避難 

を優先し、一般壮年男子はその次とします。（略） 

携行品等 （略） 

    ・ 避難方式は、原則として二段階避難方式とします。 

    ・ 自主防災組織等を核に一定の地域、事業所単位に集団を形成し、指定避難

場所に避難する集団避難方式とし、混乱の防止のため、避難住民が一時的に

集合して集団を形成し、秩序正しい避難態勢を整える場所として、避難場所

に至る前に身近な小公園等を集合施設に選定します。 

(ｲ) 避難住民の誘導 

  ａ 避難実施要領の策定支援 

① 知事（防災局）は、要避難市町村長が避難実施要領を定めるに当たり、意見を

求められた場合あるいは意見申述が必要な場合には、避難の指示の内容に照らし、

円滑な避難住民の誘導が行えるよう、必要な事項について意見を述べます。 

  ② （略） 

   b 市町村による住民の避難誘導 

① 避難方式 

項目 業務 

避難住民の誘

導方法 

（略） 

避難の順位 １ 災害時要援護者、女性、子ども、病人等の避難を優 

先し、一般壮年男子はその次とします。（略） 

携行品等 （略） 

    ・ 避難方式は、原則として二段階避難方式とします。 

    ・ 自主防災組織等を核に一定の地域、事業所単位に集団を形成し、指定避難

場所に避難する集団避難方式とし、混乱の防止のため、避難住民が一時的に

集合して集団を形成し、秩序正しい避難態勢を整える場所として、避難場所

に至る前に身近な小公園等を集合施設に選定します。 
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    （略） 

  ｃ 県による避難住民の誘導支援（法第63条） 

① 知事は、市町村長から警察官等による避難住民の誘導について要請があった場

合、必要に応じ調整を行います。 

② 避難住民の誘導中の市町村長から求めがあったとき、求めを待ついとまがない

と認めるときは、以下のとおり避難住民の誘導を要請します。 

要請先 要 請 内 容 

鳥取県警察本部長 （略） 

第八管区海上保安本部長 （略） 

出勤等を命ぜられた自衛隊の部隊等の長 

（令第8条第2項に定める自衛隊の部隊等の長

に限る。） 

 

（略） 

 

③ 知事（危機管理局）は、市町村が行う避難住民の誘導について、必要に応じ以

下のとおり指示、代執行を実施します。（法第67条） 

（略） 

 d  警察による避難住民の誘導 

 ① 警察署長は、警察官等による避難住民の誘導について市町村長と協議し、市町村

長から通知を受けた避難実施要領に沿って避難住民の誘導が円滑に行われるよう、交

通規制、先導、同行警備、広報等の必要な措置を実施します。 

 ② 避難の指示が徹底しない場合は、警察官の措置により避難を徹底します。 

 

ｅ  住民への、避難住民の誘導に必要な援助に対する協力要請 

（略） 

・避難行動要支援者の避難の援助 

f 避難拒否者等への対応 

① 警告、指示 

 避難住民を誘導する市町村職員、県職員（補助を含む。）警察官、海上保安官、

自衛官等は、避難に伴う混雑等避難住民に危険な状態が発生しそうなおそれがある

ときは、必要な警告、指示を行います。 

② 立入禁止、退去、物件の除去（即時強制） 

 警告、指示を行う場合、警察官、海上保安官は、特に必要があると認めるときは、

危険な場所への立入りを禁止し、若しくはその場所から退去させ、又は当該危険を生

ずるおそれのある道路上の車両その他の物件の除去その他必要な措置を講じます。 

なお、警察官、海上保安官がいない場合は、消防吏員、自衛官が措置を講じます。 

 

 

③ （略） 

④ 警察官の措置 

警察官は、危険な事態がある場合には、危害を避けしめるために必要な限度で避

難拒否者等を避難させることができます。 

(ｳ) 避難行動要支援者の避難 

   ａ 避難行動要支援者の避難に係る計画の完成 

知事（福祉保健部）は、市町村、関係機関・団体と連絡調整の上、避難行動要支

援者及びそれらの施設及び避難行動要支援者の避難体制の状況を確認し、避難行動

要支援者の避難に係る計画を完成します。 

ｂ 避難行動要支援者の誘導の支援 

知事（福祉保健部）は、市町村、関係機関・団体と連絡調整の上、避難行動要支援

者の運送手段を手配するとともに、運送力が不足する場合は、関係機関・団体に対

し支援を要請します。 

 

    （略） 

  ｃ 県による避難住民の誘導支援（法63） 

① 知事は、市町村長から警察官等による避難住民の誘導について要請があった場合、

必要に応じ調整を行います。 

② 避難住民の誘導中の市町村長から求めがあったとき、求めを待ついとまがないと

認めるときは、以下のとおり避難住民の誘導を要請します。 

要請先 要 請 内 容 

鳥取県警察本部長 （略） 

第八管区海上保安本部長 （略） 

出勤等を命ぜられた自衛隊

の部隊等の長（令８②に定め

る自衛隊の部隊等の長に限

る。） 

（略） 

 

③ 知事（防災局）は、市町村が行う避難住民の誘導について、必要に応じ以下のと

おり指示、代執行を実施します。（法67） 

（略） 

  d  警察による避難住民の誘導 

  ① 警察署長は、警察官等による避難住民の誘導について市町村長と協議し、市町村

長から通知を受けた避難実施要領に沿って避難住民の誘導が円滑に行われるよう、

交通規制、先導、同行警備、広報等の必要な措置を実施します。 

  ② 避難の指示が徹底しない場合は、警察官の措置（警職法4）により避難を徹底し

ます。 

ｅ  住民への、避難住民の誘導に必要な援助に対する協力要請 

（略） 

・災害時要援護者の避難の援助 

f 避難拒否者等への対応 

① 警告、指示 

  避難住民を誘導する市町村職員、県職員（補助を含む）警察官、海上保安官、

自衛官等は、避難に伴う混雑等避難住民に危険な状態が発生しそうな恐れがあると

きは、必要な警告、指示を行います。 

② 立入禁止、退去、物件の除去（即時強制） 

  警告、指示を行う場合、警察官、海上保安官は、特に必要があると認めるとき

は、危険な場所への立入りを禁止し、若しくはその場所から退去させ、又は当該危

険を生ずるおそれのある道路上の車両その他の物件の除去その他必要な措置を講

じます。 

 なお、警察官、海上保安官がいない場合は、消防吏員、自衛官が措置を講じま

す。 

③ （略） 

④ 警察官の措置 

警察官は、危険な事態がある場合には、危害を避けしめるために必要な限度で

避難拒否者等を避難させることができます。（警職法４） 

(ｳ) 災害時要援護者の避難 

   ａ 災害時要援護者の避難に係る計画の完成 

知事（福祉保健部、文化観光局）は、市町村、関係機関・団体と連絡調整の上、

災害時要援護者及びそれらの施設及び災害時要援護者の避難体制の状況を確認し、

災害時要援護者の避難に係る計画を完成します。 

ｂ 災害時要援護者の誘導の支援 

   知事（福祉保健部）は、市町村、関係機関・団体と連絡調整の上、災害時要援

護者の運送手段を手配するとともに、運送力が不足する場合は、関係機関・団体

に対し支援を要請します。 



129 

 

別紙第５ 

４活動要領 

5-19 

 

(4)運送  

項目 業務 

市町村長によ

る避難行動要

支援者の避難 

１ 在施設避難行動要支援者 

   高齢者施設、障がい者施設、乳幼児施設等の長は、

入所者の避難を誘導するものとします。 

２ 在宅避難行動要支援者  

市町村は、各自治会等の協力を得て、各地域内の

在宅避難行動要支援者を、各地域の集合施設まで誘

導します。 

   市町村は、各集合施設から避難所まで、在宅避難

行動要支援者を誘導するものとします。 
 

 

項目 業務 

市町村長

による災

害時要援

護者の避

難 

１ 在施設災害時要援護者 

   高齢者施設、障がい者施設、乳幼児施設等の長は、入所

者の避難を誘導するものとします。 

２ 在宅災害時要援護者  

市町村は、各自治会等の協力を得て、各地域内の在宅

災害時要援護者を、各地域の集合施設まで誘導します。 

   市町村は、各集合施設から避難所まで、在宅災害時要援

護者を誘導するものとしします。 
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(5)衛生 ア～ウ  （略） 

エ 搬送業務 

(ｱ) 計画の作成 

     知事（危機管理局、福祉保健部）は、避難・救援の状況に応じ搬送計画を作成し、

搬送体制を設定するとともに、人員、資機材等が不足する場合は、関係機関・団体

に対し支援を要請します。 

(ｲ) 搬送の実施 

     知事（危機管理局、福祉保健部）は、消防、関係機関・団体と連絡調整の上、搬

送体制（トリアージを含む）の状況を把握し、搬送を実施します。 

     この際、臨時医療施設への搬送のほか、要避難地域外への搬送を実施します。  

(ｳ) 被災者等への対処 

     知事（危機管理局、福祉保健部）は、消防、関係機関・団体と連絡調整の上、武

力攻撃災害が発生したときは直ちに、適切な被災者のトリアージ・搬送を実施しま

す。 

オ～キ  （略） 

ア～ウ  （略） 

エ 搬送業務 

(ｱ) 計画の作成 

     知事（防災局、福祉保健部）は、避難・救援の状況に応じ搬送計画を作成し、搬

送体制を設定するとともに、人員、資機材等が不足する場合は、関係機関・団体に

対し支援を要請します。 

(ｲ) 搬送の実施 

     知事（防災局、福祉保健部）は、消防、関係機関・団体と連絡調整の上、搬送体

制（トリアージを含む）の状況を把握し、搬送を実施します。 

     この際、臨時医療施設への搬送のほか、要避難地域外への搬送を実施します。  

(ｳ) 被災者等への対処 

     知事（防災局、福祉保健部）は、消防、関係機関・団体と連絡調整の上、武力攻

撃災害が発生したときは直ちに、適切な被災者のトリアージ・搬送を実施します。 

 

オ～キ  （略） 
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(6)施設 ア 業務実施の基本的事項 

  知事は、要避難地域・避難先地域市町村、関係機関・団体と連絡調整の上、避難・

救援に必要な避難所、救援施設について速やかに提供します。 

  また、必要に応じ県現地対策本部などを設置するとともに、被災した県有施設の応

急復旧を実施します。 

イ （略） 

ウ 建設 

(ｱ) (略) 

(ｲ) 救護施設の開設 

 a・b (略) 

c 障害の除去 

 知事（県土整備部）は、避難経路、収容施設等に対して危険となり、又は工事の

障害となる箇所等について、速やかに障害を除去し、安全を確保します。  

(ｳ) 公共施設 

  知事(総務部)は、県有施設の被害状況、県有施設への住民の避難状況等を集約し、

対応を検討します。 

 また、必要に応じ県仮庁舎、県現地対策本部などの設置場所を決定し、管理者等

と連携の上、回線の敷設、仮設建築物の建設等、設営を実施するとともに、不足が見

込まれる資機材等を確保します。 

 エ 土地利用 

(ｱ) (略) 

(ｲ)  公共施設 

知事（総務部）は、県仮庁舎、県現地対策本部等に必要な施設等について、管 

理者に連絡し、賃貸借契約の締結等による確保を行います。 

ア 業務実施の基本的事項 

  知事は、要避難地域・避難先地域市町村、関係機関・団体と連絡調整の上、避難・

救援に必要な避難所、救援施設について速やかに提供します。 

  また、必要に応じ現地対策本部などを設置するとともに、被災した県有施設の応急

復旧を実施します。 

イ （略） 

ウ 建設 

(ｱ) (略) 

(ｲ) 救護施設の開設 

 a・b (略) 

c 障害の除去 

 知事（県土整備部）は、避難経路、収容施設等に対して危険となり、または工事

の障害となる箇所等について、速やかに障害を除去し、安全を確保します。  

(ｳ) 公共施設 

   知事(総務部)は、県有施設の被害状況、県有施設への住民の避難状況等を集約し、 

対応を検討します。 

  また、必要に応じ県仮庁舎、現地対策本部などの設置場所を決定し、管理者等と

連携の上、回線の敷設、仮設建築物の建設等、設営を実施するとともに、不足が見込

まれる資機材等を確保します。 

エ  土地利用 

(ｱ) (略) 

(ｲ)  公共施設 

知事（総務部）は、県仮庁舎、現地本部等に必要な施設等について、管理者に連

絡し、賃貸借契約の締結等による確保を行います。 

 



130 

 

別紙第５ 

４活動要領 

5-24 

(7)人に

関す る

こと 

ア 職員の確保 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 職員の派遣要請、あっせん要請 

   ａ 知事（危機管理局）は、職員の状況を把握し、職種別不足人員数を集計の上、

指定行政機関、他都道府県知事等に対し職員の派遣を要請します。 

ｂ （略） 

(ｳ)・(ｴ)  (略) 

イ～エ  (略) 

ア 職員の確保 

(ｱ) (略) 

(ｲ) 職員の派遣要請、あっせん要請 

   ａ 知事（防災局）は、職員の状況を把握し、職種別不足人員数を集計の上、指定

行政機関、他都道府県知事等に対し職員の派遣を要請します。 

ｂ （略） 

(ｳ)・(ｴ)  (略) 

イ～エ  (略) 
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(8)武力

攻撃災

害に伴

う 被 害

の 最小

化 

（８）武力攻撃災害に伴う被害の最小化 

ア （略） 

イ 武力攻撃災害対処 

 (ｱ) （略） 

 (ｲ) 緊急通報と退避の指示 

  a  避難中に武力攻撃災害の兆候通報等があり、武力攻撃災害が住民に危険を及ぼ

すと判断される場合は、速やかに第2章 国民保護措置の概要の「２ 実施要領」

の「武力攻撃に伴う被害の最小化」の「イ 武力攻撃災害対処」の「(ｲ)緊急通報

の発令」に準じて緊急通報を発令します。 

  b 避難中に住民を守るため、必要があると認めるときは、速やかに、第2章 国 

民保護措置の概要の「２ 実施要領」の「(4)武力攻撃に伴う被害の最小化」の「イ 

武力攻撃災害対処」の「(ｳ)退避の指示」に準じて退避を指示します。 

 (ｳ) (略) 

（８）武力攻撃に伴う被害の最小化 

ア （略） 

イ 武力攻撃災害対処 

 (ｱ) （略） 

 (ｲ) 緊急通報と退避の指示 

  a  避難中に武力攻撃災害の兆候通報等があり、武力攻撃災害が住民に危険を及ぼ

すと判断される場合は、速やかに第2章 構想の「２ 実施要領」の「武力攻撃災

害による被害の最小化（予防、対処）」の「イ 武力攻撃災害対処」の「(ｲ)緊急通

報の発令」に準じて緊急通報を発令します。 

  b  避難中に住民を守るため、必要があると認めるときは、速やかに、第2章 構 

想の「２実施要領」の「(4)武力攻撃災害による被害の最小化」の「イ 武力攻撃 

災害対処」の「(ｳ)退避の指示」に準じて退避を指示します。 

 (ｳ) (略) 
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(9)国民

生活の

安定に

関す る

措置 

ア 生活関連物資等の流通と価格の安定 

  警報、避難の指示等により不安感、緊張感が高まることが予想されることから、知 

事（生活環境部）は、「第２章 国民保護措置の概要」の「２ 実施要領」の「(5)国 

民生活の安定に関する措置」により、生活関連物資等の価格を監視し、必要と認める 

ときは、価格安定措置を実施します。 

イ ライフライン等の確保 

 (ｱ) 知事（危機管理局、総務部、生活環境部、県土整備部、企業局）は、県が管理す

るライフラインについて警戒、情報収集を強化し、確実な確保を図ります。 

 

 (ｲ) 知事（危機管理局、総務部、地域振興部、生活環境部、県土整備部）は、ライフ

ライン事業者等との連携を強化し、ライフラインの確保に遺漏がないようにします。 

 

(ｳ)  （略） 

ウ  防犯等 

 (ｱ) 警報、避難の指示等により不安感、緊張感が高まることが予想されることから、 

知事（危機管理局）、警察本部長は、「第２章 国民保護措置の概要」の「２ 実施

要領」の「(5)  

国民生活の安定に関する措置」により、パトロールの強化等、警戒を強化します。 

(ｲ) 警察は、要避難地域の混乱あるいは無人化に伴う窃盗事案等の発生、避難所あ 

るいは救援物資の集積所等における紛争事案の発生等に備え、パトロールの強化、 

避難所等の巡回等による警戒措置を行います。 

エ 住民への周知 

知事（元気づくり総本部、危機管理局）は、県、国等が実施する国民生活安定措置

について①要避難地域住民、②避難先地域住民、③その他の住民に広報を行い、適切

な対応を呼びかけます。 

ア 生活関連物資等の流通と価格の安定 

  警報、避難の指示等により不安感、緊張感が高まることが予想されることから、知 

事（生活環境部）は、「第２章 構想」の「２ 実施要領」の「(5)国民生活の安定に 

関する措置」により、生活関連物資等の価格を監視し、必要と認めるときは、価格安 

定措置を実施します。 

イ ライフライン等の確保 

 (ｱ) 知事（統轄監、防災局、総務部、企画部、生活環境部、県土整備部、企業局）は、

県が管理するライフラインについて警戒、情報収集を強化し、確実な確保を図りま

す。 

 (ｲ) 知事（統轄監、危機管理局、総務部、企画部、生活環境部、県土整備部）は、ラ

イフライン事業者等との連携を強化し、ライフラインの確保に遺漏がないようにし

ます。 

(ｳ)  （略） 

ウ  防犯等 

 (ｱ) 警報、避難の指示等により不安感、緊張感が高まることが予想されることから、

知事（防災局）、警察本部長は、「第２章 構想」の「２ 実施要領」の「(5) 国民

生活の安定に関する措置」により、パトロールの強化等、警戒を強化します。 

 (ｲ) 警察は、要避難地域の混乱或いは無人化に伴う窃盗事案等の発生、避難所或いは

救援物資の集積所等における紛争事案の発生等に備え、パトロールの強化、避難所

等の巡回等による警戒措置を行います。 

エ 住民への周知 

知事（統轄監）は、県、国等が実施する国民生活安定措置について①要避難地域住

民、②避難先地域住民、③その他の住民に広報を行い、適切な対応を呼びかけます。 
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(10) 広

報 、 広

聴活動 

 

 

 

ア 報道機関への情報提供 

    知事は記者会見を行い、報道機関及び住民に対し情報を提供します。 

    また、知事（元気づくり総本部、危機管理局）は、随時資料提供等により報道機関 

へ最新の情報を提供します。 

 なお、被害状況及び施設の復旧等に関する情報は、各関係機関で発表しますが、 

県においても前記の方法により発表します。 

ア 報道機関への情報提供 

    知事は記者会見を行い、報道機関及び住民に対し情報を提供します。 

    また、知事（統轄監）は、随時資料提供等により報道機関へ最新の情報を提供しま

す。 

  なお、被害状況及び施設の復旧等に関する情報は、各関係機関で発表しますが、県

においても前記方法により発表します。 
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(10) 広

報 、 広

聴活動 

 

 

イ 広報の強化 

(ｱ)・(ｲ) （略） 

(ｳ) 関係機関への要請 

  知事（元気づくり総本部、地域振興部、観光交流局）は、以下のとおり各機関へ

広報に対する協力を依頼します。 

（略） 

(ｴ) 報道機関への広報協力依頼 

     知事（危機管理局）、警察は、住民の避難・救援等に係る広報について、報道機関

に対し協力依頼します。 

     また、知事（元気づくり総本部）、警察は、住民の避難措置、武力攻撃災害への対

処等を的確に実施するため、交通規制、犯罪予防等について報道機関に情報を提供

するとともに広報の協力依頼を行います。 

  なお、放送事業者である指定（地方）公共機関は、県から警報、避難の指示及び

緊急通報について通知を受けたときは、国民保護業務計画に基づきその内容を放送

します。 

(ｵ) その他 

   a （略） 

   ｂ 知事（元気づくり総本部）は、武力攻撃の状況、予測、避難の状況、計画及び

避難先地域で行われる救援の種別、時期、量、質等について広報し、住民が安心

して避難できるように努めます。 

   c （略） 

ウ 広聴 

知事（元気づくり総本部）、警察、市町村長は、相談窓口に情報を集約し、住民か

らの問い合わせや相談、要望に対応するとともに、相談内容に応じ関係機関・団体へ

必要な協力を要請します。 

   特に、避難・救援に関する相談及び安否・被災情報を重視します。 

イ 広報の強化 

(ｱ)・(ｲ)  （略） 

(ｳ) 関係機関への要請 

  知事（統轄監）は、以下のとおり各機関へ広報に対する協力を依頼します。 

 

（略） 

(ｴ) 報道機関への広報協力依頼 

     知事（防災局）、警察は、住民の避難・救援等に係る広報について、報道機関に対

し協力依頼します。 

     また、知事（総務部）、警察は、住民の避難措置、武力攻撃災害への対処等を的確

に実施するため、交通規制、犯罪予防等について報道機関に情報を提供するととも

に広報の協力依頼を行います。 

 なお、放送事業者である指定地方公共機関は、県から警報、避難の指示及び緊急

通報について通知を受けたときは、国民保護業務計画に基づきその内容を放送しま

す。 

(ｵ) その他 

   a （略） 

   ｂ 知事（総務部）は、武力攻撃の状況、予測、避難の状況、計画及び避難先地域

で行われる救援の種別、時期、量、質等について広報し、住民が安心して避難で

きるように努めます。 

   c （略） 

ウ 広聴 

知事（総務部）、警察、市町村長は、相談窓口に情報を集約し、住民からの問い合

わせや相談、要望に対応するとともに、相談内容に応じ関係機関・団体へ必要な協力

を要請します。 

  特に、避難・救援に関する相談及び安否・被災情報を重視します。 
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(1)応急

教育 

ア・イ （略） 

ウ 児童・生徒の保護 

  県・市町村教育委員会は、児童・生徒の安全と避難を保障し、児童・生徒の教育を 

最大限可能な限り継続するよう努めるものとします。 

エ 私立学校への応急教育の要請 

    知事（地域振興部）は、要避難地域の私立学校に対し、上記に準じ必要な対策 

を講ずるよう要請します。 

ア・イ （略） 

ウ 児童の保護 

  県・市町村教育委員会は、児童の安全と避難を保障し、児童の教育を最大限可能な

限り継続するよう努めるものとします。 

エ 私立学校への応急教育の要請 

    知事（企画部）は、要避難地域の私立学校に対し、上記に準じ必要な対策を講ずる

よう要請します。 
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(2)文化

財の 保

護 

 教育委員会は、要避難地域に所在する文化財について可能であれば避難先地域への所

在場所の変更又は管理方法の変更を実施し、所有者等を支援するとともに、必要な場合

は、措置を講ずべきことを命じ、又は勧告します。 

 教育委員会は、要避難地域に所在する文化財について可能であれば避難先地域への所

在場所の変更、または、管理方法の変更を実施し、所有者等を支援するとともに、必要

な場合は、措置を講ずべきことを命じ、又は勧告します。 

 

別紙第６ 

１状況 

6-2 

 

(2)情報

計画 

(2) 情報計画 

  別紙第１「情報計画」参照 

(2) 別紙第１「情報計画」参照  
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(1)県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ その他知事の命ずる事項又は県対策本部長の求める 

事項 

元気づくり総本部 １ 国民保護に関する広報、広聴 

２ （略） 

  

危機管理局 １ 県対策本部事務局の庶務 

２～５ （略） 

６ 県対策本部における通信施設の保全 

７ (略) 

総務部 １ 庁舎の管理、運用、調査 

２  県の公有財産の管理、運用、調査 

３～６ (略) 

（削除） 

７  人権の擁護の確保 

８  県議会に関すること（臨時議会の招集） 

９  職員の動員、派遣要請、受入 

10  職員の安否、補償 

11  関東地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

12  関西地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

13  東海地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

14 鳥取情報ハイウェイに関すること 

地域振興部 １  避難住民運送手段の確保、計画 

（削除） 

２ 私立学校に関すること 

３ 市町村の行財政運営の支援 

４ 安否情報・被災情報の収集等 

観光交流局 （削除） 

１ 観光客に対する広報及び観光施設等との連絡調整 

２ 外国人に対する広報、避難、救援 

３ 外国人の安否情報・被災情報の収集等 

４ 外国人の安全確保及び支援 

福祉保健部 １・２ （略） 

３ 要配慮者（外国人を除く。）の安全確保及び支援 

４ 義援金の収配等 

５～９ （略） 

生活環境部 １・２ （略） 

３ 死亡獣畜処理 

４～11 （略） 

商工労働部 １ 県内企業の状況把握 

２ 避難住民等の就職支援 

３ 物資運送手段（トラックその他）の確保、手配 

４ 商工労働団体・機関との連絡調整 

５ 救援物資の集配の総合調整 

農林水産部 １～８ （略） 

県土整備部 １ 道路（広域農道、農免道路を含む。）状況の把握、確保 

２～10 （略） 

会計管理者 １ （略） 

２  県有車両（警察車両を除く。）の管理、運用 

 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ その他知事の命ずる事項、または対策本部長の求める 

事項 

統轄監 １ 国民保護に関する広報 

２ （略） 

３ 庁舎の管理、運用、調査 

防災局 １ 県国民保護対策本部事務局の庶務 

２～５ （略） 

６ 本部における通信施設の保全 

７ (略) 

総務部 １  国民保護に関する広聴 

２  公有財産の管理、運用、調査 

３～６ (略) 

７  市町村の行財政運営の支援 

８  人権の擁護の確保 

９  県議会に関すること（臨時議会の招集） 

10  職員の動員、派遣要請、受入 

11  職員の安否、補償 

12  関東地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

13  関西地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

14  東海地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

（新規） 

企画部 １  避難住民運送手段の確保、計画 

２  鳥取情報ハイウエイの被害に関すること 

３ 私立学校に関すること 

４ 市町村の行財政運営の支援 

（新規） 

文化観光局 １ 安否情報の収集等 

２ 観光客に対する広報及び観光施設等との連絡調整 

３ 外国人に対する広報、避難、救援 

（新規） 

（新規） 

福祉保健部 １・２ （略） 

３ 災害時要援護者（外国人除く）の安全確保及び支援 

４ 義援金品の収配等 

５～９ （略） 

生活環境部 １・２ （略） 

３ へい獣処理 

４～11 （略） 

商工労働部 （新規） 

１ 避難住民等の就職支援 

２ トラックその他物資運送手段の確保、手配 

（新規） 

（新規） 

農林水産部 １～８ （略） 

県土整備部 １ 道路状況の把握、確保 

２～10 （略） 

会計管理者 １ （略） 

２  県有車両（警察車両及び軽自動車を除く）の管理、運

用 
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 (1)県 

 

 

 

 

総合事務所（東部地

区は東部振興監） 

１ 県現地対策本部が設置された場合の県対策本部事務 

の一部の実施 

企業局 １ （略） 

２ 県営発電施設・県営工業用水施設の保全措置 

（略） （略） 
 

総合事務所 １ 現地対策本部が設置された場合の対策本部事務の一部 

の実施 

企業局 １ （略） 

２ 県営発施設・県営工業用水施設の保全措置 

（略） （略） 
 

別紙第６ 

３各機関の役

割 

6-6 

(2)市町

村 

 

機 関 名 事務又は業務 

市町村 １～10 (略) 

11 その他市町村長の命ずる事項又は市町村対策本部長の求 

める事項 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

市町村 １～10 (略) 

11 その他市町村長の命ずる事項、または市町村対策本部長の求 

める事項 
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割 
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(3)指定

地方行

政機関

（指定行

政機関） 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ 本文「第３章 国及び関係機関の事務又は業務」に示す業

務のうち避難生活段階において実施すべき業務 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ 本文「第３章 関係機関の事務又は業務の大綱」に示す業務

のうち避難生活段階において実施すべき業務 
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(4)自衛

隊 

 

機 関 名 事務又は業務 

(略) １ (略) 

 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

(略) １ (略) 
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(5)指定

公共機

関 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ 本文「第３章 国及び関係機関の事務又は業務」に示す業

務のうち避難生活段階において実施すべき業務 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ 本文「第３章 関係機関の事務又は業務の大綱」に示す業務

のうち避難生活段階において実施すべき業務 
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３各機関の役

割 
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(6)指定

地方公

共機関 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 (略) 

 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 (略) 

 

 

別紙第６ 

４活動要領 

6-7 

(1)情報 ア 救援の指示 

(ｱ) 救援の指示の受信 

知事（危機管理局）は、国対策本部長から救援の指示を受けたときは、速やかに

その内容を市町村、関係機関・団体へ通知します。 

 (ｲ) 救援の委託等 

知事（危機管理局）は、救援を迅速に行うため必要があると認めるときは、救援

の実施に関する事務の一部を市町村長が行うこととします。 

 （略） 

イ 情報の収集、分析、提供 

知事（危機管理局・各部局）は、市町村及び関係指定（地方）公共機関等から、

避難住民等の救援に必要な情報及び要避難地域の被災情報を収集し、一元化します。 

   また、市町村及び関係指定（地方）公共機関等へ情報を提供するとともに、その協

力を得て避難住民等に対し情報を提供します。 

警察は、関係機関との連絡を密にし、被災情報の提供、避難住民等の救出救助、避

難住民の誘導、交通規制等について、必要な要請を行います。 

ウ 安否情報の収集、整理、提供、報告（法第94条、第95条、第96条） 

知事（地域振興部）は、要避難市町村、避難先市町村、関係機関等と相互に協力

して、安否情報の収集、整理、提供、報告を行います。この際、個人情報の保護及び

報道の自由に十分に配慮します。 

    （略） 

ア 救援の指示 

(ｱ) 救援の指示の受信 

知事（防災局）は、国対策本部長から救援の指示を受けたときは、速やかにその

内容を市町村、関係機関・団体へ通知します。 

 (ｲ) 救援の委託等 

知事（防災局）は、救援を迅速に行うため必要があると認めるときは、救援の実

施に関する事務の一部を市町村長が行うこととします。 

   （略） 

イ 情報の収集、分析、提供 

知事（防災局他各部局）は、市町村及び関係指定地方公共機関等から、避難住民

等の救援に必要な情報及び要避難地域の被災情報を収集し、一元化します。 

     また、市町村及び関係指定地方公共機関等へ情報を提供するとともに、その協力

を得て避難住民等に対し情報を提供します。 

   警察は、関係機関との連絡を密にし、被災情報の提供、避難住民等の救出救助、避

難住民の誘導、交通規制等について、必要な要請を行います。 

ウ 安否情報の収集、整理、提供、報告（法94、95、96） 

知事（総務部、文化観光局）は、要避難市町村、避難先市町村、関係機関等と相

互に協力して、安否情報の収集、整理、提供、報告を行います。この際、個人情報の

保護及び報道の自由に十分に配慮します。 

     （略） 
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(2)実施

体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア （略） 

イ  県対策本部 

   県対策本部は、救援が指示された場合、速やかに次の業務を行います。 

 (ｱ)～(ｴ)  （略） 

 (ｵ) 県現地対策本部 

    必要と認めるときは、避難先地域等に県現地対策本部を設置します。 

ウ  関係機関の国民保護体制 

 （略） 

 (ｱ) 市町村 

市町村は、知事（危機管理局）から救援の指示の通知を受けたときは、あらかじめ市町

村国民保護計画で定めるところにより避難住民等の受入、救援等に必要な体制をとり、以

下の業務を実施することとされています。 

  a 県が実施する救援の補助 

①避難住民等の救援については、原則として県が実施し、市町村はこれを補助するこ

ととされています。（法第76 条第2 項） 

   ②  （略） 

  b 市町村による救援の実施 

   ①県は、救援を迅速に行うため必要があると認めるときは、救援事務の一部を市町村が

行うこととすることができるとされています。（法第76 条第1 項） 

  ②～④ （略） 

(ｲ) 警察の国民保護体制 

警察は、避難先地域の防犯・警戒、緊急物資の運送に伴う交通規制、武力攻撃災害対

処など国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため、警察本部・関係警察署における

対策本部の設置、交通規制体制等による総合対策を実施するほか、必要により公安委員

会に報告の上、県外応援部隊の派遣を得る等、必要な体制を確保します。 

(ｳ)  （略） 

 (ｴ) 他都道府県との連絡調整 

ａ 知事（危機管理局）は、救援に要する施設、物資、資機材、人員等について、県内の

所要等を取りまとめ、他都道府県知事に対する要請と連絡調整を行います。 

ｂ  知事（危機管理局）は、住民を他都道府県に避難させたときは、避難先地域の知事と

避難住民等の救援について協議するとともに、他都道府県からの情報収集、連絡調整を

行います。 

ｃ 警察は、避難住民等の救援、犯罪の予防及び武力攻撃災害への対処等を的確に実

施するため、県外部隊及び装備資機材等の応援要請、広域交通規制に係る協力要請等

を行います。 

 (ｵ) 指定（地方）公共機関との連絡調整（法第21 条） 

ａ 指定（地方）公共機関が行う救援 

指定（地方）公共機関は、その国民保護業務計画の定めるところにより救援を行うもの

とします。 

ｂ 指定（地方）公共機関の応援 

知事（危機管理局・関連部局）は、指定（地方）公共機関に対し、「(ｴ) 他都道府県との

連絡調整」ａに準じて要請を行うとともに、指定（地方）公共機関が避難住民等の救援を

実施するための①労務、②施設、③設備、④物資の確保等について応援を行いま

す。 

  c 日本赤十字社との連携 

    知事（福祉保健部）は、救援の措置のうち必要とされる措置又はその応援について、

日本赤十字社に委託します。この場合、災害救助法における実務に準じた手続により

行います。 

d 指定（地方）公共機関による緊急物資の運送 

 知事（商工労働部）は、運送事業者である指定（地方）公共機関に対し、緊急物

資の運送を求め、また、住民の身体、生命、財産を保護するため特に必要があると

認めるときは、指定(地方)公共機関に緊急物資の運送を指示します。 

ア （略） 

イ  対策本部 

  対策本部は、救援が指示された場合、速やかに次の業務を行います。 

(ｱ)～(ｴ)  （略） 

(ｵ) 現地対策本部 

   必要と認めるときは、避難先地域等に現地対策本部を設置します。 

ウ  関係機関の国民保護体制 

（略） 

 (ｱ) 市町村 

市町村は、県（防災局）から救援の指示の通知を受けたときは、あらかじめ市町

村国民保護計画で定めるところにより避難住民等の受入、救援等に必要な体制をと

り、以下の業務を実施することとされています。 

  a  県が実施する救援の補助 

   ①避難住民等の救援については、原則として県が実施し、市町村はこれを補助す

ることとされています。（法76②） 

   ② （略） 

  b  市町村による救援の実施 

   ①県は、救援を迅速に行うため必要があると認めるときは、救援事務の一部を市

町村が行うこととすることができることとされています。（法76①） 

   ②～④ （略） 

(ｲ) 警察の国民保護体制 

   警察は、避難先地域の防犯・警戒、緊急物資の運送に伴う交通規制、武力攻撃災

害対処など国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため、警察本部・関係警察署に

おける警備本部の設置、交通規制体制等による総合対策を実施するほか、必要によ

り公安委員会に報告の上、県外応援部隊の派遣を得る等、必要な体制を確保します。 

(ｳ) （略） 

(ｴ) 他都道府県との連絡調整 

ａ 知事（防災局）は、救援に要する施設、物資、資機材、人員等について、県内の

所要等を取りまとめ、他都道府県知事に対する要請と連絡調整を行います。 

ｂ 知事（防災局）は、住民を他都道府県に避難させたときは、避難先地域の知事と

避難住民等の救援について協議するとともに、他都道府県からの情報収集、連絡調

整を行います。 

ｃ 警察は、避難住民等の救援、犯罪の予防及び武力攻撃災害への対処等を的確に実

施するため、県外部隊及び装備資機材等の応援要請、広域交通規制に係る協力要請

等を行います。 

 (ｵ) 指定（地方）公共機関との連絡調整（法21） 

ａ 指定地方公共機関が行う救援 

指定地方公共機関は、その国民保護業務計画の定めるところにより救援を行う

ものとします。 

ｂ 指定（地方）公共機関の応援 

知事（防災局ほか関連部局）は、指定（地方）公共機関に対し、「(ｴ) 他都道

府県との連絡調整」ａに準じて要請を行うとともに、指定（地方）公共機関が避難

住民等の救援を実施するための①労務、②施設、③設備、④物資の確保等について

応援を行います。 

  c 日本赤十字社との連携 

   知事（福祉保健部）は、救援の措置のうち必要とされる措置またはその応援につ

いて、日本赤十字社に委託します。この場合、災害救助法における実務に準じた手

続により行います。  

d 指定（地方）公共機関による緊急物資の運送 

 知事（商工労働部）は、運送事業者である指定（地方）公共機関に対し、緊急物

資の運送を求め、また、住民の身体、生命、財産を保護するため特に必要があると

認めるときは、指定地方公共機関に緊急物資の運送を指示します。 
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(2)実施

体制 

 

 

 

  e指定(地方)公共機関による医療の確保など 

   医療機関である指定(地方)公共機関は、その国民保護業務計画の定めるところに

より、医療を確保し、医療関係団体である指定(地方)公共機関は医療の確保に係る

調整を行うよう努めるものとします。（法第136条） 

また、知事（福祉保健部）は、医療関係団体である指定（地方）公共機関を通じ、

医療関係者に医療の実施を要請・指示します。（法第85条） 

(ｶ) 指定（地方）行政機関との連絡調整 

  a（略） 

   b 内閣総理大臣の応援の指示 

内閣総理大臣から他の都道府県の救援の実施について応援すべき旨の提示があっ

た場合には、当該都道府県に対して応援を行います。 

(ｷ) 自衛隊の国民保護等派遣（法第15条） 

  (略) 

e 指定地方公共機関による医療の確保など 

   医療機関である指定地方公共機関は、その国民保護業務計画の定めるところによ

り、医療を確保し、医療関係団体である指定地方公共機関は医療の確保に係る調整

を行うよう努めるものとします。（法136） 

また、知事（福祉保健部）は、医療関係団体である指定地方公共機関を通じ、医

療関係者に医療の実施を要請・指示します。（法85） 

(ｶ) 指定（地方）行政機関との連絡調整 

  a（略） 

   b 厚生労働大臣の応援の指示 

厚生労働大臣から他の都道府県の救援の実施について応援すべき旨の提示があっ

た場合には、当該都道府県に対して応援を行います。 

(ｷ) 自衛隊の国民保護等派遣（法15） 

  (略) 
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(3)補給

支援 

ア 業務実施の基本的事項 

(ｱ)  (略) 

(ｲ) 補給支援施設 

  県対策本部（補給支援センター）は、緊急物資集積地域、緊急物資集積所及び補

給幹線を決定し、市町村、補給関係機関等へ通知するとともに、補給及び運送の管理

運営を行います。 

（略） 

イ 補給必要量 

  県対策本部（補給支援センター）は、避難住民等の数を把握し、補給品の必要 

量の見積もりを行います。 

  この際、避難所のニーズをできるだけ把握し、日用品、し好品などの計画的な 

補給を行います。 

ウ 取得 

(ｱ) 補給品の取得 

    取得に当たっては、備蓄物資を活用するとともに、補給品の購入、関係機関・ 

団体等への支援要請を行います。 

また、粉ミルク及び離乳食、お粥等のやわらかい食品（アレルギー対応食品を含む。） 

など、多様な人に配慮した食品確保に努めます。 

(ｲ) （略） 

エ  (略) 

ア 業務実施の基本的事項 

(ｱ)  (略) 

(ｲ) 補給支援施設 

  対策本部（補給支援センター）は、緊急物資集積地域、緊急物資集積所及び補給幹

線を決定し、市町村、補給関係機関等へ通知するとともに、補給及び運送の管理運営

を行います。 

（略） 

イ 補給必要量 

  対策本部（補給支援センター）は、避難住民等の数を把握し、補給品の必要量の見

積もりを行います。 

  この際、避難所のニーズをできるだけ把握し、日用品、し好品などの計画的な補給

を行います。 

ウ 取得 

(ｱ) 補給品の取得 

取得に当たっては、備蓄物資を活用するとともに、補給品の購入、関係機関・団体

等への支援要請を行います。 

 

(ｲ) （略） 

エ  （略） 
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(4)運送 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 業務実施の基本的事項 

（略） 

   この際、関係機関・団体との密接な連携、避難住民等のニーズに応じた円滑な物 

資の供給、避難行動要支援者の救援に注意します。 

イ 運送支援施設 

知事（地域振興部、県土整備部）は、避難先市町村、関係機関・団体と連絡調整 

の上、絶えず運送網の情報を把握し、運送経路を確保（応急復旧、除雪、障害物・ 

危険箇所等の除去、工事の中止など）するとともに、必要な場合は速やかに代替 

経路を決定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 業務実施の基本的事項 

（略） 

    この際、関係機関・団体との密接な連携、避難住民等のニーズに応じた円滑な物資

の供給、災害時要援護者の救援に注意します。 

イ 運送支援施設 

知事（企画部、県土整備部）は、避難先市町村、関係機関・団体と連絡調整の上、

絶えず運送網の情報を把握し、運送経路を確保（応急復旧、除雪、障害物・危険箇所

等の除去、工事の中止など）するとともに、必要な場合は速やかに代替経路を決定し

ます。 
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 (4) 運

送 

 

ウ 運送業務 

(ｱ) 運送計画の決定 

知事（危機管理局、地域振興部、県土整備部）は、以下の情報及び避難先市町 

村、関係機関・団体との連絡調整に基づき、救援物資の運送経路を決定するとと 

もに、道路使用計画等を修正します。 

a・b （略） 

c 「道路の利用指針」（特定公共施設利用法第12条） 

(ｲ) 運送手段の確保 

ａ 知事（総務部、地域振興部、商工労働部、農林水産部）は、関係機関・団体と連

絡調整の上、車両、列車、航空機、船舶等の台数、運送範囲等の運送能力、稼働状

況等を把握し、必要な対策（整備、運行の停止など）を実施します。 

ｂ 知事（地域振興部、商工労働部）は、運送事業者に必要な運送手段の確保を要請

します。 

この際、不足する輸送手段については、指定（地方）行政機関、他都道府県

等に対し協力を要請します。 

  c また、必要な場合は、運送事業者である指定（地方）公共機関に対し、緊急

物資の運送の求め（法第79条）等を行います。 

(ｳ) 運送の実施 

ａ 知事（危機管理局、地域振興部、商工労働部）は、物資の供給や旅客運送、交通

規制などと密接に連携した運送計画を修正し、この計画に基づいて輸送を行い、

また、運送力が不足する場合は、関係機関・団体に対し支援を要請します。 

ｂ 知事（危機管理局、地域振興部、商工労働部）は避難生活の間において、市 

町村、関係機関・団体との協議、調整、指示を行います。 

 

   

c また、指定（地方）公共機関に対し、物資の運送を求めます。この際、運送事業

者である指定(地方)公共機関の運送が迅速かつ的確に行われないと認める場合は

運送を指示するほか、運送事業者である指定公共機関が正当な理由がないのに運

送の求めに応じないと認めるときは、国対策本部長に対しその旨を通知します。 

 

d なお、指示に当たっては、指定（地方）公共機関の安全について確認するととも

に、安全確保のため、武力攻撃の状況その他必要な情報を提供します。 

エ  （略） 

ウ 運送業務 

(ｱ) 運送計画の決定 

知事（防災局、企画部、県土整備部）は、以下の情報及び避難先市町村、関係機

関・団体との連絡調整に基づき、救援物資の運送経路を決定するとともに、道路使用

計画等を修正します。 

a・b （略） 

c 「道路の利用指針」（特定公共施設利用法12） 

(ｲ) 運送手段の確保 

ａ 知事（総務部、企画部、商工労働部、農林水産部）は、関係機関・団体と連絡調

整の上、車両、列車、航空機、船舶等の台数、運送範囲等の運送能力、稼働状況等

を把握し、必要な対策（整備、運行の停止など）を実施します。 

ｂ 知事（企画部、商工労働部）は、運送事業者に必要な運送手段の確保を要請しま

す。 

この際、不足する輸送手段については、指定（地方）行政機関、他都道府県

等に対し協力を要請します。 

  c また、必要な場合は、運送事業者である指定（地方）公共機関に対し、緊急

物資の運送の求め（法79）等を行います。 

(ｳ) 運送の実施 

ａ 知事（防災局、企画部、商工労働部）は、物資の供給や旅客運送、交通規制など

と密接に連携した運送計画を修正し、この計画に基づいて輸送を行い、また、運

送力が不足する場合は、関係機関・団体に対し支援を要請します。 

ｂ 知事（防災局、企画部、商工労働部）は避難生活の間において、市町村、関係機

関・団体との協議、調整、指示を行います。 

  この際、特に車両等の稼働状況、避難先市町村の避難住民等の状況、交通路使用

の規制状況に注意します。 

c また、指定（地方）公共機関に対し、物資の運送を求めます。この際、運送事業

者である指定地方公共機関の運送が迅速かつ的確に行われないと認める場合は運

送を指示するほか、運送事業者である指定公共機関が正当な理由がないのに運送

の求めに応じないと認めるときは、国対策本部長に対しその旨を通知します。 

d なお、指示に当たっては、指定地方公共機関の安全について確認するとともに、

安全確保のため、武力攻撃の状況その他必要な情報を提供します。 

エ  （略） 
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(5)衛生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 業務実施の基本的事項 

  知事（福祉保健部）は、救援の際、衛生確保のため必要な医療、助産などを的確か 

つ迅速に提供します。 
  このため、関係機関・団体へ速やかに情報を提供し、緊密な連絡調整上、県内病院 
への患者受入要請・搬送及び県内病院職員の救護班派遣要請等の対応を行います。 

  また、感染症等の予防については、引き続き対応に万全を期すとともに、武力攻撃 
災害や感染症等が発生した場合には直ちに対処し、被害を最小限に防除、軽減します。 

  県立病院は、医療等を提供します。 

  なお、医療の提供及び助産等を、必要に応じて日本赤十字社県支部に委託します。 
イ・ウ  （略） 

エ 搬送業務 

(ｱ) 状況把握・対策 

     知事（危機管理局、福祉保健部）は、消防、関係機関・団体と連絡調整の上、搬

送体制（トリアージを含む）の状況を把握し、即応可能な体制（資機材、医師派遣

体制など）を維持します。 

(ｲ) 計画の修正 

     知事（危機管理局、福祉保健部）は、避難住民等の状況に応じ搬送計画を修正し、

搬送体制を設定するとともに、人員、資機材等が不足する場合は、関係機関・団体

に対し支援を要請します。 

ア 業務実施の基本的事項 

  知事（福祉保健部）は、救援の際、衛生確保のため必要な医療、助産などを的確か 

つ迅速に提供します。 
  このため、関係機関・団体へ速やかに情報を提供し、緊密な連絡調整上、県内病院 
への患者受入要請・搬送及び県内病院職員の救護班派遣要請等の対応を行います。 

  また、感染症等の予防については、引き続き対応に万全を期すとともに、武力攻撃 
災害や感染症等が発生した場合には直ちに対処し、被害を最小限に防除、軽減します。 

  県立病院は、医療等を提供します。 

  なお、医療の提供及び助産等を、必要に応じて日赤県支部に委託します。 
イ・ウ  （略） 

エ 搬送業務 

(ｱ) 状況把握・対策 

     知事（防災局、福祉保健部）は、消防、関係機関・団体と連絡調整の上、搬送体

制（トリアージを含む）の状況を把握し、即応可能な体制（資機材、医師派遣体制

など）を維持します。 

(ｲ) 計画の修正 

     知事（防災局、福祉保健部）は、避難住民等の状況に応じ搬送計画を修正し、搬

送体制を設定するとともに、人員、資機材等が不足する場合は、関係機関・団体に

対し支援を要請します。 
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 (5)衛生 (ｳ) 武力攻撃災害被災者等への対処 

     知事（危機管理局、福祉保健部）は、消防、関係機関・団体と連絡調整の上、武

力攻撃災害が発生したときは直ちに、適切な被災者のトリアージ・搬送を実施しま

す。 

（略） 

オ 防疫業務 

  （略） 

 なお、感染症等が発生した場合には、避難先市町村等を通じて遅滞なく発生情報を

収集し、直ちに病原体検査、消毒、隔離及び診療等を実施し、拡大を防止するとと

もに、不足する人員、資機材等について速やかに支援を要請します。 

(ｱ)～(ｵ)  (略) 

カ 健康管理業務 

   知事（福祉保健部）は、健康相談・指導、健康相談等窓口の設置などにより、避難
先地域の衛生状況の保全、避難住民等の健康状態の把握、健康障がいの予防等を行う

とともに、患者の早期発見、被災地の感染症発生状況把握に努め、必要に応じて応急
治療等を行います。 

    この場合、要配慮者などの心身双方の健康状態には特に配慮します。 

また、栄養士会等の関係団体と連携して栄養管理、栄養相談及び指導を行います。 
  なお、感染症等が発生した場合は、感染症患者を迅速かつ安全に隔離するとともに、
患者・避難所の消毒の実施及び指導を行います。 

キ  （略） 

ク その他 

(ｱ)～(ｳ)  （略） 

(ｴ)避難所におけるし尿処理 

 a （略） 

 b し尿処理方法 

 避難所  避難所のし尿処理については、被災状況、避難住民等の数、
水洗トイレの使用の可否等避難所の状況により、学校のプー
ル、井戸、雨水貯留槽等によって水を確保し、下水道機能を活
用します。それでもなお、水洗トイレが不足する場合を想定し
て、便槽付きの仮設トイレ等を用意します。 
  

地 域 （略） 

 c （略） 

(ｳ) 武力攻撃災害被災者等への対処 

     知事（防災局、福祉保健部）は、消防、関係機関・団体と連絡調整の上、武力攻

撃災害が発生したときは直ちに、適切な被災者のトリアージ・搬送を実施します。 

 

（略） 

オ 防疫業務 

  （略） 

 なお、感染症等が発生した場合には、避難先市町村等を通じて遅滞なく発生情報を

収集し、直ちに病原体検索、消毒、隔離及び診療等を実施し、拡大を防止するとと

もに、不足する人員、資機材等について速やかに支援を要請します。 

(ｱ)～(ｵ)  (略) 

カ 健康管理業務 

   知事（福祉保健部）は、健康相談・指導、健康相談等窓口の設置などにより、避難
先地域の衛生状況の保全、避難住民等の健康状態の把握、健康障がいの予防等を行う

とともに、患者の早期発見、被災地の感染症発生状況把握に努め、必要に応じて応急
治療等を行います。 

    この場合、災害時要援護者などの心身双方の健康状態には特に配慮します。 

   また、栄養士会等の関係団体と連携して栄養管理、栄養相談及び指導を行います。 
   なお、感染症等が発生した場合は、感染症患者を迅速かつ安全に隔離するとともに、
患家・避難所の消毒の実施及び指導を行います。 

キ  （略） 

ク その他 

(ｱ)～(ｳ)  （略） 

(ｴ)避難所におけるし尿処理 

 a （略） 

 b  し尿処理方法 

 避難所  避難所のし尿処理については、被災状況、避難住民等の数、水
洗トイレの使用の可否等避難所の状況により、学校のプール、井
戸、雨水貯留槽等によって水を確保し、下水道機能を活用します。
それでもなお、水洗トイレが不足する場合を想定して、便槽付き
の仮設トイレ等を用意します。 
 くみ置き水等を利用した水洗トイレの使用 

地 域 （略） 

 c （略） 
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(6)施設 ア 業務実施の基本的事項 

 （略） 

    なお、必要に応じ各部局において県仮庁舎、県現地対策本部などを設置・維持する

とともに、被災した県有施設について情報を集約し必要な対応を実施します。 

イ 必要量 

 (ｱ)  (略) 

(ｲ) 公共施設 

      知事（総務部）は、必要な場合県仮庁舎、県現地対策本部を設置し、可能な限り

迅速に業務を開始するとともに、業務の状況に応じ適切な維持及び所要の充実を行い

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 業務実施の基本的事項 

（略） 

    なお、必要に応じ県仮庁舎、現地本部などを設置・維持するとともに、被災した県

有施設について情報を集約し必要な対応を実施します。 

イ 必要量 

(ｱ)  (略) 

(ｲ) 公共施設 

     知事（総務部）は、必要な場合県仮庁舎、現地本部を設置し、可能な限り迅速に

業務を開始するとともに、業務の状況に応じ適切な維持及び所要の充実を行います。 
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(6)施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 建設 

 (ｱ) 救援施設 

  ａ 避難所 

    ①避難所の開設 

     知事（危機管理局、福祉保健部、各部局）と避難先地域市町村は、協力して 

避難住民等へ避難所を提供します。 

機関名  内容 

（略） （略） 

福祉保健部 １ 避難所の開設状況を把握するとともに、市町村から屋外収

容施設の設置に必要な資材の調達があったときは、会計管理者

に所要量の調達を依頼します。 

２ （略） 

３ 要配慮者に配慮した福祉避難所及び応急仮設住宅、通信機

器等を手配します。 

（略） （略） 

会計管理者  福祉保健部から屋外収容施設の開設に必要な資材の調達依頼

があったときは、直ちに緊急調達を手配します。 

 なお、調達する資材は、その緊急性にかんがみ短期で設置可

能なテントにします。 

（略） （略） 

（略） 

②避難所の管理・運営 

（略） 

機関名  内容 

（略） （略） 

地域振興部 私立学校が避難施設に指定されている場合、知事（地域振興

部）は、避難施設の管理・運営への協力を要請し、必要な事

項を協議します。 

 (ｲ) 公共施設 

知事（総務部）は、県仮庁舎、県現地対策本部などの施設管理者等と連携し、所

要の維持、充実を実施します。 

エ 土地利用 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 公共施設 

     知事（総務部）は、県仮庁舎、県現地対策本部等に必要な土地等について、必要

に応じて管理者に連絡し、賃貸借契約の締結等確保、手配を行います。 

オ 県が管理する公共施設等の応急復旧 

  知事(総務部)は、県有施設、通信設備などの被害状況、県有施設への住民の避難状

況等を集約し、対応を検討の上、必要に応じて応急復旧等を実施し、必要な場合は指

定（地方）行政機関等に支援（人員、資機材の提供、技術的助言など）を求めます。 

また、求めにより、市町村や指定（地方）公共機関の支援を行います。 

カ 武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理など 

 (ｱ) （略） 

 (ｲ) 武力攻撃災害によって住居又はその周辺に運び込まれた土石、竹木等で日常生活

に著しい支障を及ぼしているものの除去 

県（生活環境部）は、「(ｱ)武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理」に準じて障

害物の除去を行います。 

 

ウ 建設 

 (ｱ) 救援施設 

  ａ 避難所 

    ①避難所の開設 

     知事（防災局、福祉保健部、各部局）と避難先地域市町村は、協力して避難住民

等へ避難所を提供します。 

機関名  内容 

（略） （略） 

福祉保健部 １ 避難所の開設状況を把握するとともに、市町村から屋外収

容施設の設置に必要な資材の調達があったときは、所要量

を出納局に調達方を依頼します。 

２ （略） 

３ 要配慮者災害時要援護者に配慮した福祉避難所及び応急

仮設住宅、通信機器等を手配します。 

（略） （略） 

出納局  福祉保健部から屋外収容施設の開設に必要な資材の調達依

頼があったときは、直ちに緊急調達を手配します。 

 なお、調達する資材は、その緊急性にかんがみ短期日に設

置可能なテントにします。 

（略） （略） 

（略） 

②避難所の管理・運営 

（略） 

機関名  内容 

（略） （略） 

総務部 私立学校が避難施設に指定されている場合、知事（総務部）は

、避難施設の管理・運営への協力を要請し、必要な事項を協議

します。 

(ｲ) 公共施設 

    知事（総務部）は、県仮庁舎、現地本部などの施設管理者等と連携し、所要の維持、

充実を実施します。 

エ 土地利用 

(ｱ) (略) 

(ｲ) 公共施設 

    知事（総務部）は、県仮庁舎、現地本部等に必要な土地等について、必要に応じて

管理者に連絡し、賃貸借契約の締結等確保、手配を行います。 

オ 県が管理する公共施設等の応急復旧 

  知事(総務部)は、県有施設、通信設備などの被害状況、県有施設への住民の避難状

況等を集約し、対応を検討の上、必要に応じて応急復旧等を実施し、必要な場合は指

定（地方）行政機関等に支援（人員、資機材の提供、技術的助言など）を求めます。 

 また、求めにより、市町村や指定地方公共機関の支援を行います。 

カ 武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理など 

 (ｱ) （略） 

 (ｲ) 武力攻撃災害によって住居又はその周辺に運び込まれた土石、竹木等で日常生活

に著しい支障を及ぼしているものの除去 

県（生活環境部）は、武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理に準じて障害物の除

去を行います。 
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(7)人に

関す る

こと 

ア  （略） 

イ 被災者の捜索、救出 

    知事（危機管理局）は、消防機関、海上保安庁、自衛隊等関係機関と連携するとと

もに、被災情報、安否情報等の情報収集に協力します。 

  警察は、避難の段階に準じて被災者・遺体の捜索、救出を行います。 

ウ 埋葬、火葬、遺体の取扱い 

 (ｱ) 埋葬、火葬 

   知事（生活環境部）は、墓地、火葬場の能力、遺体の数、所在等の情報を集約し、

避難の段階に準じて埋葬、火葬を行います。 

    この際、「広域火葬計画の策定について」（平成9年11月13日衛企第162号厚生

省生活衛生局長通知）などを踏まえ、あらかじめ策定している広域的な火葬計画等

により対応します。 

また、法第122条及び令第34条の規定に基づき墓地、埋葬等に関する法律におけ

る埋葬及び火葬の手続に係る特例が定められた場合は、速やかに同特例に基づき対応

します。  

 (ｲ) （略） 

ア  （略） 

イ 被災者の捜索、救出 

    県（防災局）は、消防機関、海上保安庁、自衛隊等関係機関と連携するとともに、

被災情報、安否情報等の情報収集に協力します。 

  警察は、避難の段階に準じて被災者・遺体の捜索、救出を行います。 

ウ 埋葬、火葬、遺体の取扱い 

 (ｱ) 埋葬、火葬 

   知事（生活環境部）は、墓地、火葬場の能力、遺体の数、所在等の情報を集約し、

避難の段階に準じて埋葬、火葬を行います。 

 この際、「広域火葬計画の策定について」（平成9年11月13日衛企第162号厚

生省生活衛生局長通知）などを踏まえ、あらかじめ策定している広域的な火葬計画

等により対応します。 

また、法122及び令34の規定に基づき墓地、埋葬等に関する法律における埋葬

及び火葬の手続に係る特例が定められた場合は、速やかに同特例に基づき対応しま

す。  

(ｲ)  （略） 
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(8)武力

攻撃災

害に伴

う 被 害

の 最小

化 

 

 

 

 

 

（８）武力攻撃災害に伴う被害の最小化 

ア （略） 

イ 武力攻撃災害対処 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 緊急通報と退避の指示 

 a 避難生活中に武力攻撃災害の兆候通報等があり、武力攻撃災害が住民に危険を及

ぼすと判断される場合は、速やかに、第 2 章 国民保護措置の概要の「２ 実施要

領」の「(4)武力攻撃に伴う被害の最小化」の「イ 武力攻撃災害対処」の「(ｲ)緊

急通報の発令」に準じて緊急通報を発令します。 

 この際、緊急通報の通知を受けた放送事業者である指定（地方）公共機関は、その

国民保護業務計画の定めるところにより速やかに緊急通報の内容を放送することと

されています。 

b 避難生活中に住民を守るため、必要があると認めるときは、速やかに、第2章 国

民保護措置の概要の「２ 実施要領」の「(4)武力攻撃に伴う被害の最小化の「イ 武

力攻撃災害対処」の「(ｳ)退避の指示」に準じて退避を指示します。 

(ｳ) (略) 

（８）武力攻撃に伴う被害の最小化 

ア （略） 

イ 武力攻撃災害対処 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 緊急通報と退避の指示 

 a 避難生活中に武力攻撃災害の兆候通報等があり、武力攻撃災害が住民に危険を及 

ぼすと判断される場合は、速やかに、第2章 構想の「２ 実施要領」の「(4)武 

力攻撃災害による被害の最小化(予防、対処)」の「イ 武力攻撃災害対処」の「(ｲ) 

緊急通報の発令」に準じてに準じて緊急通報を発令します。 

  この際、緊急通報の通知を受けた放送事業者である指定（地方）公共機関は、そ 

の国民保業務計画の定めるところにより速やかに緊急通報の内容を放送すること 

とされています。 

b 避難生活中に住民を守るため、必要があると認めるときは、速やかに、第2章 構

想の「２実施要領」の「(4)武力攻撃災害による被害の最小化の「イ 武力攻撃災

害対処」の「(ｳ)退避の指示」に準じて退避を指示します。 

(ｳ) (略) 
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(9)国民

生活の

安定に

関す る

措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア  生活関連物資等の流通と価格の安定 

  避難先地域においては一時的に生活関連物資等の不足が予想されることから、知 

事（生活環境部）は、第２章 国民保護措置の概要の「２ 実施要領」の「(5)国民 

生活の安定に関する措置」により、生活関連物資等の価格を監視し、必要と認めると 

きは、価格安定措置を実施します。 

イ  ライフライン等の確保 

  ａ 知事（危機管理局、総務部、生活環境部、県土整備部、企業局）は、県が管理す

るライフラインについて警戒、情報収集を強化し、確実な確保を図ります。 

b・ｃ （略） 

ウ 就労状況の把握と雇用の確保 

県（商工労働部）は、被災者等の就労状況の把握に努めるとともに、県立ハローワ 

ーク、厚生労働省の職業紹介等の雇用施策及び被災地域における雇用の維持に関する 

措置を国と一体的に実施し、その避難住民等、被災地域等の実情に応じた雇用確保等 

に努めます。 

 

 

 

 

 

 

ア  生活関連物資等の流通と価格の安定 

  避難先地域においては一時的に生活関連物資等の不足が予想されることから、知事

（生活環境部）は、「第２章 構想」の「２ 実施要領」の「(5)国民生活の安定に関

する措置」により、生活関連物資等の価格を監視し、必要と認めるときは、価格安定

措置を実施します。 

イ  ライフライン等の確保 

 ａ 知事（防災局、総務部、企画部、生活環境部、県土整備部、企業局）は、県が管

理するライフラインについて警戒、情報収集を強化し、確実な確保を図ります。 

b・c （略） 

ウ 就労状況の把握と雇用の確保 

  県（商工労働部）は、被災者等の就労状況の把握に努めるとともに、厚生労働省の 

職業紹介等の雇用施策及び被災地域における雇用の維持に関する措置に協力し、その 

避難住民等、被災地域等の実情に応じた雇用確保等に努めます。 
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(9)国民

生活の
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関す る
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エ 生活再建資金の融資等 

県（生活環境部）は、武力攻撃災害により住居・家財及び事業所等に被害を受けた 

者が、自力で生活の再建をするに当たり必要となる資金については、自然災害時の制 

度等を参考にしつつ、被災状況に応じた制度の実施等の対応を検討するとともに、そ 

の円滑な実施を目的に総合的な相談窓口を開設し、当該総合窓口を中心に被災者、事 

業者等に応じた対応を実施します。 

    また、県（商工労働部）は、事業再建資金等についても同様の対応を実施します。 

オ  防犯等 

  警察は、要避難地域の混乱あるいは無人化に伴う窃盗事案等の発生、避難所あるい

は救援物資の集積所等における紛争事案の発生等に備え、パトロールの強化、避難所

等の巡回等による警戒措置を行います。 

カ  住民への周知 

知事（元気づくり総本部、危機管理局）は、県、国等が実施する国民生活安定措置

について①避難住民等、②避難先地域住民、③その他の住民に広報を行い、適切な対

応を呼びかけます。 

エ 生活再建資金の融資等 

県（生活環境部）は、武力攻撃災害により住居・家財及び事業所等に被害を受けた 

者が、自力で生活の再建をするに当たり必要となる資金については、自然災害時の制 

度等を参考にしつつ、被災状況に応じた制度の実施等の対応を検討するとともに、そ 

の円滑な実施を目的に総合的な相談窓口を開設し、当該総合窓口を中心に被災者、事 

業者等に応じた対応を実施します。 

 

オ  防犯等 

  警察は、要避難地域の混乱或いは無人化に伴う窃盗事案等の発生、避難所或いは救

援物資の集積所等における紛争事案の発生等に備え、パトロールの強化、避難所等の

巡回等による警戒措置を行います。 

カ  住民への周知 

知事（統轄監）は、県、国等が実施する国民生活安定措置について①避難住民等、

②避難先地域住民、③その他の住民に広報を行い、適切な対応を呼びかけます。 
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(10) 広

報 、 広

聴活動 

ア 避難住民等の不安を取り除く広報の実施 

(ｱ) 広報資料の配付、作成、掲示 

知事（元気づくり総本部、危機管理局）は、住民の不安と混乱を払拭するため、

収集した被災情報を広報します。 

また、市町村と協力し、避難所における注意事項等について避難住民等への広報

資料を作成、配布、掲示します。 

（略） 

(ｲ) 広報の強化 

a～d （略） 

ｅ 関係機関への要請 

      知事（元気づくり総本部、地域振興部、観光交流局）は、以下のとおり各機

関へ広報に対する協力を依頼します。 

 

 

 

ア 避難住民等の不安を取り除く広報の実施 

(ｱ) 広報資料の配付、作成、掲示 

知事（統轄監、防災局）は、住民の不安と混乱を払拭するため、収集した被災情

報を広報します。 

このため、市町村と協力し、避難所における注意事項等ついて避難住民等への広

報資料を作成、配布、掲示します。 

（略） 

(ｲ) 広報の強化 

a～d （略） 

ｅ 関係機関への要請 

      知事（統轄監）は、以下のとおり各機関へ広報に対する協力を依頼します。 
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(10) 広

報 、 広

聴活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 報道機関への情報提供 

(ｱ) 情報提供 

    知事（元気づくり総本部、危機管理局）は、資料提供と必要に応じ記者会見を行

います。 

    なお、被害状況及び施設の復旧等に関する情報は、各関係機関で発表しますが、

必要に応じて県においても前記方法により発表します。 

(ｲ) 広報依頼 

    知事（元気づくり総本部、危機管理局）、警察は、収集した情報等救援に関す 

る情報を避難住民等へ広報する必要があると認める場合には、避難先地域等の報 

道機関に対し広報への協力を依頼します。 

（略） 

ウ 広聴 

 知事（元気づくり総本部）、警察、市町村長は、関係機関、避難所管理者等と連携

して避難先地域に相談窓口を設置し、人員、資機材を配置するとともに、相談窓口

に情報を集約し、安否情報、生活安全情報等に係る住民からの問い合わせや相談、

要望に対応するとともに相談内容に応じて関係機関へ必要な協力を求めるなど、そ

の解決を図ります。 

 

 

 

 

 

イ 報道機関への情報提供 

(ｱ) 情報提供 

    知事（統轄監、防災局）は、資料提供と、必要に応じ記者会見を行います。 

    なお、被害状況及び施設の復旧等に関する情報は、各関係機関で発表しますが、

必要に応じて県においても前記方法により発表します。 

 

(ｲ) 広報依頼 

    知事（統轄監、防災局）、警察は、収集した情報等救援に関する情報を避難住民等

へ広報する必要があると認める場合には、避難先地域等の報道機関に対し広報への

協力を依頼します。 

（略） 

ウ 広聴 

  知事（統轄監）、警察、市町村長は、関係機関、避難所管理者等と連携して避難先

地域に相談窓口を設置し、人員、資機材を配置するとともに、相談窓口に情報を集約し、

安否情報、生活安全情報等に係る住民からの問い合わせや相談、要望に対応するととも

に相談内容に応じて関係機関へ必要な協力を求めるなど、その解決を図ります。 

 



141 

 

別紙第６ 

５その他 

6-21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)応急

教育 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

ア 実施すべき業務 

   （略） 

 (ｱ) （略）  

 (ｲ)公立学校の学校長 

  a （略） 

  b 市町村立学校の学校長は、応急教育の実施に当たって、市町村教育委員会に報

告するとともに決定次第速やかに児童・生徒及び保護者に周知徹底するものとしま

す。 

  c～i （略） 

イ・ウ （略） 

エ 私立学校への応急教育等の要請 

    知事（地域振興部）は、避難先地域の私立学校に対し、上記に順じ必要な対策 

を講ずるよう要請します。 

（略） 

ア 実施すべき業務 

   （略） 

(ｱ) （略） 

(ｲ)公立学校の学校長 

  a （略） 

  b 市町村立学校の学校長は、応急教育の実施にあたって、市町村教育委員会に報

告するとともに、決定次第速やかに児童・生徒及び保護者に周知徹底するものとし

ます。 

  c～i （略） 

イ・ウ （略） 

エ 私立学校への応急教育等の要請 

    知事（企画部）は、避難先地域の私立学校に対し、上記に順じ必要な対策を講ずる

よう要請します。 

 

 

 

 

 

 

 

別紙第６ 

５その他 

6-23 

(2) ボ ラ

ンティア

の協力 

ア ボランティア活動の支援 

  ボランティアの協力を得るのは、その活動地域が安全であることが大前提です。 

  県は、対処地域の安全を確認した後、被災地域及び避難先地域におけるボランティ 

アの必要性及び要望をみながら、社会福祉協議会（以下「社協」という。）、日本赤十 

字社その他ボランティア活動団体との緊密な連携のもとに相互に協力し、必要なボラ 

ンティアの受入れとその調整及び情報提供など、ボランティアが円滑に活動できるた 

めの各種の支援を行います。 

 市町村においては、県に準じて実施するよう努めるものとします。 

 また、自主防災組織等と連携・協働し、避難住民等に対する効果的な救援活動を行 

います。 

イ 医療救護関係ボランティア 

県 １ （略） 

２ 福祉保健部は、保健所及び市町村の情報を収集するととも

に、県外の医療関係ボランティアの受付を行い、日本赤十字

社の派遣状況を勘案し、医師等の不足する地域への派遣を医

師会等に要請します。 

1医師会 １・２  （略） 

３ 県医師会は、県対策本部と連絡調整を行うとともに、地区

医師会の指導に当たるよう努めるものとします。 

日本赤十字社

県支部 

他県支部との連携のもとに、救護活動を実施するとともに、現地

での情報を関係機関に提供することとされています 

ウ～オ （略） 

ア ボランティア活動の支援 

  ボランティアの協力を得るのは、その活動地域が安全であることが大前提です。 

  県は、対処地域の安全を確認した後、被災地域及び避難先地域におけるボランティ 

アの必要性及び要望をみながら、社会福祉協議会（以下「社協」という。）、日赤その 

他ボランティア活動団体との緊密な連携のもとに相互に協力し、必要なボランティア 

の受入れとその調整及び情報提供など、ボランティアが円滑に活動できるための各種 

の支援を行います。 

 市町村においては、県に準じて実施するよう努めるものとします。 

 また、自主防災組織等と連携・協働し、避難住民等に対する効果的な救援活動を行 

います。 

イ 医療救護関係ボランティア 

県 １ （略） 

２ 福祉保健部は、保健所及び市町村の情報を収集するととも

に、県外の医療関係ボランティアの受付を行い、日赤の派遣

状況を勘案し、医師等の不足する地域への派遣を医師会等に

要請します。 

医師会 １・２  （略） 

３ 県医師会は、対策本部と連絡調整を行うとともに、地区医

師会の指導に当たるよう努めるものとします。 

日赤鳥取県支

部 

 他県支部との連携のもとに、救護活動を実施するとともに、現

地での情報を関係機関に提供することとされています。 

ウ～オ （略） 

 

別紙第７ 

１状況  7-1 

(2)情報

計画 

(2)情報計画 

  別紙第１「情報計画」参照 

 

 

 

 

 

 

 

(2)別紙第１「情報計画」参照  
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別紙第７ 

２構想 

7-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)実施

要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）実施要領 

ア 情報の収集、連絡 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 情報収集体制  平時（レベル１） 

イ 実施体制 

(ｱ)県対策本部の廃止 

 a 知事は、県対策本部を設置すべき県の指定の解除の通知を受けたときは、遅滞な

く、県対策本部及び県現地対策本部を廃止します。（法第30条） 

b 知事は、知事は県対策本部を廃止したときは、県対策本部設置の通知に準じて県

対策本部廃止の通知を行います。 

(ｲ)県現地対策本部の廃止 

 a 県現地対策本部が廃止された場合、県復帰支援センターを開設します。 

 b （略） 

 c 廃止に伴い、仮庁舎の撤去・原状回復、県現地対策本部の撤去・原状回復、その

他、県有施設の原状回復を準備します。 

(ｳ)～（ｵ）  (略) 

ウ 避難、救援 

(ｱ)避難指示の解除（法第55条） 

  避難指示の解除については、避難の指示に準じて解除、通知します。 

(ｲ)避難住民の復帰要領 

a・b （略） 

  ｃ 誘導による復帰 

   ①・② （略） 

   ③避難行動要支援者については、できるだけ患者運送車による復帰を行います。 

(ｳ)被災者の救援 

    ※ただし、救援の期間については、内閣総理大臣が示すまでの期間とします。 

a～e （略） 

エ  (略) 

（２）実施概要 

ア 情報の収集、連絡 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 情報収集体制  レベル１ 

イ 実施体制 

(ｱ)対策本部の廃止 

 a 知事は、対策本部を設置すべき県の指定の解除の通知を受けたときは、遅滞なく、

対策本部及び現地対策本部を廃止します。（法30） 

b 知事は、知事は対策本部を廃止したときは、対策本部設置の通知に準じて対策本

部廃止の通知を行います。 

(ｲ)現地対策本部の廃止 

 a 現地対策本部が廃止された場合、県復帰支援センターを開設します。 

 b （略） 

 c 廃止に伴い、仮庁舎の撤去・原状回復、現地対策本部の撤去・原状回復、その他、

県有施設の原状回復を準備します。 

(ｳ)～（ｵ）  (略) 

ウ 避難、救援 

(ｱ)避難指示の解除（法55） 

  避難指示の解除については、避難の指示に準じて解除、通知します。 

(ｲ)避難住民の復帰要領 

a・b （略） 

  ｃ 誘導による復帰 

   ①・② （略） 

   ③災害時要援護者については、出来るだけ患者運送車による復帰を行います。 

(ｳ)被災者の救援 

    ※ただし、救援の期間については、厚生労働大臣が示すまでの期間とします。 

a～e （略） 

エ  (略) 
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別紙第７ 

３各機関の役

割 

7-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)県  

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ その他知事の命ずる事項又は県対策本部長の求める事項 

元気づくり総

本部 

１ （略） 

２ 相談窓口の運営等の広聴 

危機管理局 １ （略） 

２ 県対策本部の廃止 

３ （略） 

４ 特殊標章等の回収 

５ （略） 

総務部 １ 職員の派遣等 

２ 人権の擁護の確保 

３ 関東地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

４  関西地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

５  東海地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

６ 鳥取情報ハイウェイに関すること 

地域振興部 １ 避難住民の運送に関する計画 

（削除） 

２ 市町村の行財政運営の支援 

３ 安否情報に関すること 

観光交流局 １ 外国人の復帰支援 

２ 外国人の安否情報に関すること 

福祉保健部 １ （略） 

２ 要配慮者（外国人を除く。）の復帰に係る措置 

３ （略） 

生活環境部 １～８ （略） 

商工労働部 １ 物資運送力（トラックその他）の確保 

２ 救援物資の集配の総合調整 

（略） （略） 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ その他知事の命ずる事項、または対策本部長の求める事項 

統轄監 １ （略） 

 

防災局 １ （略） 

２ 国民保護対策本部の廃止 

３ （略） 

４ 特殊標章等等の回収 

５ （略） 

総務部 １ 職員の派遣等 

２ 相談窓口の運営等の広聴 

３ 人権の擁護の確保 

４ 関東地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

５  関西地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

６  東海地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

企画部 １ 避難住民の運送に関する計画 

２ 鳥取情報ハイウェイに関すること 

 

 

文化観光局 １ 安否情報の確認 

（新規） 

福祉保健部 １ （略） 

２ 災害時要介護者の復帰にかかる措置 

３ （略） 

生活環境部 １～８ （略） 

商工労働部 １ 物資運送力の確保 

（新規） 

（略） （略） 

 

 

 

別紙第７ 

３各機関の役

割 

7-5 

(2)市町

村 

 

機 関 名 事務又は業務 

市町村 １～３ （略） 

４ その他市町村長の命ずる事項又は市町村対策本部長の求める事

項 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

市町村 １～３ （略） 

４ その他市町村長の命ずる事項、または市町村対策本部長の求

める事項 
 

 

別紙第７ 

３各機関の役

割 

7-6 

 

(3)指定

地方行

政機関

（指定行

政機関） 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ 本文「第３章 国及び関係機関の事務又は業務」に示す業務のう

ち復帰段階において実施すべき業務 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ 本文「第３章 関係機関の事務又は業務の大綱」に示す業務

のうち復帰段階において実施すべき業務 
 

 

別紙第７ 

３各機関の役

割 

7-6 

 

(4)自衛

隊 

 

機 関 名 事務又は業務 

(略) １ (略) 

 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

(略) １ (略) 
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別紙第７ 

３各機関の役

割 

7-6 

 

(5)指定

公共機

関 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ 本文「第３章 国及び関係機関の事務又は業務」に示す業務のう

ち復帰段階において実施すべき業務 

放送事業者 （略） 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ 本文「第３章 関係機関の事務又は業務の大綱」に示す業務

のうち復帰段階において実施すべき業務 

放送事業者 （略） 
 

 

別紙第７ 

３各機関の役

割 

7-6 

 

(6)指定

地方公

共機関 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 (略) 

 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 (略) 

 

 

別紙第８ 

8-1 

避 難 タ

イ プ と

の関係 

 

大規模 中規模 小規模 

避難タイプによる違いはなく、共通です。 

対処は、当時の状況によります。 
 

 

大規模 中規模 小規模 

避難タイプによる違いはなく、共通です。 

対処は、当時の時の状況によります。 
 

 

別紙第８ 

１状況 

8-1 

(2)情報

計画 

(2)情報計画 

  別紙第１「情報計画」参照 

(2)別紙第１「情報計画」参照  

別紙第８ 

２構想 

8-2 

(2)復旧

段階 

ア  （略） 

イ 実施要領 

（略） 

（略） （略） 

公共土木施

設の復旧 

公共土木施設（河川、道路、港湾等）が被害を受けた場合に

は、遅滞なく道路啓開など必要な応急復旧を実施します。ま

た、県民の生活安定のため、国と調整し迅速に本復旧を行い

ます。なお復旧事業は、施設責任者において実施します。 

その他の公

共施設の復

旧 

公共施設の災害復旧は、施設管理者において実施します。 

（略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア  （略） 

イ 実施概要 

（略） 

（略） （略） 

（新規） 

 

 

 

（新規） 

公共施設の復

旧 

 

公共施設の災害復旧は、実施責任者において実施します。 

（略）  
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別紙第８ 

２構想 

8-3 

(3)復興

段階 

ア  （略） 

イ 実施要領 

   復興については、当時の状況によるところが大きいため、大綱を計画します。 

市街地の復興 市街地復興の目標を定め、県民生活の再建を図ります。 

 収容施設等に必要な公共施設用地（公園、空港、港湾、漁港施設

用地、土地開発公社所有地、住宅供給公社所有地等）の供与や建築

基準法の緩和等を検討します。 

 被災した避難住民の建物、宅地等の応急対策・復興に関する支援

を行います。 

（略） （略） 

商工業の復興 １ 復興のための商工業金融対策の実施 

 (略) 

・(削除) 

・鳥取県企業自立サポート融資により、中小企業の資金繰りを支援 

します。 

・金融機関及び信用保証協会への補助により、鳥取県企業自立サポ 

ート融資の金利及び保証料の軽減を行います。 

２ 被災者の就職支援 

  武力攻撃災害等による離職者に対する就職支援は、県立ハロー 

ワークのほか、労働局などの労働関係機関と連携した支援を実施 

し、被災した地域の雇用を確保することにより、被災者の生活の 

安定を図ります。 

(略)  

（略） 

（削除） 

ア  （略） 

イ 実施概要 

   復興については、当時の状況によるところが大きいため、大綱を計画します。 

市街地の復興 市街地復興の目標を定め、県民生活の再建を図ります。 

 収容施設等に必要な公共施設用地（公園、空港、港湾、漁港施

設用地、土地開発公社所有地、住宅供給公社所有地等）の供与や

建築基準法の緩和等を検討します。 

 避難住民の建物、宅地等の危険度調査を行います。 

 

（略） （略） 

商工業の復興 １ 復興のための商工業金融対策の実施 

 (略) 

・金融機関及び県信用保証協会に対し、県の資金を預託そ、貸付 

資金の円滑化を図ります。 

・鳥取県特別金融対策資金により長期低利に資金を貸し付けます。 

・鳥取県中小企業設備近代化資金及び鳥取県中小企業経営健全化 

資金等の貸付けを優先的に行います。 

２ 被災者の就職支援 

  武力攻撃災害等により職を失った被災者に対する就職支援 

は、労働局などの労働関係機関と連携した支援を実施し、被災 

した地域の雇用を確保することにより、被災者の生活の安定を 

図ります。 

(略)  

（略） 

（別冊Ⅰ 資料編Ｐ  ：資料42「商工業被害状況の把握及び被害復興における商工団体、金

融機関など商工関係機関」） 

 

別紙第８ 

３各機関の役

割 

8-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ その他知事の命ずる事項又は県対策本部長の求める事項 

元気づくり総

本部 

１ 復旧、復興情報の広報 

２ 相談窓口の運営等の広聴 

危機管理局 １ 復旧の総括 

総務部 １  職員の派遣等 

２  復興に係る組織体制の整備 

３  人権の擁護の確保 

４ 関東地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

５  関西地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

６  東海地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

７ 鳥取情報ハイウェイに関すること 

地域振興部 １ 公共輸送機関の復旧支援 

（削除） 

２ 市町村の行財政運営復興の支援 

３ 私立学校の復興 

（削除） 

４ 安否情報に関すること 

観光交流局 １ 外国人の安否情報に関すること 

２ 観光の振興 

３ 観光客に対する広報及び観光施設等との連絡調整 

 

 

 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ その他知事の命ずる事項、または対策本部長の求める事項 

統轄監 １ 復帰情報の広報 

 

防災局 １ 復旧、復興の総括 

総務部 １  職員の派遣等 

２  相談窓口の運営等の広聴 

３ 人権の擁護の確保 

４ 関東地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

５  関西地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

６  東海地区所在政府機関との連絡調整、情報収集 

（新規） 

企画部 １ 公共輸送機関の復旧支援 

２ 復興支援 

（新規） 

（新規） 

３ 鳥取情報ハイウェイに関すること 

（新規） 

文化観光局 １ 安否情報に関すること 

２ 観光の振興 

３ 観光客に対する広報及び観光施設等との連絡調整 
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別紙第８ 

３各機関の役

割 

8-6 

 

(1)県 

 
福祉保健部 １～３ （略） 

４ 要配慮者（外国人を除く。）の安全確保及び支援 

５ 義援金の収配等 

６～10 （略） 

生活環境部 １～12 （略） 

商工労働部 １ （略） 

２ 物資運送力（トラックその他）の確保 

３～８ （略） 

９ 救援物資の集配の総合調整 

農林水産部 １～６ （略） 

県土整備部 １～３ （略） 

４ 公共施設用地等の供与 

  （県立公園、空港、港湾、漁港施設用地） 

５ （略） 

 

（略） （略） 

企業局 １ （略） 

２ 県営発電施設・県営工業用水施設の復旧 

３ （略） 

（略） （略） 

教育委員会 １～３ （略） 

４ 児童・生徒のPTSDに関すること 

５～８ （略） 

（略） （略） 
 

福祉保健部 １～３ （略） 

４ 災害時要援護者（外国人除く）の安全確保及び支援 

５ 義援金品の収配等 

６～10 （略） 

生活環境部 １～12 （略） 

商工労働部 １ （略） 

２ 物資運送力の確保 

３～８ （略） 

（新規） 

農林水産部 １～６ （略） 

県土整備部 １～３ （略） 

４ 公共施設用地等の供与 

  （県立公園、空港、港湾、漁港施設用地、土地開発公社所有 

地、住宅供給公社所有地） 

５ （略） 

（略） （略） 

企業局 １ （略） 

２ 県営発施設・県営工業用水施設の復旧 

３ （略） 

（略） （略） 

教育委員会 １～３ （略） 

４ 児童、生徒のPTSDに関すること 

５～８ （略） 

（略） （略） 

 

 

別紙第８ 

３各機関の役

割 

8-8 

(2)市町

村 

 

機 関 名 事務又は業務 

市町村 １ (略) 

 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

市町村 １ （略） 

 

 

別紙第８ 

３各機関の役

割 

8-8 

（3）指定

地方行

政機関

（指定行

政機関） 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ 本文「第３章 国及び関係機関の事務又は業務」に示す業務

のうち生活再建段階において実施すべき業務 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ 本文「第３章 関係機関の事務又は業務の大綱」に示す業務

のうち生活再建段階において実施すべき業務 
 

 

別紙第８ 

３各機関の役

割 

8-9 

(4)自衛

隊 

 

機 関 名 事務又は業務 

陸上自衛隊 １ 国民保護措置の準備、実施 

 (1)危険な瓦礫の除去 

 (2)施設等の応急復旧 

※災害派遣規定（自衛隊法第83条）は、武力攻撃災害には適用さ

れません。 

海上自衛隊 

航空自衛隊 

 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

陸上自衛隊 １ 国民保護措置の準備、実施 

 (1)危険な瓦礫の除去 

 (2)施設等の応急復旧 

※災害派遣規定（自衛隊法 83）は、武力攻撃災害には適用され

ません。 

海上自衛隊 

航空自衛隊 

 

 

別紙第８ 

３各機関の役

割 

8-9 

(5)指定

公共機

関 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ 本文「第３章 国及び関係機関の事務又は業務」に示す業務の

うち生活再建段階において実施すべき業務 

※対処基本方針が廃止された場合は、法律上の役割はありません。 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ 本文「第３章 関係機関の事務又は業務の大綱」に示す業務

のうち生活再建段階において実施すべき業務 

※対処基本方針が廃止された場合は、法律上の役割はありま

せん。 
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別紙第８ 

３各機関の役

割 

8-9 

(6)指定

地方公

共機関 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 指定公共機関に準じます。 
 

 

機 関 名 内    容 

共通 指定公共機関に準じます。 
 

 

別紙第９ 

１状況 

9-2 

(2)情報

計画 

(2)情報計画 

  別紙第１「情報計画」参照 

(2)別紙第１「情報計画」参照  

別紙第９ 

２ 構想 

9-2 

(2)実施

要領 

ア～ウ (略) 

エ 再避難・復帰の準備 

  別紙第６「避難生活段階の計画」に準じて、再避難・復帰の準備を行います。 

オ 救援の実施 

  別紙第６「避難生活段階の計画」に準じて、避難住民等に対する救援を実施します。 

カ 武力攻撃災害の対処準備及び対処 

  別紙第６「避難生活段階の計画」に準じて、武力攻撃災害の対処準備、防除、軽減

及び被害の応急復旧を実施します。 

キ 住民生活の安定確保 

  別紙第６「避難生活段階の計画」に準じて、生活関連物資等の価格安定、生活基盤

の確保等必要な予防、対処等を行います。 

ア～ウ (略) 

エ 再避難・復帰の準備 

  「６ 避難生活段階」に準じて、再避難・復帰の準備を行います。 

オ 救援の実施 

  「６ 避難生活段階」に準じて、避難住民等に対する救援を実施します。 

カ 武力攻撃災害の対処準備及び対処 

  「６ 避難生活段階」に準じて、武力攻撃災害の対処準備、防除、軽減及び被害の

応急復旧を実施します。 

キ 住民生活の安定確保 

  「６ 避難生活段階」に準じて、生活関連物資等の価格安定、生活基盤の確保等必

要な予防、対処等を行います。 

 

 

別紙第９ 

２ 構想 

9-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ その他知事の命ずる事項又は県対策本部長の求める事項  

元気づくり総

本部 

１ 国民保護に関する広報、広聴 

２ （略） 

 

危機管理局 

 

１～５ （略） 

６ 県対策本部における通信施設の保全 

７ 前各号のほか国民保護措置の総合調整 

総務部 （削除） 

１ 庁舎の管理、運用、調査 

２  県の公有財産の管理、運用、調査 

３～13 （略） 

14 鳥取情報ハイウェイに関すること 

地域振興部 １  駅、空港等、避難住民の受入支援 

（削除） 

２ 私立学校に関すること 

３ 市町村の行財政運営の支援 

４ 安否情報・被災情報の収集等 

観光交流局 １ 外国人の安否情報・被災情報の収集等 

２ 外国人に対する広報、避難、救援 

 

福祉保健部 １・２ （略） 

３ 要配慮者（外国人を除く。）の安全確保 及び支援 

４ 義援金の収配等 

５・６ （略） 

生活環境部 １・２ （略） 

３ 死亡獣畜処理 

４～10 （略） 

商工労働部 １ 物資運送手段（トラックその他）の確保、手配 

２ 避難住民の就職支援 

３ 救援物資の集配の総合調整 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ その他知事の命ずる事項、または対策本部長の求める事項 

統轄監 １ 国民保護に関する広報 

２ （略） 

３ 庁舎の管理、運用、調査 

防災局 

（事務局） 

１～５ （略） 

６ 本部における通信施設の保全 

７ 前各号のほか国民保護措置の総合調整 

総務部 １ 国民保護に関する広聴 

（新規） 

２  公有財産の管理、運用、調査 

３～13 （略） 

（新規） 

企画部 １  駅、空港等、避難住民の受入支援 

２  鳥取情報ハイウェイの被害に関すること 

３ 私立学校に関すること 

４ 市町村の行財政運営の支援 

（新規） 

文化観光局 １ 安否情報等の収集等 

２ 外国人に対する広報、避難、救援 

 

福祉保健部 １・２ （略） 

３ 災害時要援護者（外国人除く）の安全確保 及び支援 

４ 義援金品の収配等 

５・６ （略） 

生活環境部 １・２ （略） 

３ へい獣処理 

４～10 （略） 

商工労働部 １ トラックその他物資運送手段の確保、手配 

２ 避難住民の就職支援 

（新規） 

 



148 

 

 

別紙第９ 

２ 構想 

9-4 

 

 

(1)県 

 
農林水産部 １～５ （略） 

６ 農道（広域農道、農免農道を除く。）、林道状況の把握、確保 

７・８ （略） 

県土整備部 １ 道路（広域農道、農免農道を含む。）状況の把握、確保 

２～９ （略） 

会計管理者 １ （略） 

２  県有車両（警察車両を除く。）の管理、運用 

総合事務所

（東部地区

は東部振興

監） 

１ 県現地対策本部が設置された場合の県対策本部事務の一部の実

施 

 

（略） （略） 
 

農林水産部 １～５ （略） 

６ 農道、林道状況の把握、確保（広域、農免農道を除く） 

７・８ （略） 

県土整備部 １ 道路状況の把握、確保 

２～９ 略） 

会計管理者 １ （略） 

２  県有車両（警察車両及び軽自動車を除く）の管理、運用 

総合事務所 １ 現地対策本部が設置された場合の対策本部事務の一部の実施 

 

 

 

（略） （略） 
 

別紙第９ 

２ 構想 

9-6 

(2)市町

村 

 

機 関 名 事務又は業務 

市町村 １～13 (略) 

 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

市町村 １～13 （略） 

 

 

別紙第９ 

２ 構想 

9-6 

(3)指定

地方行

政機関

（ 指 定

行政機

関） 

（３）指定地方行政機関（指定行政機関） 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ 本文「第３章 国及び関係機関の事務又は業務」に示す業務の

うち避難受入段階において実施すべき業務 
 

３ 指定地方行政機関 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ 本文「第３章 関係機関の事務又は業務の大綱」に示す業務

のうち避難受入段階において実施すべき業務 
 

 

別紙第９ 

２ 構想 

9-6 

(4)自衛

隊 

 

機 関 名 事務又は業務 

(略) １ (略) 

 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

(略) １ (略) 

 

 

別紙第９ 

２ 構想 

9-6 

(5)指定

公共機

関 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 １ 本文「第３章 国及び関係機関の事務又は業務」に示す業務の 

うち避難受入段階において実施すべき業務 
 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 １ 本文「第３章 関係機関の事務又は業務の大綱」に示す業務

のうち避難受入段階において実施すべき業務 
 

 

別紙第９ 

２ 構想 

9-6 

(6)指定

地方公

共機関 

 

機 関 名 事務又は業務 

共通 (略) 

 

 

機 関 名 事務又は業務の大綱 

共通 (略) 

 

 


